
平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 総務部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 広報広聴課 県ホームページ再構築等事業費 ― 32,660



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋詰 （ 2023 ）
種別 当初予算額  32,660千円 補正後予算額  23,960千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
現システムからのスムーズな移行を行うととも
に、災害に強く、利用者・職員がともに使いや
すいシステム構築を行う。

新システムの開発を実施。
旧システムから新システムへデータ・コンテン
ツの移行を実施。
新システムの職員研修を実施。

受託事業者による再構築業務の履行遅滞によ
り、予定していた平成26年4月1日からの新シス
テムの運用を開始することができなくなった。
事故繰越を行い、平成26年5月末の完了を目指
す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

職員研修を１月20日から2月19日まで実施し、
計400人以上の職員が参加。

3月3日からデータ移行後の内容確認を開始し、
3月17日からシステム仮運用を開始。

再構築業務の履行遅滞を確認。

業者の公募・選定（プロポーザル審査会）につ
いては、計画どおり実施。

事業概要・目的

　現在の県ホームページをリニューアルし、災害に強いシステムにするとともに、県警察本部ホームページと県議会ホームペー
ジの管理機能も統合した新システムの開発及び運用保守を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 総務部
平成26年3月31日

県ホームページ再構築等事業 広報広聴課
　━ 　

データ・コンテンツの

移行（最終） 

再
確
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既存コンテンツの

移行（1回目） 
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認
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正 

最終取りまとめ 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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仮稼働開始 10月末（予定） 
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ザ
イ
ン
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野
等
の
検
討 

シ
ス
テ
ム
開
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仕
様
の
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仮稼働開始 

11月中 

仮運用開始（3月17日） 

デ
ザ
イ
ン
の
反
映
・調
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デ
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タ
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ン
テ
ン
ツ
の
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・大規模災害時の更新体制に 
 おける情報セキュリティの確保 
・プロポ審査委員からの指摘事項

の仕様への反映 
などによる調整のため、8月末に

契約。 
→3月末にシステム運用開始。 

未開発部分の取りまとめ 

確
認 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 危機管理部

番号 課名 事　　　業　　  名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 危機管理・防災課 総合防災拠点と対策支部体制 地震対策 8,548

2 危機管理・防災課 石油基地対策 地震対策 2,109

3 危機管理・防災課 総合防災情報システム更新事業 地震対策 435,962

4 南海地震対策課 体験型防災学習の促進 地震対策 39,547

5 南海地震対策課 津波避難シェルターの整備 地震対策 60,509

6 消防政策課 給油所の災害対応能力の強化 地震対策 20,800

7 消防政策課 消防庁ヘリの受入れとヘリ基地の嵩上げ 地震対策 194,158



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福留 （ 2037 ）

種別 地震対策  当初予算額 8,548 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
総合防災拠点の運営マニュアル（案）の策定及び
災害対策支部の体制（案）を作成するとともに、防
災拠点の整備を進める。
また訓練等の実施により新たな課題等の検証を行
い、次年度以降も引き続き必要な対策を進め、発
災後の迅速な応急体制の早期確立を図る。

（達成状況）
災対支部と防災拠点の運営についての体制
案を作成し、関係部局と調整のうえ、来年度の
体制案を策定。
拠点の運営項目の整理を実施。
春野運動公園のスロープ拡幅を実施。

（要因分析、課題等）
非常用電源設備設計について施設管理者等と
の調整に日数を要したため年度内での設計完
了が図れなかった。→26年度上半期での完了を
目指す。
今年度整理した運営項目をベースに来年度以
降に新しい地域本部体制のもと地域の実情を反
映した拠点ごとの運営マニュアルを作成すること
とする。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○総合防災拠点の運営マニュアル（案）の策定
○災害対策支部の体制（案）の策定

○総合防災拠点の運営項目の整理
○地域本部（災害対策支部）の体制（案）の策
定

○総合防災拠点の運営マニュアルの検討
○災害対策支部の体制検討

○総合防災拠点の運営項目の検討
○災害対策支部の体制検討

事業概要・目的

総合防災拠点運用の検討や災対支部の業務と体制のあり方について検討を行うとともに、総合防災拠点として必要となる非常用電源等の設備の設計や支援物
資の搬出入に必要となる進入路の設計及び整備を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成26年3月31日

総合防災拠点と対策支部体制 危機管理・防災課

非常用電源設備

設計委託発注 

非常用電源設

備設計完了 

春野運動公園 

スロープ拡幅設計発注 

春野運動公園 

スロープ拡幅設計完了 

春野運動公園 

スロープ拡幅工事発注 

春野運動公園 

スロープ拡幅工事発注 

○総合防災拠点運営マニュアル（素案）の作成 

○災害対策支部の業務と体制のあり方取りまとめ 

図上訓練の実施による検証 

検証により抽出された課題をもとに

マニュアル等について修正の実施 

春野運動公園 

スロープ拡幅設計発注 

春野運動公園 

スロープ拡幅設計完了 

春野運動公園 

スロープ拡幅工事発注 

春野運動公園 

スロープ拡幅工事完了 

○災害対策支部の業務と体制のあり方（案） 

   の作成 

図上訓練の実施による検証 

体制案について関係部

局と協議 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福留 （ 2037 ）
種別 地震対策  当初予算額 2,109 補正後予算額 56,279 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 危機管理部
平成26年3月31日

石油基地対策 危機管理・防災課

事業概要・目的

南海地震による石油等の流出などに起因した火災の発生による被害の拡大を防ぐため、タナスカ地区等の石油・ガス施設の現状と課題について検討を行
う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

検討会委員の依頼と検討事項の調整 検討会委員の依頼と検討事項の調整

（求める具体的な成果）
石油基地における取り組むべき課題と対策を
検討抽出し、必要な対策等に着手（予算化）
する。

（達成状況）
6月に準備会を開催、対策の基本方針を検
討。
10月に第1回検討会を開催し、基本方針の決
定と今後の検討内容等を確認。
検討会の議論を受け、対策の検討のための
地質調査や被害想定等について９月補正に
より、調査を開始。
第2回検討会を開催し、地盤調査や耐震照査
手法や被害軽減策の検討に活用する最悪の
被災シナリオの検討について意見をいただ
き、今後の検討の方向性を確認。

（要因分析、課題等）
被害想定調査検討業務について地質調査の実
施にあたり事業者との調整等に日数を要したた
め年度内での完了が図れなかった。→26年度
上半期での完了を目指す。
来年度も引き続き検討を行い、まずは上半期に
Ｌ1対策について取りまとめるとともに、最悪の
被災シナリオを作成のうえ被害軽減策の検討を
行う。
また、Ｌ2地震津波における被害想定の検討も
併せて行う。

準備会の開催 

第1回検討会の開催 

準備会で検討した課題等について

関係機関と個別協議の実施 

関係機関における課題への対応の

検討 

第2回検討会の開催 

国、県、市、事業者が取り組むべき課

題と対策の検討 

準備会の開催 

第1回検討会の開催 

準備会で検討した課題等について

関係機関と個別協議の実施 

関係機関における課題への対応の

検討 

第2回検討会の開催 

検討会の開催に向け、関係機関や

学識者等との協議を実施。 

協議をもとに必要な調査項目につい

て取りまとめを行い、９月議会へ補

正予算を計上 

被害想定調査検討委託業務の実施 

  地盤調査、耐震照査（Ｌ１）の実施 

  最悪の被災シナリオの検討 

地盤調査と耐震照査方法について報告 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 酒井 （ ２０９３ ）
種別 地震対策  当初予算額 435,962 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・市町村の避難勧告等の緊急情報をテレビ、
ラジオの放送事業者や携帯電話事業者に自
動的に伝達し、県民の皆様に幅広く情報をお
知らせする機能を強化。
・クラウドサービス等の利用により、南海地震
時においても情報を収集し、関係機関で情報
を共有できる機能を強化し、迅速に応急対策
の意思決定を行う。

（達成状況）
・各システムの整備を完了し、、公共情報コモ
ンズや緊急速報メール、ツイッターを活用して
県民の皆様に幅広く情報をお知らせすること
が可能となった。
・クラウドサービスの活用により、安全性を強
化するとともに有線、無線や場所を問わず関
係機関がシステムの利用が可能となり情報の
共有機能を強化した。

職員安否システムは既存のサービスを利用す
るため、デモンストレーション・テストは実施せず
に、職員による訓練を行い機能の確認を行っ
た。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　防災マップシステム及び職員安否システムの
仕様の調整に時間を要したが、それぞれシステ
ムの基盤は、既存サービス（ＡＳＰ）を利用する
ため、契約後のスキームは、計画どおりで４月１
日から運用を開始する。

事業概要・目的

　総合防災情報システムは、雨量、水位、市町村の被害報告等の情報の共有を図り、的確な初動対応や応急対策を実施するために平成１３年度から運用
を開始し、平成１９年度の更新を経て現在に至る。システムのハードウエアのサポート期間が終了し、安定した稼働の維持が困難となるため、情報伝達や
情報収集機能を強化し、システムの更新を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成26年3月31日

総合防災情報システム更新事業 危機管理・防災課

（要因分析、課題等） 

基幹系 

システム 防災マップ 職員安否 

契 約 契 約 

契 約 

           プロジェクト管理 

            ・詳細設計 

            ・プログラム 

 

           デモンストレーション 

          テスト（単体・結合・総合） 

            試験運用 

         ４／１ 運用開始 

基幹系 

システム 
防災マップ 職員安否 

契 約 

契 約 

契 約 

  デモンストレーション 

   テスト（単体・結合・総合） 

            試験運用 

         ４／１ 運用開始 

  運用準備 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉岡 （ ２０９０ ）

種別 　地震対策  当初予算額 39,547千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 地震体験者数　24,000人

地震体験者数　25,000人（見込み）
運行方法について、4月入札が不調に終わったた
め7月開始となったが、業務委託を開始した

起震車購入について、製造メーカーの事業廃止の
影響などから、発注仕様の再検討に時間を要した
が、9/17に購入契約を締結し、3/19に納車完了。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的

地震や津波をはじめとする災害に備える県民意識の向上を目指し、起震車の巡回をはじめとする啓発活動を実施する。
２台目の起震車を高知県市町村振興協会の助成を受けて購入する他、地震の揺れ体験の機会を増やすため、運転業務等を外部委託する。
こういったことにより、平成23年度には20,216人であった体験者数を、第2期南海地震対策行動計画の完了年度である平成27年度には33,000人への増加
を目指す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成２６年　３月３１日

体験型防災学習の促進 南海地震対策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

入札 

委託運行の開始 

業務の入札公告 

新車両の仕様の

検討 

入札 

公告(政府調達) 

利用開始 

納車 

委託業務完了 

委
託
に
よ
る
起
震
車
体
験
の
運
営

 

起
震
車
の
製
造

 

入札不調 

現場説明会開催 

業務の入札公告 

新車両の仕様の

検討 

9/5 入札 

6/21 公告 

(政府調達) 

3/19 納車 

委託業務完了 

委
託
に
よ
る
起
震
車
体
験
の
運
営

 

起
震
車
の
製
造

 

委託運行の開始 

業務の入札公告

（2回目） 

入札 

受託者決定 

（達成状況） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ 2038 ）

種別 地震対策  当初予算額 60,509 補正後予算額 54,509 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）

　工事の発注のための構造設計及び概算工
事費の把握

（達成状況）

　工事の発注のための構造設計及び概算工
事費の把握

（要因分析、課題等）

　最終成果を基に、早期の工事発注を行う

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○地元へのシェルターの構造、工事の施工
　方法などの説明（2/13）

○最終成果とりまとめ 

○最終成果とりまとめ

○概算工事費の把握

○次年度予算要求
○概算工事費の把握
○次年度予算要求

○設計委託業務の契約
○委託業務の公募開始(7/18)

○設計委託業務の契約(8/14)

○地元への測量・地質調査の立入説明
（9/11）

○地元へのスケジュール等の説明 ○地元へのスケジュール等の説明（5/27）

○委託業務の公募開始 ○整備候補箇所の土地所有者の確認

事業概要・目的

　室戸市佐喜浜町津呂地区は、短時間での津波到達が予測されるうえに、高齢化の進行や要介護者も居住していることから、体力的な負担が少なく短時
間で避難可能な避難場所の確保が必要となっている。
　しかしながら、避難場所となるべき背後の山は、治山対策が必要な不安定な地形のため、本震や余震による落石、がけ崩れの危険性がある。また、治
山事業で整備された擁壁を避けて、既存の避難場所を拡充することも困難な状況である。
　そのため、津波避難先の選択肢の一つとして検討してきた、津波避難シェルターの整備による津波避難空間の確保に向け、平成２５年度は地質調査と
本体構造の設計を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 危機管理部
平成26年3月31日

津波避難シェルターの整備 南海地震対策課

・現地協議 

・設計作業 

・現地協議 

・設計作業 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮藤 （ ９３１８ ）
種別 当初予算額 20,800千円 補正後予算額 6,648千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局　：　危機管理部
平成26年3月31日

給油所の災害対応能力の強化 消防政策課
地震対策 　

事業概要・目的 　

　災害時に停電等が発生した際においても、石油製品の安定的な供給の確保を図るために、給油所が自家発電機等を設置するための費用の一部につい
て、国の補助に加えて、市町村から補助を受けることなどを条件に、追加補助を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○県内給油所の事業者へ事業内容について周
知

○県内給油所の事業者へ事業内容について
周知

・補助要綱の制定
・事業者へ意向調査の実施

・補助要綱の制定
・事業者へ意向調査の実施
　278か所に対し本年度の整備意向調査を実
施し、22事業者が整備意向

○給油所に対して補助金による支援の実施 ○給油所に対して補助金による支援の実施

・交付決定（2か所）

・交付決定（8か所）

・次年度に向けて事業者へ意向調査の実施
・交付決定（4か所）
・次年度に向けて事業者へ意向調査の実施

災害対応型給油所13か所整備 15か所交付決定済み

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・補助金による支援の実績確認
・交付決定（1か所）
・補助金による支援の実績確認

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋本 （ ２０８８ ）

種別 当初予算額 194,158 補正後予算額 195,844 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

地震対策 　

担当部局： 危機管理部
平成26年3月31日

消防庁ヘリの受入れとヘリ基地の嵩上げ 消防政策課

事業概要・目的

　東日本大震災や近年の大規模な風水害を目の当たりにし、消防防災ヘリの活動への期待が高まる中、消防庁から新たな消防防災ヘリが本年度末に
配備（貸与）される予定。消防防災ヘリ２機体制となることで、災害発生時等には、より機動的な救助や情報収集のための初動活動が可能となるととも
に、耐空検査等で生じていたヘリの空白期間が解消されることで、災害時の対応力の向上が図られる。
　このため、新たな消防防災ヘリの受入れに必要となる格納庫等を整備するとともに、活動拠点となる航空隊基地の津波浸水対策として、高知空港内敷
地で５ｍの嵩上げを行い、航空隊基地の移転整備を行う。　また、ヘリの２機体制に向けて新規採用した操縦士に操縦資格を取得させる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（求める具体的な成果）

・消防庁ヘリを受入れるための格納庫を整備
するとともに、２機体制に向けた運航体制等
の整備を図る。
・航空隊基地の津波浸水対策としての用地の
嵩上げに着手する。

・格納庫の完成が4月末に延期。なお、消防
庁ヘリの受入れには支障はない。
（現状の消防及び県警格納庫に３機格納で対
応）
・造成設計等に時間を要し、計画に比べ執行
に遅れを生じている。

・工事の施工方法、ヘリの運用計画等について
の空港事務所との協議等に時間を要したため。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（達成状況） （要因分析、課題等） 

暫定格納庫 

設計発注 

土地

使用

許可

に係

る手

続  

 

用地嵩上げ

設計発注 

暫定格納庫整

備工事発注 

格納庫完成 

嵩上地の建 

設設計発注 

嵩上

地 

 

土地

使用

許可

に係

る手

続 

嵩上げ工事 

発注 
(H26.10月完成予定） 

嵩上地

地質調

査委託 

消防庁ヘリ 

引き渡し 

暫定格納庫設

計委託（5/2） 

土地

使用

許可

に係

る手

続  

 

暫定格納庫整

備工事（10/31） 

格納庫完成(4月末) 

消防庁ヘリ 

引き渡し 

用地嵩上げ設

計委託（6/10） 

嵩上げ工事発注 
(H26.11月完成予定） 

嵩上地地

質調査委

託（7/22） 

嵩上地の建 

設設計委託 

（9/20） 

土地

使用

許可

に係

る手

続 

（達成状況） 



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 健康政策部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 健康長寿政策課
高血圧対策の推進
（高血圧対策事業費）

健康 7,984

2 健康長寿政策課
子どもの頃からの健康的な生活習慣定着の推
進

健康 1,479

3 健康長寿政策課 たばこ対策 健康 8,415

4 医療政策・医師確保課 医師確保対策事業費 健康 2,308,727

5 医療政策・医師確保課
医療機関の災害対策の促進
（医療機関災害対策支援事業費）

地震対策 204,329

6 健康対策課
母体管理の徹底
（母体管理支援事業費）

健康 13,118

7 健康対策課
周産期医療体制の整備促進
（周産期医療体制整備事業費）

健康 170,439

8 健康対策課
母子保健体制の基盤強化
（健やかな子どもの成長・発達支援事業費）

健康 13,620

9 健康対策課
がん検診の受診促進
（がん検診受診促進事業費）

健康 61,089

平成２５年度　事業別執行計画一覧



平成２５年度　　事業執行計画書平成２５年度　　事業執行計画書平成２５年度　　事業執行計画書平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 市村 （ 2305 ）
種別 健康  当初予算額 7,984千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局：担当部局：担当部局：担当部局： 健康政策部健康政策部健康政策部健康政策部
平成26年3月31日

高血圧対策の推進（高血圧対策事業費） 健康長寿政策課

事業概要・目的
　壮年期死亡の改善策として、脳血管疾患・心疾患の最大リスク要因である高血圧に対し、家庭血圧や高血圧治療ガイドラインに沿った治療等の徹底等
の取組を実施する。
①６月までに医師会等の職能団体や協会けんぽ等の保険者、健診機関に対し、対策の協力依頼等を終了させ、官民の推進体制を構築。
　 ７月から研修等により対策を担う人材を育成し、高血圧者への指導に取組む。
②日本高血圧学会の高血圧治療ガイドライン改訂（2014～）を踏まえながら、県民への広報を開始（9月以降予定）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・医療機関、健診機関において高血圧者に
　対する指導が開始された
・高血圧対策サポーター企業の募集数97社
　（9/17時点）

県民県民県民県民へへへへ本格的本格的本格的本格的

人材育成事業人材育成事業人材育成事業人材育成事業

の実施の実施の実施の実施

関係機関との関係機関との関係機関との関係機関との

推進体制構築推進体制構築推進体制構築推進体制構築

①各職能団体に人

材育成の協力依頼

②協会けんぽ等訪

問し､対策の協力

依頼

③主要健診機関を

訪問し､健診時の

協力依頼

④人材育成の年間

スケジュール調整

広報の進め方広報の進め方広報の進め方広報の進め方

検討検討検討検討

①高知県健康診査

管理指導協議会の

専門部会において

検討

②広報資材の仕様

高血圧対策高血圧対策高血圧対策高血圧対策

サポーター企業のサポーター企業のサポーター企業のサポーター企業の

登録制度設計登録制度設計登録制度設計登録制度設計

薬局等想定される

企業訪問による

ニーズ調査と制度

への反映の検討

高血圧対策高血圧対策高血圧対策高血圧対策

サポーター企業サポーター企業サポーター企業サポーター企業

の登録開始の登録開始の登録開始の登録開始

治療中治療中治療中治療中

の高血の高血の高血の高血

圧者に圧者に圧者に圧者に

対する対する対する対する

家庭血家庭血家庭血家庭血

未治療未治療未治療未治療

の高血の高血の高血の高血

圧者に圧者に圧者に圧者に

対する対する対する対する

健診時健診時健診時健診時

①中央研修5回開催

②郡市医師会ごと

に研修開催

①高血圧者①高血圧者①高血圧者①高血圧者へのへのへのへの

指導指導指導指導
②県民②県民②県民②県民へのへのへのへの広報広報広報広報

関係機関との関係機関との関係機関との関係機関との

推進体制構築推進体制構築推進体制構築推進体制構築

広報の進め方広報の進め方広報の進め方広報の進め方

検討検討検討検討

①高血圧者①高血圧者①高血圧者①高血圧者へのへのへのへの

指導指導指導指導
②県民への広報②県民への広報②県民への広報②県民への広報

①職能団体との合

意

②協会けんぽ高知

支部加入事業所へ

の啓発実施を合意

③主要健診機関14

機関の協力を合意

④人材育成研修を

7-9月に4回コース

で実施決定

①専門部会での検

討等をもとに、広

報、啓発資材の内

容を決定

②高血圧啓発事業

の委託(プロポー

ザル)により広報

人材育成事業人材育成事業人材育成事業人材育成事業

の実施の実施の実施の実施
高血圧対策高血圧対策高血圧対策高血圧対策

サポーター企業のサポーター企業のサポーター企業のサポーター企業の

登録制度設計登録制度設計登録制度設計登録制度設計

①薬局や薬剤師会

への聞取りを踏ま

え、サポーター企

業の認定制度を設

計

・８月から高血圧

対策サポーター企

業の募集開始

（認定は､人材育

成研修が終わり、

①中央研修4回開

催。毎回110名の

参加者

②高知市医師会生

涯教育講演会にて

高血圧対策の紹介

・医療機関での指

導

内科・循環器科を

標榜する440医療

機関において指導

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・健診機関において高血圧の指導が
　実施される
・サポーター企業の登録数が100社以上

・県内の主要健診機関（14機関）の特定健診､
　定期検診､人間ドック等において高血圧の
　指導が実施された
・サポーター企業の登録数は127社を認定

・関係機関の理解を得て協働出来た事により、
　予定どおりの成果が達成できた

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・高血圧者への指導体制が整うと同時に、
　高血圧の危険性を訴えるTVCM放送を10月
　からタイムリーに実施(10-11月に116本)
・H26の取組検討を前倒しして実施し予算
　に反映

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

県民県民県民県民へへへへ本格的本格的本格的本格的

広報開始広報開始広報開始広報開始

①サポーター企業

による高血圧予防

のPR

②TVCMなどの実施

家庭血家庭血家庭血家庭血

圧測定圧測定圧測定圧測定

等の指等の指等の指等の指

導導導導

健診時健診時健診時健診時

の指導の指導の指導の指導

H25H25H25H25の事業評価との事業評価との事業評価との事業評価とH26H26H26H26取組の決定取組の決定取組の決定取組の決定

高知県健康診査管理指導協議会の専門部会

において評価･検討

[医療機関] [健診機関]

（達成状況）

成研修が終わり、

認定証や啓発グッ

ズが完成する9月

下旬から一斉に実

機関において指導

教材を活用した指

導が開始

・健診機関での指

導

主要健診機関14機

関において指導教

材を活用した指導

H25H25H25H25の事業評価との事業評価との事業評価との事業評価とH26H26H26H26取組の決定取組の決定取組の決定取組の決定

高知県健康診査管理指導協議会循環器疾患

等部会において評価、及びH26の取組を検討



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松岡 （ 9675 ）

種別 健康  当初予算額 1,479千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　 小中学生の肥満傾向児の出現割合が高いことや高学年になるほど就寝・起床時間が遅くなるなどの傾向や、また保護者世代の肥満割合や朝食欠食
率が高いなどの課題から、教育委員会と連携し小中高校生（H25年度は小学低学年と高校生）を対象とした健康教育を実施するなど、子どもの頃からの
健康的な生活習慣の定着を図る。

※長期休暇明けの9月と1月を「高知家族強
調月間」として位置付け生活リズムチェッ
クをその期間に実施することとした。
※学校でのより効果的な教材活用のために
指導用手引を作成した。

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
健康政策部

子どもの頃からの健康的な生活習慣定着の推進 健康長寿政策課

　

○健康教育教材作成

○教委と展開方法や活用

具体の方法に向けて協議
教委とのWG 4/11~

教材作成WG 4/25~

小学低学年用 高校生

健康教育開始

健康教育開始

子子子子どもどもどもども支援専門部会支援専門部会支援専門部会支援専門部会

・教材検討、実態把

握及び取組検討

学校関係者向

け研修開催

（歯・たばこ）

地域保健師等向け

子子子子どもどもどもども支援専門部会支援専門部会支援専門部会支援専門部会

・教材検討、実態把

握及び取組検討

小学低学年用高校生

○健康教育教材作成

○教委と展開方法や活用

具体の方法に向けて協議
教委とのWG 4/11~

教材作成WG 4/25~

○関係機関への取組説明

生活リズム

チェック

指導用手引作成

地域保健師等向

け研修会開催

学校関係者向

け研修開催

（歯・たばこ）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

※「子どもの健康的な生活習慣支援講師派
遣」事業により、児童生徒や保護者への健
康教育を実施

※来年度、早期に健康教育が実施できるよ
うに、11月から教材作成ワーキングを開催
した。

※家庭・学校・地域全体で取組を推進する
ために、関係機関への取組説明を実施し
た。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

子ども支援専門部会子ども支援専門部会子ども支援専門部会子ども支援専門部会

・教材検討、次年度

取組検討

来年度分（小学高

学年、中学生）作

成準備開始

地域保健師等向け

研修会開催

○各学校で教材を活用した健康教育が

実施できる

（達成状況）

健康教育

開始

生活リズム

チェック

子子子子どもどもどもども支援専門部会支援専門部会支援専門部会支援専門部会

・教材検討、次年度

取組検討

指導用手引作成

市町村・PTA役員会

など関係機関に取

組説明実施

(12月～3月）

○小学校低学年・高校生については、教

材を用いた健康教育が実施できている。

年度末に県教育委員会において、実

施状況を把握。

教材作成ワーキング

開催（小学中学年、

高学年、中学生）

11月～3月 ５回開催



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 柳本 （ 2433 ）

種別 健康  当初予算額 8,415千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

たばこ対策 健康長寿政策課

事業概要・目的

①喫煙者に対して、禁煙についての情報提供や助言ができる人材を地域ごとに育成する
②かかりつけ医からの禁煙の声かけ、医療機関の連携、禁煙治療を実施する医療機関の増加を目的に、地域ごと（福祉保健所ごと）に医師等を対象とした研修会
の開催や、禁煙治療を実施する医師、市町村の保健指導担当者等を対象とし、 e-ラーニングを活用した研修を実施
③禁煙・受動喫煙防止に関する啓発を実施
④受動喫煙防止対策を実施している飲食店や施設（学校・官公庁施設・飲食店を除く）に対し、県のホームページ等でＰＲを行い、禁煙や受動喫煙防止に関する情
報発信施設として活用する

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

「ノンスモーキー応援施設」「『空気もおいし
い！』認定事業」の申請数増加を目指し、事業
周知・申請への積極的なはたらきかけが必要

受動喫

煙防止に

関する啓

発

関係機関・団体

との推進体制

構築

人材育成事業

の実施

･とさ禁煙サポー

ターズ養成（健康

づくり団体等を対

象に6ヶ所）、フォ

ローアップ講習

（3ヶ所）

･高知県医師会と

の連携研修会（郡

市医師会ごと）

受動喫煙

防止の取

組の推進

5/31の世界禁煙

デーに合わせ、

集中的に啓発

･テレビCM

･新聞広告

･健康づくりｲﾍﾞﾝﾄ

たばこ対策専門部会

･｢空気もおいし

い!｣認定事業

･｢ノンスモー

キー応援施設｣

登録

･人材育成の

実施計画の検

討、協力体制

の構築

･クイットライン

(電話相談)の

検討

･H25事業進捗状況報告

･次年度取組

イベントや

健診時に

チラシ等

を配布し、

啓発

健診機関やかかり

つけ医から禁煙治

療の啓発

関係機関・団体

との推進体制

構築

受動喫

煙防止に

関する啓

発

受動喫煙

防止の取

組の推進

イベントや

健診時にチ

ラシ等を配

布し、啓発

・県医師会、県薬

剤師会等関係団

体に向け、よさこ

い健康プラン21

の説明及

び今年度の事業

説明を行い、協

力体制を確認

･｢空気もおいし

い!｣認定事業

･｢ノンスモーキー

応援施設｣の実

施に向けた準備

世界禁煙デー・

禁煙週間啓発

・イベント（5/26）

・テレビCM

人材育成事業

の実施

･とさ禁煙サポーター

ズ養成講習

高知県医師会との

連携研修会

実施福

祉保健

所と関

係者・

団体と

の協議 受動喫煙

防止の取

組の推進

･｢ノンスモーキー

応援施設｣の事業

開始

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・医療関係者の資質向上を目的とした研修会の開
催等、禁煙支援体制の構築を図る。
・禁煙・受動喫煙防止の啓発が広がる。

・e－ラーニングによる禁煙支援スキルアップ講
 座受講修了者  128名
・とさ禁煙サポーターズ養成講座　219名
・ノンスモーキー応援施設　76
・「空気もおいしい！」認定事業　100

・とさ禁煙サポーターズの活動状況及び課題を
  把握し、より積極的に活動がなされるよう支援
  が必要
・ノンスモーキー応援施設及び「空気もおいし
い！」認定事業の事業周知及び拡大

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

づくり団体等を対

象に6ヶ所）、フォ

ローアップ講習

（3ヶ所）

･高知県医師会と

の連携研修会（郡

市医師会ごと）

･e-ラーニングによる

禁煙支援スキル

アップ講座

（11～1月）

たばこ対策専門部会

･H25の事業評価

･H26の取組検討

･H25事業進捗状況報告

･次年度取組

たばこ対策専門部会

健診機関やかかり

つけ医から禁煙治

療の啓発

たばこ対策専門部会

･H25事業進捗状況報告

･次年度取組

･e-ラーニングによる

禁煙支援スキル

アップ講座

（12～2月）

高知県医師会との

連携研修会

･H25の事業評価

･H26の取組検討

たばこ対策専門部会

祉保健

所と関

係者・

団体と

の協議 受動喫煙

防止の取

組の推進

･｢ノンスモーキー

応援施設｣の事業

開始



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 須藤 （ 9660 ）

種別 当初予算額 2,308,727千円 補正後予算額 2,192,724千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

健康 　

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

医師確保対策事業費 医療政策・医師確保課

事業概要・目的

医師の地域偏在、診療科偏在及び若手医師の減少を緩和し、地域医療を確保するために、将来性を重視した中長期的な医師確保対策事業とともに、即
効性を重視した短期的な医師確保対策事業を実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・家庭医療学講座、災害・救急医療学講座設
置協定の締結（高知大学）
・高知県地域医療支援講座設置協定の締結
（聖マリアンナ医科大学）
・地域医療支援センター運営委託契約の締結
（高知大学、高知医療再生機構）
・レジデントハウス設備整備支援（～3月）
・あき総合病院整備支援（～3月）
・高知県医療審議会第１回医療従事者確保
推進部会開催
・医師養成奨学貸付金等の新規貸付決定
・医師のキャリア形成支援公募事業の採択
・家庭医療学講座地域医療実習実施（馬路
村）
・県外臨床研修合同セミナーへの参加
・県内臨床研修病院合同説明会開催

・家庭医療学講座、災害・救急医療学講座設
置協定の締結（4月1日）
・高知県地域医療支援講座設置協定の締結
（4月1日）
・地域医療支援センター運営委託契約の締結
（4月1日）
・医師養成奨学貸付金説明会開催（4月12日）
・高知県医療審議会第１回医療従事者確保
推進部会開催（4月26日）
・県内臨床研修病院合同説明会開催（6月6
日）39名参加
・家庭医療学講座地域医療実習（6月8,9日）
　　馬路村：40名受講
・医師養成奨学貸付金新規貸付決定（6月26
日）
・県外臨床研修合同セミナーへの参加（6回）
　　317名来場

・医師養成奨学貸付金(継続分）99名貸与
・医師養成奨学貸付金(新規分）32名貸与
・特定科目臨床研修奨励貸付金（継続分）1名
貸与

・医師派遣等の連携に向けて、複数の県外大
学と協議中

・地域医療支援センター運営会議開催

・県外臨床研修合同セミナーへの参加

・家庭医療学講座幡多地域医療道場実施

・奨学金受給医師との面談

・医師養成奨学貸付金制度等運用会議の設
置に向けた協議（7月3日）
・県外臨床研修合同セミナーへの参加（7月14
日,9月22日）　計140名来場
・自治医科大学説明会開催（7月24，25日）
　　3校：34名参加
・家庭医療学講座幡多地域医療道場（8月19
～21日）　32名受講
・へき地医療夏期実習（8月22～24日）
　　47名受講
・奨学金受給医師との面談（9月26日～）
・聖マリアンナ医科大学市民講座（9月27日）

・慈恵会医科大学から若手外科医1名が仁淀病
院に派遣（7月1日～）

・医師養成奨学貸付金を受給した医師のフォ
ローアップ体制構築の加速化が必要

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　　馬路村：延べ32名受講

若手医師の県内への定着
・県内初期臨床研修医師数の増加（H25.4：46
名）
・高知大学医学部採用医師数の増加（H25.4：
14名）

若手医師の県内定着
・県内初期臨床研修医師数の増加
　　（H26.4予定：58名）

若手医師の育成・資質向上等の医師支援策の
充実が必要

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・県外臨床研修合同セミナーへの参加

・家庭医療学講座地域医療実習実施（梼原
町）

・高知大生と知事の意見交換会開催

・地域医療支援センター運営会議開催

・聖マリアンナ医科大学市民講座（11月14日）
　　土佐町：13名受講
・家庭医療学講座地域医療実習実施（11月30
日、12月1日）
　　梼原町：30名参加
・医師養成奨学貸付金制度等運営会議開催
（12月3日）

・医師養成奨学貸付金を受給した医師のフォ
ローアップのための組織を設置（県、大学、医
療機関等で構成）

・平成26年4月採用予定の県内初期臨床研修
医師数（マッチング結果）58名

・県外臨床研修合同セミナーへの参加

・県内臨床研修病院合同説明会開催

・高知県医療審議会第２回医療従事者確保
推進部会開催

・地域医療支援センター運営会議開催

・聖マリアンナ医科大学市民講座（1月14,24
日,2月7,8,27日）いの町、香南市、津野町、日
高村、室戸市：計延べ585名受講
・自治医科大学入学試験実施（１月27,28日）
・高知大生と知事の意見交換会開催（1月29
日）
・県内臨床研修病院合同説明会開催（2月3
日）81名参加
・高知県医療審議会第2回医療従事者確保推
進部会開催（2月20日）
・県外臨床研修合同セミナーへの参加（3月2
日,3月21日）
・地域医療支援センター運営会議開催（3月下
旬）

・慈恵会医科大学から外科指導医1名が仁淀病
院に派遣（1月1日～）

・聖マリアンナ医科大学から若手内科医1名が
高北病院に派遣（1月1日～）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前田 （ 2359 ）

種別 健康  当初予算額 204,329千円 補正後予算額 201,829千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

　

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

医療機関の災害対策の促進 医療政策・医師確保課

事業概要・目的

　「医療機関災害対策指針」を活用し、医療機関の防災計画の策定（見直し）を図るとともに、必要となる施設・設備等の整備を支援することにより、医療
機関の災害対応力の向上を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

H25.4　　医療機関へ指針の送付
H25.5　　各地域での指針説明会の開催
H25.5　　防災計画の策定状況についてアン
ケート
H25.5～施設・設備・備品整備⇒３施設

　専門家派遣事業と施設・設備・備品整備補助
金について利用が少ないため、利用促進の取
組が必要

H25.8　　専門家派遣事業と施設・設備・備品
整備補助金について医療機関へ利用促進の
ため再周知
H25.7～9  施設・設備・備品整備⇒６施設
H25.9  ＢＣＰ（事業継続計画）作成に伴う講演
会への講師派遣⇒３箇所

医
療
機
関
の
耐
震
化
、
災
害
対
策
の
た
め
の
施
設
・
設
備

医療機関の防災計画の策定（見直し）

指針の周知

県ＨＰで公開、説明会案内

指針の配布

説明会の開催

医療機関に「指針」の活

用方法と県の支援制度を

説明（福祉保健所単位）

福祉保健所を中心とした医療機関

の防災計画の策定（見直し）を支

援

医
療
機
関
が
行
う

策定（見直し）状況等

調査実施（取組が進ん

でいない医療機関に対
９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

H25.10～12  施設・設備・備品整備⇒14施設
H25.10～12  BCP（事業継続計画）作成支援
⇒３施設
H25.12　　ＢＣＰ（事業継続計画）作成に伴う講
演会への講師派遣⇒２施設

H26.1～2　施設・設備・備品整備⇒７施設
H26.1～2　BCP（事業継続計画）作成支援
⇒２施設
H26.1～3　　ＢＣＰ（事業継続計画）作成に伴う
講演会への講師派遣⇒５施設

　医療機関が災害対応力を向上させるために
必要となる施設・設備整備等を支援するととも
に、医療機関の防災計画の策定（見直し）が一
定図られた。
　ＢＣＰ策定について、モデル病院でのＢＣＰ策
定の手順等を公表し、他の医療機関の参考と
なるよう、積極的な情報発信を行っていくことが
必要である。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

設
備
・
備
品
等
の
整
備
促
進
（
補
助
金
の
活
用
に
よ
る
支
援
）

う
災
害
対
策
の
勉
強
会
等
へ
専
門
家
を
派
遣
し
、
助
言
・
指
導
を
実
施

ほとんどの医療機関が

防災計画の策定（見直し）を

完成または着手中

でいない医療機関に対

し更なる働きかけを実

施）

ほとんどの医療機関が

防災計画の策定（見直し）を

完成または着手中

防災計画の策定（見直し）が済んでい

ない医療機関への働きかけが必要。また、

ＢＣＰ策定率が低いことから、更なる取

組が必要。



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） （ 9659 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 16,702千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

母体管理の徹底（母体管理支援事業費） 所管課 健康対策課 山本

13,118千円

事業概要・目的

＜目的＞
　・極めて小さな赤ちゃんの出生を防ぐための早産防止対策
＜内容＞
　・早産予防を目的とした妊婦健診検査項目の拡大や妊産婦の医学的管理の徹底
　・ハイリスク妊婦、要支援妊産婦への支援強化

○妊婦健診に項目追加
・腟内細菌検査
※子宮頸管長測定は
H24.9から追加、継続実施
・県内の全医療機関で検
査と事後管理の実施を推
奨

○妊婦健診等の啓発
・母子手帳別冊増刷配布
（5月）
・ポスター作成は、母子手
帳別冊改訂、リーフレット
作成とあわせて2四半期以
降の作成に変更

○福祉保健所、周産期・
母子保健担当者会
・担当者会開催(4月)

○ワーキング会議
・第１回会議開催(5月)

○医療機関等連絡会
・助産師職能委員と打ち
合わせ（時期を調整のう
え、3四半期実施に変更）

・医療機関等連絡会につ
いて、各病院の看護管理
者のネットワーク作りも課
題となっている

○腟内細菌検査及び子宮
頸管長測定の継続実施
・子宮頸管長測定導入等
による早産防止対策評価
検討会開催（7月、9月）
○妊婦健診の啓発
・母子手帳別冊改訂、市
町村へ配布（8月）
○母体・新生児搬送マ
ニュアル改訂の内容検討
〇妊婦健診手引書案作成
○女性の健康フォーラム
・内容や講師等について
検討、調整
・開催のための広報活動

○ワーキング会議
・第2、第3回会議開催
(7月、9月)
・市町村において、支援対
象を判断するための一定
のめやすが必要であるた
め、ハイリスク妊産婦等の
基準等について検討

・三次施設で生まれた超
低出生体重児の数が減少
している
（検査項目の追加との関
連については、引き続き、
評価検討を実施していく
必要がある）

妊婦健診検査項目の妊婦健診検査項目の妊婦健診検査項目の妊婦健診検査項目の

拡大拡大拡大拡大

①腟分泌物の細菌

検査の導入

○子宮頸管

妊婦健診受診勧奨妊婦健診受診勧奨妊婦健診受診勧奨妊婦健診受診勧奨････啓啓啓啓

発、妊婦自身発、妊婦自身発、妊婦自身発、妊婦自身のののの主体的主体的主体的主体的

なななな健康管理健康管理健康管理健康管理のののの啓発啓発啓発啓発

母体・新生児母体・新生児母体・新生児母体・新生児

搬送マニュア搬送マニュア搬送マニュア搬送マニュア

ル改訂ル改訂ル改訂ル改訂

①早産予防のための

母体管理の徹底

②妊産婦保健指導の

強化

各福祉保健所で実

施

①助産師、保健師

によるハイリスク

妊産婦の訪問

②市町村での母子

健康手帳交付時等

の生活指導支援

③地域関係者調整

会議等の開催

(ケース会議)

④広域での妊婦教

室開催

福祉保健所、周産福祉保健所、周産福祉保健所、周産福祉保健所、周産

期・母子保健担当期・母子保健担当期・母子保健担当期・母子保健担当

者会での協議者会での協議者会での協議者会での協議

医療機関等連絡会医療機関等連絡会医療機関等連絡会医療機関等連絡会
((((ネットワークネットワークネットワークネットワーク会議会議会議会議))))

母子保健ワーキン母子保健ワーキン母子保健ワーキン母子保健ワーキン

グでの協議グでの協議グでの協議グでの協議

(年6回程度開催)

①ﾎﾟｽﾀｰ配布(6月)

②母子健康手帳別

冊改訂・配布(7月)

などの啓発活動

③ﾘｰﾌﾚｯﾄ配布(9月)

④思春期ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ

配布(3月作成・翌

年度4月配布)

①早産予防のための

母体管理の徹底

②妊産婦保健指導の

強化

①早産予防のための

母体管理の徹底

②妊産婦保健指導の

強化

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

〇妊婦健診の啓発
・チラシ作成、市町村、医
療機関等へ配布（11月）

〇早産防止対策評価事業
・評価を行うための調査内
容及び項目等について、
評価検討会メンバーと協
議
・周産期医療協議会で協
議(11月)

〇女性の健康フォーラム
開催（10月）

〇ワーキング開催（12月)

〇医療機関等連絡会議
・開催について再度検討
を行い、全体会議より、圏
域単位での連携が必要と
考えられるため、見直し
・来年度は必要に応じて、
助産師の研修時に情報交
換を行うなど、運営方法を
見直すこととする

・女性の健康フォーラム
（参加者：94名）
・正しい知識を持ってもらう
機会となった。（アンケート
回答者61名中59名が良
かったと回答）

〇県全体の医療機関等連
絡会議は開催しなかった
が、各福祉保健所単位で
のフォローアップ研修の実
施等により、総合周産期
母子医療センターと地域と
の連携を図ることができた

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○早産防止対策評価事業
・評価を行うための調査を
医療機関へ依頼
・評価検討会の開催（1月）
・周産期医療協議会へ検
討会から中間報告（3月）

〇妊婦健診手引書
・手引書印刷
・関係機関へ配布

〇思春期ハンドブックの作
成

〇ワーキング開催（2月) ・三次施設で生まれた超
低出生体重児の数が昨年
に比べて減少している
（医療機関の調査結果に
ついては、来年度、引き続
き、評価を実施していく）

①妊婦検査項目の拡大や標準妊婦健康診査手引書
の作成、意識の啓発など、母体の医学的管理を徹底
することで、早産（超低出生体重児）を減らす。
②ハイリスク妊産婦、要支援妊産婦の把握や訪問指
導、妊婦教室など、保健指導が強化される。

①妊婦健診における医学的管理の徹底などにより、
早産リスクの早期発見と対応が可能な症例が増えた

②対応すべきハイリスク妊産婦の基準について、協
議検討を行い、支援の対象を明確にした

・来年度も妊婦健診における医学的管理の徹底と早
産防止対策の評価を継続する。
・ハイリスク妊産婦、要支援妊産婦への支援の強化を
実施する。
・2月補正で活用が決まった国の補正に伴う「地域少
子化対策強化交付金」は、来年度へ繰越し執行す
る。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

標準妊婦健診標準妊婦健診標準妊婦健診標準妊婦健診

手引書作成手引書作成手引書作成手引書作成

○子宮頸管
শ೾৒(超
音波)導入
等による早
産防止対策
評価事業

女性の女性の女性の女性の

健康健康健康健康

フォーフォーフォーフォー

ラム開ラム開ラム開ラム開

催催催催



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） （ 9659 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 167,792千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

周産期医療体制の整備促進
（周産期医療体制整備事業費）

所管課 健康対策課 山本

170,439千円 　

事業概要・目的

＜目的＞
　・安心して子どもを生み育てられる環境整備を推進
＜内容＞
　・ＮＩＣＵ、ＧＣＵ（ＮＩＣＵに併設の回復期病室）等の増床に向けた機器・施設整備
　・分娩手当、ＮＩＣＵ新生児担当医手当支給医療機関等への支援

○整備計画の改訂、協議
作業の実施
・周産期医療体制整備計
画の改訂（5月）
・高知医療センターと高知
大学医学部附属病院との
協議
・周産期病床増床計画に
かかる国への事前協議書
作成
（高知医療センター）

○NICU等入院児支援
コーディネーター
・委託先(高知医療セン
ター)との打ち合わせ

○周産期医療従事者研
修の打ち合わせ実施
・委託先(高知医療セン
ター)との打ち合わせ
・研修内容等の協議

○院内助産師等開設促
進研修の打ち合わせ実施
・助産師会等と打ち合わ
せ

・増床を予定している施設
での協議や資料の提出に
時間を要したことなど、整
備計画見直し、事前協議
書作成が若干遅れてい
る。

○国への事前協議書提
出(7月)
・高知医療センターと高知
大学医学部附属病院との
協議

○NICU等入院児支援
コーディネーターの配置
(8月)

○総合周産期母子医療
センターへの運営支援
・国からの内示、補助要綱
策定、申請書の提出

○分娩手当、NICU新生
児担当医手当の助成
・国からの内示、補助要項
策定、申請書の提出、交
付決定

○周産期医療従事者研
修
・委託契約締結
・周産期地域連携研修
会、胎児心臓超音波セミ
ナー実施(7月)
・周産期症例検討会実施
(8月)
・乳児死亡症例検討会(9

・周産期病床の増床の事
前協議書については、国
からの承認が得られる時
期が確定できないことが
課題

・NICU等の入院児の退院
支援とともに地域との連携
強化を図っている

・分娩手当：16分娩取扱
施設
・新生児担当医手当：2医
療機関

・周産期地域連携研修会
　（参加者：64名）
・胎児心臓音波セミナー
　（参加者：44名）
・周産期症例検討会
　（参加者：75名）
・乳児死亡症例検討会
　（参加者：10名）

①周産期医療提供体制の

再構築をすすめる

②周産期医療従事者

の資質向上

①周産期医療体制整

備計画見直し

②周産期病床増床計

画に係る国への事前

協議

○NICU等入院児支援
コーディネーターの
配置(ୢ௜७থター)

○匫়ఢ産勡ಟ子ୢ
௜७থターへの卞協
支援

分娩手当、分娩手当、分娩手当、分娩手当、NICUNICUNICUNICU

新生児担当医手当新生児担当医手当新生児担当医手当新生児担当医手当

のののの支給支給支給支給

周産期医療従事者周産期医療従事者周産期医療従事者周産期医療従事者

の資質の向上の資質の向上の資質の向上の資質の向上

①周産期医療施設

等の医師、助産師、

看護師等への研修

を実施（6月末～

３月上旬）

周産期医療提供体制周産期医療提供体制周産期医療提供体制周産期医療提供体制

の再構築の再構築の再構築の再構築

①周産期医療提供体制の

再構築をすすめる

②周産期医療従事者

の資質向上

①周産期医療提供体制の

再構築をすすめる

②周産期医療従事者

の資質向上

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

〇国との協議
・国への説明継続及び追
加資料の提出
・高知大学医学部附属病
院への支援
・医療審議会へ答申
・承認申請
〇周産期医療体制整備
事業
・整備事業の内容確認
・交付申請、交付決定
※整備事業の内容の見
直し等を行い、変更が
あったことと納入時期の関
係で、繰越手続が必要で
あり、12月補正実施

〇周産期医療従事者研
修
・周産期医療研修会（10
月）

〇助産師等研修
・研修内容の検討
・講師の選定、調整のう
え、研修日程の決定
・研修案内

・国への事前協議が終了 ・周産期医療研修会
　（参加者：58名）

・乳児死亡症例検討会(9
月)

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

〇周産期医療体制整備
事業
・機器等の整備の実施

〇周産期医療従事者研
修
・新生児死亡症例検討会
（2月）

〇助産師等研修会の実
施
（2月）

・国からの承認が得られた
ため、増床に向けた整備
が可能となった。

・新生児死亡症例検討会
　（参加者：9名）

・助産師等研修会
　（参加者：47名）

①高次の周産期医療を提供する総合周産期母子セ
ンター（高知医療センター）、周産期母子センター（高
知大学医学部附属病院）のNICU、GCU、産科増床を
図り、周産期医療提供体制が確保される。
②分娩手当、NICU新生児担当医手当の支給や周産
期医療従事者等の資質の向上が図られる。

①周産期病床の増床について、国からの承認が得ら
れ、増床のための整備が予定通り進んでいる。

②分娩手当、NICU新生児担当医手当の支給や周産
期医療関係者研修会及び助産師等研修会を実施す
ることができた。

・平成27年度増床後の開設に向けて、医師、看護師
等の人材の確保

・研修実施の評価方法についての検討が必要

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

①NICU・GCU等増

床のための機器など

の補助の交付決定

①機器等の整備

周産期医療体制整備周産期医療体制整備周産期医療体制整備周産期医療体制整備

事業の補助事業の補助事業の補助事業の補助

助産師の資質の向上助産師の資質の向上助産師の資質の向上助産師の資質の向上

①院内助産師等研

修の実施



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） （ 9659 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 9,315千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

母子保健体制の基盤強化
（健やかな子どもの成長・発達支援事業費）

所管課 健康対策課 山本

13,620千円 　

事業概要・目的

＜目的＞
　・地域における総合的な母子保健サービスの強化
＜内容＞
　・乳幼児健診未受診児への受診勧奨や未受診児対象の広域健診の実施
　・手引書の作成などによる乳幼児健診の標準化や母子保健指導者の資質の向上

○乳幼児健診啓発活動
・啓発活動のための委託
内容を検討し、委託業者と
の契約締結(4～6月)
・その他、ラジオ番組等で
の啓発活動実施（4月）

○未受診児の保護者へ面
接で行う受診勧奨事業に
対しての助成
・補助要綱策定（5月)、市
町村への説明（5、6月）、
交付決定（6月：7市町）

○ワーキング開催（5月）
・母子保健指導者研修(基
本・フォローアップ）の実施
計画、開催に向けた調整
・その他事業についての
検討、協議の実施

○乳幼児健診受診状況実
態調査
・調査内容、項目等の検
討
・市町村、保育所・幼稚園
への調査説明と受診勧奨
協力依頼（5、6月）
・調査票を発送（6月）

・乳幼児健診受診促進事
業については、対象児が
少ないところや専門職の
確保に課題があるところ以
外は活用→各市町村の取
組等の状況と意向調査を2
四半期に実施、来年度に
向けた事業の検討を行う

・実態調査について、調査
の協力を得られ、説明の
際に健診の意義や啓発に
ついて、改めて理解を得ら
れる機会となった

○乳幼児健診啓発活動
・チラシ、ポスター、シール
の配布（7月）
・広報誌等による啓発、TV
番組での広報（8、9月）

○受診促進事業
・市町村に状況と意向調
査を実施

○広域健診
・体制や実施方法等を検
討会で協議
・市町村への説明会開催

○ワーキング開催（7月、9
月）

〇母子保健指導者対象の
研修の実施（基本研修Ⅰ：8
月、フォローアップ研修：須

崎:7月、中央西：9月）

○乳幼児健診受診状況実
態調査
・保育所等を通して調査
票配布、回収、集計（7～9
月）

○健診の標準化・手引書
・内容等の協議（広域健診

・各市町村、保育所、幼稚
園にポスター、チラシ、
シールを配布し、受診勧
奨啓発活動を実施
・各医療機関（産科・小児
科）にポスター、チラシを
配布し、受診勧奨啓発活
動を実施

・母子保健指導者基本研
修Ⅰ（122名参加）

・実態調査は、県内202か
所の保育所等を通じて、
保護者等から3,701名の回
答を得られた

①乳幼児健診の

受診促進

②母子保健サービス

強化

○乳幼児健診受診率○乳幼児健診受診率○乳幼児健診受診率○乳幼児健診受診率

向上向上向上向上キャンペーンのキャンペーンのキャンペーンのキャンペーンの

展開展開展開展開

○乳幼児健診受診促○乳幼児健診受診促○乳幼児健診受診促○乳幼児健診受診促

進事業進事業進事業進事業へのへのへのへの助成助成助成助成

①委託業者の選定

②企画検討

③啓発活動実施

・受診勧奨

・広域検診

○保育士・幼稚園教
諭への啓発活動

○ポスター・リーフ
レット等の配布によ
る受診勧奨

①広域健診実施の協

議（体制、募集等）

健診の標準化・手引健診の標準化・手引健診の標準化・手引健診の標準化・手引

書作成書作成書作成書作成

実態調実態調実態調実態調

査等査等査等査等

実施実施実施実施

母子保健指導者母子保健指導者母子保健指導者母子保健指導者のののの研研研研

修等修等修等修等のののの実施実施実施実施

○母子保○母子保○母子保○母子保

健ワーキ健ワーキ健ワーキ健ワーキ

ングングングング

○医療機○医療機○医療機○医療機

関等連絡関等連絡関等連絡関等連絡

会会会会

①委託事業実施

②分析・報告

健診の標準化や効果的

な受診勧奨・魅力的な

健診の実施につなげる

①市町村の取組への

支援

②助成事業の実施

①乳幼児健診の

受診促進

②母子保健サービス

強化

①乳幼児健診の

受診促進

②母子保健サービス

強化

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

〇乳幼児健診啓発活動
・新聞での広報(11月)
・イベントでの啓発(11月)

〇受診促進事業
・１市が申請、交付決定(10
月：計8市町)

〇広域健診
・実施に向けての協議
・スタッフの調整、依頼
・市町村事前研修会実施
・広域健診の実施(四万十
市：12月)

〇ワーキング開催（12月)
〇母子保健指導者対象の
研修の実施(基本研修Ⅱ：
11月、フォローアップ研修:中
央東、幡多:12月)

〇乳幼児健診受診状況実
態調査
・調査結果報告書の提出
・広域健診事前研修会で
説明
・市町村分の報告

〇健診の標準化・手引書
・広域健診問診の手引書
作成、事前研修会で説明
・広域健診で実施

・健診の意義、必要性の広
報活動を実施

・広域健診
　四万十市の受診児数
(1.6歳児：6人、3歳児：11人)

・母子保健指導者基本研
修Ⅱ（97名参加）

・実態調査結果を市町村
ごとに報告することで、来
年度事業に活用してもらう
ことができる
・県では、広域健診や来
年度事業実施に活かせる

・内容等の協議（広域健診
検討会の中で協議）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

〇乳幼児健診啓発活動
・イベントでの啓発(2月)

〇広域健診の実施
・香南市、安芸市（1月）
・土佐市、南国市（2月）

〇ワーキング開催（2月)
〇母子保健指導者対象の
研修の実施(フォローアップ
研修:安芸:1月)

・健診の意義、必要性の広
報活動を実施

・広域健診
　４か所の受診児数
(1.6歳児：23人、3歳児：29人)

①乳幼児健診未実施児への受診勧奨と未受診児対
象の広域健診の実施により、乳幼児健診の受診率が
向上する。
②健診手引書の作成などによる市町村乳幼児健診の
標準化や母子保健指導者の資質の向上により、市町
村の母子保健サービスが強化される。

①実態調査や市町村からの聞き取りにより、乳幼児
健診の現状や課題、ニーズが明確となった。
　健診の意義、必要性の広報及び受診勧奨などの啓
発活動が実施できた。また、広域健診の実施により、
本来の未受診児が受診につながった。
②母子保健指導者に対する研修会に多数の関係者
が参加し、資質の向上が図られた。

・市町村の乳幼児健診の実施態勢や未受診児対策に
ばらつきがあるため、来年度は市町村へヒアリングを
実施、課題解決につなげていく。
・広域健診の実施方法の検討し、効果的に実施する。
・体系的な研修の実施による支援力の強化を行う。
・2月補正で活用が決まった国の補正に伴う「地域少
子化対策強化交付金」は、来年度へ繰越し執行する。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

未受診児対象の広域未受診児対象の広域未受診児対象の広域未受診児対象の広域

健診実施健診実施健診実施健診実施(６回程度実

施)

母子保健指導者

の実地研修の場

(県全体)

○母子保健指導者

基本研修実施

(各福祉保健所管内)

○市町村母子保健

指導者研修実施



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 山﨑 （ 2430 ）

種別 健康  当初予算額 補正後予算額 49,962千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成26年3月31日

がん検診の受診促進（がん検診受診促進事業費） 所管課 健康対策課

61,089千円 　

事業概要・目的

＜目的＞
　・未受診理由の「忙しくて時間がとれない」という意見を踏まえ、利便性を考慮した検診体制の構築を行う
　・未受診理由の「面倒」という意見を踏まえ、検診の意義・重要性を周知し定期的な受診行動に繋ぐ
＜内容＞
  ・居住地以外の市町村でのがん検診受診を可能にする体制の構築
　・検診会場に行かずに大腸がん検診が受けられる郵送検診体制の構築
　・新規対象者への受診勧奨と、40～69歳への再勧奨の徹底

①広域検診体制の構
築

②大腸がん検診の啓
発と、検体郵送回収体
制の構築

・検診日,検診会場
を決定（17箇所,22
日間）

・全市町村が広域検
診事業に参加するこ
とを確認（4月）

・検診委託先と検診
実施方法、運行体制
について協議開始
（6月）

・イベント会社の決
定、啓発内容協議
（5月）

・検診委託先と郵送
検診の実施体制につ
いて協議開始（6
月）

予定どおり実施

・総合保健協会と事
業委託契約締結
（7/4）

・代表市町村,総合
保健協会,県の3者で
検診実施体制につい
て意見交換（7/31）

・市町村担当者向け
説明会開催
（8/29,9/2）

・市町村に対して事

・総合保健協会と事
業委託契約締結
（7/16）

・代表市町村,総合
保健協会,県の3者で
検診実施体制につい
て意見交換（7/31）

・市町村担当者向け
説明会開催
（8/29,9/2）

・市町村に対して事

予定どおり実施

①広域検診体制の構築

②大腸がん検診の啓発

と、検体郵送回収体制の

構築

イベントイベントイベントイベント会社会社会社会社のののの選定選定選定選定・・・・

啓発啓発啓発啓発イベントイベントイベントイベント企画検討企画検討企画検討企画検討

①募集方法

②郵送方法

③広報方法

等

検診日・検診会場確定検診日・検診会場確定検診日・検診会場確定検診日・検診会場確定

郵送検診の郵送検診の郵送検診の郵送検診の

実施体制協議実施体制協議実施体制協議実施体制協議

①実施希望市町村間

の調整

②総合保健協会の運

行体制の確認

検診実施方法検診実施方法検診実施方法検診実施方法のののの協議協議協議協議

①募集方法

②広報方法

③定員管理

④当日の実施体制

等

予定どおり実施

①広域検診体制の構
②大腸がん検診の啓

発と、検体郵送回収体

予定どおり実施

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・実施ﾏﾆｭｱﾙ作成

・12月9日～
　受診希望者募集開始

・広報媒体による周知
　市町村広報紙
　さんSUN高知12月号
　TV・ラジオ
　新聞広告

・実施ﾏﾆｭｱﾙ作成

・12月16日～
　受診希望者募集開始

・広報媒体による周知
　市町村広報紙
　さんSUN高知12月号
　TV・ラジオ
　新聞広告

12月末の申込状況
　・肺　7.2%
　・胃　20.0%
　・大腸  6.6%
　・子宮頸  25.3%
　・乳　63.8%

業広報原稿を提供
（9月）

業広報原稿を提供
（9月）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・広域検診実施
　2月18日～3月20日
　22会場

・大腸がん啓発
         イベント
　1月19日
　　ﾌｼﾞｸﾞﾗﾝ四万十
　1月26日
　　ｲｵﾝﾓｰﾙ高知

・大腸郵送検診
　12月16日～2月14日

最終申込状況
　・肺　17.9%
　・胃　58.9%
　・大腸 20.0%
　・子宮頸 38.7%
　・乳　80.0%

①居住地以外の市町村でがん検診が受診できる体
制を構築することで利便性を向上させ、受診率向上
に結びつける。
②がん検診の中で最も受診率が低い大腸がん検診
の受診率を他の検診並みに上昇させる。

①広域検診
　会場により人数にばらつきはあるが、一定の
受診申込はあった。詳細な検証は26年度に行
う。
②大腸郵送検診
　募集定員分は集まらなかったが一定数の受
診申込があった。事業検証は26年度に行う。

①当日の検診受付に時間を要し、受診者を長
時間待たす事例あり。検診方法を検証し26年度
の広域検診で改善していく。

②26年度前半に事業を検証し、冬季に郵送検
診ができるよう調整する。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

大腸大腸大腸大腸がんがんがんがん啓発啓発啓発啓発

イベントイベントイベントイベント

①大腸がん検診の

紹介(一番簡単な検

診)

②郵送検診希望者

を募集

・中央と幡多で各

1回

大腸がん郵送検診大腸がん郵送検診大腸がん郵送検診大腸がん郵送検診

の実証事業の実施の実証事業の実施の実証事業の実施の実証事業の実施

12121212月～月～月～月～2222月月月月

検体の温度管理が比

較的容易な冬場限定

で実施

郵送検診の広報郵送検診の広報郵送検診の広報郵送検診の広報

受診希望者募集受診希望者募集受診希望者募集受診希望者募集

広域検診実施広域検診実施広域検診実施広域検診実施

２月～２月～２月～２月～3333月月月月

市町村単位の検診がほ

ぼ終了した時期にひろ

い検診として実施

12月末の申込状況

17.7%

最終申込状況

1,845/3,000

61.5%



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 地域福祉部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額
（千円）

1 地域福祉政策課 支え合いの地域づくり事業費補助金 健康 10,800

2 地域福祉政策課 あったかふれあいセンター事業費 健康 230,765

3 高齢者福祉課 老人福祉施設等整備事業費 健康 888,773

4 高齢者福祉課 福祉・介護人材マッチング機能強化事業費 健康 15,815

5 高齢者福祉課 社会福祉施設等地震防災対策加速化事業費 地震対策 134,663

6 高齢者福祉課 より身近な場所でのショートステイ整備事業費 健康 60,000

7 ねんりんピック推進課 全国健康福祉祭開催事業費 健康・経済 1,240,571

8 障害保健福祉課 認知症疾患医療センター運営費 健康 36,337

9 障害保健福祉課 発達障害者支援事業費 健康 21,227

10 障害保健福祉課 社会福祉施設等耐震化等整備事業費補助金 地震対策 1,017,725

11 児童家庭課 青少年対策推進費 横断的 9,529

12 少子対策課 地域子育て推進事業費 教育・子育て 9,924

13 少子対策課 こどもの環境づくり事業費 教育・子育て 9,454



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 公文 （ ２３０９ ）

種別 当初予算額 10,800千円 補正後予算額  　

■目的

■概要

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

健康 　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

支え合いの地域づくり事業費補助金 地域福祉政策課

●支え合いの地域づくり事業費補助金交付
　決定

●第２回こうち支え合いチャレンジプロジェクト
　研修会（11/27）

・支え合いの地域づくり事業費補助金交付決定
　10/28　南国市、　11/29　土佐市

・第２回こうち支え合いチャレンジプロジェクト研
修会の開催

地域福祉関係者と行政の防災担当者が参加。
日頃の見守り等の地域福祉活動と防災対策の
一体的な取組について、課題・問題点を共有。

・４者協議等の開催
各市町村の災害時要配慮者支援対策の状況

を確認した上で、日頃の見守りと一体的に推進
することについて確認。

事業概要・目的

　人口減少や高齢化が進む中、独居世帯や高齢者のみの世帯が増加し、地域では孤立を要因とする新たな生活面での課題も広がりを見せていること
から、地域の支え合いのネットワークの意図的、政策的な再構築に向けた取り組みを官民一体となって展開していく。
①住民同士がつながり、地域コミュニティを活性化 … 隣近所の交流・活動から、住民同士の声かけや日常的な見守り活動への展開を目指す。
　　支え合いの地域づくり事業費補助金（小地域活動）
　　◆補助先：高知県社会福祉協議会　　◆実施主体：市町村社会福祉協議会　　◆補助率：２／３（補助対象事業費上限　150千円）
②小地域見守りネットワークの構築 … 見守りを個人の活動にせず、地域全体で見守り、支え合うネットワークをつくることで、たとえ一人暮らしで
　あっても安心して暮らせる地域づくりを目指す。
　　支え合いの地域づくり事業費補助金（見守り支援）
　　◆補助先：市町村　　◆実施主体：市町村及び市町村社会福祉協議会　　◆補助率：１／２（補助対象事業費上限　1,000千円）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

●地域支援室連絡会（4/19）
●市町村福祉・介護保険担当者説明会（4/24）

●支え合いの地域づくり事業費補助金交付
　決定

・地域支援室や県社協との協議
市町村と市町村社協の取組状況等を共有し、

それぞれの立場に応じた支援方法を整理。

・支え合いの地域づくり事業費補助金交付決定
　5/16　高知市
　5/17　高知県社協
　

・第１回こうち支え合いチャレンジプロジェクト研
修会の開催

見守りや早期発見の活動を活性化するため、
関係機関との連携や地域の状況に応じた取組
方法等について検討。

・４者協議等の開催
高知市を除く33市町村で、地域活動の単位と

なる小地域を設定。
また、見守りのネットワーク図を作成し、関係

機関で目標を共有しながら官民一体となって見
守りネットワークを構築していくことを確認。

●第１回こうち支え合いチャレンジプロジェク
　ト研修会（7/5）

●地域福祉トップセミナー（9/10）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●支え合いの地域づくり事業費補助金交付
　決定

●地域見守りフォーラム（2/13）
　（孤独死防止フォーラムから名称変更）

・支え合いの地域づくり事業費補助金交付決定
　1/8　大豊町

・地域見守りフォーラムの開催
「高知県における地域の見守り活動に関する

協定」の活動状況について、協定締結事業者か
ら報告し、取組内容を広く発信。

各市町村において、旧小学校区単位や公民館単
位等の小地域の設定が明確にされ、住民同士で
地域福祉アクションプランの実践や見守り活動に
ついての話し合いが行われるよう支援する。

地域全体で見守り支え合う「小地域見守りネット
ワーク」の構築に向けて官民一体で取り組み、安
心・安全な地域づくりを推進する。
（目標：26年度末までに全ての市町村で小地域ごと
の見守りネットワークが１以上立ち上がっている。）

地域活動の単位となる小地域の設定・・・33市町村

見守りのネットワーク図の作成・・・33市町村

見守りのネットワークが１地域以上立ち上がってい
る・・・27市町村

福祉委員等の設置・・・17市町村　2,135人

　関係機関と取組の方向性を確認できた。
26年度は、日頃の見守りや防災の取組み等が

盛り込まれている地域福祉アクションプランのＰ
ＤＣＡをしっかりと回していくとともに、地域福祉と
防災・減災の取組を連携させることにより、避難
支援体制及び日頃の見守り体制の構築を一体
的に支援していく。

小地域ごとのネットワーク 

づくり等の活動を支援 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

市町村 

担当者会 
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（月
１
回
）  

地域福祉を 

考えるトップ 

セミナー 

福祉保健所と県、県社協 

との支援者協議 

各市町村、市町村社協、 

民生委員等との個別協議 

小地域ごとのネットワーク 

づくり等の活動を支援 

孤立死防止

フォーラム 

チャレンジ 

プロジェクト 

研修① 

 

「支
え
合
い
の
地
域
づ
く
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事
業
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補
助
金
」 (

小
地
域
活
動) 

の
活
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※
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場
を
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く
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、
様
々
な
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動
に
つ
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げ
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た
め
の
支
援 

市町村毎に「市町村、 

市町村社協、県、県社協」 

協議会の開催② 

（防災担当課を含む） 

市町村毎に「市町村、 

市町村社協、県、県社協」 

協議会の開催① 

管内ブロック会 ・ 市町村 

（社協）担当者連絡会開催 チャレンジ 

プロジェクト 

研修② 

チャレンジ 

プロジェクト 

研修③ 
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の
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用 

※

小
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の
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に
向
け
た
支
援 

福祉保健所と県、県社協 

との支援者協議 

各市町村、市町村社協、 

民生委員等との個別協議 

小地域ごとのネットワーク 

づくり等の活動を支援 

管内ブロック会 ・ 市町村 

（社協）担当者連絡会開催 

市町村毎に「市町村、 

市町村社協、県、県社協」 

協議会の開催③ 

（防災担当課を含む） 

福祉保健所と県、県社協 

との支援者協議 

各市町村、市町村社協、 

民生委員等との個別協議 

市町村毎に「市町村、市町村社

協、県、県社協」協議会（４者協

議）を開催（随時） 

県社協との連絡会（月１回程度） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 公文 （ ２３０９ ）

種別 当初予算額 230,765千円 補正後予算額 145,030千円 　

■目的

■概要

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

健康 　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

あったかふれあいセンター事業費 地域福祉政策課

●地域支援ワーカーフォロー研修
　マップづくり研修 (10/3、4)

●地域支援ワーカーフォロー研修
　ファシリテート技術研修 (12/10)

・計画に基づき、研修会等を開催
H２６年度に実施する研修内容を拡充・強化す

るよう、研修の委託先である県社協とも協議し
たうえで研修体系を整理。

事業概要・目的

　地域の支え合いのネットワークの意図的、政策的な再構築に向けて、利用者を限定しない、小規模で多機能な地域福祉の拠点を整備し、誰もが住
み慣れた地域で必要なサービスを利用しながら安心して暮らせるしくみをつくる。

　子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかかわらず、誰もが気軽に集い、子育てや生活支援、介護ｻｰﾋﾞｽ等を受けることができる拠点を設置
し、要援護者の見守りや生活課題に対応した支え合いの活動などを行う地域福祉活動を推進する市町村に対して補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

サテライトを含め、約200ヶ所で展開していく。さら
なる拡充を目指すとともに、「小地域見守りネット
ワーク」の構築に向けて、中核的な役割を担う
＜こうち支え合いチャレンジプロジェクトと一体的に展開＞

●日本福祉大学との協議（4/15）
●あったかふれあいセンター職員研修（4/19）
●市町村福祉・介護保険担当者説明会（4/24）

●国への政策提言(5/8)
●あったかふれあいセンター職員研修（5/22）

●総合相談・生活支援研修（6/13～14）

・計画に基づき、研修会等を開催
受講者の経験年数や資格の有無等により、

研修の理解度に差が出ているため、段階別の
研修課程となるよう見直しが必要。

・国への政策提言を継続
厚生労働省において、あったかふれあいセン

ターをモデルとした安心生活基盤構築事業が
平成25年度に創設されたが、当該事業は最長
５年間の有期補助であるため、恒久的な制度
の創設に向けて引き続き提言していく必要あ
り。

●あったかふれあいセンター推進連絡会（7/5）

●地域支援事例研究会・東部（7/24）

●地域支援事例研究会・西部（8/8）

●地域福祉の課題別研修（8/19～20）

●地域支援ワーカー研修（9/11～12）
●日本福祉大学との協議（9/18）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●県社協との協議（2/12）

●日本福祉大学・県社協との協議（2/27）

●地域支援実践報告会 (3/7)
●日本福祉大学・県社協との協議（3/8）

・あったかふれあいセンターの機能強化や拡充
に向けた関係機関との協議

訪問活動等により地域課題を把握すること
で、改めて地域全体の支え合いのネットワーク
づくりの重要性を認識できた。

26年度も引き続き、こうち支え合いチャレンジ
プロジェクトと連携した取組を推進していくことを
確認。

市町村の地域福祉アクションプランに基づいた
活動を推進するとともに、小規模で多機能な地域
福祉の拠点としての活動を充実・強化する。

事業評価分析の結果をふまえた具体的な制度
創設について、他県とも連携しながら国へ提案し
ていく等、事業継続のしくみづくりを行う。

（あったかふれあいセンター実施状況）
27市町村36箇所162サテライトで実施
　「集う」、「訪問」、「相談」、「つなぎ」・・・36箇所
　「生活支援サービス」・・・34箇所
　「送る」、「交わる」・・・32箇所　　　　　　　　　等
（国の安心生活基盤構築事業の活用）
10市町村10箇所で活用
地域の把握やネットワークづくりの取組みを強化

集いや、訪問、相談活動等を通じて、地域コ
ミュニティの活動を支援できるよう、職員のさら
なるスキルアップが必要であり、高知県福祉研
修センターにおいて専門研修を実施している。

26年度からは、防災と地域福祉の一体的な取
組を推進する職員を育成するため、防災面で
の研修をあわせて実施していく。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

 
 

 
 

 
 

 

集
落
活
動
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
を
強
化
し
、
中
山
間
地
域
の
地
域
福
祉⇒

「集
落
福
祉
」を
推
進 

あったか職員 

研修 4/19 

あったか職員 

研修 5/22 

総合相談 

生活支援研修 

6/13、14 

地域支援事例

研究会 (７月) 

課題別研修 

(８月) 

地域支援 

ワーカー研修 

9/11、12 

地域支援ﾜｰｶｰ

ﾌｫﾛｰ研修 

10/3、4 

地域支援ﾜｰｶｰ

ﾌｫﾛｰ研修 

地域支援事例

研究会(12月) 

地域支援実践 

報告会 3/7 

 
 

 
 

 
 

小
地
域
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
を
通
じ
て
、
地
域
福
祉
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
て
、
地
域
課
題
の
把
握
・機
能
強
化
に
取
り
組
む 

チャレンジプロ

ジェクトを通じ

て明らかにな

る地域の課題

解決のための

機能を強化 

地域福祉

コーディネー

ターの育成 

＜あったか

職員のスキ

ルアップ＞ 

地域福祉の拠点 

として充実・強化 

集落活動 

センター 

との連携 

制度化に向け 

国との協議・ 

他県との連携 

 
 

 
 

 
 

 

国
と
の
協
議
・勉
強
会 

 
 

 

他
県
と
の
連
携 

 
 

※

厚
生
労
働
省
の
事
業
活
用
（日
本
福
祉
大
学
と
共
同
）  

 
 

地
域
福
祉
に
取
り
組
む
他
県
と
の
情
報
交
換
・連
携
を
強
化
し
、 

 
 

中
山
間
地
域
の
支
援
の
在
り
方
等
を
、
国
と
と
も
に
調
査
・研
究 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑 （ 2320 ）
種別 健康  当初予算額 888,773千円 補正後予算額 563,978千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

老人福祉施設等整備事業費 高齢者福祉課

事業概要・目的

　介護保険及び福祉サービスの基盤整備の促進、利用環境の向上を図るため、高知県高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業支援計画に基づいて、
市町村、社会福祉法人等が行う老人福祉施設等の整備に対して補助する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・募集要項配布開始　　　　4月16日
・募集に関する説明会　　　4月22日

・応募受付期間　　　　5月13日～5月24日

・審査会　　　　6月4日、10日、26日（選定）
・指定候補事業選定通知　　　　6月28日 予定どおり、指定・認可候補事業者を決定。

・須崎市　特養３０床交付決定　8月26日

・四万十市　特養８０床（継続）
　　　　　　　　ｼｮｰﾄ２０名交付決定　9月26日
・南国市　特養２０床交付決定　9月27日

　 ３事業者について施設整備の補助金交付決
定済み。
　 その他の指定・認可候補事業者はそれぞれ、
施設整備に向けて、実施設計中。
　社会福祉法人を新設する必要のある２事業者
は、法人設立に向けた手続き中。

　南国市　特養８０床（継続）　ｼｮｰﾄ１５名
　土佐市　特養６０床（継続）　ｼｮｰﾄ２０名
　須崎市　特養３０床
　日高村　特養３０床　ｼｮｰﾄ２０名以内
　宿毛市　特養４０床
　四万十市　特養８０床（継続）　ｼｮｰﾄ２０名
　いの町　軽費５０名
　中央圏域（高知市除く）　養護３０床

南国市　特養２０床 　南国市、いの町、中央圏域の施設整備につい
ては、地元調整や開発手続きに時間を要したこ
となどから、25年度内の着手が困難となり、26
年度予算で対応する。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・日高村　特養３０床
　　　　　　ショート１０名交付決定　2月14日

・宿毛市　特養４０床交付決定　3月6日
・南国市　特養２０床竣工　3月10日

・２事業者法人設立　（1月、3月）

・繰越で対応
　土佐市　特養６０床（継続）　ｼｮｰﾄ２０名
　須崎市　特養３０床
　日高村　特養３０床　ｼｮｰﾄ１０名
　宿毛市　特養４０床
　四万十市　特養８０床（継続）　ｼｮｰﾄ２０名

・平成２６年度予算で組み直し
　南国市　特養６０床　ｼｮｰﾄ１５名
　いの町　軽費５０名
　中央圏域（高知市除く）　養護３０床

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

公募 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 東山 （ ２３２７ ）

種別 健康  当初予算額 15,815千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

福祉・介護人材マッチング機能強化事業費 高齢者福祉課

事業概要・目的

福祉・介護人材の確保及び充実のため、求職者の支援、施設・事業所への指導・助言等を行うキャリア支援専門員を高知県福祉人材センター・バンクに
配置する。
あわせて、中山間地域等における人材確保対策の取組のコーディネイトを行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・一歩セミナー参加者数
　田野町４８名（うち中学生７名・高校生４名）
　四万十市４８名（うち中学生５名・高校生３名）

・今後の介護ニーズの増大に対応する人材
の安定的な確保、定着
・中山間地域等の事業所の職員確保

・はじめの一歩セミナー（東部・西部地域各１
回） 県内２カ所で開催
・中山間地域等福祉・介護就職面接（相談）会
 県内８カ所で開催

・中山間地域等福祉・介護就職面接（相談）会
で東部及び西部会場での参加者数が少ない件
に関して、来年度の事業継続にあたり、開催時
期や対象者の絞り込み、内容、広報のあり方な
どを再度検討する必要あり。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・中山間地域等福祉・介護就職面接(相談)会
参加者数　計93名（うち12名が採用（内定））
　・12/1四万十町　10名（うち採用(内定)１名）
　・12/7宿毛市　４名（うち採用(内定)１名）
　・12/8四万十市　５名（うち採用(内定)１名）
　・12/8南国市　10名（うち採用(内定)１名）
　・12/12室戸市　３名（うち採用(内定)０名）
　・12/20田野町　３名（うち採用(内定)０名）

・中山間地域等福祉・介護就職面接(相談)会
参加者数
　・1/11佐川町　29名（うち採用(内定)６名）
　・2/26安芸市　29名（うち採用(内定)２名）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑 （ 2320 ）
種別 地震対策  当初予算額 134,663千円 補正後予算額 164,663千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

社会福祉施設等地震防災対策加速化事業費 高齢者福祉課

事業概要・目的

　安全対策シートの集計から、明らかとなった社会福祉施設における地震防災対策の現状を踏まえ、中長期的に取り組む必要のある津波想定浸水区域に
立地する施設の移転促進を図るとともに、施設利用者を守るために必要な対策のうち緊急性の高いものについて引き続き支援を行うことで、社会福祉施
設における地震防災対策を「加速」し、南海地震へ「備えていく」ことを目的とする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

   高台移転は、今年度予定している３施設のう
ち２施設に対して交付決定済み。 残りの１施設
は、障害者・高齢者の施設と一体利用されてお
り、これらの施設と同時期に移転を予定。
　 防災対策推進のための施設改修及び装備品
の整備については９月中に交付申請を締め切
り、審査実施。

　高台移転　　３施設予定
　装備確保　９６施設予定

　高台移転　２施設移転済　（四万十市）
　　　　　　　　２施設整備中　(香南市)

　装備確保、施設改修　９６施設整備

　 高台移転は、２施設が設計見直しにより繰
越。
   高台移転については、津波想定浸水区域内
にある施設のうち２６年度実施予定の施設を除
く、４６施設に移転希望がある。
　 また、装備確保及び施設改修についても、24
年度、25年度ともにニーズは多く、高台移転事
業とともに事業継続が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　当初予算で対応予定の認知症高齢者グルー
プホームと一体的に利用されている、ケアハウ
スについて９月議会で高台移転補助経費を予
算化。

　 当初及び９月補正で予算化した、２施設の高
台移転を交付決定。（１月）
　
　 装備品及び施設改修の交付決定。（１月）
　 ９月に交付決定した高台移転の２施設は２月
に竣工。
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松岡 （ 2329 ）

種別 健康  当初予算額 60,000千円 補正後予算額 31,000千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

より身近な場所でのショートステイ整備事業費 高齢者福祉課

事業概要・目的

　在宅の要介護者が日ごろ利用しているデイサービス事業所に簡易的なショートステイベッドを整備し、なじみのある環境で夜間も含めた在宅介護が受け
られるようにすることで、ショートステイベッドが不足している状況を解消するとともに、県内どこでも高齢者が在宅で安心して住み続けられる地域づくりを
推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

基準該当ショートステイ11床整備中

基準該当ショートステイの整備60床
H26基準該当ショートステイの整備28床

※H25整備済18床　計46床

介護職員や看護職員の確保の困難さや、事業
所側の経営事情でショートステイの併設を断念
するケースが多く見られた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

補助事業を活用した基準該当ショートステイ整
備：
　・越知町　6床（12/6登録）

補助事業を活用した基準該当ショートステイ整
備：
　・仁淀川町　5床
　・高知市　6床
　・佐川町　9床
　・四万十町　2床

 

 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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事業者への周知 

 昨年度に行った説明会以降に開設された事

業所等へ補助要綱等送付（4/18）  

○事業の周知 

 高知県通所

サービス事業

所連絡協議会

の研修会（デイ

サービス事業

者等約120人出

席）で事業の説

明（6/2） 

基準該当サービス登録

規則整備済保険者数 

H25.3月末：14 

→H25.4月末：16 

○交付決定済 

 仁淀川町 5床（5/24） 

○交付申請準備中・検討中 

 7事業所35床 

○交付決定済 

 越知町 6床（9/9） 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ 823-9652 ）

種別 健康・経済 当初予算額 1,240,571千円 補正後予算額 974,743千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

全国健康福祉祭開催事業費 ねんりんピック推進課

事業概要・目的

　「ねんりんピックよさこい高知2013」の大会成功に向けた取り組みを通じて、あらゆる世代の多くの県民が参加する機会をつくり、世代間交流による新たな支え合いの輪を
広げるとともに、だれもが住みなれた地域で、支え合いながら、生き生きと暮らし続けられる社会を目指す。
・名　称：第26回全国健康福祉祭こうち大会（愛称：ねんりんピックよさこい高知2013）
・主　催：厚生労働省・高知県・一般財団法人長寿社会開発センター
・テーマ：長寿の輪　龍馬の里で　ゆめ交流
・会　期：平成25年10月26日（土）～29日（火）
・大会種目・会場地市町村：24種目・10市6町1村１広域連合

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果）
・全国から約１万人の選手・役員の来県、参加者総数４０
万人の、高知らしいおもてなしの大会運営を行う。
・参加者による観光等で経済が活性化する。
・ねんりんピックをきっかけに老人クラブ等の活動が活性
化する。

（達成状況）
・全国から約９千６百人の選手・役員等が来県、参加総数39.7
万人。
・選手・役員等対象のアンケート結果「高知にまた来たい」
95.3%。
・経済波及効果　92.1億円。

台風の影響によりフィッシング中止
　23種目・10市５町１村１広域連合

広報等 式典 ｲﾍﾞﾝﾄ 宿泊輸送 交流大会 
第３回 

総会 

(4/25） 
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来県方法 

調査 

広報等 式典 ｲﾍﾞﾝﾄ 宿泊輸送 交流大会 
第３回 

総会 

(4/25） 
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流
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援
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市町村等 
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の
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加
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の
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け
 

大会参加 

申込開始 

150日前 

ｲﾍﾞﾝﾄ 

（5/29） 

50日前 

ｲﾍﾞﾝﾄ 

（9/7） 

100日前 

ｲﾍﾞﾝﾄ 

(7/18) 

全国担当 

係長会議 

（5/27） 協
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体
と
の
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出
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計
画
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調
整
・
作
成
 

ねんりんピックよさこい高知２０１３ 開催(10/26～29) 

 
 
 
大
会
終
了
業
務

 

解散総会 

(2/7) 

大会報告書作成 

地
域
や
組
織
の
活
性
化
支
援

 

高
齢
者
の
健
康
づ
く
り
・
活
動
支
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来
県
者
等
へ
の
観
光
情
報
等
発
信
（
観
光
部
局
等
）
 

後催県会議 

（1/21) 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大石 （ 2436 ）

種別 健康  当初予算額 36,337千円 補正後予算額 13,928千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
１　認知症の早期発見・早期治療につながる
　　相談件数、受診件数の増加
２　認知症の急性期対応の充実
３　かかりつけ医・サポート医等の育成及び連携
　　強化
４　地域包括支援センター等介護関係機関と
　　の連携強化

１　地域型センターを新たに３か所、基幹型セ
ンターを１か所設置した
２　県内４つの保健医療圏域に認知症疾患医
療センターを設置し、住み慣れた地域で認知
症医療が受けられる体制を構築することがで
きた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○地域型認知症疾患医療センター設置（10/1
付）
　　・高知県立あき総合病院
　　・一陽病院
　　・渡川病院

○第２回高知県認知症施策推進会議の開催
(10/18)

○国追加内示（基幹型１病院）
(12/22付)

○基幹型認知症疾患医療センター設置
　・高知大学医学部附属病院(2/１付)

○認知症疾患医療センターの設置に伴う地
域説明会（2/17～）※各保健所圏域で実施

○認知症疾患医療センター連絡協議会
（3/15）
　※基幹型センター主催

　

○既存の地域型認知症疾患医療センターと
の委託契約（4/1高知鏡川病院）
○新規追加設置に向けて国と協議（4/19）
　　・基幹型（1ヶ所）
　　・地域型（5ヶ所※うち1ヶ所は既存）

○第１回認知症施策推進会議（6/7）

 

○国内示（7/4）
　　・４病院（既存含む）

○認知症疾患医療センター新規設置病院意
見交換会・見学会（8/26）

○認知症疾患医療センター設置に伴う地域
説明会　（9/12～）　※安芸・高幡・幡多地域
の各市町村で実施

事業概要・目的

　１　Ｈ２３年度に設置した地域型認知症疾患医療センター（１か所）を継続するとともに、新たに、身体合併症等への対応も可能な基幹型認知症疾患
　　　医療センターを1ヶ所、各障害保健福祉圏域ごとに地域型認知症疾患医療センターを４か所設置することにより、早期発見・早期診断を推進し、
　　　身近な地域で認知症の専門医療を受けることができる体制づくりを行う。
　２　認知症疾患医療センターを中心として、かかりつけ医・サポート医の育成及び医療機関と介護関係機関の連携体制づくりを促進し、認知症の方と
　　　ご家族を地域で支える支援体制を構築する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

認知症疾患医療センター運営費 障害保健福祉課

（達成状況） （要因分析、課題等） 

・既存の地域型認知症疾患医療センターとの 

 委託契約（高知鏡川病院） 

・新規追加設置に向けて国と事前協議 

 基幹型認知症疾患医療センター 1ヶ所 

 地域型認知症疾患医療センター 4ヶ所 

・新設認知症疾患医療センターの指定及び    

 委託契約 

第1回高知県認知症施策推進会議 

（ 認知症疾患医療連携協議会） 

第2回 研修会の開催 

介護との連携の勉強会の

開催 

第1回 研修会の開催 

第3回 研修会の開催 

・関係機関への通知  

  リーフレットの配布 

介護との連携の勉強会の

開催 

第2回高知県認知症施策推進会議 

（ 認知症疾患医療連携協議会） 

国内示 

各
セ
ン
タ
ー
ご
と
に
研
修
・
勉
強
会
等
の
実
施 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 村山 （ 2333 ）

種別 健康  当初予算額 21,227千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・全ての市町村において、地域の実情に応じ
た早期発見・早期療育の体制づくりを構築す
る。
・平成26年度から全ての発達障害のある子ど
もに対して「個別の支援手帳（仮称）」を配布
することができる体制を整備する。

・早期発見・早期療育事業の検証を行い、今
後の支援体制の整備の検討を開始した。
・平成26年度からの「つながるノート」の配布
に向けて、作成および研修会を開催し、配布
することができる体制を整備できた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○早期発見・早期療育
市町村乳幼児健診従事者向け研修（11/28-
29）
市町村乳幼児健診従事者向け研修（12/24）

○「つながるノート」
学校コーディネーター研修（10/28,31,11/7,8）
市町村対象説明会（11/19）

○ギルバーグセンター
ギルバーグ教授来日（10/14-18）
　・医師向け学習会、研究協議等
疫学研究合同研修会（12/3）

○「つながるノート」
印刷発注（１０月）
説明会、研修会を開催（１０月～１１月）

○「つながるノート」
幼保支援課研修会（1/17,29,31）
保護者説明会（1/20,3/14,15）

○ギルバーグセンター
疫学研究のためのワーキンググループ
　　（２回：1/16,2/5）
疫学研究合同研修会（2/18）

○「つながるノート」
先行配布（１月）

○個別の支援手帳（仮称）
様式の精査のための作業部会の開催
（３回・4/25,5/10,6/7）

○早期発見・早期療育
第１回検証委員会の開催（5/27）

　

○ギルバーグセンター
疫学研究のための関係市への訪問
定例会の開催（月1回）

○早期発見・早期療育
第１回作業部会の開催（7/23）
第２回作業部会の開催（8/13）
第２回検証委員会の開催（8/26）

○個別の支援手帳（仮称）
様式の精査のための作業部会の開催
（２回・7/2,9/11）　⇒作業部会は5回に変更
個別支援ワーキングの開催（8/22）

○ギルバーグセンター
疫学研究のための関係市への訪問
合同研修会（２回：7/2,9/3）
定例会の開催（月1回）
症例検討会（１回：7/4）

○早期発見・早期療育
→第２回検証委員会で今後の方向性について
のとりまとめ（今後は自立支援協議会を活用し
て議論を深めていく）

○個別の支援手帳（仮称）→「つながるノート」
様式・マニュアル案完成

事業概要・目的
【早期発見・早期療育事業】発達の気になる子どもに対して早期介入を行うため、乳幼児健診におけるスクリーニング、保護者へのカウンセリング、医療機関へ繋ぐまでの
療育教室を実施してきたが、平成25年度はこれまでの事業内容を検証して地域の実情に応じた体制の構築を図る。
【個別の支援手帳（仮称）による仕組みづくり】ライフステージにおいて一貫した支援を受けることができるように、「個別の支援手帳（仮称）」による支援を引き継ぐ仕組みづ
くりを構築する。
【高知ギルバーグ発達神経精神医学センター】発達障害の専門医師を育成するため、発達障害に関する研究や、県内の発達障害のある子どもの割合を明確にし、サービ
スの確保など県の施策に反映させるための取り組みを実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

発達障害者支援事業費 障害保健福祉課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

個別の支援手

帳（仮称） 

早期発見・ 

早期療育 
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センター 
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※
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（３回） 

これまでの

事業の検証

委員会の立

ち上げ 
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ギルバーグ

教授来日・

研究指導 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 上野 （ ２３３４ ）

種別 地震対策 当初予算額 1,017,725千円 補正後予算額 396,591千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・障害者支援施設（３施設）の高台移転に係る
施設整備着手
・障害者支援施設（給食棟）耐震改築完了

・障害者支援施設１施設が高台移転に係る施
設整備に着手
・障害者支援施設（給食棟）の耐震改築が完
了

・障害者支援施設２施設については、移転先用
地の確保に難航し、年度内の補助金交付決定
に至らなかったため、平成26年度当初予算に
再計上し、高台への移転改築を支援する。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○補助金交付申請受付（高台移転１件）
（11/13）

○耐震改築工事契約締結（12/6）

○補助金交付決定（高台移転１件）（12/20）

○耐震改築工事完成（3/28）

高台移転について
・補助金交付決定済の１事業者は、実施設計・
建築確認申請中
・２事業者は、移転先選定中

○補助金交付要綱の制定（6/10）

○補助金交付申請受付（耐震化１件）（6/26）

○補助金交付決定（耐震化１件）（8/6）

【変更計画】補助金交付決定後に実施設計等
を行うため、入札時期11月頃、完成予定3月
頃に変更（耐震化）

高台移転について
・１事業者は、補助金交付申請準備中
・２事業者は、移転先選定中

事業概要・目的

　南海トラフ巨大地震に備え、沿岸部にある障害者支援施設（３施設）の高台等への移転改築を支援する。また、障害者支援施設の給食棟の耐震改築と
併せて在宅障害者の避難スペースを整備する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

社会福祉施設等耐震化整備事業費補助金 障害保健福祉課

（求める具体的な成果） （達成状況） 

土
地
の
購
入
（
造
成
）
 

（要因分析、課題等） 

実

施

設

計 

・ 

建

築

確

認

等 

補助金交付要綱の改正 

補助金交付 

決定通知 

建築契約 

入
札

 

耐震化 

完 成 

改
築
工
事

 

補助金交付 

決定通知 

入
札

 

建築契約 

実 

施 

設 

計 

・ 

建 

築 

確 

認 

等 

検査 

補助金交付 

高台移転 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 掛水 （ ９６３７ ）

種別 当初予算額 9,529千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

横断的 　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

青少年対策推進費 児童家庭課

事業概要・目的

・非行の分析や非行防止施策の企画立案等を行う非行防止対策ネットワーク会議を知事部局、教育委員会、警察本部が連携して開催
・青少年の健全育成のための施策を総合的に審議する青少年問題協議会の開催
・万引き防止を小中学生や保護者などに啓発するリーフレット作成やＣＭ製作、放送
・青少年保護育成条例の県民周知のためのリーフレット作成

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
（上旬）　非行防止対策ネットワーク会議（随時開催）

（中旬）　　　・「少年見守り・声かけ事業」の検討

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

◆非行防止対策ネットワーク会議（随時開催）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4～3月・13回開催）
　　・「少年見守り・声かけ事業」の検討
　　・「万引き防止対策」の検討
　　・「ネット対策」の検討　等
　

（上旬）　　　・万引き防止ＣＭ放送

（中旬）

（下旬）　　　　　・万引き防止リーフレット配布（保護者）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

◆万引き防止ＣＭ製作・放送（7月/88本）

◆万引き防止リーフレット作成（15万部）・配布
　（県内全小・中学生、保護者用を三者面談等を
　　通じて各学校で活用）
◆青少年保護育成条例周知チラシ作成（10万部）
　　・配布
　（県内全小・中・高校生の保護者を対象に各学校
　　で配布説明）

・リーフレットと関連付けたテレビCMを放映すること
　で、子どもや親の「万引き防止」の意識付けができ
　た。
・リーフレットを有効に活用してもらうため、各学校の
　授業年間計画作成に間に合うように年度当初に配
　布する必要がある。

・各機関（知事部局、教委、警察）の連携により、
　非行防止対策事業が効果的に実施される
・万引き件数の減少

・不良行為による補導人数5%低減（予防対策成果目標）
　（H24:5,052人→H25:4,641人）達成！
・入口型非行人数10%減（入口対策成果目標）
　（H24:445人→H25:318人）達成！
・再非行者数5%低減（立直り対策成果目標）
　（H24:243人→H25:207人）達成！

H26の重点課題
・学校や地域における少年非行の防止の仕組みづくりとその
　定着及び普及促進！
・深夜に徘徊する少年の減少と万引き防止に向けた官民協
　働の取組の強化！
・少年サポートセンターと中央児童相談所の連携を強化する
　ことにより、早期からの少年非行の防止対策を強化！

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

◆民生委員等による地域の見守り活動推進事業
　・民生・児童委員及び主任児童委員を就学時健
　　診時に保護者に紹介
　　　　　　　　　　　　　　（高知市内11小学校・11月）

◆民生委員等による地域の見守り活動推進事業
　 ・31市町村教育長及び民児協担当課長に事業
　　説明（12～2月）
◆「万引き及び深夜徘徊防止のための一声運動」
　 協定締結（12/24）及び取組状況の把握（1～3
月）

・実施した学校と民生・児童委員等からは「民生委員
を知ってもらう機会となり良かった」「民生委員の子ど
もに対する意識が強くなった」「来年も実施したい」と
いった声があった。

・万引き及び深夜徘徊防止の取組を通じて、コンビニ
　5社と協力関係が構築され、一声運動につながっ
　た。

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）　　　（青少年問題協議会）
　
（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

◆無職非行少年就労支援事業
　・協力雇用主（6社）に事業説明（2～3月）
◆「万引き及び深夜徘徊防止のための一声運動」
　 啓発CM放送（3/20～31・28本）
◆無職非行少年就労支援事業
　・就労支援連絡会開催（3/28）
◆高知家の子ども見守りプラン概要版パンフレッ
　 ト作成（1万部）

・青少年問題協議会は「高知家の子ども見守りプラ
　ン」に基づく取組を1年実施し、成果や課題が整理
　された時点で開催する。

・無職非行少年が就労体験できる仕組みの基礎が
　整った。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・万引き防止ＣＭ製作 

・万引き防止リーフレット作成（学校での

活用） 

・青少年保護育成条例周知パンフレット

・高知市内のモデル小学校（11校）の

就学時健診時に民生委員・児童委員

及び主任児童委員を保護者に紹介 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小笠原 （ 2344 ）
種別 教育・子育て  当初予算額 9,924千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

地域子育て推進事業費 少子対策課

事業概要・目的 ※子育て支援推進事業費補助金（209,535千円は除く）　　　　　　　

地域社会全体で子育てを支援する環境づくりのため、地域の実情に応じて実施する子育て支援の取組を支援するとともに、子育てサークル等のネット
ワークづくりや子育て講座等を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○子育てサークル等への支援
　・県全体での交流会の実施
　・ブロック別での研修交流会の実施
　・こうちプレマnetでの情報発信（随時）
○地域子育て支援センター職員研修
　・県社協との委託契約
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・企画提案募集→年4回発行予定
○子育て講座
　・要項決定→委託→県域での実施
○子育て支援アドバイザー派遣事業
　・開始（5月～）
○地域子育て支援センター職員研修
　・初任者向け研修の実施（6月）

○子育てサークル等への支援
　・登録制度の周知、こうちﾌﾟﾚﾏnetへの掲載
○地域子育て支援センター職員研修
　・県社協との委託契約
　・東部地区センター交流研修会（5/28）
　・西部地区センター交流研修会（6/27）
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・企画提案募集→契約
○子育て講座
　・要綱策定、企画提案募集
○子育て支援アドバイザー派遣事業
　・事業開始（5月～）
○地域子育て支援センター職員研修
　・初任者向け研修（6/17）

○子育て支援アドバイザー派遣事業
　・派遣先　32施設（39回）
○地域子育て支援センター職員研修
　・初任者向け研修　参加　32名

○子育てサークル等への支援
　・交流会の開催

○子育てサークル等への支援
　・子育て応援情報紙「大きくなあれ」への掲
載
　・第1回子育てサークル交流会（7/22）
○地域子育て支援センター職員研修
　・西部地区センター交流研修会（9/19）
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・7月号発行（7/5）
○子育て講座
　・契約（3団体）→事業の実施

○子育てサークル等への支援
　・第1回子育てサークル交流会
　　参加　11団体　27名
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・7月号　40,000部発行
○子育て講座
　・35ヶ所にて実施
　　　おもちゃとの関わり 10ヶ所
　　　読み聞かせ 9ヶ所
　　　リトミック 16ヶ所

・子育て家庭が気軽に集い、交流できる場の
充実

・地域子育て支援センター職員の専門性を高
める研修（初任者、現任者研修）やブロック別
の交流研修会を実施することにより、専門性
の向上を図った。
・また、子育てサークル交流会、子育て講座
の開催、こうちプレマnetでの情報発信等を通
じて、子育て支援施策の充実を図った。
 
〇支援センター職員研修（初任者、現任者研
修）2回、ブロック別研修交流会6回
〇子育て支援アドバイザー派遣　39回
〇子育てサークルの登録　39団体
〇子育てサークル交流会　3回
〇子育て講座　35回

・これまでの取り組みを踏まえ、地域子育て支
援センター職員の専門性（発達障害児や支援
が必要な保護者への対応など）のさらなる向上
を目的とした研修の充実が必要。
・また、子育て支援アドバイザーの派遣につい
ては、支援センターのない町村を中心に事業を
拡充していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○H26予算に向けた検討
○地域子育て支援センター職員研修
　・現任者向け研修の実施（11月）

〇H26予算に向けた検討
　・地域子育て支援センターや定期的な子育
て相談事業等、地域での交流の場への支援
の拡充
○子育てサークル等への支援
　・第2回子育てサークル交流会（11/27）
○地域子育て支援センター職員研修
　・東部地区センター交流研修会（１0/25）
　・西部地区センター交流研修会（12/11）
　・現任者向け研修（11/21）
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・10月号、12月号発行（10/5、12/5）

○子育てサークル等への支援
　・第2回子育てサークル交流会
　　参加　10団体  16名
○地域子育て支援センター職員研修
　・現任者向け研修　参加26名
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・10月号、12月号　各40,000部発行

○地域子育て支援センター職員研修
　・東西ブロック別研修交流会の実施
　・県全体での交流会の実施
○子育てサークル等への支援
　・交流会の開催
○地域子育て支援センターへの支援
　・交流会の実施

○子育てサークル等への支援
　・第3回子育てサークル交流会（3/14）
○地域子育て支援センター職員研修
　・西部地区センター交流研修会（3/12）
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・3月号（3/5）発行

○子育てサークル等への支援
　・第3回子育てサークル交流会
　　参加　10団体　19名
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」
　・3月号　40,000部発行

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小笠原 （ 2344 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 9,454千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　

担当部局： 地域福祉部
平成26年3月31日

こどもの環境づくり事業費 少子対策課

事業概要・目的

「子ども条例」の目的及び基本理念を広め、子どもたちが健やかに育つ環境づくりを推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○子どもの環境づくり推進委員会
　・委員会の実施
○子どもの環境づくり推進計画
　・方針作成→計画策定
○子ども条例フォーラム
　・企画提案募集→委託締結
○子ども条例リーフレット
　・企画提案募集→委託締結

○子どもの環境づくり推進委員会
　・第5回委員会（6/16）
○子どもの環境づくり推進計画
　・方針策定→計画（案）の策定
　・子どもの環境づくり推進委員会での協議
○子ども条例フォーラム
　・企画提案募集→委託契約
　・検討部会の実施（6/23、6/30）
　・子どもの環境づくり推進委員会での協議
○子ども条例リーフレット
　・企画提案募集→委託契約
　・子どもの環境づくり推進委員会での協議

○子どもの環境づくり推進委員会
　・委員会の実施
○子どもの環境づくり推進計画
　・計画策定
○子ども条例フォーラム
　・フォーラムの実施
○子ども条例リーフレット
　・作成→配布

○子どもの環境づくり推進委員会
　・第6回委員会（8/5）
　・第7回委員会（9/23）
○子どもの環境づくり推進計画
　・計画（案）の策定、各課との調整
　・子どもの環境づくり推進委員会での協議
○子ども条例フォーラム
　・開催チラシの配布
　・中央地区開催（高知市、8/20）
○子ども条例リーフレット
　・作成→配布

○子ども条例フォーラム
　・中央地区グループディスカッション　参加学
生 32名
○子ども条例リーフレット
　・保育所、幼稚園、小中高校、関係機関等に
配布

・子どもの環境づくりを社会全体で推進

・条例改正に伴う高知県子どもの環境づくり推
進計画第三期の策定については、推進委員
会での協議及び関係各課との調整等により策
定できた。
・子ども条例フォーラムについては、条例改正
に伴い、県内3会場で開催し条例の周知を
図った。グループディスカッションには3会場で
83名の学生が参加した。

・子ども条例フォーラムについては、教育委員会
と連携して取り組みをさらに進めていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○子どもの環境づくり推進委員会
　・委員会の実施
○子どもの環境づくり推進計画
　・策定
○子ども条例フォーラム
　・フォーラムの実施
○子ども条例リーフレット
　・配布

○子ども条例フォーラム
　・東部地区開催（安芸市、10/6）
　・西部地区開催（四万十市、12/22）
○子どもの環境づくり推進計画（第三期）
　・パブリックコメント→策定

○子ども条例フォーラム
　・東部地区グループディスカッション　参加学
生 22名
　・西部地区グループディスカッション　参加学
生 29名
○子どもの環境づくり推進計画（第三期）策定
　・12/26

○子どもの環境づくり推進委員会
　・委員会の実施
○子どもの環境づくり推進計画
　・進行管理
○子ども条例リーフレット
　・配布

○子どもの環境づくり推進委員会
　・第8回委員会（3/22）
○子どもの環境づくり推進計画（第三期）
　・進行管理
○子ども条例フォーラム
　・報告書作成（3/末）

○子ども条例フォーラム報告書
　・県内高等学校等に配布

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 文化生活部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額
（千円）

1 文化推進課 新資料館整備事業費 教育・子育て 85,496

2 文化推進課 山内家墓所調査事業費 ― 31,688

3 国際交流課 国際友好交流推進事業費 ― 5,736

4 まんが・コンテンツ課 まんが王国・土佐推進費 ― 48,709

5 私学・大学支援課 県立大学整備費 教育・子育て 315,628



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川島 （ ９３３７ ）

種別 当初予算額 85,496 補正後予算額 31,830 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 文化生活部
平成26年3月31日

新資料館整備事業 文化推進課

　教育・子育て 　

事業概要・目的

　「山内家資料の保存等検討委員会」の提言を踏まえ、Ｈ２２年１２月に策定した新資料館基本構想をもとに取りまとめた設計から工事等の発注を行い、
併せて、歴史や文化による地域振興や観光振興にも寄与する新資料館整備に向け、事業計画の具体化等を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　前年度からの継続事業
　　埋蔵文化財調査(～H26.3.31)
　　建築実施設計(～H25.8.31)

　前年度からの継続事業
　　埋蔵文化財調査(～H26.3.31)
　　建築実施設計(～H25.8.31)

　前年度からの事業を継続

(上旬)・第2回開館準備会議の開催
　　　　・開館準備会議メンバーとの意見交換
　　　　　　※随時開催（運営体制等意見聴取）
(下旬)・整備事業の住民説明会

6/5 第2回開館準備会議の開催

6/12 整備事業の住民説明会

　計画どおり開催準備会議を開催
　　　　昨年開催の第1回会議の意見をもとに
　　　　運営や事業について協議
　説明会以外には、近隣町内会に事業概要
　資料配付

(中旬)・工損調査
                (事前調査、～H25.12月中旬)

8/28工損調査発注
                    (事前調査、～H25.11月下旬)
8/30建築主体工事公告
8/31建築実施設計完了

　計画どおり工損調査を開始

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(中旬)・各種設備工事等(契約)

(下旬)・建築主体工事(契約)

(上旬)・建築工事着手(～H27.6)

(下旬)・展示ケース製作等委託業務(契約)

(上旬)・展示ケース製作等委託業務着手
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(～H28.3)

10/28建築主体工事入札不調
　※建築主体工事の入札不調に伴い設備
　　　工事の入札を中止

11/25工損調査変更契約
　　(期間延長)

12/18工事費算定委託発注
　　　　　　　　　　(～3月中旬)

1/31工損調査完了

※26当初予算に建築事業費上程

(下旬)
　　工事費算定委託完了
　　建築主体工事公告
3/31埋蔵文化財調査完了

　連絡調整に時間を要したため工損調査の
　期間延長

　26年度の再公告に向けて実勢価格を踏ま
　えた工事費の積算

（求める具体的な成果） 

 

 ●埋蔵文化財調査の完了 

 ●建築実施設計の完了 

 ●建築工事等の着手 

（達成状況） 
 

 ●埋蔵文化財調査の完了 

 ●建築実施設計の完了 

 

（要因分析、課題等） 

入札不調の大きな要因は、建築工事の需要

増に伴う技術者不足や、急激な上昇した実

勢価格と設計単価による積算価格に大きな

差が生じていることにあると分析されることか

ら、十分な工期の確保や、積算価格への実

勢価格の反映などを行った上で、平成26年

度に改めて入札を行う。 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北川 （ ２４７４ ）

種別 当初予算額 31,688 補正後予算額 29,938 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 文化生活部
平成26年3月31日

山内家墓所調査事業費 文化推進課

― 　

事業概要・目的

学術、文化、観光等の面から非常に価値の高い旧土佐藩主山内家墓所について、国の史跡指定を目指し、墓所の調査を進め、指定後の活用について
検討する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（下旬）調査活用委員会設置

（下旬）各種測量調査委託業務契約

6/7　調査活用委員会設置

（上旬）各種測量調査委託業務着手
　　　　　　　　（用地・石造物・文献等）
　

（中旬）　「第１回調査活用委員会」開催

7/4　測量調査委託業務契約・着手
　　　　　　　　　　（用地・石造物）
7/9　測量調査委託業務契約・着手
                    （文献等）
7/16　「第１回調査活用委員会」開催 ・調査方針の確認

・活用方策の意見聴取

（中旬）　「第１回調査部会」開催 9/26　「第１回調査部会」開催 ・発掘調査箇所の確認

発掘調査（埋蔵文化財）
　　　　　　（10/1～10/31）

11/28～12/8　発掘調査（埋蔵文化財）

（下旬）測量調査委託業務完了（用地）

12/5　「第２回調査部会」開催 ・発掘調査結果の確認

（中旬）　「第２回調査部会」開催

・　各種測量調査業務の完了 ・各種測量調査の完了

・　計画通りに執行できた。
・　26年度は各種測量調査の成果に基づき、
　　調査報告書を策定し、27年度の国史跡指
　　定を目指す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（下旬）測量調査委託業務完了（石造物）

2/19「第２回調査活用委員会」開催

2/26　測量調査委託業務完了（石造物）

・測量調査委託業務の成果報告、
　国史跡指定、活用策の意見聴取

（中旬）測量調査委託業務完了（文献等）
（下旬）　「第２回調査活用委員会」開催 （下旬）測量調査委託業務完了

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用地、文献等）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 與名　良 （ 2027 ）

種別 　  当初予算額 5,736千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 文化生活部
平成26年3月31日

国際友好交流推進事業費 国際交流課

　

事業概要・目的

交流協定等を締結している中国安徽省や韓国全羅南道など海外との友好交流促進のため、民間交流を効果的に支援するとともに、訪問団の派遣及び受入などを行う。また、県人の移住が縁
で民間での交流機運が高まっているミクロネシアとの交流を新たに推進する。
　参考
　　・日本国高知県と中華人民共和国安徽省の友好提携調印書（1994年11月8日調印）
　　・高知県とベンゲット州の姉妹県州協定宣言（1975年7月28日調印）
　　・日本国高知県と大韓民国全羅南道の観光・文化交流協定書（2003年5月30日締結）
　　・日本国高知県と中華人民共和国安徽省人民政府との交流・協力を深めるための覚書（2012年4月19日締結）
　　・日本国高知県文化生活部と中華人民共和国安徽省教育庁との交流と協力に関する覚書（2012年4月19日締結）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・庁内各課、関係団体等の交流状況及び記念事業希望
調査実施（5月～）
　・両県省友好交流PRパネル制作

＜韓国・全羅南道＞
順天湾庭園博覧会への参加
　・OPセレモニー出席、県出展ブース調査（4/19）
協定締結10周年記念事業
　・10周年記念訪問団の派遣（5/31～6/2）

＜ミクロネシア＞
高知・ミクロネシア友好交流協会設立の支援
　・設立準備会(4/15）、発会式(6/3）
　・設立記念事業の支援（訪問団派遣調整等）

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・庁内各課、関係団体等の交流状況及び記念事業希望
調査実施（5月～）
　・両県省友好交流PRパネル制作

＜韓国・全羅南道＞
順天湾庭園博覧会への参加
　・OPセレモニー出席、県出展ブース調査（4/19）
協定締結10周年記念事業
　・10周年記念訪問団の派遣（5/31～6/2）

＜ミクロネシア＞
高知・ミクロネシア友好交流協会設立の支援
　・設立準備会(4/15）、発会式(6/3）
　・設立記念事業の支援（訪問団派遣調整等）

＜中国・安徽省＞
　・希望調査を実施することで、第1段階として、友好交流20周年
についての意識づけが図れた。
　・制作したパネルは、県立美術館県民ギャラリーで開催された
日中友好書道交流展の会期中に展示し、友好交流の歴史を来
館者に紹介することが出来た。

＜韓国・全羅南道＞
　・順天湾庭園博覧会のOPセレモニーへ出席したことで、礼儀を
尽くすことができた。また、県出展ブースを調査し、本県をPRする
庭園の完成度と反響を確認できた。
　・知事を筆頭に10周年記念訪問団を派遣したことで、両県道の
友好の絆を深めることができた。

＜ミクロネシア＞
　・設立準備のサポートを行い、発会式には知事も出席すること
で、両地域の交流の機運の高まりを効果的に支援できた。
　・設立記念事業である記念講演会、記念パーティへの後方支援
を実施することで、盛況に開催できた。また、訪問団派遣調整で
は団体との意見交換を重視し、今後に結び付けることができた。

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・記念事業希望調査取りまとめ・公表（7月）
　・個別調整(8月）
所管交流分野（教育）の取組、他分野の支援

＜韓国・全羅南道＞
協定締結10周年記念事業
　・10周年記念訪問団の受入・ものづくり総合技術展への
出展に係る協議(9月～）

＜ミクロネシア＞
高知・ミクロネシア友好交流協会設立記念訪問団の派遣
（8/3～7）

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・記念事業希望調査取りまとめ(8月）・公表（9月）
　・個別調整(9月～）
所管交流分野（教育）の取組、他分野の支援

＜韓国・全羅南道＞
協定締結10周年記念事業
　・10周年記念訪問団の受入・ものづくり総合技術展への
出展に係る協議(9月～）

＜ミクロネシア＞
高知・ミクロネシア友好交流協会設立記念訪問団の派遣
準備（7月～）　※派遣10/19～23決定

＜中国・安徽省＞
　・希望調査取りまとめに時間を要した。11月の安徽省との事前
調整に向けて、各団体等から更に具体的提案をいただくための
個別調整が課題。

＜韓国・全羅南道＞
　・10周年記念訪問団の受入・ものづくり総合技術展への出展に
係る協議、下準備を開始。

＜ミクロネシア＞
　・チャーター便を利用した派遣時期の見直しや就航確定までの
協議・情報交換など、高知・ミクロネシア友好交流協会を中心とし
た関係者と協力して準備を進めている。

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年に向けた周到な準備

＜韓国・全羅南道＞
相互訪問による友好関係の確認と交流の拡大

＜ミクロネシア＞
交流協会設立等による交流の推進体制の構築

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年に向けて事務方で周到な協議を行った。

＜韓国・全羅南道＞
相互訪問による友好関係の確認と交流の拡大が図られ
た。

＜ミクロネシア＞
交流協会設立等による交流の推進体制の構築が図られ
た。

＜中国・安徽省＞
安徽省との事務折衝は前向きな回答を得ているものの、二国間
関係の状況に左右されることから、省政府はもとより、日本政府
や他県の動向に留意しながら準備を進めていく必要がある。

＜韓国・全羅南道＞
交流を今後、若年層にも広げていくため、（公財）日韓文化交流
基金によるＨ２６年度ＪＥＮESYS2.0を活用した高校生の招へいに
取り組む。

＜ミクロネシア＞
今後の両地域の持続的交流と発展のため、どのような交流が可
能なのか検討していく必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組、個別分野交流の取
組及び支援
　・安徽省訪問（10月、交流分野協議及び20周年事業に
関する意見交換）
　・訪中結果まとめ→庁内各課、関係団体と具体協議開
始（11月～）

＜韓国・全羅南道＞
協定締結10周年記念事業
　・10周年記念訪問団の受入、ものづくり総合技術展への
ブース出展(11月）

＜ミクロネシア＞
高知・ミクロネシア友好交流協会設立記念事業の支援
国交樹立25周年記念事業への協力（11月）

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・記念事業希望再調査（10月）
　・安徽省訪問（事務レベル協議11/27～30）

＜韓国・全羅南道＞
協定締結１０周年記念事業
・１０周年記念訪問団の受入（11/20～22）、ものづくり総
合技術展へのブース出展（11/21～23）

＜ミクロネシア＞
　・高知・ミクロネシア友好記念訪問団の派遣（10/19～
23）
　・国交樹立25周年記念祝賀会への参加（11/1・東京事
務所長）

＜中国・安徽省＞
　・上海事務所の支援を得て、国際交流課職員と友好交流団体
職員が安徽省を訪問し、省の友好交流部門及び教育部門の関
係者と20周年事業や教育分野の交流について率直な意見交換
を行った。
　・訪問により両県省の信頼関係を深めることができ、今後の連
絡体制の構築も図られた。

＜韓国・全羅南道＞
・全羅南道経済副知事が、協定締結１０周年記念レセプションと、
ものづくり総合技術展開会式に出席、また県内産業視察も行い、
両県道の友好交流及び経済交流を促進することができた。
・全羅南道観光政策課は観光ブースを出展、海洋港湾課はＩＮＡ
Ｐ高知会議に出席し、実利ある交流をした。

＜ミクロネシア＞
　・チャーター便を利用した友好記念訪問団として、副知事や県
議会議長ほか行政や民間関係者が現地の方々と友好交流し、
両地域の信頼関係が深まった。
　・訪問先での関係者との交流の中で、民間を中心として新たな
取組へ繋げる動きが生まれた。

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・安徽省との具体調整（1月～）
　・チャーター便計画作成、実行委員会設立支援(1月～）

＜南カリフォルニア県人会＞
創立105周年記念訪問（H26.11月）の計画作成

＜中国・安徽省＞
友好提携20周年（H26)に向けた取組
　・安徽省との具体調整（2月～）
　・各団体へ訪問団派遣時期周知、参加意向等調査(2月）
　・各団体の個別計画支援、参加意向等調査集約（3月）

＜ミクロネシア＞
駐日ミクロネシア大使来高対応（1/29～31）
新たな交流の模索（関係機関への取次）、交流協会の支
援
　・大使歓迎の宴、知事表敬訪問、関係機関廻り

＜韓国・全羅南道＞
まんが甲子園韓国高校生招請（Ｈ２６.８月)
　ＪＥＮESYS2.0（青少年交流事業）応募に向けた準備

＜南カリフォルニア県人会＞
ロサンゼルス高知県物産展（Ｈ２６．９月）
　地産地消・外商課ほか関係者との協議、企画推進

＜中国・安徽省＞
　・友好提携20周年を記念する各種事業の実施に向けて、省の
友好交流部門及び教育部門と連携・調整が図れた。
　・各団体への情報提供、個別交流計画の支援を行い、年度明
けの本格準備に備えた。

＜ミクロネシア＞
　・両地域の信頼関係をもとに来高された駐日ミクロネシア大使
を歓迎し、県レベルで可能な取組み案内や引き続き交流協会等
民間を中心とした新たな交流活動を支援していく姿勢を示した。

＜韓国・全羅南道＞
（公財）日韓文化交流基金によるＨ２６年度ＪＥＮESYS2.0の公募
の有無が判明する年度明けに備えて、国際交流協会との役割分
担や、企画書作り等を進めた。

＜南カリフォルニア県人会＞
ＣＬＡIR海外経済活動支援特別対策事業に採択された。より良い
成果を出すため、関係者との協議や計画の更なる磨き上げなど
の準備を行った。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小松 （ ９７１１ ）

種別 　  当初予算額 48,709 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 文化生活部
平成26年3月31日

まんが王国・土佐推進費 まんが・コンテンツ課

　

事業概要・目的

多数の著名な漫画家を輩出し、まんが甲子園を２０年以上開催している本県において、まんがを貴重な文化資源として位置づけ、官民が協力し県を挙げ
てまんがを活かした取り組みを行うことで、人材育成や地域活性化を図り、全国への情報発信を強化して、「まんが王国・土佐」のブランドを確立し、高知の
観光、産業、文化の発展に寄与する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

まんが甲子園募集開始

新ポータルサイト作成委託業務プロポーザル

まんが甲子園ＰＲキャラバンの実施

有名漫画家と知事と対談記事掲載

4/9　 まんが甲子園募集開始（～6/10）
          応募総数311校（前年296校）
4/15  新ポータルサイト作成委託業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰ
ｻﾞﾙ

4/26～5/19  まんが甲子園ＰＲキャラバンの実
施
　　　　　四国3県の15校、商業施設4箇所
　

有名漫画家と知事と対談記事掲載
 　　　　 →　9月5日発売号への掲載に変更

本年度から、まんが甲子園ＰＲキャラバン等に
より、全国に向けたＰＲを実施した結果、応募数
が増加した。　　四国３県６校　→１６校

平成26年度の応募校350校の目標を達成する
ためには、今後も様々な機会を利用して情報発
信を行っていく必要がある。

見本市（海洋堂ワンダ―フェスティバル）　出
展

まんが甲子園開催

鳥取県　まんが博・乙　出展

新ポータルサイト公開

有名漫画家と知事と対談記事掲載

鳥取県とのまんが交流試合実施

7/28      海洋堂ワンダ―フェスティバル　出展

8/3,4      まんが甲子園開催

8/24,25   鳥取県　まんが博・乙　出展

9/5        有名漫画家と知事と対談記事掲載

9/15       鳥取県とのまんが交流試合実施

9/20       新ポータルサイト公開

海洋堂及び鳥取県と連携し、全国に向けたＰＲ
情報発信を行った。

「まんが王国・土佐」のポータルサイトが完成し
たため、インターネットを使った情報発信も可能
となった。

まんが王国・土佐の認知度の向上

まんが甲子園応募数３３０校

鳥取県との相互交流、まんが王国会議、ポー
タルサイト等により、「まんが王国・土佐」の認
知度は徐々に高まっている。また、まんが甲子
園の応募校数は目標値には達しなかったもの
の、ＰＲキャラバン実施県では増加しており、
取組の成果はあった。

ポータルサイトは、年間を通して、県外や世界
に情報発信を行うことができるツールであるの
で、ＳＮＳ機能等を追加し、さらにビューアー数
を増やす取組やまんが甲子園への関心を高め
るコンテンツを充実させていく必要がある。

まんが王国会議の開催

まんが甲子園ＰＲキャラバン

10/14      東京秋葉原でまんが王国会議開催

12/10,11   まんが甲子園ＰＲキャラバンの実施
　　　　　　　新潟県、秋田県の10校

当日の来場者は約5,000人
ニコニコ生放送の視聴者数は約70,000人
ＰＲ露出232件
「まんが王国・土佐の」認知度の向上につな
がった。

両県の高等学校文化連盟からも協力を約束し
ていただき、来年度の応募数増につながるもの
と期待している。

有名漫画家と知事と対談記事掲載

見本市（海洋堂ワンダ―フェスティバル）出展 2/9      海洋堂ワンダ―フェスティバル　出展

出版社、漫画家側の事情もあり、この時期の掲
載には至らなかったが、今後も引き続き対談の
実現に向けた調整を行っていく。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡田 （ ９１５８ ）

種別 当初予算額 315,628 補正後予算額 334,340 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 文化生活部
平成26年3月31日

県立大学整備費 私学・大学支援課

　教育・子育て 　

事業概要・目的

　永国寺キャンパスを「社会貢献する知の拠点」とする（高知工科大学の社会科学系学部の設置や高知県立大学文化学部の拡充など）ため、必要な施設
整備を行う。平成25年度は実施設計等を完了させ、グランド棟の工事に着手する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

5/29永国寺キャンパスグランド敷地工損調査委託
業務発注

・永国寺キャンパスグランド棟実施設計書納品
・グランド棟建築確認申請
・永国寺キャンパス工損調査委託業務発注
・永国寺キャンパスネットワーク設計委託業務発注

・グランド棟建築確認申請提出

・北敷地棟等実施設計については、工期を見直すなど
契約内容を変更する予定。併せて、建築確認につい
ても申請時期を遅らせる。

・永国寺キャンパスネットワーク設計業務は、発注内
容見直し、LAN配線設備図面作成のみとする。
・グランド棟実施設計書は確認申請後納品

8/15永国寺キャンパスグランド棟実施設計書納品
8/15永国寺キャンパスグランド棟実施設計完了
8/27永国寺キャンパスグランド敷地工損調査委託
業務完了
8/30永国寺キャンパスグランド棟建築主体工事公
告
9/4永国寺キャンパスLAN配線設備図面作成等業
務委託発注
9/30永国寺キャンパスグランド敷地解体工事発注

・6月発注予定のネットワーク設計業務は発注内容の
見直し（ＬＡＮ配線設備図面作成のみ）などにより、9/4
発注となったが、事業全体への影響はなく、概ね計画
どおりに進んでいる。

・永国寺キャンパスグランド棟実施設計完了

・永国寺キャンパスネットワーク設計委託業務完了
・永国寺キャンパスグランド棟建築主体工事入札公
告
・永国寺キャンパス工損調査委託業務完了
・永国寺キャンパスグランド敷地建築物解体工事発
注
・永国寺キャンパス北敷地棟等実施設計書納品

・北敷地棟等建築確認申請

●目標としていた成果をすべて達成した。
・一部変更が生じているものの整備計画への影響は
なく、概ね計画どおりに進んでいる。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・永国寺キャンパスグランド敷地建築物解体工事完
了
・永国寺キャンパス北敷地棟等実施設計委託業務
完了
・永国寺キャンパスグランド棟建築主体工事発注

12/15永国寺キャンパスグランド敷地解体工事完了
12/20永国寺キャンパスグランド棟建築主体工事契
約締結

1/27北敷地棟等建築確認申請

1/30永国寺キャンパス北敷地棟等実施設計委託業
務契約を変更し工期を3月15日まで延長

（求める具体的な成果） 

 

 ●実施設計の完了 

 ●事前工損調査の完了 

 ●グランド敷地解体工事の完了 

 ●グランド棟建築工事等の着手 

（達成状況） （要因分析、課題等） 



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 産業振興推進部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 計画推進課 産業人材育成事業費 経済 49,226

2 計画推進課 産業振興計画推進費 経済 58,317

3 計画推進課 ものづくり地産地消センター事業費 経済 42,178

4 計画推進課 こうちビジネスチャレンジ基金造成事業費補助金 経済 100,000

5 地産地消・外商課 高知まるごと情報発信事業費 経済 8,043

6 地産地消・外商課
海外経済活動拠点事業費
（輸出促進支援事業費）

経済 61,632

7 地産地消・外商課 マーケットイン型商品づくり支援事業費 経済 25,026

8 地域づくり支援課 移住促進事業費 横断的 213,395

9 中山間地域対策課 集落活動センター推進事業費 横断 160,674

10 中山間地域対策課 中山間地域生活支援総合事業費 横断 320,934

11 鳥獣対策課 野生鳥獣に強い集落づくり事業費 横断 13,502

12 鳥獣対策課 集落ぐるみ捕獲推進事業費 横断 26,000

13 交通運輸政策課 ＩＣカード機能拡充事業費補助金 インフラ 8,734

14 交通運輸政策課 安全安心の施設整備事業費補助金 地震対策 24,312

平成２５年度　事業別執行計画一覧



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡崎 （ ９７４２ ）
種別 経済  当初予算額 49,226千円 補正後予算額 48,226千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

(中旬～下旬)「土佐まるごとビジネスアカデミー」事前面談
(5/30)立志塾開講（11月まで、全6回）
(5/31) 弥太郎商人塾、土佐経営塾の受講者募集〆切

(上旬）「土佐MBA」広報（テレビおはようこうち、ラジオ読上げ）
(中旬～下旬)「土佐MBA」事前面談：20件
(5/30)土佐まるごと立志塾開講（第１回）
(5/31) 弥太郎商人塾、土佐経営塾の受講者募集〆切

・土佐MBA参加者
　トップレクチャー・入門編：のべ850名
　基礎編：のべ820名
　応用・実践編(商人塾/土佐経営塾)40事業
者
・土佐まるごと立志塾参加者
　市町村職員（交流、派遣含む）：34名以上
　地域支援企画員：14名（７ブロック×２名）

・土佐MBA参加者
　ﾄｯﾌﾟﾚｸﾁｬｰ・入門編：のべ723名（2月集計)
　基礎編：のべ513名
　応用・実践編(商人塾/土佐経営塾)33事業
者
・土佐まるごと立志塾参加者（修了者）
　市町村職員（交流、派遣含む）：65名（47名）
　地域支援企画員：22名（20名）

・土佐MBA
　十分な広報期間の確保、受講者へのフォロー
アップ体制の強化。

・土佐まるごと立志塾
　受講者の声も踏まえた次年度カリキュラムとス
ケジュールの改善。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(下旬)「土佐まるごとビジネスアカデミー」入門編・基礎編開講（6～12月） 土佐経営塾の面接、受講生決定（18名）
弥太郎商人塾の面接、受講生決定（15事業者）
(6/27)「土佐MBA」トップレクチャー①実施（92名）
ガイダンス・入門編の開講、出前講座の募集開始

(7/7)土佐経営塾開講（11月まで、前12回）
(7/10)弥太郎商人塾開講（3月まで、全6回）

(7/4)「土佐まるごと立志塾」（第２回）
(7/6)「土佐MBA」トップレクチャー②実施（46名）
(7/7)土佐経営塾開講（セッション1～3）
(7/10)弥太郎商人塾開講（第１回）
「土佐MBA」ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ・入門編終了（延べ328名）、基礎編の開講

事業概要・目的
１．産学官連携産業人材育成事業費：産学官の機能を生かして産業人材を育成するため構築した「産業人材育成プログラム」に基づき、受講者のレベルに
応じた研修を体系的に実施することにより、産業振興の担い手となる人材を育成する。⇒「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の実施（高知大学
への「土佐フードビジネスクリエイター人材創出」の寄附講座開設を含む）。
２．県・市町村協働人材育成事業費：各地域が抱える産業振興の課題解決に向け、県・市町村間の職員の連携強化を図るとともに、事業者支援に必要な
知識、スキル、マインド等を実践的かつ体系的に身につける研修を実施する。⇒「土佐まるごと立志塾」の実施

　計画 　実績
(上旬)市町村職員等対象の「土佐まるごと立志塾」募集開始（4/10〆切）
(4/16・17)地域支援企画員研修（立志塾参加者も受講）
(中旬)弥太郎商人塾、土佐経営塾の受講者募集開始
(中旬)産業人材育成プログラム「土佐まるごとビジネスアカデミー」広報（随
時）
(下旬)「土佐まるごとビジネスアカデミー」入門編・基礎編受講者募集開始
(下旬)市町村産業政策担当課長会

(上旬)「土佐まるごと立志塾」募集、受講生決定（87名）
(4/16・17)地域支援企画員研修（立志塾参加者も受講）
(中旬)弥太郎商人塾、土佐経営塾の受講者募集開始
(中旬)「土佐MBA」広報（ラジオ対談、読上げ）
(下旬)「土佐MBA」募集（新聞広告）
(下旬)市町村産業政策担当課長会

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

産業人材育成事業費 計画推進課
　

「土佐MBA」広報（さんSUN高知）
「土佐MBA」ワークショップ（交流会）の開催
土佐経営塾（セッション4～6）

産学官連携会議、フォローアップ委員会等に報告
「土佐まるごとビジネスアカデミー」事前・フォローアップ面談

(9/12)産学官連携会議
(9/13)産業振興計画フォローアップ委員会
土佐経営塾（セッション7～9）
弥太郎商人塾（第２回）、昨年度受講生のフォローアップ面談、
１～３期生の交流会

(10/1、2）「土佐まるごと立志塾」（第３回）
(10/22）「土佐まるごと立志塾」（第４回）
弥太郎商人塾（第３回）
土佐経営塾（セッション10～11）
(10/31）「土佐MBA」トップレクチャー③実施（184名）

(上旬)土佐経営塾修了式の開催
(下旬)立志塾修了式の開催

（11/4）土佐経営塾（セッション12、修了式）
(11/5）「土佐まるごと立志塾」（第５回）
（11/21）「土佐MBA」トップレクチャー④（57名）
(11/26）「土佐まるごと立志塾」（第６回、修了式）
弥太郎商人塾（第４回）

産学官連携会議、フォローアップ委員会等に報告
(中旬)弥太郎商人塾成果報告会

(3/14)弥太郎商人塾　修了式、成果報告会
(3/18)「土佐MBA」トップレクチャー⑤
(3/24)産学官連携会議
(3/25）産業振興計画フォローアップ委員会

(上旬)弥太郎商人塾中間報告・交流会の開催 (12/5)弥太郎商人塾中間報告・交流会（商人祭り）の開催
「土佐MBA」現場研修、出前講座の実施
(12/25)産学官連携会議

「土佐まるごとビジネスアカデミー」事前・フォローアップ面談（１～２月） 弥太郎商人塾（第５回）
「土佐MBA」現場研修の実施
(1/27)産業振興計画フォローアップ委員会

弥太郎商人塾（第６回）
「土佐MBA」現場研修の実施

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村、西村 （ 9049、9334 ）
種別 経済  当初予算額 58,317千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・第3四半期　進捗管理シート作成
・第5回推進本部会議（1/16,17）
・第2回専門部会等（農業　1/20、林業  1/21、
水産業　1/21、商工　1/21、観光  1/21、
連携テーマ部会　1/23）
・第2回フォローアップ委員会（1/27）

・第2期計画ver.2冊子完成・配布

・PR版パンフ　パイロット版(1,500部)完成
配布

・第1四半期　進捗管理シート作成
・PRパンフ本印刷(20,000部)　完成・配布
・第2回産業振興推進本部会議
　（7/26、29）

第2期計画ver.2の冊子については、ほぼ予定どおり
作成できたが、他業務と繁忙期が重なったため、PR
版パンフレット本印刷の完了は7月へとずれこんだ。

・県内４地域でシンポジウムを開催し、約８００名に産
業振興計画の取り組みや目指すところをPRした。

・第1回専門部会等（農業　9/9、林業  9/11、
水産業　9/5、商工　9/2、観光  9/9、
連携テーマ部会　9/4）
・第1回フォローアップ委員会（9/13）

・第2四半期　進捗管理シート作成

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・推進本部会議において、進捗状況の確認を行った。
・平成26年度当初予算編成作業を通じて、第2期計画
ver.3へのバージョンアップの具体的内容を検討した。

・「土佐の産業おこし参加プラン」について、定期的に
支援策等の情報提供を実施した。

・推進本部会議等において、進捗状況の確認を行っ
た。
・推進本部会議、専門部会等、地域APフォローアップ
会議、フォローアップ委員会の議論を経て、第2期計
画ver.3へのバージョンアップを行った。

・「土佐の産業おこし参加プラン」について、定期的に
支援策等の情報提供を実施した。
・地域ＡＰの取組事例を紹介記事にし、広く見ていた
だけるようホームページに掲載した。・第4四半期　進捗管理シート作成

・第6回推進本部会議（3/20）
・第3回フォローアップ委員会（3/25）

○PRの基本ツールであるPR版パンフレットは、完成が少し
遅れたが、21,500部作成し、大部分を配布済となったことか
ら、第2期計画のPRは順調に行われた。
○推進本部会議・フォローアップ委員会等の議論によって、
第2期計画ver.3へのバージョンアップを行う事ができた。
○土佐の産業おこし参加プランの実現に向け、県の支援策
等を活用し動き出す事業も出てきている。

○PR版パンフレットを中心とした各種広報ツールは、本来で
あれば年度当初に完成し配布できるよう進めるのが理想であ
るが、計画の確定が3月末となること等から、そのようにできて
いない。シンポジウム等の時機を逸さない作成スケジュール
を組み立てる必要がある。
○産業振興計画の取り組みを一層加速するためには、さらな
る官民協働が重要。このため、新たな実践者の参加を促進す
ることを目的に、シンポジウムの開催や「土佐の産業おこし参
加プラン」の募集を引き続き実施する。

・第4回推進本部会議（11/13,14）

・第3回産業振興推進本部会議
　（8/30、9/2）

・第1回産業振興推進本部会議（4/10）

・第1回フォローアップ委員会を中心としてH25上半期
の産業振興計画関係の会議については、ほぼ当初
の計画どおり実施できた。ただ、第3回本部会議と第1
回フォローアップ委員会の間隔が短かったため、専門
部会等や地域アクションプランフォローアップ会議の
開催日程の調整が難しくなってしまった。
・当初から予定していた進捗管理シート等を作成する
ことに加え、要素ごとの目標設定や施策連携の確認
を行った。
・これらの資料によって、２５年度の上半期の取り組
み状況等の点検を行い、専門部会や各地域でのフォ
ローアップ会議でご確認をいただいたうえで、９月１３
日に開催した第１回フォローアップ委員会に報告し、
概ね計画どおりに進んでいるとの評価や、取り組みに
対するご了承をいただいた。
・「土佐の産業おこし参加プラン」について、昨年度の
応募者も含め、定期的に研修会や展示会出展募集な
どの支援策等について情報提供を実施した。

事業概要・目的
　第２期産業振興計画Ｖｅｒ２を効果的に実行していくため、計画の普及啓発や、ＰＤＣＡサイクルにより計画を点検しフォローアップ・見直しを行うことで、
県民所得の向上や雇用の創出につなげ、産業振興計画の推進によって将来像の実現を目指す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

産業振興計画推進費 計画推進課
　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

第5回 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

産業振興 

推進本部 
関係部・地域 

(PDCA)等 

庁内情報

共有会議 

進捗 

管理 

ｼｰﾄ 

作成  

第１ 

四半期 

実施状況 

作成 

第１回ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会 

・上半期の進捗状況の確認 

・第２期計画Ｖｅｒ３の重点テーマの検討 

第１回専門部会・地域ＡＰ 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

第１回 

第2回 

第3回 

第３回フォローアップ委員会 

・Ｈ２５の進捗状況の確認（地域ＡＰ） 

・第２期計画Ｖｅｒ３の協議確認 

年間実施 

状況 

整理・分析 

第２回専門部会・連携ﾃｰﾏ部会 

第２回ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会 

・Ｈ２５の進捗状況の確認（成長戦略） 

・改定のポイントの検討 

・Ｈ２６重点事業の検討 

第２回地域ＡＰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

第6回 

  

 

 

 

 

 

○官民協働による取り組みを進めるため、第２期計画をＰ

Ｒし、県民と成功イメージを共有する。 

○産業振興計画の実践者として民間事業者等の参画を

促進する。 

○PDCAサイクルにより進捗管理及び計画の見直しを適

切に行う。 

 

第4回 

「
土
佐
の
産
業
お
こ
し
参
加
プ
ラ
ン
」
募
集 

ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ 

進捗状況の確認、改定の協議・確認 

第7回 

第２期計画ver.2のPR版

パンフレットの作成・配布

第２期計画ver.2の冊子完

成・配布開始 

第2 

四半期 

実施状況 

作成 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

第5回 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

産業振興 

推進本部 
関係部・地域 

(PDCA)等 

庁内情報

共有会議 

進捗 

管理 

ｼｰﾄ 

作成  

第１回ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会 

・上半期の進捗状況の確認 

・第２期計画Ｖｅｒ３の重点テーマの検討 

第１回専門部会・地域ＡＰ 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

第１回 

第2回 

第3回 

第3 

四半期 

実施状況 

作成 

第３回フォローアップ委員会 

・Ｈ２５の進捗状況の確認（地域ＡＰ） 

・第２期計画Ｖｅｒ３の協議確認 

年間実施 

状況 

整理・分析 

【26年度地域AP進捗 

 管理シート着手】  

第２回専門部会・連携ﾃｰﾏ部会 

第２回ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会 

・Ｈ２５の進捗状況の確認（成長戦略） 

・改定のポイントの検討 

・Ｈ２６重点事業の検討 

第２回地域ＡＰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

第6回 

  

 

 

 

 

 

○官民協働による取り組みを進めるため、第２期計画をＰ

Ｒし、県民と成功イメージを共有する。 

○産業振興計画の実践者として民間事業者等の参画を

促進する。 

○PDCAサイクルにより進捗管理及び計画の見直しを適

切に行う。 

 

第4回 

「
土
佐
の
産
業
お
こ
し
参
加
プ
ラ
ン
」
募
集 

ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ 

進捗状況の確認、改定の協議・確認 

第7回 

第２期計画ver.2のPR版

パンフレットの作成・配布

第２期計画ver.2の冊子完

成・配布開始 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

庁内情報

共有会議 

進捗 

管理 

ｼｰﾄ 

作成  

第１回 

  

 

 

 

 

 

「
土
佐
の
産
業
お
こ
し
参
加
プ
ラ
ン
」
募
集 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催（県内４地域） 

第１回地域ＡＰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

第２回地域ＡＰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議 

地域ＡＰ

の取組

事例作

成（10月

～３月） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ 9049 ）
種別 経済  当初予算額  42,178千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
○ものづくり地産地消センターの相談案件の中か
ら、多くの加工食品、機械製品が誕生すること。
○生まれた商品が、県内外で広く販売されること。
○ものづくり地産地消センターを介した事業者間の
マッチング件数　７０件／年

（達成状況）
○ものづくり地産地消センターへの相談件数
401件（3/4現在）
○ものづくり地産地消センターのマッチング件数
54件(3/4現在）
○ものづくり地産地消センターのマッチングから、販
売、外商に至った件数
販売：15件（うち外商：1件）(3/4現在）

（要因分析、課題等）
○現体制では処理できる案件は年間400件が上限で
あると思われることから、組織を増強してより多くの相
談を受ける体制を整える。
○ものづくり地産地消センターのマッチングにより、新
たな製品が生まれ、県内で利用されている事例が増
えているものの、外商に至ったケースは少ない状況。
このため、Ｈ26からは「ものづくり地産地消・外商セン
ター」に組織を統合し、ものづくりの生産の段階に、外
商の要素を組み入れることで、地産地消から外商まで
を行うことのできる商品・機械づくりを進めていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

11/6　ものづくり総合技術展準備会

11/21-23　ものづくり総合技術展の開催

11/29　ものづくり総合技術展反省会

・ものづくり地産地消センター相談件数：319件
（12月末現在）

・ものづくり総合技術展は、精力的に広報活動
を行い、14,400人の方に来場いただくなど、多く
の県民の皆様に、県内のものづくり企業・団体
の技術や商品を知っていただける機会となっ
た。また、出展者や来場者からのアンケート調
査では、継続実施を望む多くの意見をいただい
た。ただし、来場者数が昨年度を下回ってしまっ
たことを、来年度の開催に向けての課題として
捉え、関係機関と連携しながら、広報方法や企
画内容の検討を十分行っていく必要がある。

・今後は、ものづくり地産地消センターが出展事
業者を訪問し、成約件数・金額、改善点や重点
的に取り組む点を確認しながら、継続的なフォ
ローアップに務めていくこととする。

・ものづくり地産地消センター相談件数：401件
（3/4現在）

・相談件数については、昨年度実績と同程度の
相談を受けており、ものづくり地産地消センター
が認知されてきている。今後は、いかに具体的
な成果につなげていくのかがポイントとなるの
で、関係機関とのさらなる連携強化に努め、成
果が見え、事業者に頼りにされるセンターを作り
上げていく。

・来年度から、ものづくりの地産地消から外商ま
での機能を持った「ものづくり地産地消・外商セ
ンター」へと体制が変更されるが、「ものづくりの
地産地消」を担う中心的な組織として、今後も
しっかりとした役割を果たしていく。

4/8　ものづくり総合技術展準備会

4/16 ものづくり地産地消プロジェクトチーム会
議

・ものづくり地産地消センター相談件数：124件
（6月末現在）

・ものづくり地産地消センターが開設して２年が
経過し、県内のものづくりに関するワンストップ
窓口として一定認知されたこともあり、飛躍的に
増加した昨年度相談件数（31件/月）を上回る
33.3件/月となっており、ものづくり地産地消セン
ターが認知されてきている。本年度は、相談件
数を大幅に伸ばすことは体制の限界もあること
から、事業者と事業者をつなげるマッチング支
援にこだわり、活動していく。

・また、第２回ものづくり総合技術展の準備状況
については、ＩＮＡＰ（友好提携港国際ネットワー
ク）との合同開催のため、産業振興センターや
港湾振興課とも連携を図りながら、相乗効果が
発揮できるよう関係機関の協力を得ながら、進
めていく。

 7/23　ものづくり総合技術展準備会

・ものづくり地産地消センター相談件数：221件
（9/24現在）

・ものづくり総合技術展の出展事業者数：106
社（H24：103社）

・ものづくり地産地消センターへの相談件数に
ついては、９月末で月平均40件を超えるなど、
地域や企業からのニーズを汲み取る役割が果
たせている。相談案件をいかにして商品や製品
につなげていくのか、限られた体制ではあるが、
しっかりと支援していく必要がある。

・また、第２回ものづくり総合技術展の準備状況
については、準備会は予定したより少なくなって
いるが、蓄積されたノウハウがあるため、必要
ないものとして開催しなかったためであり、開催
に向けての準備は滞りなく進んでいる。出展事
業者数も昨年度と同程度で開催できるように
なった。

事業概要・目的
　「高知県産業振興計画」で重要な取り組みである「ものづくりの地産地消」を推進するため、総合相談窓口である「ものづくり地産地消センター」を中心に、
全庁を挙げて支援制度の紹介やマッチング等のサポートを行う。
　また、県内の多様な「技術力の見える化」と商談機会の一層の拡大を図るため、県内のものづくり技術が一堂に会する「ものづくり総合技術展」を開催す
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

ものづくり地産地消センター事業費 計画推進課
　

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

開催 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり総合技術展 

11/21-11/23 

第２回  ものづくり総

合技術展準備会 

第３回  ものづくり総

合技術展準備会 

第４回  ものづくり総

合技術展準備会 

第５回  ものづくり総

合技術展準備会 

次回ものづくり総合技

術展の開催の検討 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

開催 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり総合技術展 

11/21-11/23 

第２回  ものづくり総

合技術展準備会 

第３回  ものづくり総

合技術展準備会 

第４回  ものづくり総

合技術展準備会 

第５回  ものづくり総

合技術展準備会 

次回ものづくり総合技

術展の開催の検討 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

開催 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり総合技術展 

11/21-11/23 

第２回  ものづくり総

合技術展準備会 

第３回  ものづくり総

合技術展準備会 

第４回  ものづくり総

合技術展準備会 

第５回  ものづくり総

合技術展準備会 

次回ものづくり総合技

術展の開催の検討 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり地産地消推進 

プロジェクトチーム 
ものづくり地産地

消センター 

開催 

関係機関相互 

に情報共有・連携 

第１回  チーム会議 

ものづくり総合技術展 

11/21-11/23 

第２回  ものづくり総

合技術展準備会 

第３回  ものづくり総

合技術展準備会 

第４回  ものづくり総

合技術展準備会 

第５回  ものづくり総

合技術展準備会 

次回ものづくり総合技

術展の開催の検討 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ 9049 ）
種別 経済  当初予算額 100,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・認定した5件のうち3件が事業着手。残り2件
は、平成26年度中に着手予定。

・引き続き、多くの応募をいただくために、効果
的な広報活動を行う必要がある。

・認定されたビジネスプランへの事業化に向け
た効果的な支援体制のさらなる構築が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◇２次審査

◇認定発表

◇認定書の授与

◇事業育成支援金の支援状況が整ったもの
から交付

・11/1　面接審査（プレゼンテーション）を実施
し、「こうちビジネスチャレンジプラン」に５件を
認定。
　最優秀（事業育成支援金1,000万円）
　　…㈱ウィリルモバイル
　優秀（同500万円）
　　…㈱南国スタイル、㈱コスモ工房
　優良（同300万円）…西川洋史、㈱m.e.works
・11/21　認定証授与式（ものづくり総合技術
展会場）

・概ねスケジュールどおり、プランの認定を行
い、認定事業者に対するフォローアップを開始
できた。
（フォローアップの主な内容）
　インキュベーション施設等、事業拠点の紹介
　専門家によるハンズオン支援
　国・県の支援策（補助金等）の活用サポート
など

・面接審査で不採択になった案件に対しても、
他制度の紹介や職員による訪問などを行ってい
る。

・本年度の事業の検証を行い、来年度の事業は
周知期間をもっと長くとることとし、広報開始を
前倒し（H26年5月→H26年2月）することとした。

　　※状況に応じて交付時期は次年度になる
　　　場合もあり

・2月　事業育成支援金の提供（3件）

・2/19　Ｈ26事業実施の広報開始(募集期間：
7/1～8/20）

・Ｈ25年度の認定事業者に対するフォローアッ
プを継続し、国の補助制度の紹介、活用など事
業実現に向けての支援を行っている。今後も各
事業者の動きをフォローアップし、必要な支援を
継続していく。

・Ｈ26年度の広報は、計画通りスタートした。4月
以降も継続して事業のＰＲを実施（新聞での広
告掲載、新聞、雑誌等への記事掲載依頼、県広
報番組の活用、業界団体・同窓会・県人会等へ
の情報提供など）。

・要綱制定

・交付決定

・概算払
・補助金実績報告

◇募集広報開始

◇募集開始

・基金の造成　5/9

・事業の公表　5/24

・事業募集の開始（募集期間　6/17～8/30）

・事業実施の前提となる補助金関係の手続きに
ついては、無事終了した。

◇募集終了

◇１次審査

・事業募集の〆切（8/30）
　※応募総数93件（県内47件、県外46件）

・書面審査の実施　9/30

・応募件数は、最終日直前まで低調で推移して
いたが、最終的には93件と非常に多くなった。そ
のため、プレゼンテーションへと進む案件を絞り
込むための１次審査（書面審査）の実施方法の
検討などに時間を要した。（産業振興センター側
で一定絞り込んだうえで各審査員に書面審査を
依頼することで対応）

事業概要・目的
【県】㈱日本トリム様からの寄附金を活用し、(公財)高知県産業振興センターが行う事業者のビジネスの立ち上がりを支援する事業に係る基金造成に対し
補助する。
【産業振興センター】次代の高知県経済をリードする新たなビジネスを創造するため、高知県で事業化を考えている皆さんの技術、サービス、ビジネスモデ
ル等において新規性あるいは付加価値が期待でき、かつ事業として大きな成長が期待できるビジネスプランを募集する。
ご応募いただいたプランは、「評価委員会」で評価し、革新性や事業性に優れたプランを「こうちビジネスチャレンジプラン」として設定するとともに、認定した
プランに対して事業育成支援金やハンズオン支援などを提供し、ビジネスプランの実現を後押しする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

こうちビジネスチャレンジ基金造成事業費補助金 計画推進課
　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

○事業育成支援金の交付事業者の中から、

ビジネスとして大きな成長が期待できる事業

者が誕生していくこと。 

 

◇印は 

産業振興センターの取組 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

◇印は 

産業振興センターの取組 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

◇印は 

産業振興センターの取組 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 林 （ 9753 ）

種別 経済  当初予算額 8,043千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

１．高知まるごとネット
　　　アクセス数　月間50,000PV
　　　ｅコマースサイトへの誘導数6,000
２．ｅコマースサイト
　　　取扱商品　60商品

１．高知まるごとネット（2月末現在）
　　　アクセス数　月間59,952PV
　　　ｅコマースサイトへの誘導数10,157
２．ｅコマースサイト（3/5現在）
　　　取扱商品　31商品
       （取扱準備中の商品　54商品）

１．高知まるごとネット
　現在のアクセス数を維持するため、従来のコンテンツ
更新（ECサイト（外部リンク）・ブログ登録等）を今後も継
続していく。
２．ｅコマースサイト
　サイトオープンから半年が経過。これまでは円滑なサ
イト運営を中心に取り組んできたため、今後はこの事業
への参加に向けて、各事業者に積極的なＰＲを行うとと
もに、サイトそのものの認知度向上に向けて、首都圏
の一般消費者を対象としたメルマガの配信や、他サイト
へのバナーリンク等を効果的に進め、商品数・売上の
向上をめざす必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

10月～サイトオープン
毎月　商品追加、企画会議開催
毎週　県産品コンテンツ作成（FB投稿）

10月1日　サイトオープン・販売開始
随時　facebook「高知うまいもの情報室」を活
用した情報発信
10月10日　第2回商品選定委員会の開催
　　　　　　　　 6事業者15商品の応募
10月16日　商品事業者への事前説明会開催

11月18日　第3回商品選定委員会の開催
　　　　　　　　 5事業者14商品の応募
11月28日　商品事業者への事前説明会開催

12月24日　第4回商品選定委員会の開催
　　　　　　　　 2事業者13商品の応募

【成果】
２．ｅコマースサイト
・掲載商品数　12事業者21商品
　※単品提案に対してセット売りの商品にするも
のも含め、全て販売する方向で調整中

【課題】
２．ｅコマースサイト
・サイト自体もＰＲ不足。掲載商品数が一定まと
まりあるものでなければ継続して見てもらえるサ
イトにはならないため、商品数の増とあわせてＰ
Ｒのタイミングを計る必要がある。

1月14日　商品事業者への事前説明会開催
1月28日　第5回商品選定委員会の開催
　　　　　　　  3事業者10商品の応募

2月13日　商品事業者への事前説明会開催

2月21日　第6回商品選定委員会の開催
　　　　　　　 5事業者15商品の応募

3月4日　商品事業者への事前説明会開催

【成果】
２．ｅコマースサイト
・新規追加商品数　6事業者10商品（3/6現在）
（掲載商品数　16事業者31商品）
　※単品提案に対してセット売りの商品にするも
のも含め、全て販売する方向で調整中

２．ｅコマースサイト
　【運営等委託業務契約】
5月中旬　プロポーザル実施要領公示
6月中旬　プロポーザル審査委員会
6月下旬　委託契約締結、商品募集開始
　　　　　　 サイトの構築開始（EC、FB）

２．ｅコマースサイト
　【運営等委託業務契約】
6月17日　プロポーザル実施要領公示

7月下旬　商品選定審査会開催・商品決定
8月上旬　商品事業者への説明会開催

随時　商品募集・審査会開催・商品決定
　　　　商品事業者との調整

7月12日　プロポーザル審査委員会（2社）
7月16日　委託先候補者決定
7月24日　委託先の決定

8月1日　　商品選定委員会の設置
8月5日　　委託契約締結
　　　　　　 サイトの構築開始
8月7日　　ｻｲﾄｵｰﾌﾟﾝ時の商品募集開始
　　　　　　　（〆切8月26日）
8月28日　第1回商品選定委員会の開催
　　　　　　　　8事業者28商品の応募
9月9日　　商品事業者への事前説明会開催

随時　商品事業者との調整

【課題】
２．ｅコマースサイト
・より多くの商品を取り扱いたいが、実際に販売
につながっていない場合でも自社でインターネッ
ト通販を実施している商品を取扱対象外としてい
ることから、今後販売状況などを把握した上で事
業者のニーズに応じた取扱いを検討したい。

・今後継続的に商品募集していくことから、地域
支援企画員や市町村、商工会等関係団体等と
協力して積極的に事業者へＰＲしていく。

事業概要・目的

高知県や県産品の認知度向上と販売拡大等を図るため、県産品（県内ｅコマースサイトも含む）や観光、地域、県内ブログなどの情報をわかりやすく紹介す
るサイト「高知まるごとネット」や、タイムリーな情報発信等を行うフェイスブックを運営するとともに、、中山間地域の事業者等の販路拡大の支援として、フェイ
スブック等を活用したｅコマースサイトを運営する。
　１．高知まるごとネット　県産品総合ポータルサイトシステム等保守委託料、県産品総合ポータルサイト運営等委託料
　２．ｅコマースサイト　　 県産品電子商取引システム運営等委託料、県産品コンテンツ作成委託料

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

高知まるごと情報発信事業費 地産地消・外商課

　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

１．高知まるごとネット 

【保守委託業務】 契約済 

【運営等委託業務】 

5月  入札・委託契約締結 

随時  ＥＣサイトの管理（追加、削除等） 

     ブログの管理（追加、削除等） 

     メールマガジン（事業者向け） 

１．高知まるごとネット 

【保守委託業務】 3月29日 委託契約締

結 

【運営等委託業務】 

5月30日 入札 

5月31日 委託契約締結 

随時    ＥＣサイトの管理（追加、削除

等） 

       ブログの管理（追加、削除等） 

       メールマガジン（事業者向け） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜村 （ 9752 ）

種別 経済の活性化  当初予算額 61,632千円 補正後予算額 54,140千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・各種物産展・フェア等による高知県の認知度
向上と県産品の販路開拓を目指す。
・各種商談会での商談成約。

・物産展・フェアでのテスト販売による高知県の
認知度向上、商談会での参加事業者の商談
設定には一定の実績があった。引き続き販売
拡大および販路開拓への支援を実施してい
く。

・各地での販路開拓・販売拡大の取り組みは、そ
れぞれの地域特性に応じた効果的な仕組みを着
実に構築してきた結果、徐々に成果につながりつ
つある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・シンガポール食品展示会「Oishii JAPAN」（四
国４県連携）
・欧州縦断ユズプロモーション（フランス・ドイ
ツ・デンマーク）

・ＩＮＡP高知会議

・シンガポール食品展示会「Ｏｉｓｈｉｉ　ＪＡＰＡＮ」
　（10/17～19）2社
・欧州縦断ユズプロモーション（ユズ賞味会：最
終実施国：スペイン（10/16)、デンマーク
(10/21)、ベルギー(10/24)）各51名参加（シェ
フ、食品メーカー、ジャーナリスト等）
・ＩＮＡＰ高知会議（11/21-23)

・「Oishii JAPAN」は日本食専門展示会であり一定
の成果はあったものの、日本食に特化していること
から、関心をもつバイヤーの来場者数が他の総合
的な展示会に比較すると少なかった。
・欧州縦断ユズプロモーションの結果、フランス以
外に新たに取り組む3ヶ国への本県産ユズの販路
開拓につながった。

・南四国フェアin香港一田百貨店
・上海四国４県バイヤー招へい事業（四国４県
連携）
・オーストラリア（メルボルン）ユズ賞味会

・南四国フェアin香港一田百貨店(2/11-17)
 5社参加 （徳島5社　計10社）
・上海四国４県バイヤー招へい事業(高松
(2/17)、徳島（2/18)、松山(2/19）)1社参加
（四国全体計30社）
・オーストラリア（メルボルン）ユズ賞味会
（2/27)
 3社 参加者129名参加（シェフ、食品メーカー、
ジャーナリスト等）

・南四国フェアin香港一田百貨店は徳島県と高知
県の初の２県合同でのフェアであり、また新たに香
港での販路開拓に取り組む県内企業の掘り起こし
につながった。
・上海四国4県バイヤー招へい事業では、県内企
業の参加が1社にとどまり、中国市場での販路開
拓に取り組む企業の掘り起こしが今後の課題。
・オーストラリアユズ賞味会では、昨年9月の経済
ミッション団の派遣により流通ルートを確保。賞味
会シェフを依頼した方々に事前に来高し、ユズの
食べ方・使い方など高知県産ユズへの理解を深め
てもらったことで、現地での来客の招へいにも協力
していただき、想定を上回る参加者（当初100名想
定→129名参加）への効果的なユズ料理等の提案
が出来た。

・年間を通じて、貿易促進コーディネーターに
よる企業支援活動により貿易の促進を図る。

・伊勢丹シンガポール四国フェア（四国４県連
携）

・2013順天湾国際庭園博覧会（JAPAN DAY)

・米国食品見本市「59th Summer Fancy Food
Show」出展

・貿易促進コーディネーター企業訪問件数（の
べ　３３１件）（２月末時点）

・伊勢丹シンガポール四国フェア(5/24～6/2)
　四国全体24社うち高知8社

・2013順天湾国際庭園博覧会(6/1～2)
　ミレービスケット及びぶんたんジュースの
　試食試飲実施

・米国食品見本市「59th Summer Fancy Food
Show」出展(6/30～7/2)
  3社出展

・伊勢丹シンガポール四国フェアは開催５回目とな
り、開催期間中原則全日渡航が義務づけられるた
め、四国各県とも、例年参加する事業者がいる一
方、新規事業者が増えない傾向にある。
　売上9,780千円

・米国での初めての見本市出展であったがあらか
じめ商社を決定し、また展示会に引き続き店舗で
の小売を実施。次年度に向けた取組を検討中。
　　見本市商談件数77件

・輸出促進商談会（国内）

・上海四国４県合同商談会（上海）

・台湾「裕毛屋」高知県物産展

・オーストラリア経済ミッション
・日中ものづくり商談会in上海
・台湾「微風広場」高知県物産展

・上海四国4県合同商談会（上海）(8/2)
　四国全体9社うち高知1社

・台湾「裕毛屋」高知県物産展（8/23～29)
  21社
・輸出商談会inまるごと高知（銀座）
　10社　貿易商社6社
・オーストラリア経済ミッション　4社
・日中ものづくり商談会in上海　2社
・台湾「微風広場」高知県物産展（9/18～30）
18社

・上海四国4県合同商談会については、4県連携事
業として実施しているが、昨年の尖閣諸島に端を
発する日中関係の悪化等を背景に、四国側の事
業者の応募が少ない。　　商談件数10件
・台湾「裕毛屋」高知県物産展　買取472千円
・輸出商談会inまるごと高知　商談件数42件
・オーストラリア経済ミッション　日系貿易商社4社と
のマッチング商談を実施、2月のユズ賞味会での
成約に向けた流通ルートの構築を実施
・日中ものづくり商談会in上海　商談件数58件
・台湾「微風広場」高知県物産展　買取2,025千円

事業概要・目的

県産品の海外販路を拡大し、輸出を促進するための総合的な支援を行う。
昨年のＳＩＡＬ２０１２（フランスパリでの食品見本市）の成果を活かし欧州での販路拡大を図るとともに、新たに米国での展示商談会への出展及び台湾での継続
した高知県物産展を開催し、県産品の認知度向上と販路拡大を図る。国内では商談会などのマッチング事業の開催や国際法務等支援事業などを実施する。
貿易促進コーディネーターを継続配置して、県内企業の海外展開を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

海外経済活動拠点事業費（輸出促進支援事業費） 地産地消・外商課

　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田村 （ ９７０４ ）
種別 経済  当初予算額 25,026千円 補正後予算額 19,926千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・県内事業者が、マーケットのニーズに基づき、持
続的・自立的な商品改良等に取り組んでいる状況
がみられる。
【高質スーパー対応】　マーケットイン型の商品開発
や改良を実施する県内事業者目標：20社
【業務用対応】　県内事業者と飲食チェーン等との
継続的な取引をめざしたマッチング目標：5社

【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】　20社を超える事業者が実際に商品開
発や改良に取り組んでいる。
【業務用P】　商品の改良などの指示を受け商品改
良に取り組んでいる事業者を含め、20社の商品が
成約又は成約に向けて調整中である。

ﾏｰｹｯﾄｲﾝにおけるバイヤー等からの商品評価フィー
ドバック、地域コーディネータとの面談、業務用Pにお
ける産業フードプロデューサーとの面談等により、具
体的な方向性が明確になり、商品改良等に取り組む
事業者が多数見られる。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

10/1～　　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】地域コーディネータに
　　　　　　　　よるｱﾄﾞﾊﾞｲｽ事業の実施
　　　　　　　　17社　のべ20回
10月上旬　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】クイーンズ伊勢丹へ
の
　　　　　　　　追加提案（書面）
10/17,18　【業務用P】産業フードプロデュー
　　　　　　　　サーによるフィードバック面談
10/23,24　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】紀ノ國屋バイヤーに
　　　　　　　　よる個別面談
11/1～　　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】テスト販売（第2クー
ル）
　11/1～11/28　クイーンズ伊勢丹錦糸町店
11/26,27　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】京北スーパーバイ
ヤー
　　　　　　　　による個別面談

【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】
アドバイス事業：17社　のべ20回

【業務用P】
フィードバック面談：16社

【補助金】
交付決定事業数：7件

1/7～　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】テスト販売（第2クール）
　1/7～1/31　紀ノ國屋ecute立川店
　2/1～2/28　京北スーパー新柏店
　2/2～2/28  北野エースLAZONA川崎店
3月中旬【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】テスト販売時の販売
　　　　　　　実績及び商品に対するお客様等
　　　　　　　からの評価の事業者への
　　　　　　　フィードバック

【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】
テスト販売事業者数：4店のべ数57社
　　　　　　　　　　　　　　　実数36社
テスト販売商品数：4店のべ数121商品
　　　　　　　　　　　　　　　実数98商品

【業務用P】
成約又は成約に向けて調整中の事業者数：
　　　　　　　　　　　20社　30商品

【補助金】
交付決定事業数：2件

高質系スーパー対応の事業名は、マーケット
イン型商品づくり支援事業（以下、「マーケット
イン」）、業務用対応の事業名は、業務用商
品開発プロジェクト（以下、「業務用P」）に決
定。
4/22　　　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】　プロポーザル審査会
4/23　　　【業務用P】　プロポーザル審査会
5/24　　　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】　業務委託契約締結
　　　　　　　　　　　　　　　事業者募集（～6/6）
5/27　　　【業務用P】　業務委託契約締結
　　　　　　　　　　　　　　　事業者募集（～6/6)
6/13,14　 【業務用P】　産業フードプロデュー
　　　　　　　　サーによる個別面談
6/26,27　 【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】　バイヤー等による
　　　　　　　　商品評価会、個別面談・相談会
6/20　　　【補助金】　交付要綱施行

【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】
応募事業者数：83社（※）　応募商品数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　214商品

【業務用P】
応募事業者数：53社（※）

※　両事業への応募：35社、合計実数：101社

・目標としていた120社に近い応募を得ることが
できた。

7/3　　　【業務用P】　産業フードプロデュー
　　　　　　　サーによる個別面談（第2回）
8/27～　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】テスト販売（第1クール）
　8/27～9/26　紀ノ國屋平塚ラスカ店
　9/1～10/31　京北スーパー新柏店
　9/5～10/2　 クイーンズ伊勢丹錦糸町店
　9/25～10/22　北野エースLAZONA川崎店
9/26～　【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】アドバイス事業

【ﾏｰｹｯﾄｲﾝ】
テスト販売事業者数：4店のべ数74社
　　　　　　　　　　　　　　　実数47社
テスト販売商品数：4店のべ数178商品
　　　　　　　　　　　　　　　実数123商品

【業務用P】
成約又は成約に向けて調整中の事業者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22社

【補助金】
交付決定事業数：1件

事業概要・目的

　マーケットのニーズに基づいたものづくりを進めるため、高質系スーパーや業務筋等と連携した商品づくりや販売展開等に関する支援を行う。
　食品加工業支援事業委託料により、マーケットのニーズに基づいた売れる商品づくりを進めていくために、首都圏の高質系スーパーや飲食店等の業務
用の商品開発を行う企業と連携し、テスト販売や商品評価の収集分析、県内事業者へのフィードバック等を行い、商品の改良につなげる。また、市場対
応商品開発事業費補助金により、うえの事業によりフィードバック等を受けた事業者の商品改良や開発の動きを加速化させるための支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

マーケットイン型商品づくり支援事業費 地産地消・外商課
　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

食品加工業支援事業委託業務 

プロポーザル 

4/22,23 審査委員会 
 

5 月 委託契約締結  

募集告知 

【高質系スーパー 
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【業務用対応】 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹崎 （ 2281 ）
種別 　横断的  当初予算額 213,395 補正後予算額 211,795 2281 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・官民協働、市町村との連携強化によるサポート体
制の確立
・ホームページへのアクセス件数の増加
・移住相談件数の増加
・移住者数の増加

（達成状況）
・高知県移住推進協議会による官民協働での移住
促進策の検討の実施
・ホームページアクセス件数
　H24：24万7千件→H25：33万4千件(2月末)
・新規移住相談者数
　H24:789人→H25:996人(2月末)
・移住者数
　 H24:121組225人→H25:210組346人(12月末)

（要因分析、課題等）
　「高知家」プロモーションと連動した積極的な情報発
信、市町村や民間団体と連携した移住相談会の開
催、市町村の専門相談員配置促進等の今年度強化し
た施策の効果もあり、ホームページアクセス数、新規
移住相談者数、移住者数といった指標がいずれも前
年度を上回っているが、平成27年度に掲げる年間移
住者数500組という目標の達成を目指すためには、更
なる取り組みの強化が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・移住促進プロジェクトチーム会
・第1回高知県移住推進協議会
・補助金募集開始
・幸せ移住パッケージシステム開発及びデータの掘
り起こし
・移住・交流コンシェルジュの体制強化（4名→6名）
・移住プロモーション事業開始（以降３月まで）
・移住相談会（東京、大阪）
・地域移住サポーターの委嘱開始（以降随時）
・高知県移住推進協議会第１回民間サポート部会

・県人会等を通じた情報発信

・移住相談会（東京）

4/11　移住促進プロジェクトチーム会
4/19　第１回高知県移住推進協議会
4/22　市町村移住促進事業担当課長会
4/26～　幸せ移住パッケージシステムの開発及び
データの掘り起し
5/1 移住・交流総合案内業務委託契約締結

5/13　補助金募集開始（～24日。以降随時）
5/19（東京）、5/25（大阪）高知暮らしフェア開催
6/4　コンセプトコピー「高知家」発表記者会見
6/11　高知県移住推進協議会第１回民間サポート
部会
6/12（高知市）、6/13（本山町）地域移住サポーター
委嘱式
6/29（大阪）、6/30（東京）高知家ホームパーティ（移
住相談会）
随時　県人会、同窓会等を通じた情報発信

・ほぼ当初の予定どおり、高知県移住推進協議会を
立ち上げ、官民協働で移住促進を進める体制づくりが
できた。また、民間サポート部会で具体的な移住（希
望）者支援の仕組みづくりの検討を開始した。

・「高知家」特設サイトへの多数のアクセスや、関連す
る「高知で暮らす。」へのアクセス、また、多くのメディ
アにも取り上げられ、大変な反響をいただいた。「高知
家」ロゴや「高知家ピンバッジ」も大変好評であり、高
知の認知度・知名度を高めるための「高知家」プロ
モーションのスタートダッシュは成功したと考えてい
る。また、「高知家」の拡散については、イベントや資
料でのロゴの使用等、様々な機会を通じ実施してお
り、今秋の発表に向けて、
「高知家の唄」とプロモーションビデオ第２弾の制作も
進めている。

・幸せ移住パッケージシステムについては当初の予定
どおり8月から稼働を開始。9月末までで9千件余りの
アクセスをいたただくなど、多くの方に高知県への移
住に関心を持っていただくきっかけとなっている。

・移住促進事業費補助金については募集開始が当初
の予定より少し遅れたものの、9月末までで22件補助
金の交付決定を実施

・幸せ移住パッケージシステムデータ初期入力
・移住相談会（大阪、神戸、横浜）
・補助金執行状況確認
・移住体験ツアー
・高知県移住推進協議会第2回民間サポート部会

・幸せ移住パッケージシステム運用開始
・幸せ移住プランコンテスト開始
・移住相談会（東京）
・よさこい祭り、スーパーよさこい等でのＰＲ
・移住促進プロジェクトチーム会
・第２回高知県移住推進協議会

・移住相談会（東京、大阪）3回程度
・移住体験ツアー

7/6（神戸）、7/20（横浜）高知県UIターン就職相談
会
7/16～8/2　幸せ移住パッケージシステムデータ初
期入力
7/20,21　高知暮らしプチ体験ツアー（龍馬パスポー
トユーザー対象）
7/29 移住支援特使委嘱開始
8/1　「高知家」ファミリー募金開始
8/1  「高知家」ロゴ商業利用届出制度開始
8/5　「高知家」プロモーション第２弾発表記者会見
8/5　幸せ移住パッケージシステム運用開始
8/7　高知県移住推進協議会第２回民間サポート部
会
8/20　第２回高知県移住推進協議会
8/24,25　スーパーよさこいでの移住PR
8/28　（東京）高知家移住笑談会
9/1（大阪）、8（東京）,21（大阪） 移住相談会参加
9/14,15　福岡駅での移住PR

・移住相談会（東京、大阪）３回程度
・Ｈ26年度補助金要望調査
・幸せ移住プランコンテスト審査及び結果発表
・ねんりんピックでのＰＲ

・移住相談会（東京、大阪、名古屋）
・移住体験ツアー（幸せ移住プランコンテスト入賞
者）
・関東高知県人大懇親会等でのＰＲ

・移住促進プロジェクトチーム会
・第3回高知県移住推進協議会

10/12（東京）、26（大阪）移住相談会参加
10/16 H26年度補助金要望調査
10/18 第2回市町村移住促進事業担当課長会
11/9（東京）、10（大阪）高知家移住笑談会
11/9（名古屋）高知県Ｕ・Ｉターン就職相談会

11/12 高知家プロモーション第2弾「高知家の唄」PV
公開
11/12 移住ポータルサイト「高知家で暮らす」バー
ジョンアップ
11/23,24高知暮らし体感ツアー
12/2 「高知で暮らし隊」会員証発行・追加会員特典
（レンタカー割引）スタート（以降順次特典追加）
12/1（大阪）、14（東京）、15（大阪）就職相談会に参
加
12/25幸せ移住プランコンテスト審査結果発表
12/27 高知県移住推進協議会第３回民間サポート
部会

・高知県移住推進協議会及び民間サポート部会は本
年度各３回開催、来年度の移住促進策のバージョン
アップ等の協議を行うとともに、部会での議論を通じ、
レンタカー割引や宿泊特典など「高知で暮らし隊会員」
に対する新たな支援策の仕組みができた。

・移住ポータルサイト「高知で暮らす」について、アクセ
スいただいたユーザーをスムーズに移住・交流コン
シェルジュへの移住相談、高知で暮らし隊会員登録に
繋げるためのバージョンアップを行った。今後もアクセ
ス状況等について継続的に分析し、改善を行うことで
相談件数の増に繋げる。

・移住促進事業費補助金については３月末までに３０
の市町村・NPO等に対し補助金の交付を決定

・移住相談会（東京、大阪）3回程度

・補助金執行状況確認
・移住促進プロジェクトチーム会
・第4回高知県移住推進協議会

・移住体験ツアー
・補助金実績報告

1/18（東京）、25（大阪）オール高知移住相談会
1/19（東京）移住相談会に参加

1/24 第3回高知県移住推進協議会

2/22～移住体験ツアー（3/28までの間に4組幸せ移
住プランコンテスト入賞者をアテンド）

2/20　第3回市町村移住促進事業担当課長会

3/15,16高知暮らし体感ツアー

事業概要・目的

　移住促進による地域と経済の活性化
　　　➀ブランディング戦略や「幸せ移住パッケージ」等、ステージに応じた効果的な情報発信・各種メディアを通じたプロモーションの展開
　　　➁官民協働、市町村と連携協調した「幸せ移住パッケージシステム」の開発と運営
　　　③移住・交流コンシェルジュの体制強化や、市町村専門相談員及び地域移住サポーターの普及によるサポート体制の充実と、お試し滞在住宅の
　　　　整備や空き家調査など、受入基盤整備の促進

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

移住促進事業 地域づくり支援課、地産地消・外商課

　

（求める具体的な成果） （求める具体的な成果） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池上 （ 内２２６５ ）

種別 横断  当初予算額 160,674千円 補正後予算額 115,220千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

事業概要・目的

　

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

集落活動センター推進事業費 中山間地域対策課

　集落機能の維持や地域活動の担い手確保等、中山間地域が抱える課題の解決に向けて、住民主体で集落同士の連携により、地域の支え合いや自立の
仕組みづくりを行う「集落活動センター」の取り組みを推進するとともに、地域づくり活動等を行う「高知ふるさと応援隊」の導入を促進する。
【集落活動センター推進事業費補助金】○補助先：市町村　　　○補助率：市町村事業費の２分の１以内
○補助対象経費等：①集落活動センター整備事業（初期投資に係るハード及びソフト事業）・30,000千円/1箇所（ただし3年度内で30,000千円を超えないものとする。）
　　　　　　　　　　　　　②高知ふるさと応援隊事業（立ち上げ準備従事者・活動従事者の人件費及び活動費）・1,000千円/1人

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　
（集落活動センター）
・H24実施地区についてはそれぞれの取り組みが
 進み、3年後の自立に向けた準備が進行してい
 る。また、H25予定地区で円滑に立ち上がり、住民
 主体の運営がスタートしている。
・実施市町村において次の設置に向けた動きがス
 タートしている。また、未検討、未実施市町村にお
 いて市町村や地域での話し合いが進んでいる。
（高知ふるさと応援隊）
・導入市町村が増加するとともに、隊員の活動が活
 発に展開している。

　
（集落活動センター）
・【H24開所】6地区で引き続きセンターの活動が進
 み、住民参加の広がりや組織化なども見られた。
・【H25開所予定】7地区で円滑に立ち上がり、住民
 主体の運営がスタートした。
・【H26以降開所予定】市町村内で2カ所目のセンタ
 ー設置を目指す地区など、市町村や地域での話し
 合いが進んでいる。
（高知ふるさと応援隊）
・H24末と比較して5市町26名増加するとともに、各
 地域で隊員が活発に活動している。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【集落活動センター開所】
○安田町中山地区（4/1）
○香南市西川地区（4/12）
○四万十市大宮地区（5/26）
○佐川町尾川地区（9/19）
○安芸市東川地区（9/29）
○梼原町四万川地区（3月末）
○三原村（3月末）
・H24開所の6地区に加えて、新たに7地区で開所し、
 11市町村13地区で地域住民主体の取り組みが展開

【高知ふるさと応援隊導入】
○3月現在：23市町73名
　　　　　　　　内 集落活動センター従事者 8市町13名
・H25年3月（18市町47名）と比較して5市町26名の増

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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アドバイザーの派遣 

    ○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

    （5/14三原村） 

○幡多ﾌﾞﾛｯｸ（5/15） 

○物部川ﾌﾞﾛｯｸ（5/31） 

    ○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

    （7/23津野町） 

○嶺北ﾌﾞﾛｯｸ（8/6） 

 

 

 

 

 

○安芸市・安田町支援 

 ﾁｰﾑ会（9/5） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ幡多 

 ﾌﾞﾛｯｸ研修会開催 

 （5/15） 

○高知ふるさと応援隊 

 募集説明会開催 

  （5/19東京、5/25大阪） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ全体 

 研修会開催（5/20） 

○「総合ﾊﾟｯｹｰｼﾞ」版 

 集落活動ｾﾝﾀｰ支援 

 ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ作成・配布 

 （5/29） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ仁淀川 

 ﾌﾞﾛｯｸ研修会開催 

  （7/24） 

○高知ふるさと応援隊 

 研修会開催（8/6） 

○集落活動ｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｾｽ 

 研修会開催（8/27） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ経営 

 管理研修会開催 

 （9/11） 

○黒潮町支援ﾁｰﾑ会 

 （10/8） 

○三原村支援ﾁｰﾑ会 

 （10/7,10/21） 

○高幡ﾌﾞﾛｯｸ（10/18） 

 

 

    

   ○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

   （11/12中土佐町） 

 

 

   

   ○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

   （12/5土佐清水市） 

○高知ふるさと応援隊 

 研修会開催 

 （10/15-16） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ県外 

  視察研修実施 

   （10/31-11/1島根県） 

 

 

 

 

 

 

○集落活動ｾﾝﾀｰ地域 

 分析手法研修会開催 

 （12/6） 

○四万十市支援ﾁｰﾑ会（4/17） 

○香南市支援ﾁｰﾑ会（4/18） 

    ○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

    （6/24中土佐町） 

○三原村支援ﾁｰﾑ会 

 （6/27） 

○宿毛市支援ﾁｰﾑ会 

 （2/4） 

○高知ふるさと応援隊 

 募集説明会開催 

  （1/18東京、1/25大阪） 

○総務省・JOIN主催 

 ﾌｪｱ出展（1/19東京） 

○県立大地域教育研究 

 ｾﾝﾀｰ主催地域活性化 

 ﾌｫｰﾗﾑ（1/26） 

○集落活動ｾﾝﾀｰ黒潮町 

 研修会開催（2/12） 

○国土交通省主催 「小 

 さな拠点」づくりﾌｫｰﾗﾑ 

 （2/24） 
※集落活動センター全体研修会と 

 位置付けて実施 

 

○高知ふるさと応援隊 

○黒潮町支援ﾁｰﾑ会

（3/12） 

○四万十市支援チーム会 

（3/12） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本 （ ２２６５ ）
種別 横断  当初予算額 320,934千円 補正後予算額 297,934千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

中山間地域生活支援総合事業費 中山間地域対策課
　

事業概要・目的
【事業概要】　（１）移動販売等による生活用品確保支援事業、（２）飲料水等の生活用水確保支援事業、（３）通院や買い物等の移動手段確保支援事業、
（4）物流面からの地域の物流等支援事業、（５）その他知事が必要と認める事業の５つのメニュー（ソフト、ハード）からなる総合補助金。
【目的】　高齢者等が中山間地域で将来にわたり暮らし続けることができる生活環境づくりを進めるため、市町村等が実施する生活用水・日用品や移動手
段の確保等に向けた仕組みづくりを支援する。
【事業の必要性】　集落調査で生活用水や移動手段の確保等に対する課題が明らかとなり、また、市町村や住民からの要望も多いことから、県としても支
援する必要がある。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
補助申請受付、交付決定

過疎地有償運送等運転者資格取得講習会開
催（移動手段）（随時）

全国調査の実施（生活用水）

市町村担当者研修会開催（移動手段）

市町村担当者ヒアリング実施（買い物支援策
等）

市町村担当者との意見交換会開催（生活用
水）

補助申請受付、交付決定（随時）

過疎地有償運送等運転者資格取得講習会開
催：過疎地等（5/20、6/24、7/15)、福祉有償
(6/29～30)

移動手段確保対策市町村担当者研修（5/27：
47名参加）

市町村担当者ヒアリング等（移動手段：5/7土
佐清水市、5/15須崎市、5/22越知町、5/28高
知市、5/29仁淀川町、6/3仁淀川町、6/5須崎
市・中土佐町、6/6南国市、6/13四万十市、
6/24いの町、6/25香南市、地域の物流：5/7
大豊町、6/4土佐清水市、黒潮町）

高知市土佐山・鏡地区乗合タクシー実証運行継
続（4/1 ～）
中土佐町6路線でコミュニティバスの実証運行
継続（4/1 ～）
いの町吾北地区、四万十町十和地区で地域の
物流等支援事業（農産物の集出荷等）継続
（4/1～）
大豊町、土佐清水市、日高村で地域の物流等
支援事業（買い物等支援）継続（4/1～）

生活用水確保支援事業（6月）　交付決定7件

市町村担当者研修会開催（生活用水）

補助金の見直し策検討

補助金要望調査

市町村担当者ヒアリング等（移動手段：7/4須
崎市、7/24須崎市、7/29南国市、7/30香南
市、8/8四万十市、8/30宿毛市）

全国調査の実施（生活用水）８月実施・とりま
とめ
移動手段確保県外視察研修（8/27～28：21名
参加）

市町村担当者研修会（生活用水）(9/4：16名
参加）

市町村担当者ヒアリング等（移動手段：9/5芸
西村、9/6須崎市、9/19宿毛市、地域の物流：
9/3日高村、9/26いの町）

南国市白木谷・八京地区でスクールバスの合間
運行による住民移送サービスの実証開始（8/5
～）

室戸市4地域（佐喜浜、元、吉良川、羽根）で買
物支援事業開始（9/2～）

生活用水確保支援事業(7～9月）　交付決定8件

買い物の困難な地域や水道未普及地域、交
通不便地域等の解消につなげ、安心して住み
続けることができる生活環境が確保されてい
る地域が拡がる。

県内市町村に移動手段確保対策や買物支援
などの取組が拡がり始めた。

生活用水施設の維持管理や少人数対応の施
設が必要であり、来年度それに対応できる設備
の試作を予定。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

補助金要望ヒアリング

H26当初予算計上

事業の執行管理（金額、工期等の確認）

市町村担当者ヒアリング等（移動手段10/4室
戸市、10/9越知町、10/21～22須崎市、10/30
香美市、地域の物流：10/4室戸市）

生活用水課題解決検討会(10/25)

市町村ヒアリング等（移動：11/14香美市、
11/26香南市、11/28須崎市、12/6越知町）

移動手段確保に向けた市町村取組状況調査
（11月下旬～12月上旬）

土佐清水市Ｈ26年度事業について協議
(12/18)

土佐清水市(下ノ加江、三崎、下川口地区10/1
～）
四万十市（八束地区10/3～）及び宿毛市（西地
区10/21～）でデマンド型乗合タクシーの実証運
行開始
（土佐清水市は、一部過疎地有償運送も併せて
開始）

生活用水確保支援事業（10～12月）　交付決定
5件

完了検査、実績報告

市町村ヒアリング等(移動：1/21香南市、1/22
～23土佐清水市、宿毛市、1/27須崎市、2/12
宿毛市、2/18香南市、3/3宿毛市、3/18須崎
市）

移動販売事業者状況調査実施（2/7～）

「中山間地域における移動手段確保対策の手
引き」を改定、通知(2/17)

生活用水・用品Ｈ26再要望調査（3/7）

市町村ヒアリング（物流：3/3いの町、仁淀川
町、3/6芸西村）

須崎市多ノ郷北地区でコミュニティバスの実証
運行開始（1/14～）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 門脇 （ 2269 ）

種別 横断  当初予算額 13,502千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

野生鳥獣に強い集落づくり事業費 鳥獣対策課

　

事業概要・目的

野生鳥獣による農林業被害を軽減するため、重点集落を設定し、被害防除・環境整備・捕獲等について集落ぐるみで取り組む総合的な対策を支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・次年度重点集落の選定

・市町村への重点集落の要望調査 ・市町村への重点集落の要望調査

＜課題＞
・重点集落の選定
・環境整備、防除、捕獲のバランスがとれた総
合的な対策への意識づけと集落の合意形成
・レベルの異なる重点集落ごとに順応した対応

・重点集落の決定（１0集落）
・業務委託契約
・専門チーム会の開催（第1回）
・集落全体会（勉強会）の開催（第1回）
・被害実態調査
・鳥獣生息状況調査
・24年度重点集落の継続支援

・重点集落の決定（１0集落）
・業務委託契約
・専門チーム会の開催（第1回、第2回）
・集落全体会（勉強会）の開催（第1回）
・被害実態調査の実施
・鳥獣生息状況調査の実施
・24年度重点集落の継続支援（4集落）

・集落環境調査（集落環境診断）
・出没状況調査
・専門チーム会の開催(第2回）
・集落全体会（合意形成等）の開催（第2回）
・集落環境整備
・防除活動の推進
・防護柵等の設置計画策定
・24年度重点集落の継続支援

・集落環境調査（集落環境診断）の実施
・出没状況調査の実施
・専門チーム会の開催(第2回、第3回）
・集落全体会（合意形成等）の開催（第１回、
第2回）
・集落環境整備の実施
・防除活動の推進
・防護柵等の設置計画策定
・捕獲鳥獣の有効活用
・24年度重点集落の継続支援（4集落）

＜課題＞
・環境整備、防除、捕獲のバランスがとれた総
合的な対策への意識づけと集落の合意形成
・レベルの異なる重点集落ごとに順応した対応

＜成果＞
・集落での取り組みの必要性が理解されてきて
いる
・集落内で対策内容が検討され、具体的な取り
組みに向け進んでいる

・重点集落における農林業被害の軽減
・集落の自主的な鳥獣被害対策の推進

・集落ぐるみでの防護柵の設置などにより住
民意識が高まり、柵の管理などを通じて自主
的で継続的な対策の推進が図られた。
・24年度からの継続支援の集落において合意
形成が醸成され集落ぐるみでの防護柵の設
置など自立に向けた取組を推進した。

・重点集落ごとにスタート時のレベルが異なり
進捗状況に差ができた。
・一部集落では次年度以降の継続的な支援が
必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・専門チーム会の開催(第3回）
・集落全体会（進捗管理等）の開催（第3回）
・集落環境整備
・防除活動の推進
・集落ぐるみでの防護柵等の設置
・有害鳥獣の捕獲
・捕獲鳥獣の有効活用
・24年度重点集落の自立支援

・出没状況調査（自動カメラ撮影及びライトセ
ンサス）の実施
・専門チーム会の開催(第3回）
・集落全体会（進捗管理等）の開催（第2回、
第3回）
・集落環境整備の実施
・防除活動の推進
・防護柵等の設置の検討及び計画の策定（3
集落）
・集落ぐるみでの防護柵等の設置（2集落）
・有害鳥獣の捕獲（集落ぐるみでの捕獲の推
進）
・24年度重点集落の継続支援（4集落）

＜課題＞
・環境整備、防除、捕獲のバランスがとれた総
合的な対策への意識づけと集落の合意形成
・レベルの異なる重点集落ごとに順応した対応

＜成果＞
・集落での取り組みの必要性が理解されてきて
いる
・集落で防護柵の設置など具体的な取り組み
が進んでいる

・専門チーム会の開催(第4回）
・集落全体会（自立支援）の開催（第4回）
・集落環境整備
・防除活動の推進
・集落ぐるみでの防護柵等の設置
・有害鳥獣の捕獲
・捕獲鳥獣の有効活用

・専門チーム会の開催(第4回）
・集落全体会（自立支援）の開催（第3回）
・集落環境整備や防除活動の推進
・対策マニュアル事例集の配付による取組の
推進
・集落ぐるみでの防護柵等の設置（4集落）
・有害鳥獣の捕獲（集落ぐるみでの捕獲の推
進）
・捕獲鳥獣の有効活用（ジビエ料理教室の開
催：4集落)
・次年度重点集落の候補選定
・重点集落取組事例の報告
・24年度重点集落の継続支援による自立へ
の取組（3集落）

＜課題＞
・環境整備、防除、捕獲のバランスがとれた総
合的な対策への意識づけと集落の合意形成
・レベルの異なる重点集落ごとに順応した対応

＜成果＞
・集落全体会による正しい対策の普及指導で、
次年度に向けた防護柵の設置計画など集落ぐ
るみでの対策が進んだ。
・集落ぐるみでの防護柵の設置などで住民意識
が高まった。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大野 （9039 ）

種別 　横断  当初予算額 26,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 産業振興推進部
平成26年3月31日

集落ぐるみ捕獲推進事業費 鳥獣対策課

　

事業概要・目的

　シカ等の農林業被害を軽減するため、被害を受けている集落にシカ等の捕獲のための「くくりわな」を配付し、集落ぐるみでの捕獲を推進する。
・県内の中小企業者１社を選定し、その会社が製作するくくりわなを配付
・くくりわなの配付予定数：5,000個

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・高知県新商品生産による新事業 

分野開拓者認定制度への申請 
 

事業効果の把握 

捕獲作業 

（１１月１５日から３月１５日まで） 

くくりわなの製作 

くくりわなの決定（選定会議の開催） 

試作品のテスト 

くくりわなの製造業者の募集 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・「くくりわな」製作説明会 

・試作品製造業者の決定 

 （募集終了後、選定会議を開催） 

試作品の作成 

・契約 

集落へのくくりわなの配布 

（市町村経由） 

課題 

・配布市町村（集落）及び配布数の調整 

・配布市町村（集落）における狩猟者の確保 

・配布市町村（集落）へのくくりわなの 

 使用方法等の周知 

・猟友会等関係機関等との調整 
 

成果 

・県内企業が、新たなくくりわなの商品化に

成功した 
 

課題 

・県内中小企業者への「くくりわな」に関す

る規制等の周知 

・配布するくくりわなの選定 
 

成果 

・県内中小企業者から、くくりわなの提案

を受けた（8社13種類） 
 

・配布集落における農林業被害の軽減 

・集落ぐるみの捕獲体制の確立 

・被害集落における加害鳥獣の捕獲 

 
 

  

 
 

 

・高知県新商品生産による新

事業分野開拓者認定制度への

申請及び認定 

・契約 

・「くくりわな」製作説明会 

くくりわなの製造業者の募集 

・試作品製造業者の決定 

 （第１回選定委員会開催） 

試作品の作成 

試作品のテスト 

集落へのくくりわなの配布 

（市町村経由） 

捕獲作業 

（１１月１５日から３月１５日まで） 

・くくりわなの決定 

 （第２回選定選定委員会開催） 

くくりわなの改良及び捕獲試験 

 

事業効果の把握 

・12月末時点での捕獲実績及び 

 わなに対する狩猟者の意見の 

 把握 
 

捕獲作業 

・高知県新商品生産による新事業 

分野開拓者認定制度への申請 
 

事業効果の把握 

捕獲作業 

（１１月１５日から３月１５日まで） 

くくりわなの製作 

くくりわなの決定（選定会議の開催） 

試作品のテスト 

くくりわなの製造業者の募集 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・「くくりわな」製作説明会 

・試作品製造業者の決定 

 （募集終了後、選定会議を開催） 

試作品の作成 

・契約 

集落へのくくりわなの配付 

（市町村経由） 

課題 

・配付市町村（集落）及び配付数の調整 

・配付市町村（集落）における狩猟者の確保 

・配付市町村（集落）へのくくりわなの 

 使用方法等の周知 

・猟友会等関係機関等との調整 
 

成果 

・県内企業が、新たなくくりわなの商品化に 

 成功した 
 

課題 

・県内中小企業者への「くくりわな」に関す 

 る規制等の周知 

・配付するくくりわなの選定 
 

成果 

・県内中小企業者から、くくりわなの提案 

 を受けた（8社13種類） 
 

・配付集落における農林業被害の軽減 

・集落ぐるみの捕獲体制の確立 

・被害集落における加害鳥獣の捕獲 

課題 

・狩猟者への効果的な捕獲方法の周知 
 

成果 

・集落の住民490名に対して、ワナ名人 

 による捕獲技術指導を行った 

・高知県新商品生産による新 

  事業分野開拓者認定制度へ 

  の申請及び認定 

・契約 

・「くくりわな」製作説明会 

くくりわなの製造業者の募集 

・試作品製造業者の決定 

 （第１回選定委員会開催） 

試作品の作成 

試作品のテスト 

集落へのくくりわなの配付 

（市町村経由） 

・くくりわなの決定 

 （第２回選定選定委員会開催） 

くくりわなの改良及び捕獲試験 

 

事業効果の把握 

配付市町村において捕獲

技術講習会を実施 

(39箇所） 

・被害集落における捕獲器材の整備 
 
 

・被害集落における、捕獲従事者の 

 確保 
 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宗光 （ 9734 ）

種別 インフラ  当初予算額 8,734 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 理事（中山間対策・運輸担当）

平成26年3月31日
ICカード機能拡充事業 交通運輸政策課

　

事業概要・目的

ICカード「ですか」に乗継割引機能を付加し、割引運賃制度を導入することで、県中央地域の路線再編を進めるとともに公共交通の利用促進を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

要綱制定

補助金交付申請、交付決定
5/14 補助金交付申請
5/27 交付決定

・システム開発
・乗継割引運賃の詳細検討

6/5 乗継割引システム検討会開始
（システム開発業者、ですか、バス事業者等）
・乗継割引運賃の詳細検討

　1回／週のペースで実務者協議を実施

実機展開、運用試験 実機展開、運用試験

補助金実績報告、検査等

乗継割引機能の運用開始（10月1日） 乗継割引機能の運用開始（10月1日）

補助金実績報告、検査等

　計画どおりに10月1日の乗継割引サービスの
運用が開始され、バス・電車の利便性向上に一
定の効果があった。

　さらなる利用促進につながるよう、利用状況を
検証していく必要がある。

利用状況の分析、検証

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　ICカード「ですか」を活用した割引運賃制度
を導入することにより、利便性が向上する。

はりまや橋、高知駅など県内9ヶ所で、ICカー
ド「ですか」を活用したバス・電車の乗継割引
サービスが導入されたことにより、直通の便
がない場所への移動する際の利用者の負担
が軽減されるなど、利便性の向上につながっ
た。

利用実績の少ない乗継ポイントもあるので、利
用状況を分析し、ダイヤなどの改善を図るとと
もに、乗継ポイントの拡充も検討したい。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 久家 （ 9735 ）

種別 地震対策  当初予算額 24,312 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 理事（中山間対策・運輸担当）

平成26年3月31日
安全安心の施設整備事業 交通運輸政策課

　

事業概要・目的

　交通事業者が行う公共交通の安全性の向上及び利用者が安心して利用することができる施設整備を支援し、輸送の安全を確保する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

土佐くろしお鉄道（落橋対策：４橋梁）補助申
請

土佐くろしお鉄道（落橋対策：４橋梁）補助申
請

JR四国（バリアフリー対策）補助申請、事業着
手
阿佐海岸鉄道（耐震診断・詳細設計）補助申
請、事業着手

土佐くろしお鉄道（落橋対策）事業着手
JR四国（バリアフリー対策）補助申請、事業着
手
阿佐海岸鉄道（耐震診断・詳細設計）補助申
請

土佐くろしお鉄道（落橋対策）事業着手
土佐くろしお鉄道（ごな線車両検査）補助申
請、事業着手

阿佐海岸鉄道（耐震診断・詳細設計）事業着
手

阿佐海岸鉄道（耐震診断・詳細設計）完了

阿佐海岸鉄道（耐震診断・詳細設計）完了 耐震改修については、H26～H27で実施する

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

土佐くろしお鉄道（落橋対策）完了 土佐くろしお鉄道（落橋対策）完了

予定していた工事については終了したが、いず
れの事業も継続していく必要がある

JR四国（バリアフリー対策）完了
土佐くろしお鉄道（ごな線車両検査）完了

JR四国（バリアフリー対策）完了
土佐くろしお鉄道（ごな線車両検査）完了

　南海地震対策などの安全性の向上にむけ
た施設整備を実行することにより、輸送の安
全を確保する。

　予定していた工事については、全て年度内
に完成した。

今後も関係市町村と連携して継続していく必要
がある。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 商工労働部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額
（千円）

1 商工政策課 建設業新分野進出支援事業 経済 11,383

2 商工政策課 事業者地震対策促進事業 地震対策 94,212

3 工業振興課 成長分野育成支援事業費 経済 70,571

4 工業振興課 ものづくり地産地消推進事業費 経済 56,054

5 工業振興課 防災関連産業振興事業費 経済 113,775

6 工業振興課 設備投資促進事業費 経済 150,376

7 新産業推進課 成長分野育成支援事業費 経済 4,008

8 新産業推進課 産学官連携新産業創出事業費 経済 138,774

9 新産業推進課 中山間地域等シェアオフィス推進事業費 経済 15,380

10 経営支援課 チャレンジショップ事業費 経済 32,197

11 雇用労働政策課 緊急雇用創出臨時特例基金事業費 経済 3,840,635



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 戸梶 （ 2509 ）
種別 経済  当初予算額 11,383千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

建設業新分野進出支援事業費 商工政策課
　

事業概要・目的

　これまで地域を支えてきた建設事業者は、近年の公共事業費の急激な減少で厳しい経営環境が続き、就業者数も減少している。
　一方、本県を支える重要な産業である農林業や介護・福祉などの分野を担う人材が不足している。
　建設業の持つ能力を活かして、農林業や介護・福祉など、新たな分野へ進出し、地域で働く場を確保するため、新分野進出を行おうとする建設事業者
を総合的に支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・建設業経営革新支援事業第一次採択件数：8
件

・建設業経営革新支援事業第二次採択件数：2
件

・新分野進出セミナー43社・53名参加
・建設業経営
革新支援事業
（第一次公募
分）の事業開
始

・建設業経営
革新支援事業
の第2次公募
（5月下旬～6
月中）

・先進地視察・勉強会の開催
（8月～9月）

→参加企業のフォロー
（意向の把握、具体化に向け
た支援（H26経営革新支援事
業への応募に向けたビジネス
プランの作成等））

・建設業経営
革新支援事業
（第2次公募
分）の事業開
始

→実施事業に
向けてのサ
ポート（進捗の
把握、専門家
の活用等）

・先進地視察・勉強会11社・17名参加

・新分野進出実態調査アンケートの実施
（1,393社へアンケート調査発送、1,110社から
回答有）

【課題】
・アンケート調査の結果や、企業訪問の際の意
見等を踏まえてのフォローアップ
・建設業経営革新支援事業への取り組み企業
の掘り起こし

・実態調査結果等に基づき、新分野進出を希
望する企業等への訪問と個別支援（通年）

・建設業経営革新支援事業の周知と掘り起こ
し（通年）

・建設業経営革新支援事業実施企業のフォ
ローアップ（通年）

・（6/13、14）
建設業新分野進出セミナー開
催

・（9/20）
先進地視察・勉強会開催
（介護施設ライフケア光）

・新分野進出実態アンケート
調査実施（9月末終了）

・実態調査結果等に基づき、
新分野進出を希望する企業
等への訪問と個別支援（通
年）

・建設業経営革新支援事業の
周知と掘り起こし（通年）

・建設業経営革新支援事業実
施企業のフォローアップ（通
年）

・新分野進出支援セミナー・支
援施策説明会・個別相談会の
実施（6月上旬～中旬）

・新分野進出実態調査の実施
（6月～8月）

・建設業経営革新支援事業への取り組み企業
の掘り起こし
・関係機関と連携しての情報発信
・企業の課題に応じた対応やフォローアップ

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・先進地視察・勉強会10社・11名参加

【課題】
・アンケート調査の結果や、企業訪問の際の意
見等を踏まえてのフォローアップ
・建設業経営革新支援事業への取り組み企業
の掘り起こし

（12/6）
先進地視察・勉強会開催
（峯本農園）

・新分野進出事例集の作成

・新分野進出数：213社（H24末進出数：203
社）
・個別企業訪問社数：100社
・建設業経営革新支援事業の活用件数：20
件

・新分野進出数：263社
・個別企業訪問者数：274社
・建設業経営革新支援事業の活用件数：10
件

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 廣内 （ 9692 ）

種別 地震対策  当初予算額 94,212千円 補正後予算額 36,084千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・BCP策定企業の増加
・県内企業の耐震化率の上昇
・津波避難施設の増加
補助件数
・耐震診断：10件、耐震設計：7件
・津波避難施設整備：5件

補助件数
・耐震診断：1件、耐震設計：1件
・津波避難施設整備：4件

・製造、卸・小売業のBCP策定の加速化
・補助事業実施事業者の掘り起こし

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　商工業者が南海地震に対応するためのＢＣＰ（事業継続計画）策定に必要な知識を深めるための情報提供として、専門家を講師として招聘し、研修会を
開催する。
　また、県内中小企業（製造業）の耐震診断等に要する費用を助成することで、従業員の命を守るとともに、民間事業者が市町村との協定に基づき、地域
住民の命を守る避難施設の整備を行う場合に、その経費の一部を助成することで、津波避難施設の増加を図る。

・「BCP策定のための手引書」改訂
の委託業務発注
（南海地震対策課が現在作成中の
訓練マニュアルと作成時期を合わせて
整合性を取るため発注時期を変更）

・BCP策定のための手引書を関係
団体等を通じて県内企業に
約9,760部配布（9月末時点）

.・BCP策定推進プロジェクトによる支援実績
（H25.9.26時点累計）：BCP策定・策定準備中企
業：202社

・事業者の耐震診断・設計に関する相談件数：2
件（9月末時点）
・中小企業耐震診断等支援事業費補助金の実
績：1件（9月末時点）

・事業者の津波避難施設整備に関する相談件
数：7件（9月末時点）
・民間活力活用津波避難施設整備促進事業費
補助金の実績：2件（9月末時点）

・集合研修の実施（高知県建設産業団体連合
会、四国電材連合高知支部、フロンティアこう
ち協同組合など）

執行計画・目標

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
商工労働部

事業者地震対策促進事業 商工政策課

　

・実績整理

・「BCP策定のための手引書」改訂版の完成・
配布

.・BCP策定推進プロジェクトによる支援実績
（H26.2.24時点累計）：BCP策定・策定準備中企
業：216社

・事業者の耐震診断・設計に関する相談件数：2
件（3月末時点）
・中小企業耐震診断等支援事業費補助金の実
績：2件（3月末時点）

・事業者の津波避難施設整備に関する相談件
数：9件（3月末時点）
・民間活力活用津波避難施設整備促進事業費
補助金の実績：4件（3月末時点）

備考（課題及び成果等）

・支援制度のＰＲ（通年）
（関係団体機関誌によるＰＲ、企業訪問担当
者によるチラシ配布等）
・業界団体向けBCP策定
集合研修の実施（２団体：上半期１団体、下半
期１団体を予定）
・BCP策定推進プロジェクト

による策定支援（通年）
・「BCP策定の手引書」
改訂の委託業務発注

・耐震診断等実施予定
事業者の訪問
・高知県建築設計監理
協会や高知県建築士
事務所協会等への
制度説明

・支援機関や金融機関
へのさらなる周知依頼

・改訂した「BCP策定の
手引書」の配布

・再度企業への周知

・補助要綱の見直し・検討

実施状況・変更計画　

・BCP策定支援・耐震診断等補助制度・津波
避難施設整備に対する補助制度のPRチラシ
を関係団体等（高知県建築士事務所協会、高
知県建設業協会建築部会、高知県産業振興
センター等）を通じて配布（約1,360枚）

・高知県建築士事務所協会や高知県建設業
協会建築部会等への制度説明

・集合研修の実施（高知県造船産業協議会、
フロンティア高知共同組合、高知県砕石工業
組合など）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付

申請 

補助 

審査 

交付 

決定 

補
助
事
業
執
行
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付

申請 

補助 

審査 

交付 

決定 

補
助
事
業
執
行
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付

申請 

補助 

審査 

交付 

決定 

補
助
事
業
執
行
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

交付

申請 

補助 

審査 

交付 

決定 

補
助
事
業
執
行
 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 澤田 （ 2518 ）
種別 経済  当初予算額 70,571千円 補正後予算額 25,925千円 　

月

４月

【①ﾌﾟﾗﾝ作成】 【②ﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ】

・東京：展示会

【③大きなビ
ジネスへの育
成】

【①ﾌﾟﾗﾝ作成】 【②ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ】
4/26-4/29東京
展示会22社

【③大きなビジネ
スへの育成】

５月

６月

７月

８月 　・ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（東京）

９月 　　・ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 　・ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（東京）

年度末

担当部局：
平成26年3月31日

成長分野育成支援事業費 工業振興課
　

・事業化プラン作成に向けた取り組みの加速や研究
会発事業化プランに対するフォローアップを充実する
など、成長分野における事業化支援を実施。

・研究会活動では、事業化支援セミナー以外に、研究
会ﾘｰﾀﾞｰを中心に、各事業の課題解決や商品開発の
取組を支援するため、個別相談会を開催し、事業化へ
の取組を推進した。

・H25の事業の推進にあたっての視点：①より多くの企
業の参加促進、②研究会で認定された事業化プラン
に対するフォローアップの充実、③事業化プランの大
きなビジネスへの育成。

事業概要・目的

  成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的な支援を実施するため、食品や天然素材などテーマごとに企業や専門家等で構成する研究会を設
置して、事業化への取り組みを促進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・事業化プラン認定件数：20件
・事業化プランの実現による売上高増加
・成長支援プランによる支援：2件

・事業化プラン認定件数：10件
・事業化プランの実現による売上高増加
・成長支援プランによる支援：1件

・他の事業を活用したもの(4件)、事業実施を次年度と
した事業等を考慮すると概ね計画は達成できている。
・売上高については、前年度を上回り推移している。
・次年度は、販促を中心としたプランの検証と再構築
を実施するなど外商を加速していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・研究会会員数は233※４分野全体で345
　（食品：150件、天然素材：83件）

・個別支援アドバイザーの派遣や、会員間の連携促進
に取り組んだ結果、10件の事業化プランを認定した
（食品：7件、環境2件、健康福祉1件）。

・事業化の各段階に応じた支援を行うため、個別支援
アドバイザー等の専門家を随時派遣(24社46回)。

・補助金採択件数：7件
（うち成長支援1件）全国展開に向けた量産体制を確
立《H26.3新工場操業開始（県内新規雇用35人予定）》

　・ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（東京）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

(上旬)研究会設置(参加者募集等) 

4/18 第1回研究会 

・企業訪問、・アドバイザー派遣随時 

・事業化プラン認定審査会,

研究会発補助金審査会(年6

回) 

・成長支援

補助金審査

（上旬）第3回研究会（事業

セミナー及び個別相談会） 

（中旬）第4回研究会東

部・西部での出張研究会及

び個別相談会（年2回） 

6/1プロ

グラム支

援の実施

第5回研究会（個別相談会）年4回 

（中旬）第6回研究会（戦略品目、個別

相談） 

（中旬）第7回研究会 

（中旬）第8回研究会（戦略品目、個別

相談） 

（中旬）第9回研究会 

自主的な事業への参加

・成長支援

補助金審査

会 

第2回研究会 

(上旬) 研究会設置(参加者募集等) 

4/18  4分野合同研究会(事業セミナー) 

5/29  2分野合同研究会（事業セミナー） 

6/10  天然素材産業研究会（事業セミナー） 

6/17  食品産業研究会（個別相談会）四万十市 

5/30成長支

援補助金審

5月事業化プラン及び補助金

審査会 

・企業訪問、・アドバイザー派遣随時 

7/25  2分野合同研究会（事業セミナー） 

7/31  食品産業研究会（個別相談会）安芸市 

9/6  食品産業研究会（事業セミナー） 

7月事業化プラン及び補助金

審査会 

プログラ

ム支援の

実施とﾌｫ

ﾛｰｱｯﾌﾟ 

9月事業化プラン及び補助金

審査会 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

(上旬)研究会設置(参加者募集等) 

4/18 第1回研究会 

・企業訪問、・アドバイザー派遣随時 

・事業化プラン認定審査会,

研究会発補助金審査会(年6

回) 

・成長支援

補助金審査

（上旬）第3回研究会（事業

セミナー及び個別相談会） 

（中旬）第4回研究会東

部・西部での出張研究会及

び個別相談会（年2回） 

6/1プロ

グラム支

援の実施

第5回研究会（個別相談会）年4回 

（中旬）第6回研究会（戦略品目、個別

相談） 

（中旬）第7回研究会 

（中旬）第8回研究会（戦略品目、個別

相談） 

（中旬）第9回研究会 

自主的な事業への参加

・成長支援

補助金審査

会 

第2回研究会 

(上旬) 研究会設置(参加者募集等) 

4/18  4分野合同研究会(事業セミナー) 

5/29  2分野合同研究会（事業セミナー） 

6/10  天然素材産業研究会（事業セミナー） 

6/17  食品産業研究会（個別相談会）四万十市 

5/30成長支

援補助金審

5月事業化プラン及び補助金

審査会 

・企業訪問、・アドバイザー派遣随時 

7/25  2分野合同研究会（事業セミナー） 

7/31  食品産業研究会（個別相談会）安芸市 

9/6  食品産業研究会（事業セミナー） 

7月事業化プラン及び補助金

審査会 

プログラ

ム支援の

実施とﾌｫ

ﾛｰｱｯﾌﾟ 

 

9月事業化プラン及び補助金

審査会 

11/8  2分野合同研究会（事業セミナー） 

11/11  食品産業研究会（個別相談会） 

11/22  天然素材産業研究会（事業セミナー） 

10・12月事業化プラン及び11

月補助金審査会 

1/30  食品産業合同研究会（事業セミナー） 

2･3月事業化プラン審査会 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤岡 （ ２５１７ ）

種別 経済  当初予算額 56,054千円 補正後予算額 　

月

・産業振興
センターとの
意見交換

・ものづくり
総合技術展準
備会議4/8

５月

・製品紹介ﾊﾟ
ﾝﾌﾚｯﾄ作成

・産振ｾﾝﾀｰ情
報誌(6月号)
で補助金活用
製品紹介

６月

・ものづくり
総合技術展出
展者募集開始
・食品加工
関係見本市に
関する視察、
情報収集
（～９月）

・食品加工
関係見本市に
関する情報収
集
（～９月）

７月

・ものづくり
総合技術展
出展者締切
・産業振興
センターとの
意見交換

・ものづくり
総合技術展
出展者募集
7/1-31
・ものづくり
総合技術展準
備会議7/20

８月
・ものづくりｾﾝﾀｰ
との企業ﾋｱﾘﾝｸﾞ
打合せ8/2

９月

・ものづくり
ｾﾝﾀｰとの企業
ﾋｱﾘﾝｸﾞ打合せ
9/6

１０月

・産業振興
センターとの
意見交換

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・ものづくり総合
　技術展
（11/21～23）で
　製品を展示紹介

執行計画・目標

４月

ものづくり補助金 販路開拓

・ものづくり補助金の公
募開始（第1回）
・機械化ﾆｰｽﾞの現地視察
･意見交換会

　・産業振興セン
　　ターとの
　　意見交換

［試作機の開発支援］
・ものづくり地産地消推進事業費補助金への
　採択数：30件　（国の補助事業活用も含む）
［販路の開拓］
・展示会への出展(県内外)
　 5回 25社
［地消・外商の推進開拓］
・ものづくり地産地消補助金を活用して開発した
　機械の県内への導入：5事業
・ものづくり地産地消補助金を活用して開発した
　機械の県外への販売：5事業
　販売金額　　250百万円

・販路の開拓及び地産・外商の推進開拓に
向けて、完成試作機のものづくり地産地消
センターと産振センター外商支援部合同実
地見学12回

［試作機の開発支援］
・ものづくり地産地消推進事業費補助金への
　採択数：69件　（国の補助事業活用も含む）
［販路の開拓］
・展示会への出展(県内外)
　 5回 9社
［地消・外商の推進開拓］
・ものづくり地産地消補助金を活用して開発した
　機械の県内への導入：4事業
  販売金額　　29百万円
・ものづくり地産地消補助金を活用して開発した
　機械の県外への販売：2事業
　販売金額　　53百万円

・補助金を活用してできた試作品で開発時の
ニーズ要件は満たしているものの、販売に結び
付かないものがあり、課題把握のため、聞き取
り調査をし、制度改善に向け検討した。
　その結果、県外ニーズも対象とした試作機開
発や、審査会のアドバイス機能の強化により、
県外での販売を見こした汎用性のある試作機
開発を推進することとした。

・ものづくり補助金審査
会（第1回）

・ものづくり補助金の公
募開始（第2回）
・試作品活用状況調査
（～９月）

・ものづくり補助金審査
会（第2回）

・ものづくり補助金公募
開始（第3回）

・ものづくり補助金審査
会（第3回）

・ものづくり補助金審査
会（第1回）6/10
採択8件
・成果品導入ﾏｯﾁﾝｸﾞﾆｰｽﾞ
現場訪問6/17

商工労働部
平成26年3月31日

工業振興課

　

　県内にニーズのある機械や設備をできるだけ県内企業で開発・製造していく取り組みを推進するため、県内企業が行う試作機の企画・開発・改良に要する
経費の一部を助成するとともに、複数年にわたる事業への柔軟な対応を行い、ものづくり企業の技術力や製品開発力の向上を図る。

担当部局：

商工振興対策費
（ものづくり地産地消推進事業費）

事業概要・目的

・ものづくり補助金（第３回募集）
応募件数１件、採択件数１件

・販路の開拓及び地産・外商の推進開拓に
向けて、完成試作機のものづくり地産地消
センターと産振センター外商支援部合同実
地見学３回

・試作品の活用状況調査
（～３月）

実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

ものづくり補助金 販路開拓
・もの補助成果品ﾃﾞﾓ
4/18

・県内でニーズのある試作品開発と、でき
あがった試作品の紹介や販路開拓への支援

・ものづくり補助金（第１回募集）
応募件数30件、採択件数17件
　（国の補助事業含む）

・販路の開拓及び地産・外商の推進開拓に
向けて、完成試作機のものづくり地産地消
センターと産振センター外商支援部合同実
地見学１回

・産振センター情報誌に16製品紹介

・ものづくり補助金の公
募開始（第1回）5/10-31
・機械化ﾆｰｽﾞの現地視察
会5/15

・ものづくり補助金の公
募開始（第3回）10/24-
11/20

・ものづくり補助金審査
会（第3回）12/2
採択1件

・試作品の活用状況調査
（～３月）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・ものづくり補助金の公
募開始（第2回）7/31-
9/3

・ものづくり補助金（第２回募集）
応募件数108件、採択件数51件
　（国の補助事業含む）

・販路の開拓及び地産・外商の推進開拓に
向けて、完成試作機のものづくり地産地消
センターと産振センター外商支援部合同実
地見学４回

・試作品活用状況調査（～
９月）

・ものづくり補助金審査
会（第2回）9/18
採択4件

（求める具体的な成果） （達成状況） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（要因分析、課題等） 

別途、債務負担
　　　　　H25～26　（一）20,000千円



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 永倉 （ ９７２４ ）

種別 経済  当初予算額 113,775千円 補正後予算額 97,217千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・防災産業交流会参加社数：100社(新規23社)
・防災関連製品認定制度：10件
・ものづくり補助金を活用した製品開発：8件
・県での物品購入：10件(予算：20,000千円)
・新たな公的調達制度の導入：全市町村
・県内巡回展示会の開催：3ヶ所、15社程度
・各外見本市出展：5回、34社、販売額3,600万
円、県内販売：7,200万円

・防災産業交流会参加社数：97社(新規20社)
・防災関連製品認定制度：17件
・ものづくり補助金を活用した製品開発：2件
・県での物品購入：10件
・新たな公的調達制度の導入：5市
・県内巡回展示会の開催：3ヶ所、44社
・各外見本市出展：5回、36社、販売額67,287
千円(H24・H25)、県内販売：205,655千円

・｢地産｣・｢地消｣は、県内市町村における公的
調達制度の創設が進み、自治体における公的
調達の実績が増えてきている。
・｢外商｣は、高知県産業振興センターの｢ものづ
くり地産地消外商センター」と連携し、製品を全
国に広げていく取り組みを加速化させていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【交流会・地産の推進】
・ものづくり地産地消補助金(防災枠)第1回公募
・防災関連産業交流会の開催
・防災関連産業交流会・意見交換会の開催

【地消の推進】
・防災関連製品認定制度の募集
・地域防災フェスティバル(奈半利町)での展示
PR
・県土木事務所工務課会でのPR
・公的調達制度創設のための市町村フォロー
実施
・防災関連製品への取組促進のため食品企業
訪問の実施
・製品開発アドバイザーによる助言・指導開始

【外商の推進】
・中部ライフガードTEC(名古屋)・EE東北''13(仙
台)出展企業説明会の開催
・中部ライフガードTEC(名古屋)への出展
・EE東北'13(仙台)への出展
・危機管理産業展(東京)・防犯防災総合展(大
阪)・震災対策技術展(横浜)への出展企業募集

【交流会・地産の推進】
・ものづくり地産地消補助金(防災枠)を活用
　した試作開発支援
　［第1次］応募件数2件、採択：1件
・防災関連産業交流会の開催
　（6/3、参加者200名、23社30製品パネル
　展示、19社19製品展示）
【地消の推進】
・防災関連製品認定制度の募集
　(5/27～6/17)14社16製品申請・11製品認定
・地域防災フェスティバルでの展示PR
　(6/2、奈半利港、参加者約2,000人)
・県土木事務所工務課会でのPR(5/24、6社)
・公的調達制度創設のための市町村訪問
　(4月～6月、高知市以外全市町村訪問)
・製品開発アドバイザー派遣制度の創設
　(5/30)　(1社活用)
【外商の推進】
・中部ライフガードTEC(名古屋)・EE東北
''13(仙台)出展企業説明会の開催(4/12)
・中部ライフガードTEC(名古屋)への出展
(5/24～25)4小間5社
・EE東北'13(仙台)への出展(6/5～6)4小間5社
・危機管理産業展(東京)・防犯防災総合展(大
阪)・震災対策技術展(横浜)への出展企業募
集(6/24～7/16) 【交流会・地産の推進】

・防災関連産業交流会への入会企業が増加
し、企業間の交流が進んだ。
　＜77社　→　97社＞
・防災関連産業交流会に大手防災用品メー
カー等のバイヤーを招へいし、個別相談会を開
始。→全国で競い合える商品づくりが活発化し
てきた。
　＜2回実施・延べ13社参加＞
・防災食の講演会を実施したことで、自治体で
の備蓄に対する意識の底上げと、食品関係の
企業による防災食の開発促進を図ることができ
た。
　＜2回実施・延べ210人参加＞

【地消の推進】
・ものづくり総合技術展や巡回展示会等、県内
各地で製品のＰＲを実施したことで、市町村担
当者や自主防関係者等に製品の周知できた。
　＜県内6市町村15会場で、延べ217社(実数44
社)が参加＞
・市町村における「新事業分野開拓者認定制
度」の創設が県内各地で始まり、公的調達に向
けた動きが進んできた。
・H26年度は、未創設市町村での創設フォロー
と併せて、創設している市町村での実績づくり
が重要。

【外商の推進】
・全国で開催されている防災見本市を契機とし
た商談が各地で進んでおり、成果も上がってき
ている。
見積依頼：697件、成約：160件(67,287千円)等
・H26年度は、高知県産業振興センターと連携
し、更なる成約実績の増加を目指す。

【交流会・地産の推進】
・ものづくり地産地消補助金(防災枠)第2回公募
・防災関連産業交流会の開催

【地消の推進】
・新事業分野開拓者認定制度(防災関連)公募
・巡回展示会(3ヶ所)で展示PR
・防災危機管理展で展示PR
・県下一斉防災訓練での展示PR

【外商の推進】
・危機管理産業展(東京)・防犯防災総合展(大
阪)出展企業説明会の開催

【交流会・地産の推進】
・ものづくり地産地消補助金(防災枠)を活用
　した試作開発支援
　［第2次］応募件数2件、採択：2件
・防災食の講演会(9/6、サンピアセリーズ、参
加者130人)
【地消の推進】
・南海中学校防災フェアでの展示PR(7/14)
　14社出展
・市町村防災担当者会での展示PR(7/26)
　展示20社、プレゼンテーション18社
・新事業分野開拓者認定制度(防災関連)公募
　8製品認定
・県下一斉防災訓練での展示PR(9/1)
　安芸市：6社、香南市：5社、土佐市4社
　→雨天中止
【外商の推進】
・危機管理産業展(東京)・防犯防災総合展(大
阪)出展企業説明会の開催(9/10)

【交流会・地産の推進】
・ものづくり地産地消補助金(防災枠)第3回公募
・防災関連産業交流会・意見交換会の開催

【地消の推進】
・防災関連製品カタログの作成
・防災関連製品認定制度の募集
・子ども防災フェスティバルでの展示PR
・ものづくり総合技術展「防災ゾーン」への出展
・県土木事務所所長会でのPR

【外商の推進】
・危機管理産業展(東京)への出展
・防犯防災総合展(大阪)への出展
・震災対策技術展(横浜)出展企業説明会の実
施

【交流会・地産の推進】
・防災関連産業交流会の開催（10/10、18社
参加)・個別相談会8社参加
・防災関連産業交流会の開催(12/5、16社参
加)
【地消の推進】
・巡回展示会「防災ものづくりフェスタ」(香南
市・黒潮町・高知市)の開催(10/13～11/10、
44社出展)
・ものづくり総合技術展｢防災ゾーン｣等への
出展(11/21～23、32社)
・KOCHI防災危機管理展での展示PR(12/21
～22、12社)
【外商の推進】
・危機管理産業展2013(東京)への出展(10/2
～4)6小間9社
・防犯防災総合展inKANSAI2013(大阪)への出
展(10/17～18)8小間10社

【交流会・地産の推進】
・防災関連産業交流会・意見交換会の開催

【地消の推進】
・新事業分野開拓者認定制度(防災関連)公募
・防災関連製品カタログの作成

【外商の推進】
・中部ライフガードTEC・EE東北'14への出展企
業募集
・震災対策技術展(横浜)への出展

【交流会・地産の推進】
・防災食の講演会(1/30、工業技術センター、
参加者80人)
・防災関連産業交流会の開催（2/17、16社参
加)・個別相談会5社参加
【地消の推進】
・防災関連製品認定制度の募集
　(10/25～11/15)12製品申請・6製品認定
・新事業分野開拓者認定制度(防災関連)公募
・市町村における｢新事業分野開拓者認定制
度｣の創設(須崎市6/1、高知市7/1、香美市
10/24、土佐市11/1、香南市1/9）
　●製品を認定
【外商の推進】
・第17回震災対策技術展(横浜)への出展(2/6
～7)6小間7社
・防災用品メーカー、通信販売業者へのトップ
セールス(2/5)
・防災見本市(名古屋・大阪)出展企業の公募
(2/10～2/27)・出展者決定延べ19社(3/5)

事業概要・目的

　県内の防災関連の需要を県内製品で満たす「地産地消」の取り組みから、全国の需要を県内企業が取り込んでいく「地産外商」までの一連の活動を支援
することで、南海トラフの巨大地震への備えと連動させた防災関連産業の振興を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

商工振興対策費
（防災関連産業振興事業費）

工業振興課

　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 伊藤 （ ９７２０ ）

種別 経済  当初予算額 150,376 補正後予算額 61,376 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
県内事業者の積極的な設備投資の促進
補助件数：３０件以上
設備投資額：２２億円（自己資金分含む）以上

県内企業の積極的な設備投資の促進
補助件数：６件
設備投資総額：１０億円（自己資金分含む）

・国の設備投資補助制度を合わせてPRした結果、補助
率の高い国の補助制度を活用する企業もいたため、計
画値ほど実績が上がらなかった。
・H26年度は、自己資金要件（15%以上必要）を撤廃し、
共同申請方式を周知を図ることにより、さらなる利用促
進につなげる。
・また、景気回復期に設備投資を一層促進するため、
産業振興センターにおいても設備投資を促進するため
の補助制度を創設する。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

商工振興対策費
（設備投資促進事業費）

工業振興課

　

事業概要・目的

　県内企業の設備投資の遅れによる競争力の低下や、地理的ハンディキャップ（市場との距離）等の課題を解決するため、県内事業者（製造業）の設備投資
に要する費用に対して助成することで、企業の生産性等を高め、企業活動の継続・拡大と雇用の確保を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・補助金交付要綱改正
・信用保証協会主催の説明会
　（対象者：県内金融機関の
　支店長）で事業ＰＲの実施
　(4/16～１週間程度)
・事業紹介パンフレットの作成
・産業振興センターなど支援機関
　に広報活動の協力依頼

・補助金交付要綱改正（4/12）
・県内金融機関支店長向けの信用保証協会主
催の説明会（4/16～4/22、計9回）にて事業PR
・事業紹介パンフレットの作成(6000部)、金融
機関等への配布（約2500部）
・工業会メルマガで事業PR
・高知県工業会・製紙工業会の総会で事業ＰＲ
・今年度より補助対象となった大企業への訪
問等による事業PR（4社）

補助金採択
　申請件数：2件、採択件数：2件

・高知県工業会など関係団体の
　総会・会合等や事業ＰＲ
　（５月から６月）

・支援機関や金融機関との意見交換
・事業終了後の売上高等状況調査の
　実施・とりまとめ

・県内金融機関各支店長等との意見交換（計
13回）
・支援機関（中央会、商工会連合会）との意見
交換
・事業紹介パンフレットの金融機関各支店等へ
の配布（約1400部）
・情報誌にチラシ差し込み（約1200部）にて事
業PR
・事業終了後の状況調査は、金融機関等との
意見交換により浮き彫りになった課題を踏ま
え、10月以降に実施・とりまとめ

補助金採択
　申請件数：2件、採択件数：2件

・事業終了後の売上高等状況調査の実施・と
りまとめ(9社)
・金融機関、支援機関等の意見を踏まえ、制
度改正を検討

補助金採択
　実績なし

・中小企業団体中央会、産業振興センターと連
携し、包括協定締結金融機関向けに事業ＰＲ
を実施（計７回）
・H26年度交付要綱の改正

補助金採択
　申請件数：２件、採択件数：２件

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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（要因分析、課題等） （要因分析、課題等） 

別途、債務負担
　　　　　H25～26　（一）100,000



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹﨑 （ 9750 ）

種別 当初予算額 4,008千円 補正後予算額 2,808千円   

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

新産業推進事業費
（成長分野育成支援事業費）

新産業推進課

経済 　

事業概要・目的

　成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的な支援を実施するため、環境や健康福祉などテーマごとに企業や専門家等で構成する研究会を設置して、事業
化への取り組みを促進する。

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（上旬）研究会設置、研究
　　　　会参画企業等公募

（下旬）第１回研究会
  ・研究会各リーダーからの
　  事業化に向けたアドバイス等
　・ビジネスセミナー
　・H２５年度事業概要説明
  ・会員間での意見交換　等

（上旬）研究会設置、
　　　　 研究会参画企業等公募
　（3/5～4/5）　※以後、随時受付）

(4/18)第１回研究会（４分野)
　・研究会リーダー等の事業家に向けたアドバイス
  ・講演「ブランドとデザイン
　　　　　　　　　　～｢売れる」商品づくりの考え方～」
  ・H25年度事業概要説明
  ・会員間での意見交換　等

＜課題＞
・新規会員の増加。
・事業化プラン認定件数を増加。
・認定した事業化プランの推進。

＜成果等＞
･3月から研究会参加者の募集を行うなど、事業を
前倒しで開始したことにより、早期に事業を立ち
上げることが出来た。

・県ホームページや産業振興センター、高知県中
小企業団体中央会等への広報協力（広報誌への
募集チラシの挟み込み)等により、新規会員の掘
り起こしができた。
会員(新規)　環境：60社(3社)　健康福祉：42社(3
社)

・個別支援アドバイザーの派遣等による事業化プ
ラン策定支援の結果、1件（環境産業）の事業化
プランを認定した(「こうち産業振興基金」助成事
業に申請)。

（個別相談会）

　

（中旬）第２回研究会
「新商品・新事業
　開発の進め方セミナー」

(6/14)第2回環境産業研究会
　　　　（個別相談会、認定審査会）
　　　　・事業化プラン策定支援
(6/27)環境産業研究会事業化プラン
　　　　・認定(1件）

（個別相談会）

(7/4)第3回環境産業研究会
・講演
　｢環境技術の最新動向とこれからのビジネス戦略
　～｢既存事業+環境｣による新規事業の勘どころ～｣
・説明会
　工業技術センター概要説明及び主要設備見学

･環境産業研究会で認定した事業化プラン1件が
「こうち産業振興基金」に採択され、事業を開始し
た。

・研究会セミナーに参加した企業や健康福祉関連
展示会に出展している企業等への企業訪問によ
り、新規会員の掘り起しができた。
会員(新規)　環境：61社(1社)　健康福祉：47社(5
社)

・個別支援アドバイザーの派遣や新事業創出支
援チームリーダー等による事業計画策定支援の
結果、今年中に事業化プラン認定を目指す案件
(環境：2件、健康福祉1件)が生まれた。

（中旬）第３回研究会
「現場のニーズ発表会」
（個別相談会）

(10/11)第2回健康福祉産業研究会
　　　　（個別相談会、認定審査会）
　　　　・事業化プラン策定支援

･健康福祉産業研究会で認定した事業化プラン1
件が「研究会発事業化支援事業費補助金」に採
択され、事業を開始した。

・ものづくり総合技術展の出展企業や中小企業庁
のものづくり補助金に採択された企業等への企
業訪問により、新規会員の掘り起しができた。
会員(新規)　環境：63社(2社)　健康福祉：50社(3
社)

・研究会セミナー開催や研究会リーダー、新事業
創出支援チームリーダー等による事業計画策定
支援の結果、今年中に事業化プラン認定を目指
す案件(健康福祉2件)が新たに生まれた。

（中旬）第４回研究会
「最新技術動向と
　　　　これからのビジネス戦略」
（個別相談会）

(11/14)健康福祉産業研究会事業化プラン
　　　　・認定(1件）

(12/4)研究会発事業化支援事業費補助金
　　　　・採択（1件)
(12/6)第3回健康福祉産業研究会セミナー
・講演
　「受け入れられるものづくりのポイント
　　　　　　　～アイデアとニーズのマッチング」
・説明会
　紙産業技術センター概要説明、主要設備見学

（中旬）第５回研究会
「成功事例セミナー」
（個別相談会）

･専門家派遣等による事業化支援の結果、1件(環
境)の事業化プランを認定した(「こうち産業振興基
金」助成事業に申請)。

・中小企業庁のものづくり・商業・サービス補助金
等の助成事業の情報を会員企業に提供すると共
に、対象になる可能性の高い企業については、
個別に説明すること等により、ものづくり補助金に
エントリーして、新規事業に取り組もうとする企業
（環境2件、健康福祉1件)が出てきた。

(2/13)第4回環境産業研究会
　　　　（個別相談会、認定審査会）
　　　　・事業化プラン作成支援
(2/28)環境産業研究会事業化プラン
　　　　・認定(1件)

（中旬）第６回研究会
　　　　　・H２５年度研究会活動成果発表会

（下旬）補助金実績報告・完了検査

(3/19)第5回環境産業研究会セミナー
　　　　第4回健康福祉産業研究会セミナー
・講演
　「高知県中小企業のためのビジネス情報収集手法
　　　～これだけは覚えておきたいポイントとは～」

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○研究会参加企業間のネットワーク構築および県内商工
会や産業振興センター等との連携の強化による事業化の
促進
○事業化プランの認定数　20件（４テーマ合計）
　　※環境・健康福祉：10件
○新事業創出支援チームからの事業化アイデア提案等
による新たな産業の育成と活発な事業展開

○中小企業庁ものづくり補助金採択企業やも
のづくり総合技術展出展企業等の新規事業に
意欲のある企業への訪問や研究会セミナーへ
の参加を会員に限定せずに広く募集したこと等
により、会員数が増加した(2分野合計　H24：96
社→H25：113社)。
○事業化プランの認定数　9件（4分野合計)
　　※環境：2、健康福祉1
○新事業創出支援チームからの提案等によ
り、健康福祉1件が事業化プラン認定に繋が
り、環境1件が事業化に向けて試験等を進めて
いる。

・事業化が見込める案件の相談が少なかったう
え、相談案件も事業化に費用や時間等がかかる
計画が多く、事業化プラン認定件数が目標に達し
ていない。

・事業化が見込める案件を増やすため、新事業
創出支援チーム等から企業への事業化アイデア
の提案や、中企庁のものづくり補助金採択企業
等の新事業展開に意欲を持つ企業への訪問によ
り、新たな会員の掘り起こしを行う。

・国や県の助成事業の公募情報等を速やかに会
員企業に提供すると共に、申請に向けての事業
計画づくりを支援し、事業化を加速していく。
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大石 （ ９７５０ ）

種別 当初予算額 138,774千円 補正後予算額 137,774千円   

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

事業概要・目的

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

産学官連携新産業創出事業費
（産学官連携推進事業費）

新産業推進課

経済 　

◇産学官連携会議等
・ものづくりだけでなく地域ニーズによる課題への
対応が必要
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業
・継続研究や事業化につなげるための産業振興
センター等との連携強化

　県内の産学官の連携を強化し、相互の情報共有と研究テーマや研究体制の確立を目指すとともに、本県に付加価値の高い新しい産業を創出するため、中
期テーマの研究開発を支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
＜課題＞
◇産学官連携会議等
 ・テーマ別部会で検討された個別テーマの推進
 ・企業のニーズに応じた医療関連分野専門家派遣事
業等の実施
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業
 ・今年度が最終年度となるH23年度採択研究の終了後
の事業化や事業化研究の確立
＜成果＞
◇産学官連携会議等
・薬事法に関する講演会に80人（30社・個人）が参加、6
社から薬事法関連事業に取り組む意向が確認できた。
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業
・継続事業5件の研究が開始された。
・研究成果の事業化に向けて試作品の開発や安全性
評価などが行われている。
・医療機器の製造販売資格を有する新会社（大学発ベ
ンチャー企業）の起業や特許出願が検討されている。

＜課題＞
◇産学官連携会議等
・テーマ別部会の在り方の検討
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業
・研究テーマの掘り起こし、事業化の推進
＜成果＞
◇産学官連携会議等
・食品部会発の研究テーマが育成研究支援事業で実施
された。
・産学官連携産業創出研究推進委託事業の共同研究
チームへの医療関連分野等アドバイザー派遣や企業
支援センターのアドバイザーにより、事業化が進みつつ
ある。
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業

1件）

に新製品の発売を予定

し、得られた研究成果を防災技術展等で情報発信

の位置付け及び研究員の新規雇用

の設立予定

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

＜成果＞
◇産学官連携産業創出研究推進委託事業
・新規事業2件の研究が開始された。
・育成研究3件の研究が開始された。
・継続事業5件について、研究成果の報告会を開催し、
事業化に向けた助言を受けた。

概ね目標どおりに達成できており、産学官連携産業創出
研究推進委託事業では事業化が着実に進みつつある。

（上旬） 
・委託契約 
締結 
（2件予定） 
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・第3回テーマ部会開催 
 
 

・第3回産学官連携会議 

   開催 

（下旬） 
・公募締切 

 

・第1回産学官連携 

会議開催 

○テーマ部会発の研究テーマを育成研究などを

通じて新たな産学官共同研究の開始に繋げる。 

○県内企業が機能性食品や医療関連機器の研

究開発、事業化に産学官連携で取り組む動きが

加速する。 

○新産業、新事業の創出に繋がる産学官連携共

同研究委託事業の研究成果が得られる。 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14予
定） 
・一次審査
会開催 
 
 
（上旬） 
・二次審査
会開催 
・育成研究 

（4/1） 
・継続事
業契約 

（上旬） 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（中旬） 
・継続審査会 
   開催 

（上旬） 
・育成研究 
委託契約 
締結 
（3件予定） 

（下旬） 
・新規公募開
始 

（10/19予定） 

・産学官民ｺﾐｭﾆﾃｨ全国大会 

   TMS1周年記念定例会開催 

・第2回テーマ部会開催 
 
 
 
 

・第2回産学官連携会議開催 

 

・第1回テーマ部会開催 

 
 
 

・薬事法に関する勉強会開催 

 

（5/29） 

・第1回食品部会開催 

（6/3） 

・第1回防災部会開催 
 

(6/30） 

・薬事法に関する 

講演会開催 
 

（上旬） 
・委託契約 
締結 
（2件予定） 
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・第3回テーマ部会開催 
 
 

・第3回産学官連携会議 

   開催 

（下旬） 
・公募締切 

 

・第1回産学官連携 

会議開催 

○テーマ部会発の研究テーマを育成研究などを

通じて新たな産学官共同研究の開始に繋げる。 

○県内企業が機能性食品や医療関連機器の研

究開発、事業化に産学官連携で取り組む動きが

加速する。 

○新産業、新事業の創出に繋がる産学官連携共

同研究委託事業の研究成果が得られる。 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14予
定） 
・一次審査
会開催 
 
 
（上旬） 
・二次審査
会開催 
・育成研究 

（4/1） 
・継続事
業契約 

（上旬） 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（中旬） 
・継続審査会 
   開催 

（上旬） 
・育成研究 
委託契約 
締結 
（3件予定） 

（下旬） 
・新規公募開
始 

（10/19予定） 

・産学官民ｺﾐｭﾆﾃｨ全国大会 

   TMS1周年記念定例会開催 

・第2回テーマ部会開催 
 
 
 
 

・第2回産学官連携会議開催 

 

・第1回テーマ部会開催 

 
 
 

・薬事法に関する勉強会開催 

（5/31） 
・公募締切 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14） 
・一次審査
会開催 
 
 
（7/5） 
・二次審査
会開催 
（7/19） 
・育成研究 
  提案受付 

（4/1） 
・継続事
業契約 

 
(9/12) 

・第1回産学官連携 

会議開催 

(9/18、26） 
・委託契約締
結（2件） 
(9/26) 
・育成研究委
託契約締結
（3件） 

(9/10) 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（上旬） 
・委託契約 
締結 
（2件予定） 
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・第3回テーマ部会開催 
 
 

・第3回産学官連携会議 

   開催 

（下旬） 
・公募締切 

 

・第1回産学官連携 

会議開催 

○テーマ部会発の研究テーマを育成研究などを

通じて新たな産学官共同研究の開始に繋げる。 

○県内企業が機能性食品や医療関連機器の研

究開発、事業化に産学官連携で取り組む動きが

加速する。 

○新産業、新事業の創出に繋がる産学官連携共

同研究委託事業の研究成果が得られる。 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14予
定） 
・一次審査
会開催 
 
 
（上旬） 
・二次審査
会開催 
・育成研究 

（4/1） 
・継続事
業契約 

（上旬） 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（中旬） 
・継続審査会 
   開催 

（上旬） 
・育成研究 
委託契約 
締結 
（3件予定） 

（下旬） 
・新規公募開
始 

（10/19予定） 

・産学官民ｺﾐｭﾆﾃｨ全国大会 

   TMS1周年記念定例会開催 

・第2回テーマ部会開催 
 
 
 
 

・第2回産学官連携会議開催 

 

・第1回テーマ部会開催 

 
 
 

・薬事法に関する勉強会開催 

 

（5/29） 

・第1回食品部会開催 

（6/3） 

・第1回防災部会開催 
 

(6/30） 

・薬事法に関する 

講演会開催 
 

（上旬） 
・委託契約 
締結 
（2件予定） 
 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・第3回テーマ部会開催 
 
 

・第3回産学官連携会議 

   開催 

（下旬） 
・公募締切 

 

・第1回産学官連携 

会議開催 

○テーマ部会発の研究テーマを育成研究などを

通じて新たな産学官共同研究の開始に繋げる。 

○県内企業が機能性食品や医療関連機器の研

究開発、事業化に産学官連携で取り組む動きが

加速する。 

○新産業、新事業の創出に繋がる産学官連携共

同研究委託事業の研究成果が得られる。 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14予
定） 
・一次審査
会開催 
 
 
（上旬） 
・二次審査
会開催 
・育成研究 

（4/1） 
・継続事
業契約 

（上旬） 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（中旬） 
・継続審査会 
   開催 

（上旬） 
・育成研究 
委託契約 
締結 
（3件予定） 

（下旬） 
・新規公募開
始 

（10/19予定） 

・産学官民ｺﾐｭﾆﾃｨ全国大会 

   TMS1周年記念定例会開催 

・第2回テーマ部会開催 
 
 
 
 

・第2回産学官連携会議開催 

 

・第1回テーマ部会開催 

 
 
 

・薬事法に関する勉強会開催 

（5/31） 
・公募締切 

産学官連携産業創出研
究推進委託事業 

産学官連携会議 

（4/1） 
・公募開始 
・説明会 

（6/14） 
・一次審査
会開催 
 
 
（7/5） 
・二次審査
会開催 
（7/19） 
・育成研究 
  提案受付 

（4/1） 
・継続事
業契約 

 
(9/12) 

・第1回産学官連携 

会議開催 

(9/18、26） 
・委託契約締
結（2件） 
(9/26) 
・育成研究委
託契約締結
（3件） 

(9/10) 
・継続事
業研究
成果報
告会開
催 

（10/19） 

・産学官民ｺﾐｭﾆﾃｨ全国大会 

   TMS1周年記念定例会開催 
 

（11/11） 

・アドバイザー派遣 

（11/29） 

・第1回新エネルギー部会開催 

（12/4） 

・第2回食品部会開催 

（12/13） 

・第2回防災部会開催 

（12/25） 

・第2回産学官連携会議開催 

（1/10～1/19） 

・食品部会員オランダ出張 

（研究者確保に関する情報収集等） 

(1/31） 

・アドバイザー派遣 
 

（3/10） 

第3回食品部会開催 

（3/13） 

医療等関連分野ものづくり講演会

開催 

（2/21） 
・継続審査会 
   開催 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前田 （ 9751 ）

種別 当初予算額 15,380千円 補正後予算額 12,380千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・誘致企業から県東部への入居希望があり、
安田町へつなぐ（10/21）
・ビジネスプランコンテスト一次審査会
（10/28）

・ビジネスプランコンテスト二次審査
（11/22,11/24）
・日本トリム基金事業の入賞者と事業所設置
の候補地を視察（12/6）
・来年度シェアオフィス推進事業予定市町村
と打合せ及び現地視察（11/12、12/9　安田
町）

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

中山間地域等シェアオフィス推進事業費 新産業推進課

経済 　

事業概要・目的

中山間地域等において、市町村が設置するシェアオフィスで創業や事業活動を支援することにより、中山間地域等における産業振興や地域活性化を図
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

(上旬)・市町村の事業計画づくり支援（通年）
(中旬)・実施市町村の募集
＜相談窓口等の委託先公募＞

・市町村の事業計画づくり支援
（4/12,4/16, 4/18, 4/24,5/1, 5/9, 5/31,6/13,
6/14, 6/26, 6/28,7/3,7/11,7/25，7/31,8/9）
　本山町、土佐町　施設改修予算の議決
　（6月議会）

＜課題＞
・効果的な入居者募集と入居者の確保
・関係機関・施策との連携強化

＜成果＞
・小規模の企業誘致に取り組み、東京のＩＴ企業
1社と進出に向けて協議中

(上旬)・実施市町村の計画審査、選定
(中旬)＜相談窓口の委託先選定＞
(下旬)＜相談窓口の設置＞（通年）
        事業者からの問い合わせ等への対応

・相談窓口の委託先選定
　プロポーザル審査委員会（5/22）

(下旬)・創業相談会の開催（通年）
　　　　・創業セミナー等の開催（通年）

・委託契約（6/3）
　相談窓口の設置
　事業者からの問い合わせ等への対応
・移住相談会での創業相談会の開催
　（6/29大阪、6/30東京）

(上旬)・シェアオフィス開設に向けた施設
整備（施設整備等の必要な市町村）
　　　 ・ビジネスプランコンペの実施

・ＵＩターン就職相談会等での創業相談会の開
催（8/15高知、9/1大阪、9/8東京）

(下旬)・ビジネスプランコンペ審査会

(上旬)・入居事業者選考
　　　　・応募者へのフォローアップ
　　　　・市町村アンケート実施
　　　　　（次年度の意向調査）

・ビジネスプランコンテストの全国公募開始
（8/26～10/15）
・シェアオフィスのポータルサイト（ＨＰ）を開設
（8/26）
・ビジネスプラン募集の広報
　全国紙（東京版）での広告（8/31）
　専門誌「ターンズ」へ広告を掲載（9/3号）
　県外の県出身の経営者等へＤＭ、アンケー
トを送付（9/17）
　　　→反応のあった企業への訪問　（随時）

・県関係者、起業家等へのメールマガジンの
送付（9/6～10）

＜課題＞
・潜在的な個人創業希望者の発掘
・企業誘致活動の更なる強化
・中山間地域での雇用を創出するための支援
策の強化や人材確保・育成
・各シェアオフィスの特長の明確化と情報発信
の強化

＜成果＞
・企業誘致の結果、東京のＩＴ企業から本山町
のシェアオフィスへ進出の意思が表明された。
・相談会等での相談者数14件

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(中旬)・シェアオフィスへの入居開始
　　　  ・ 入居事業者支援（専門家派遣等）

＜課題＞
・ビジネスプランコンテスト入賞者の事業計画の
さらなるブラッシュアップが必要
・地域で新規雇用を予定している入居企業と地
域住民のマッチング

＜成果＞
・ＮＰＯこうち企業支援センターが応募者に対し
事業計画のブラッシュアップを行い、審査に向
けてのサポートを行った。
・ビジネスプランコンテストのため、３町及びＮＰ
Ｏこうち企業支援センターと連携して審査を行
い、４事業者の入居を決定。
・企業訪問により、東京の映像制作企業１社が
安田町へ進出の意思が表明された。

(上旬)・新規に取組意向のある
市町村の計画策定支援

・レンタカー協会へ割引制度の適用に向けた
協議（1/7）
・安田町との打合せ及び現地視察（1/17、
2/12）

＜課題＞
・入居企業の地元雇用に向けての人材の育
成、確保

＜成果＞
・人材育成セミナーを入居予定企業や町、ＮＰＯ
こうち企業支援センターと連携して開催し、地域
の雇用を促進した。

・都会のシェアオフィス事業展開の示唆を得
るため、移住、起業、オフィス運営の専門家を
招いた意見交換会（3/3～3/4）

支援予定箇所：２施設
支援事業者：６事業者

実施箇所：３箇所
入居予定事業者：６事業者

・移住による新規創業者等の発掘
・シェアオフィスに適した企業の入居促進
・地域雇用の促進（人材育成）

・人材育成セミナー
　コールセンター研修（2/1　本山町）
　パソコンスキルアップ研修（3/1　本山町）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 国沢 （ ９６７９ ）

種別 経済  当初予算額 32,197千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 商工労働部
平成25年3月31日

商業振興事業費
（チャレンジショップ事業費）

経営支援課

　
事業概要・目的

平成24年3月に商店街の空き店舗を活用して開設したチャレンジショップで、新規創業や業種・業態転換を図るチャレンジャーを募集・育成し商店街への
出店につなげ、商店街の活性化を図ることを目的とし、チャレンジショップの運営やチャレンジャーの育成、商店街の空き店舗への出店支援等を行う商店
街振興組合や事業協同組合に対して支援を行う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
■補助金交付決定

○チャレンジショップの運営支援
○チャレンジャーの募集・育成
○チャレンジャーの選定
○チャレンジャーの商店街の空き店舗への出
店支援

○運営会議への参加
　　　・チャレンジャー募集等広報計画検討
　　　・チャレンジャー育成支援
　　　・チャレンジャーの出店支援

■補助金交付決定

○チャレンジショップの運営支援
○チャレンジャーの募集・育成
○チャレンジャーの選定
○チャレンジャーの商店街の空き店舗への出
店支援

○運営会議への参加
　　　・チャレンジャー募集等広報計画検討
　　　・チャレンジャー育成支援
　　　・チャレンジャーの出店支援

チャレンジショップの運営及び広報に対する支
援を行い、認知度のアップを図るとともに卒業
生の新規開業への支援、また新規チャレン
ジャーの確保につなげた。

【空き店舗への出店】
四万十市：５月創業１名
【新規チャレンジャー】
四万十町：１名

■事業遂行状況報告

　

　
　　　　　■事業遂行状況報告

チャレンジショップの運営及び広報に対する支
援を行い、認知度のアップを図るとともに、新規
チャレンジャーの確保につなげた。

【新規チャレンジャー】
高知市：２名

・チャレンジャーの独立開業による商店街の
空き店舗の解消

・新規チャレンジャー８名（延べ２５名）
・チャレンジ期間後の新規開業４名
　（高知市：２名、四万十市２名）

・商店街が必要とする業種・業態にあったチャ
レンジャーの募集、新規チャレンジャーの確保
・チャレンジショップを活用した商店街への誘客
を促す取り組みを実施
・チャレンジャーの出店に向けた助言等の支援

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

チャレンジショップの運営及び広報に対する支
援を行い、認知度のアップを図るとともに、チャ
レンジャーの出店に向けた支援をおこなうこと
で、新規開業につなげた。

【空き店舗への出店・新規開業】
高知市：１名
四万十市：１名

■事業実績報告

チャレンジショップの運営及び広報に対する支
援を行い、認知度のアップを図るとともに卒業
生の新規開業への支援、新規チャレンジャー
の確保につなげた。

【新規チャレンジャー】
高知市：３名
四万十市：１名
四万十町：１名
【空き店舗への出店・新規開業】
高知市：１名

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡本 （ 9764 ）
種別 経済  当初予算額 3,840,635千円 補正後予算額 2,488,296 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

◇つなぎの雇用・就業機会の創出
◇起業支援型は、事業の掘り起こしと事業終
了後の継続雇用
◇基金事業の適切な執行管理
◇緊急基金事業の執行状況把握

◇起業支援型については、事業の掘り起こしにより目標
としていた事業計画額を達成した。
◇起業支援型については、事業終了後の継続雇用につ
いて状況を確認していくこととする。
◇重点分野雇用創造事業については、事業終了後の
フォローアップ調査を実施し、事業の効果を検証してい
く。

【課題】
◇Ｈ26から実施する「地域人づくり事業」を有効活
用するため、事業の掘り起こしを進めていく。
【成果】
◇起業支援型については、2度にわたるアイデア募
集の実施と、市町村への積極的な掘り起こし依頼
等により、目標としていた事業計画を達成した。基
金を有効活用することで、継続的な雇用の創出に
繋がるよう取り組んでいく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

担当部局： 商工労働部
平成26年3月31日

緊急雇用創出臨時特例基金事業費 雇用労働政策課
　

事業概要・目的

　高知県緊急雇用創出臨時特例基金を活用して、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期
の雇用･就業機会を創出・提供する。また、新たに創設された「起業支援型地域雇用創造事業」では、地域の産業・雇用振興策に沿って、雇用創
出に資する事業を民間企業等へ委託し、地域で安定的な雇用の受け皿を創造する。
　県実施事業：（事業計画：138事業、事業費831,182千円、新規雇用347人）
　市町村等補助事業：（事業計画：447事業、事業費2,376,960千円、新規雇用1,058人　　補助率１０／１０以内）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
・起業支援型の追加計画募集
　事業承認→公表→補助金決定→開始
　（以後毎月募集）
・起業支援型事業掘り起し
　　・チラシ配布、各団体等へ説明・連携
　　・庁内、市町村に対して事業実施を依頼

・H25年度事業契約状況（4月末）把握
　(以後毎月把握）
・H24年度実績確定（基金取り崩し）後の
　基金残高把握

・起業支援型の追加計画募集
　事業承認→公表→補助金決定→開始
　（以後毎月募集）
・起業支援型事業掘り起し
　　・チラシ配布、各団体等へ説明・連携
　　・庁内、市町村に対して事業実施を依頼
・H25年度事業契約状況（4月末）把握
　(以後毎月把握）
・H24年度実績確定（基金取り崩し）後の
　基金残高把握

・起業支援型事業アイデア募集に係るテーマ募集
（6.7提出期限）
・起業支援型事業アイデア募集の実施（25.6.17～
25.7.5）

【成果】
・起業支援型の事業計画　（6月末時点）
　県：2事業、5人、22,798千円
　市町村：53事業、145人、419,814千円

【課題等】
・引き続き起業支援型事業掘り起しが必要

・起業支援掘り起し状況把握
　→問題点を把握して掘り起し強化
　
・基金事業の確認、監査（市町村・庁内）

・起業支援掘り起し状況把握
　→問題点を把握して掘り起し強化

・アイデア募集の一次審査（テーマ所管課に依
頼）
・有識者による応募書類審査
・審査会開催（二次審査）
・結果報告

・アイデア募集に係る委託企業等との契約締結
（テーマ所管課）

【成果等】
・アイデア募集への応募総数18事業（うち2事業は
辞退）　　採択14事業　不採択2事業
　　《14事業、66人、146,051千円》

【課題等】
・引き続き起業支援型事業掘り起しが必要

9月末時点事業計画
　　県：25事業、92人、230,451千円
　　市町村：75事業、198人、547,934千円
　　　Ｈ26含む額
　　　　県：49事業、92人、434,666千円
　　　　市町村：120事業、198人、775,379千円

・上半期実績報告
・補助金の概算払

・H25年度執行見込（10月末）把握

・重点分野フォローアップ調査の通知

・Ｈ26年度（起業支援型事業）ヒアリング

・「起業支援型地域雇用創造事業」
　相談強化期間の取組（9月～10月）
　　各市町村に事業掘り起こし強化を依頼

・第2回起業支援型事業アイデア募集に係るテー
マ募集（10.22提出期限）
・第2回起業支援型事業アイデア募集の実施
（25.11.1～25.11.29）
　

・第2回アイデア募集の一次審査（テーマ所管課
に依頼）

【課題等】
・引き続き起業支援型事業掘り起しが必要

・起業支援型の雇用継続見通しの調査

・「地域人づくり事業」が創設される

・Ｈ26事業計画の国の確認
・Ｈ26事業計画の承認

・Ｈ26事業補助金交付決定

第2回アイデア募集
・有識者による応募書類審査
・審査会開催（二次審査）
・結果報告

・第2回アイデア募集に係る委託企業等との契約
締結（テーマ所管課）

・「地域人づくり事業」の事業計画づくり
　・説明会の実施
　・事業計画の掘り起こし
　・事業計画の国への提出

【成果等】
・第2回アイデア募集への応募総数12事業
　　採択6事業　不採択6事業
　　《6事業、12人、59,869千円》

起業支援型（事業計画）
　　Ｈ26含む全計画
　　　　県：81事業、143人、703,016千円
　　　　市町村：209事業、407人、1,548,308千円
　　　　計　　　：290事業　550人、2,251,324千円
　　　　　　　　　　　　　目標とする計画額を達成
【課題】
・Ｈ25年度の国の補正予算で「地域人づくり事業」
が創設され、高知県には16.147億円が配分
・基金の有効活用による雇用創出と雇用改善

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） 

事

業

実

施 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） 

事

業

実

施 

事

業

実

施 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （求める具体的な成果） 

事

業

実

施 

事

業

実

施 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 観光振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額
（千円）

1 観光政策課
観光振興推進事業費補助金
（うち近隣県での週末観光情報発信事業）

経済 18,080

2 観光政策課 平成26年度以降の誘客戦略の検討 経済 1,075

3 観光政策課 ジオパーク・ツーリズム・ネットワーク連携事業 経済 2,161

4 地域観光課
広域観光推進事業費補助金
（うち地域博覧会開催支援事業）

経済 66,200

5 地域観光課 観光産業人材育成事業費 経済 16,534

6 地域観光課 足摺海洋館耐震診断委託料 地震対策 9,944



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 長尾・松本（栄） （ 2277 ）

種別 当初予算額 18,080千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・近隣県からの観光客の増加やリピータの獲得
（「今度の週末は高知に行こう！」というきっかけづ
くり）

・近隣県からの観光客の増加やリピーターの
獲得に一定の成果があった

・１イベントに対して多くの場合CMの放映は1回
のみであり、CMを複数回放映することで、より
効果的な誘客が可能と考えられるので、次年度
はCMの実施方法をタイムからスポットに変更を
予定している。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

●CM13本放映
●県外観光客動態調査にあわせ、近隣県CM
の認知および効果についての調査を実施

●CM13本放映

●5月9日　TVCM放映開始
●CM8本放映

●CM13本放映
●県外観光客動態調査にあわせ、近隣県CM
の認知および効果についての調査を実施
●施設入館者数の推移等から随時CM放映
効果の検証

事業概要・目的

・週末旅行の圏内である四国＋岡山県をターゲットに、テレビのローカル番組のＣＭを活用し、地域のイベント等の告知を行うことで近隣県からの観光客のさら
なる増加やリピーターの獲得を図る。（テレビＣＭは老若男女を問わず一度に幅広い情報発信が可能であり、伝えたい情報をスピーディに伝達が可能という特
徴を持っており、他の媒体よりも比較的安価にイベント等の告知効果を発揮することが期待できる）
【放送エリア】愛媛、香川、徳島、岡山の各県内　【放送時間帯】毎週木曜日18時台　【放送形態】30秒

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成26年3月31日

近隣県での週末観光情報発信事業 観光政策課

経済 　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

【毎月の事務ローテーション】 

● 素材の収集（広報素材、外商関連な

ど） 

  ↓ 

● 素材の選定（次月の放送計画作成） 

  ↓ 

● ＣＭ制作（委託事業者との協議） 

  ↓ 

● 放送（毎週木曜日） 

  【効果測定】 

   ● 県主催のイベント等でのアンケート 

    調査の実施 

   ● 県外観光客動態調査を活用した成果 

    の把握 

  【次年度の事業検討】 

  ● 効果測定を踏まえた26年度の事業 

   展開の検討 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 鈴木 （ ２２８２ ）
種別 当初予算額 1,075千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
産振計画で掲げた10年後の目標（県外観光客入
込数435万人、観光消費額1300億円）の実現に向
けたさらなる飛躍を目指す

『｢高知家の食卓」県民総選挙2014』をきっか
けに、テレビ・新聞・雑誌などで「高知の食」を
取り上げていただくなど、４月以降食を中心し
たキャンペーンを展開するうえでの素地を築く
ことができた。

今後、県民総選挙の結果を活かした旅行商品
化の実現など、H26.4～「リョーマの休日～高知
家の食卓～」の内容をさらに具現化しつつ、
キャンペーンを推進していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

● 旅行会社向けのセールスの実施
　　・10/3～4 東京・名古屋
　　・10/17～18 大阪・岡山
　　・10/23 東京【四ツ創】
　
　　・11/7～8 福岡・広島
　
　　・11/20 名古屋【四ツ創】

・12/5 『「高知家の食卓」県民総選挙2014』の
告示セレモニー

・12/25 『「高知家の食卓」県民総選挙2014』
の投票開始

・1/20 『「高知家の食卓」県民総選挙2014』の
投票締め切り
（投票総数14,314  有効票数13,174）
・2/10 第８回「リョーマの休日」推進アドバイ
ザリー会議で26年度のキャンペーン展開につ
いて検討

・3/9 『「高知家の食卓」県民総選挙2014』の
結果発表・表彰セレモニー

・総選挙の結果を掲載した「高知家イチオシ
グルメガイド」を制作（4月～配布）

・5/8 第5回「リョーマの休日」推進アドバイザ
リー会議で平成26年度以降の誘客戦略の骨
子について検討
・5/30　（株）リクルートライフスタイルじゃらん
リサーチセンター長：沢登次彦氏から誘客戦
略に関するヒアリング
・6/7 第6回「リョーマの休日」推進アドバイザ
リー会議で「食」を前面に出した誘客戦略の
推進方策について検討

・6/27　県内関係者との「県民総選挙」に関す
る協議①

・7/18　県内関係者との「県民総選挙」に関す
る協議②

・8/2　第7回「リョーマの休日」推進アドバイザ
リー会議で「食」を中心にしたキャンペーン展
開、プロモーション戦略について検討
・8/5～7 首都圏、関西圏のパーソナル系旅
行会社との意見交換

・9/5 第1回産業振興計画フォローアップ委員
会観光部会で26年度以降の観光戦略を協議

・「食」を前面に出したプロモーションの一環とし
て、25年度中に「高知家の食卓」県民総選挙を
実施する事を決定。
・26年4月～龍馬パスポートのリニューアルを決
定。

事業概要・目的

現在進めている本県の観光キャンペーン「リョーマの休日」の期間を平成26年3月までとしていることから、平成26年度以降の誘客戦略について検討を行う。
・民間の立場からキャンペーンの誘客戦略を検討するために設置した「『リョーマの休日』推進アドバイザリー会議」を開催し、官民協働で検討を進める。
・また、適宜県外有識者からのアドバイスもいただく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成26年3月31日

平成26年度以降の誘客戦略の検討 観光政策課
経済 　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

●基本コンセプト（誘客戦略の方向性）、観 

 光客の周遊、リピーター促進策の検討 

 （NEXT「龍馬パスポート」の検討） 
 
 

  ・第5回「リョーマの休日」推進アドバイザ 

   リー会議 
 
 

  ・県外有識者からのヒアリング 
 

  ・第6回「リョーマの休日」推進アドバイザ 

   リー会議 
 

●具体的な事業展開、滞在型観光を進める 

 ための方策の検討 
 
 

  ・首都圏、関西圏のパーソナル系旅行会 

   社との意見交換 
 

  ・第7回「リョーマの休日」推進アドバイザ 

   リー会議 
 
 

  ・第8回「リョーマの休日」推進アドバイザ 

   リー会議 
 

  ・産業振興計画フォローアップ委員会観 

   光部会 

● 26年度以降のプロモーションの実施 

（達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 江口 （ 9608 ）
種別 当初予算額 2,161千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・会合の定期的な持ち回り開催
・相互情報発信や観光・人的交流による連携強化
・会合に合わせた訪問団の派遣

・9月10日に観光交流に関する協議開催
出席ジオパーク：ランカウイ、済州、天柱山、室戸
（香港は欠席、廬山ジオパークが当日追加参加）
パンフの相互配布、ＨＰの相互リンク等で情報交流
を進めること、定期的な協議会開催の同意を得た。

・平成27年の認定更新に向けて、さらなる
地域活性化の取組が必要
・連携の中で、相互の観光交流によって、
観光客誘致につなげていくことが必要

○各ジオパーク間での連携の実施

○各ジオパーク間での連携の実施

○香港ジオパーク楊氏の室戸訪問(11/11)
　 今後の連携に向けた協議
○台湾・野柳地質公園の視察・訪問(11/20)

○次回開催に向けた連絡調整
○室戸市長、副知事、県議会議員による台
　 湾・野柳地質公園の視察・訪問、連携に向
　 けた協議(2/15)

○交流会開催に向けた各国ジオパーク関係
者との連絡調整
　　<連携ジオパーク>
　　　・日本　室戸ジオパーク
　　　・韓国　済州島ジオパーク
　　　・中国　天柱山ジオパーク
　　　・香港　香港ジオパーク
　　　・ﾏﾚｰｼｱ　ランカウイジオパーク

○交流会開催に向けた各国ジオパーク関係
者との連絡調整
　　<連携ジオパーク>
　　　・日本　室戸ジオパーク
　　　・韓国　済州島ジオパーク
　　　・中国　天柱山ジオパーク
　　　・香港　香港ジオパーク
　　　・ﾏﾚｰｼｱ　ランカウイジオパーク

○交流会議開催に向けた準備
　　・開催地である済州島ジオパークとの調整
　　・他ジオパークへの開催案内
　　・議題の調整
　　・高知からの訪問者の取りまとめ

○交流会議開催に向けた準備
　　・開催地である済州島ジオパークとの調整
　　・他ジオパークへの開催案内
　　・議題の調整
　　・高知からの訪問者の取りまとめ

事業概要・目的

　室戸ジオパークを含む世界ジオパーク間で多角的なネットワークによる交流を実施することで、新たな交流の仕組みづくりや旅行需要の開拓
を目指す。
　また、世界ジオパーク間のネットワーク交流により国際観光の推進を入口として、他国・地域との交流を行い、地域経済の活性化に向けた取
り組みも進めていく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成26年3月31日

ジオパーク・ツーリズム・ネットワーク連携事業
 観光政策課
経済 　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

9月9日～11日   APGN会議開催(韓国・済州島) 

9月10日(予定)  交流会議を開催  
9月9日～11日   APGN会議出席(韓国・済州島) 

9月10日   交流会議を開催  

（要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 佐竹 （ 9706 ）

種別 経済  当初予算額 66,200千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・幡多地域の入込客数：30%増加
・幡多地域内の宿泊施設の宿泊者数：10%増
加

・はた博観光施設等入込客数（7～12月末）
　　1,465,371人（対前年比116％）

・地域博覧会の終了後に、博覧会で構築された
取り組み(ワンストップ窓口機能、体験プログラ
ムや周遊観光の仕組み）による入込客増加の
効果を定着させる取組が必要である。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

★補助金事業実績報告書の提出

○キャンペーン企画、イベントの実施 ・7/1 「楽しまんと！はた博」がスタート
・7/7 砂と光のアート展（黒潮町）

・期間中、台風で「はたの夏休み」の体験プログ
ラムが5コース中止になるなど悪天候の影響が
あった。
・定員割れとなった体験プログラムもあり、内容
の磨き上げが課題

・8/2・3 清水のおきゃく＆花火大会（土佐清水
市）

・9/8 ニッポンの「田舎あそび」運動会（三原村）
・9/9 はたフェスin土佐清水

・10/6ええけん！大月（大月町）
・10/19土佐さがのもどりガツオ祭（黒潮町）

・県外からの誘客に向けたＰＲを強化するた
め、セールスキャラバンを実施した。
　　（東京、大阪、京都）

・はた博開催までに準備が短かったことによる
事前PR不足や、オンシーズンの受け入れキャ
パの問題や秋以降に楽しめる体験プログラム
が少なく、目標の入込数値に届かなかった。

・新規イベントに関しては、来場者から継続の
声が聞かれるなど好評であった。

・はた博を通して、６市町村が連携できる仕組
みづくりができてきた。

・11/3西土佐うまいもの商店街（四万十市）
・11/3どぶろく農林文化祭（三原村）
・11/9～17四万十映画祭（四万十市）
・11/9楽しまんと！飲まんと！お座敷交流会(四
万十市)
・11/23四国B級グルメフェスタin宿毛（宿毛市）

・12/21～23はたきらり（土佐清水市）
・12/22ももいろクリスマス（大月町）
・12/28はた博大感謝祭（黒潮町）

★補助金交付申請受付及び交付決定

・4/17-19 エージェントセールス
　　　　　　　（東京・名古屋・大阪）

・4/24 イメージキャラクター決定
　　　　（名称：はたっぴー）

・セールス活動では、「はた博」の概要説明とパ
ンフレットへの情報掲載及び旅行商品化を依頼
したが、セールス時期が遅かったため夏季分に
ついて厳しい状況であった。一方で、土佐清水
の花火大会ツアー催行決定になるなど成果も
あった。

・プレイベント開催日は、雨天で悪条件であった
が、2日間で5,400人の来場があった。

・はた博スタートまでの準備期間が短く、認知度
が低いことから、ＰＲの強化が必要

○イメージキャラクター決定

･5/9-10 エージェントセールス（山陰）

・5/13-14 エージェントセールス
　　　　　　　（東京・名古屋）

○ガイドブック発行

○オープニングイベント実施

・6/3-5 エージェントセールス（九州）
・6/10 オフィシャルサイト開設
・6/15～ ガイドブック夏号発行（計7万部）
・6/20-21 エージェントセールス（大阪・岡山）
・6/23 帯屋町商店街パレード（チラシ配布）
・6/29-30 プレイベント実施（四万十川河川敷）

事業概要・目的

　幡多地域の豊かな自然や歴史、文化を全国に発信することにより、幡多地域のイメージアップによる観光客の誘致促進及び広域観光協議会を中心とした
観光振興推進体制の構築に寄与することを目的に開催する幡多地域の観光キャンペーン（「楽しまんと！はた博」）を主体的に推進する。
　[はた博]
　　・オープニングイベント：6/29,30
　　・キャンペーン期間：7/1～12/31

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成26年3月31日

地域博覧会開催支援事業 地域観光課

　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

セールス

活動 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山脇 （ 9706 ）

種別 経済  当初予算額 16,534千円 補正後予算額  　 　

月

東部 中部 西部 東部 中部 西部 東部 中部

４月

博覧会コンセ
プト設定、顧客
視点での地域
の価値理解

観光コンセプト
の設計

観光キャン
ペーンの企
画、管理等

第２回・第３回
顧客目線での地
域の価値の理解と
博覧会コンセプト
の設定等(6/14・
6/28)

－

７月

第４回　博覧会の
基本的な考え方の
絞込み及びイベン
ト案の具体化
(7/25)

第２回・第３回　地域
資源の絞込みと着地
型観光商品案の開発
(7/1・2)

○観光コンベンション
協会プロデューサーに
よるフォローセミナー
（高知市物部・嶺北
8/1、仁淀8/6、高幡
8/8）

９月

第４回　他者目線によ
る観光商品の磨き上
げ及び効果的なプロ
モーションのスキル
(9/19)

参加者の業務多忙
時期であり、欠席
者のフォローが必
須となった。

１０月

○フォローセミナー
(エージェントセールス
視点の商品の磨き上
げ(10/15))

販売体制づく
りと地域マネジ
メント、地域博
覧会に向けた
計画策定

販売体制づく
りと地域マネジ
メント、観光商
品のブラッシュ
アップ等

　　地域資源
　　の絞り込
　　み、販売
　　戦略等

　第３回　イベント
　振り返り(11/5)
　第４回　地域活
　性に係る講演、
　地域での体制
　づくり(11/14)

１２月
　

１月
観光キャン
ペーンの成果
確認会

○中部・関西AGT訪問
(1/22～24)（中央）

第５回　はた博振
り返り(1/16)
第６回　来期シン
ボルイベントの策
定(1/17)

観光商品の企画シー
トを仕上げ、地域の観
光資源の磨き上げの
スキル・考え方を学ぶ
ことができる。

２月 ○成果発表会
 
○成果発表会

○大阪AGT訪問
(2/5・6)　（仁淀）
(2/6・7)　（嶺北）

○シンボルイベン
ト協議

３月

○モニターツアー（仁淀
川・嶺北・高知）
○テストマーケティング
（じゃらん本誌・４月）

モニターツアーの実施
により、効果的なPR
方法や受入体制整備
の課題等を確認する
ことができた。

年度末

地域博覧会に
向けた事業計
画・方針の策
定

着地型観光に
向けた実施計
画の策定

観光キャン
ペーンの分析
と平成26年度
に向けたシン
ボルイベント企
画の計画の策
定

セミナーで学んだス
キルを活かし、博覧
会の事業計画の策
定過程を参加者が核
となって進めるなど、
博覧会の計画・方針
の策定に主体的に取
り組むことができた。

地域に固有の資源を広
域的な連携を活かして磨
き上げ、地域リーダーとし
て必要なスキルを学んだ
（嶺北地域では１件が観
光商品化している。）。ま
た、セールス活動先から
支店へのパンフの配置要
請があるなど、PRが進ん
だ。

セミナーで学んだス
キルを活かし、主体
的に博覧会の振り
返りやシンボルイベ
ントの骨子の策定に
取り組むことができ
た。

はた博実行委員会で
の振り返りについて
も、セミナーで学んだ
スキル（指標設定や資
料）を活用し、円滑な
実施に寄与することが
できた。

セミナーを通じて学んだことや各ブロックでの課題とその対応につい
て参加者間で共有することができたが、セミナー参加者以外の地域
の観光関係者の出席確保が難しかった。

・今後の取組にセミナーの内容を活かすためには、セミナー
参加者の周囲の観光関係者（職場、関係者）を巻き込んで
セミナー内容を理解してもらうことが大事だが、オブザー
バー出席等が困難であり、進まなかった。
・広域観光組織、市町村、地域リーダー等との連携が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

８月

○先進地調査（幡多地域観光キャンペー
ンの視察 8/22）

○地域内及び広域の連携及び取組意
識について学んだ。

博覧会の検討委員
会においても、セミ
ナーで学んだスキル
を活用し、セミナー参
加者を中心として、コ
ンセプト作成等を実
施することができた。

１１月

★ブロック別研修

第５回・第６回　観光商品のPR戦略、商品
販売のための体制とスケジューリング
(11/25・26)

実際の事業実施を想定した体制の整備や実
施における課題

博覧会開催期間中
のため、参加者の
日程調整が非常に
困難

博覧会企画等 地域資源の絞
り込み、販売
戦略等

　　事業の管
　　理分析の
　　手法研修

先進的な事例を学
ぶとともに、イベン
ト立案や基本理念
の考え方の絞込
みに関する手法を
学び、博覧会の基
本計画へ反映させ
るポイントを学ん
だ。

フォローセミナー並
びに提出課題（観
光商品企画シート
の作成及び他者評
価）を通じ、より顧
客目線に立った観
光商品づくりのポイ
ントを学んた。

６月

★地域別研修 第１回　合同開催「地域のありたい姿」コン
セプト等の設定（6/13）

　　　第１回・第
　　　２回　プロ
　　　ジェクトマ
　　　ネジメント
　　　の考え方
　　　と手法を
　　　学ぶ
　　　(6/24・25)

博覧会を作り上げ
ていくイメージ及び
それに係るそれぞ
れの役割等を学ん
でもらうきっかけづ
くりが必要

広域の協働の仕組
み及び自立的な商
品の磨き上げの手
法についてフォ
ローが必要

西部

○公募型プロポーザル方式により委託業者を
選定（4／10）

○公募型プロポーザル方式により委託業者を選定（4／10）

５月

○３ブロック共通研修（顧客視点で思考するプ
ログラム）

★地域別研修

○セミナーの趣旨説明と派遣依頼のため、参加者所属団体
代表者を直接訪問。

参加者が参加しやすい環境整備の一助となった。

事業概要・目的

　平成24年度に実施したとさ旅セミナーの成果を基にして、ブロックごとに地域博覧会等の地域を売り込むための企画づくり・商品づくりを実施し、その取組を通じて地域リーダーのさら
なる育成を図り、広域観光の推進につなげる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成26年3月31日

観光産業人材育成事業費 地域観光課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

（
幡
多
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
）
 テ

ス
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
 

テ
ス
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
 

地
域
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
振
返
り
 

○先進地調査（幡多地域観

光キャンペーンの視察）及び

分析 

（
幡
多
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
）
 

テ
ス
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 佐竹 （ 9706 ）
種別 当初予算額 9,944千円 補正後予算額 8,944千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月 ○中間報告

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・現地調査の結果、地下部分の劣化が当初の
想定より激しかったことなどから、一般的な建物
では指摘されない評定上の課題が判明したた
め、その対応について耐震診断評定委員会と
の協議に日数を要することから、履行期限を延
長することになった。

・第1回海洋館あり方検討委員会を開催し、これ
までの館の取組の検証と今後のあり方につい
て、検討を行った。

・委託期間の変更
　（履行期限：3/24まで）

・3/8 耐震評定委員会

・3/15 評定書の発行

耐震診断の実施を踏まえた施設の存続に係
る検討

耐震診断の結果を踏まえ、海洋館の今後の
あり方について、検討委員会を立ち上げ、検
討を進めている。

第2回以降の検討委員会では、他館の成功事
例なども踏まえ、館の魅力や施設整備、運営方
法、地域との連携などについて、具体的に検討
し、H26.7月に最終とりまとめを行う。

・7/1 着手
・7/12 委託業者との現地打合せ

・耐震診断中間報告により、補強計画及び改修
費用等が明らかになったことから、海洋館あり
方検討委員会開催に向け、設置要領を策定し
た。

・耐震診断評定委員会からの指摘があり、劣化
の詳細調査が必要になったため、委託契約内
容の変更と期間の延長を行った。○診断結果

報告 ・耐震診断中間報告(12月議会）
・12/12 耐震診断評定委員会
・委託契約内容の変更及び期間の延長
　（履行期限：2/28まで）

　○営繕工事施行依頼書の提出

　○建築課との現地確認

・4/23 建築課と現地確認

　○入札準備

　○入札
・5/23 施行伺

　○委託契約締結

・6/27 入札（6/28契約）
　　※委託期間：7/1～12/27

事業概要・目的

　足摺海洋館は、昭和50年に建築された建物であることから、耐震診断を実施し、耐震改修費用を把握したうえで、今後のあり方を判断していく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 観光振興部
平成25年9月30日

足摺海洋館耐震診断委託料 地域観光課
地震対策 　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

  耐震診断 

    ＜診断内容＞ 

    耐震補強計画案の策定及び 

    耐震補強概算工事費の算定 

    〇劣化状況調査及び解析業務 

     ・現状調査（打診、視認） 

     ・上記調査結果解析業務及び 

      水槽部分応答解析業務 

     ・報告書作成    

海洋館のあり方検討 

   （H25後半～26前半） 

〇検討委員会の立上げ 

 ・概要：耐震補強を行うか否

かについて、有識者の方々も

交え、費用対効果の面から

施設の存廃も含めて今後の

あり方を慎重に検討 
 

第１回 

・中間報告を踏まえた課題整

理 
 
 
 
 
 
 
 

第２回 

・診断結果を踏まえた検討 
 
 
 
 
 
 

第３回 

・海洋館のあり方中間とりま

とめ 

 

○議会への報告 

 

（達成状況） （要因分析、課題等） 

2/20  第1回足摺

海洋館あり方検



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 農業振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 農地・担い手対策課 新規就農トータルサポート事業費 経済 16,669

2 環境農業推進課 都会で学ぶこうち農業技術研修事業費 経済 6,268

3 産地・流通支援課 こうち新施設園芸システム推進事業費 経済 19,110

4 産地・流通支援課 園芸品等生産・集荷力強化事業費 経済 7,708

5 産地・流通支援課 高知の花き総合ＰＲ事業費 経済 3,522

6 地域農業推進課 ６次産業化推進事業費 経済 12,800

7 畜産振興課 レンタル畜産施設等整備事業費 経済 23,535

8 農業基盤課 震災対策農業水利施設整備事業費 地震対策 215,000
(全額繰越)



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田村 （ 4512 ）

種別 経済  当初予算額 16,669千円 補正後予算額 11,955千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

・事業説明会の開催（市町村、ＪＡなどへの周知）

・事業要望量の把握
・補助金交付要綱の制定及び事業の周知
　
・要望のある市町村等との個別協議
　　　　・新規就農者等に流動化できる農地面積の把握

・4/19説明会（農業者（ＪＡ青壮年部会員）への事業
の周知）

・4/25事業説明会の実施（市町村・ＪＡ等への周知）

・5/20、5/21
   市町村等の事業担当者を対象とした説明会実施
  （南国市、黒潮町で実施）

・６月（6/19、6/25、6/28）
　事業要綱の作成と併せ、ＪＡ出資型法人等のある
市町村と事業活用にあたっての課題等の聞き取りを
行った。

・県内の各ＪＡで農業者の今後10年間の経営の意
向等に関する調査を実施し、農地の流動化等につ
いて、ＪＡ中央会等と協議を行った。

３市町で要望があり、事業実施に関して個別に
協議を行うことができた。

流動化できる農地がどの程度あるかは継続し
て調査を行うこととなった。

　　　　　　　　　・市町村等による事業の周知
　　　　　　　　　・事業実施主体の選定（ハウス整備）

　

・市町村予算措置状況（補正予算）の確認

・7/8具体的に要望のあった３市町のＪＡ出資型法人
等と事業活用に関する協議を行った。

・8/20補助金交付要綱を制定し、全市町村に事業
の周知を図った。

・９月中旬～下旬
　市町村の予算措置状況を確認し、要望のあった３

３市町の３法人とも、農地の確保等の課題はあ
るが、事業活用に関する要望があった。

１町では、法人での農地の確保が今年度中に

事業概要・目的

　新規就農者の農地の確保をスムーズに行えるよう地域での取り組みの促進を図るとともに、ＪＡ出資型法人等の研修受入体制を強化するなど、新規就農者をトータルでサ
ポートできる体制の構築を図る。
　①各市町村の農地利用集積円滑化団体が土地所有者から白紙委任を受けた農地を新規就農者等にスムーズに提供できるよう、農地の管理に要する経費について
     補助する。
　②ＪＡ出資型法人等が行うハウス整備を支援し、経営の強化を図るとともに、就農希望者への研修の実施や研修終了後の整備したハウスのリース（のれん分け）に
　　 より新規就農者の育成を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

新規就農トータルサポート事業 農地・担い手対策課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

新規就農希望者に農地を提供できる仕組みの構築
ＪＡ出資型法人等での研修ハウスの整備（２法人で40a整
備）

・新規就農者等のための農地が約２ha確保された
（三原村）
・ＪＡ出資型法人で研修ハウスの整備（２法人で31a）
（土佐町、南国市）

新規就農トータルサポート事業により、研修用
ハウスの整備や就農するための農地の確保等
の取組みが行われた。こうした取組を県内に波
及させ、新規就農者の確保に取り組んでいく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・事業実施主体による研修用ハウスの整備（着工）

・次年度以降の事業内容を再検討

・事業実施状況の確認

・９月末～１０月初旬
　研修用ハウスの整備については、土佐町、南国市
の２市町から要望があり、それぞれに事業の内容に
ついて協議を行った。
【土佐町】
　ＪＡ出資型法人が事業主体となりハウス整備を計
画しているが、潅水のための水源の確保に調整を
要すため年度内の完成を目指して事業を実施。
【南国市】
　ＪＡ出資型法人が実施主体となりハウス整備を計
画しているが、予定している農地が耕作放棄地であ
るため再生作業に期間を要し、年度内の完成を目
指して事業を実施。

・10/7
 三原村と農地利用集積円滑化団体で農地を管理し
新規就農者等へ流動化する取組について検討。

・２法人でハウス整備を行うこととなった。
・ハウス整備に一定の期間を要することが判明
したが、年度内に整備する方向で調整した。
・地域では、関係機関で研修内容についての助
言を行う等研修受入体制整備に向けた支援が
行われている。

・新規就農トータルサポート事業のうち、農地集
積円滑化対策事業費補助金の活用について検
討。

・Ｈ25年事業の確定

１月
　ハウス整備に関して、土佐町・南国市に対し補助
金の交付を決定。

２月
　農地利用集積円滑化団体の取組に関して、三原
村に対し補助金の交付を決定。

３月末
・土佐町で18a、南国市で13aのハウス整備。
・三原村で新規就農者等のための農地を確保(約
2ha)。

　市町村の予算措置状況を確認し、要望のあった３
市町のうち２市町での予算化を確認し、事業実施に
ついての助言等を行った。

１町では、法人での農地の確保が今年度中に
は間に合わず、２６年度以降の事業実施予定と
なった。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下 （ 3053 ）

種別 経済  当初予算額 6,268千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

　

担当部局：
平成　26　年　3　月 31 日

都会で学ぶこうち農業技術研修事業 環境農業推進課

事業概要・目的

　本県農業の担い手を確保し、産地や農業の維持発展を図ることを目的に、新規就農者の育成・確保に向け、関東地区及び関西地区の方々のうち、Ｕター
ン・Ｉターンによる就農希望者を対象に、園芸農業に関する農業技術研修を東京・大阪の２会場にて実施する。実施後は、県内でのスクーリング及び就農希望
長期研修等への受講へと誘導する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○研修生募集の取組
・東京会場：40名（募集期間：7/8まで）
・大阪会場：40名（募集期間：8/19まで）

○募集・PR活動
・市町村、ＪＡ等、県関係機関との連携体制づく
り（説明会の実施、情報の共有）
・パンフレット、チラシ、ポスターの作成及び配布
・東京会場及び大阪会場研修生募集開始（4/2
～）
・各種ホームページへ募集内容掲載
・本県でのＵターン就農希望者へのＰＲ開始
・高知暮らしフェアでのPR（東京・大阪）
・「まるごと高知」（東京）へのパンフレット設置
・「とさ千里」（大阪）へのパンフレット設置
・移住専門誌等への募集情報掲載
・包括協定先（銀行、コンビニ、イオン）へのパン
フレット配布
・インターネットを活用したPRの開始
・県人会（東京、大阪）へのＰＲ開始

○農業大学校との協議(4/10～）
・事業の取組方針及びスケジュールの共有

○研修講師調整及び内容の検討(4/16)
・外部講師の選定・調整
・県講師の選定・調整（地域づくり支援課含む）

○東京・大阪会場研修生募集開始(4/22～）

○募集用パンフレット、チラシ、ポスターの作成
及び配布（4/22～）
　（パンフ：4,500部　チラシ：10,000部、ポスター
200部、配布先：県関係機関、34市町村、ＪＡ、
東京大阪ハローワーク等）

○受講者確保に向けた協力の依頼
・農業振興部出先機関長会での周知(4/12)
・環境農業推進課出先機関長会での周知
(4/19)
・市町村説明会での周知(4/25)
・市町村、ＪＡ等へ協力要請(4/22)

○環境農業推進課、大阪・東京事務所HPに募
集案内を掲載(4/22～）

○東京・大阪事務所を通じ、県人会への周知
・県人会の集会でパンフレット配布(4/24～)

○高知暮らしフェアでの就農相談会でのＰＲ
・東京(5/19)、大阪(5/25)

○高知移住相談会でのＰＲ
・大阪(6/29)、東京(6/30)

○市町村、ＪＡ、農業振興センター等への説明
会により事業内容等についての理解と情報の
共有化が図られた。

○研修生募集開始体制が、早期から準備でき
たことにより、募集期間中に十分な広報活動が
実施できた。

○就農（就職・移住）相談会等での研修生募集
PR活動により、東京で16名、大阪で11名の受講
生を確保できた。

７月

８月

９月

・大阪(6/29)、東京(6/30)

○募集・PR活動
・新農業人フェアでのPR（東京、大阪）
・UIターン就農相談会でのPR（神戸、横浜）
・高知新聞への募集内容掲載

○研修の実施
・アグリスクール（東京会場）研修開講（7/13～）
　研修の円滑な実施と研修生の相談に対応

・アグリスクール（大阪会場）研修開講（8/24～）
　研修の円滑な実施と研修生の相談に対応

○高知県UIターン就職相談会(神戸)でのＰＲ
(7/6)
○新農業人フェアでの(大阪)でのＰＲ(8/3)

○アグリスクール（東京会場）研修開講（7/13
～、研修生43名）
 ・第１回講義(7/13）
   高知県農業の特徴、就農に関する情報
 ・第２回講義（7/20)
 　Iターン就農者の体験談、環境保全型農業等
 ・第3回講義(7/27)
 　野菜栽培の特徴と基礎
 ・第4回講義(8/3)
　 果樹栽培の特徴と基礎
 ・第5回講義(8/24)
 　花き栽培の特徴と基礎
 ・第6回講義(8/31)
 　肥料に関する基礎知識と土づくりの基本
 ・第7回目講義（9/7）
 　病害虫の種類と生態、防除の基本
 ・第8回目講義（9/21）
 　農業経営の基礎及び実態と経営改善
 ・第9回目講義（9/28）
 　Uターン就農者の体験談、流通について

○アグリスクール（大阪会場）研修開講(8/24
～、研修生31名）
 ・第1回講義(8/24）
   Ｉターン者の体験談、就農に関する情報
 ・第2回講義（8/31)
 　高知県農業の特徴、環境保全型農業等
 ・第3回講義(9/7)
 　野菜栽培の特徴と基礎
 ・第4回講義(9/21)
 　果樹栽培の特徴と基礎
 ・第5回講義(9/28)
　 花き栽培の特徴と基礎

○東京会場受講者数　H24：21人→H25：43人

○大阪会場受講者数H24:12人→H25：31人

○東京会場で９回までの１回当たり平均受講者
数は３３名。受講率は７７％。

○スクーリングの参加予定者（９月３０日現在）
　１０月実施　６名
　１２月実施　３名

○アグリ体験塾長期研修の予定者（９月３０日
現在）
  ５名



１０月

１１月

１２月

１月

２月

○研修終了
・アグリスクール(東京会場）閉講(10/5)
　農業大学校研修課でのスクーリング（体験農
業）の紹介と実施（10/11～10/13）
・アグリスクール(大阪会場）閉講(11/16)
　農業大学校研修課でのスクーリング（体験農
業）の紹介と実施（12/13～12/15）

○研修修了生へのフォローアップ
　　　　・修了生への聞取調査、就農相談、
　　　　　ＤＭによる情報提供
　　　　・各種研修参加への調整等

                    ・新農業人フェアにて「こうちアグ
　　　　　　　　　　リスクール」PR

○アグリスクール（東京会場）
 ・第10回講義（10/5）
   就農に向けての心構え、就農相談、閉講式

○アグリスクール（大阪会場）
 ・第6回講義(10/5)
   肥料に関する基礎知識と土づくりの基本
 ・第7回講義（10/26）
   病害虫の種類と生態、防除の基本
 ・第8回講義（11/2）
   農業経営の基礎及び実態と経営改善
 ・第9回講義（11/9）
   Uターン就農者体験談、移住情報
 ・第10回講義及び閉講式（11/16）
   就農に向けての心構え、就農相談、閉講式

○スクーリング（窪川アグリ体験塾）実施
（10/11～13)
・農業機械の安全講習及び操作、UIターン就農
者視察、農作業体験
・東京会場から6名が参加（就農相談実施）

○スクーリング（窪川アグリ体験塾）実施
（12/13～15)
・農業機械の安全講習及び操作、UIターン就農
者視察、農作業体験
・東京会場から2名、大阪会場から6名の合計8
名が参加（就農相談実施）

○UIターン就農相談会（東京）でのPR（10/12)

○新農業人フェア（東京）でのPR(10/26)

○UIターン就農相談会（大阪）でのPR（11/10)

○アグリスクール受講修了生へのアンケート結
果
・「今後の就農に向け大きな判断材料となっ
た。」、「都会でこのような研修を受けられ大変
満足。」、「高知県の農業にさらに魅力を感じ
た。」、「移住情報を強化してほしい。」・・・等
※以上の回答を踏まえ今後のU・Iターン新規就
農者確保の強化に繋げていく。

○スクーリング（窪川アグリ体験塾）受講後の参
加者アンケート結果
・全体的に、「短期間ではあったが非常に有意
義な体験であった。」との感想。その他、「農業
機械を実際に操作したり、貴重な体験となっ
た。」、「農業、就農の厳しい現実が実感でき
た。」、「移住、就農に向け、何を考え何をすべき
かの輪郭が見えてた。」等
※スクーリング以後は農業大学校研修課の長
期研修や各市町村での研修・就農へのフォロー
が必要である。

○こうちアグリスクール修了生74名中、長期研
修生を2名確保

　

　　　　　　　　　　・高知県UIターン就職相談会に
　　　　　　　　　　て「こうちアグリスクール」PR

○スクーリング（窪川アグリ体験塾）実施（2/14
～16)
・農業機械の安全講習及び操作、UIターン就農
者視察、農作業体験
・東京会場から2名、大阪会場から1名の合計3
名が参加（就農相談実施）

○こうちアグリスクール修了生が四万十町の高
知ふるさと応援隊に採用決定(1名）

○こうちアグリスクール1期生から長期研修生を
確保(1名)。

○こうちアグリスクール3期生がれいほく未来に
就職決定(1名)。

３月

年度末
・研修生定員80名の確保
・スクーリング参加者15名以上の確保（昨年度7
名参加)

・研修生74名を確保し、その後のスクーリング
参加者及び長期研修生をほぼ目標どおり確保
することができた。
・スクーリング参加者17名を確保（昨年度より
10名増）
・長期研修生3名確保（うち1名は24年度アグリ
スクール受講者）

・ホームページを含むインターネットへの広告掲
載や、関東、関西で開催した就職相談等のイベ
ント参加による研修生募集PRが効果的であっ
た。
・今後も同様のPR活動を実施するとともに、より
効果的な広告手法を検討していく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 野村 （ 4516 ）

種別 経済  当初予算額 19,110千円 補正後予算額 18,652千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

・炭酸ガス施用実証ほ設置
　ナス：安芸市・室戸市、ピーマン：芸西村・土佐市、シシトウ：南国市・
　須崎市、キュウリ：高知市・須崎市・黒潮町、ミョウガ：須崎市・

  四万十町、ニラ：香美市・四万十町、トマト：日高村

・備品購入：環境測定装置(4台)、サーモグラ
フィー(2台)

・実証ほ等への環境測定装置炭酸ガス供給
装置の設置(8/21～）

・節油ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ実証ほ設置
　ナス：安芸市、ピーマン：土佐市、ユリ：土佐市、ミョウガ：須崎市

・炭酸ガス施用実証ほの調査開始（ナス）
　　温湿度、炭酸ガス濃度等施設内環境調査、生育・収量調査

・園芸戦略会議(9/4)が台風の影響で中止と
なり、県下16JAを巡回し、こうち新施設園芸シ

・ナス、ピーマン、シシトウ等の
定植が終了したものから生育調

・第1回PT会（西ﾌﾞﾛｯｸ：7/10 41名 環保ｾ、東
ﾌﾞﾛｯｸ：7/11 42名 農技セ）
・備品購入：環境測定装置(26台)、炭酸ガス
供給装置(12台)

事業概要・目的

<取り組み内容>
反収の増加、県下園芸農家の経営安定、規模拡大及び産地強化を図るため、農業技術センターと連携し、環境制御技術の確立・普及につなげる。
・県内主要７品目で、炭酸ガス供給装置を合計１４台導入し、炭酸ガス施用等、施設内の環境制御技術による増収効果を実証。
・ナス、ピーマン、ユリ、ミョウガで節油コントローラを合計６台導入し、省エネ効果を実証。
・品目別実証ほ現地検討会で新技術の普及啓発。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・実証ほ計画書取りまとめ、課題の検討
・実証内容、方法等を各関係機関と検討、取
りまとめ（農業技術センター、農業振興セン
ター、各品目別担当者会　4～6月）
・園芸戦略推進会議は日程調整ができず、第
1回目は中止となった。
・野菜研修を開催（6/20 農業技術ｾﾝﾀｰ）。
・PT会は生産者の都合で7月へ延期となっ
た。

・備品購入：サーモグラフィー(1台)

・H25年度実証ほ7品目、１４箇
所の設置場所、実証内容を決
定。

・野菜研修には210名が参加。

・園芸戦略推進会議：事業の実施計画等の協議

・PT会：炭酸ガス施用技術の情報共有
　（参集範囲：実証農家14戸、関係JA、各農振センター、農技センター、

　　産地・流通支援課　）

・野菜研修：炭酸ガス施用等、園芸施設内の環境制御技術
　（参集範囲：関係JA、各農振センター、農技センター、産地・流通支
　　援課　）

　

担当部局： 農業振興部産地・流通支援課

平成２６年　３月３１日
こうち新施設園芸システム推進事業 産地・流通支援課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・節油コントローラー現地検討会
　　　　　(ﾅｽ､ﾋﾟｰﾏﾝ､ﾐｮｳｶﾞ､ﾕﾘ )
・炭酸ガス施用実証ほ現地検討会（7品目･各1回）
　　　　　( ﾅｽ､ﾋﾟｰﾏﾝ､ｼｼﾄｳ､ｷｭｳﾘ､ﾐｮｳｶﾞ､ﾆﾗ､ﾄﾏﾄ )

・現地検討会の開催（ニラ：2/4､60名､香美市･
南国市　ピーマン：2/13､70名､芸西村） ・炭酸ガス施用後から2，3月の

期間は4品目において増収傾向
が出ている。しかし、トマト（フ
ルーツ）においては栽培方法の
違いもあり、効果が判然としな
い。また、ニラについては増収
傾向が出ているが、葉先の生
育障害が発生。ミョウガは収穫
が開始が遅いため、調査中。

・グループ実証の成績取りまとめ･技術マニュアルの作成
・グループ実証成績発表会
　（参集範囲：関係JA、各農振セ、農技セ、産地・流通支援課）

・現地検討会の開催（ピーマン：3/3､60名､土
佐市　シシトウ：3/5､50名､須崎市･南国市　ニ
ラ：3/7､60名､四万十町　ナス：3/11､50名､室
戸市　トマト：3/13､50名､佐川町　キュウリ：
3/14､50名､高知市　ミョウガ：3/18､70名､四万
十町、須崎市）
・第3回PT会の開催（3/6､20名､南国市）
・グループ実証中間成果発表会（3/19､南国
市）

　早期の技術確立（増収30%)とマニュアル化
　新技術の普及

・ナス、ピーマン、シシトウ、キュウリにおいて12
～2月の収量が対照ほに比べ10～30％増収効
果を確認。他品目についても調査を実施してい
る。

・炭酸ガス施用中止後（3月中旬以降）の生育調
査（通常は樹勢低下すると言われている）。
・トマト、ニラの原因分析。
・栽培終了後のマニュアル作成（7月）。

・炭酸ガス施用実証ほ現地検討会（6品目･各1回）
　　　( ﾅｽ､ﾋﾟｰﾏﾝ､ｼｼﾄｳ､ｷｭｳﾘ､ﾐｮｳｶﾞ､ﾆﾗ )

・炭酸ガス施用実証の開始(ミョウガ12/上～）
・節油コントローラー実証の調査開始（4ヵ所）
・第2回PT会（西ﾌﾞﾛｯｸ：12/4 20名 環保ｾ、東
ﾌﾞﾛｯｸ：12/11 35名 農技セ）

・PT会：実証データの分析・検討
　（参集範囲：関係JA、各農振セ、農技セ、産地・流通支援課）

・現地検討会の開催（ナス：1/20､60名､芸西
村･安芸市）

・炭酸ガス施用実証ほの調査開始
　　　( ﾋﾟｰﾏﾝ､ｼｼﾄｳ､ｷｭｳﾘ､ﾐｮｳｶﾞ､ﾆﾗ､ﾄﾏﾄ )

　　温湿度、炭酸ガス濃度等施設内環境調査、生育・収量調査

・節油ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ実証ほの調査開始
　　　(ﾅｽ､ﾋﾟｰﾏﾝ､ﾐｮｳｶﾞ､ﾕﾘ )

　　温度等施設内環境調査、重油消費量等ランニングコストの調査

・備品購入：炭酸ガス供給装置(2台)
・炭酸ガス施用実証ほの生育調査開始。
・炭酸ガス施用実証の開始(ナス：10/中～、シ
シトウ10/下～)。

 ・PT会：実証データの分析・検討
（参集範囲：関係JA、各農振セ、農技セ、産地・流通支援課）

・炭酸ガス施用実証の開始(ピーマン･トマト
11/上～、ニラ11/中～、キュウリ11/下～)。
・備品購入：節油コントローラー(6台)

　　温湿度、炭酸ガス濃度等施設内環境調査、生育・収量調査

・園芸戦略推進会議：こうち新施設園芸システムの報告
ステム推進事業等の取り組み経過と今後の
計画について説明、意見交換を実施。

査を開始。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福原 （ 3074 ）

種別 経済  当初予算額 7,708千円 補正後予算額 6,396千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

・継続地区（大豊町、仁淀川町、四万十町）の
集荷の開始
　　集荷対象：直販所向けの農産物、加工品
・計画地区以外での取組を啓発する（市町
村、JA等への事業説明会4/25）
・カラーピーマンを試験導入（四万十町）

・JAコスモスの集荷開始
　　集荷対象：ニラ、ピーマン等の園芸品目
　　鮮度保持対策に保冷車を導入
　
・ニラ、ピーマンの作付拡大（JAコスモス）
・新たな集荷拠点を開設（JAコスモス：吾北）

・25年度事業の開始（日付は交付決定日）
　㈱フードプラン（仁淀川町）　4/1～
　天界集落うまいもんクラブ（仁淀川町）　4/1
～
　JA四万十みどり市（四万十町）　4/1～
　JA土佐れいほく（大豊町）　5/1～
　JAコスモス　5/1～

・園芸作物の生産振興
　JA土佐れいほく：ホウレンソウ
　JAコスモス：ピーマン、ニラ
　JA四万十みどり市：カラーピーマン等

・市町村、JAへの説明会の開催4/25
　　東洋町、JA高知はた（十和地区）が事業
導入を検討中。

・県外に出荷する園芸野菜や、直販所向けの
農産物・加工品の集荷が始まった。
　JA四万十みどり市、JAコスモスは集荷エリア
が拡大された。
　JAコスモスは、保冷車の契約手続きが遅れた
ため、8月1日からの集荷開始

・新たな園芸品の導入や作付拡大が行われつ
つある。
　JA土佐れいほく、JAコスモスは、地域の振興
品目の新たな栽培者や既存農家の作付拡大が
図られつつある。
　JA四万十みどり市では、有望品目の試験導
入が行われつつある。

・新たな集荷拠点を開設（津野町、四万十町）
　簡易集荷施設の整備

・事業実施状況調査と取組主体、市町村との
意見交換、課題の抽出
　　集荷体制、集荷量、集荷拠点の利用状況
　　集落活動センターとの連携
　　有望品目の作付状況確認、中間評価　等

・意見交換結果をふまえて関係課と今後の取
組方法等を検討

・事業実施状況の確認と市町村、取組主体と
の意見交換（仁淀川町、ＪＡコスモス、ＪＡ四万
十みどり市、四万十町）
○作付拡大
　JAコスモス：ニラ12ａ、ピーマン9ａ等24ａ
　みどり市：三色ピーマン等
　大豊町：ホウレンソウ10ａ等
○保冷車による集荷で鮮度向上
　（ＪＡコスモス8/1～、ＪＡ土佐れいほく5/1～）
○課題、要望
　営農資材は栽培定着までの複数年の支援
　補助対象の拡大（集荷の委託経費）
　支援期間の延長（生産定着は３年以上必
要）

・JA土佐れいほく、JAコスモスは、園芸品目の
新たな栽培者や既存農家の作付拡大。JA四万
十みどり市では、有望品目が試験導入され直
販所の品揃えが豊富になった。

・保冷車で集荷したニラ等は市場事故が全くな
かった（ＪＡコスモス）
・市町村や取組主体の意見を参考に、事業内
容の充実を図る。

・新たな集荷拠点の開設が遅れている。
　津野町：10月申請予定

事業概要・目的

＜取組み内容＞
　中山間地域において、農家の庭先や拠点施設まで集荷する仕組みを構築、強化することで、地域にあった農産物の栽培面積の拡大、農家数と出荷量
の増加を図ることで、産地の維持と生産農家の所得向上につなげる。
①集出荷体制の構築・強化（集荷ルートの拡大､鮮度保持対策、新たな集出荷の仕組みづくり）
②園芸作物の生産振興（地域で振興する園芸品目の導入・作付け拡大）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

園芸品等生産・集荷力強化支援事業 産地・流通支援課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

①集出荷体制の構築・強化
　　集荷ルートの拡大
　　鮮度保持対策
　　新たな集出荷の仕組みづくり
②園芸作物の生産振興
　　園芸品目の導入・作付け拡大

①集出荷体制の構築・強化
　ＪＡ土佐れいほく、みどり市、うまいもんクラ
ブで集荷ルートが拡大した。
　ＪＡコスモスは保冷車による集荷、津野町は
集荷拠点を整備し、鮮度保持につながった。
　
②園芸作物の生産振興
　ＪＡコスモス、ＪＡ土佐れいほく、みどり市で
園芸品目や有望品目の導入・作付拡大が行
われ、集荷量の増加、直販所の棚揃えが豊
富になった。

①集出荷体制の構築・強化
・農家の出荷労力の軽減や、栽培管理の充実
につながることから、農家から支持を得ている。
・鮮度保持対策の徹底、集荷ルートの拡大、集
荷体制の継続に向けた取り組み等が課題。

②園芸作物の生産振興
　集荷ルートの拡大や鮮度保持対策によって、
作付拡大が誘導できている。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・事業の仕組みの検証と拡充検討

・芽キャベツ等、新品目の試験導入(四万十
町)

・JAコスモスの保冷車導入効果の検証
　　鮮度への評価、市場事故の有無　等

・作付拡大に向けた生産者募集(JAコスモス)

・事業実施状況調査
　　集荷体制、集荷量、集荷拠点の利用状況
　　集落活動センターとの連携
　　有望品目の作付状況確認
　　カラーピーマンの評価　　　等

・事業実施状況調査
○有望品目の作付状況確認
　みどり市：ニンジン等の秋～冬作が増加
　大豊町：スナップエンドウの作付が増加
　JAコスモス：ＪＡ広報で作付拡大者を募集
　　　　　　　　　（26年度ピーマン３戸、10a等）
○ＪＡコスモスの保冷車導入効果の検証

・次年度に向けた要望調査とヒアリング
　全ての地区が継続を希望。
　新たな希望は３地区。

・JA土佐れいほくは、園芸品目の新たな栽培者
や既存農家の作付拡大。JA四万十みどり市で
は、有望品目が試験導入され直販所の棚揃え
が豊富になった。、JAコスモスは、26年度に
ピーマン、加工用葉ワサビの作付が拡大する
予定。

・保冷車の導入は、高い鮮度保持効果があっ
た。

・補助事業終了後も集荷体制が継続できるよ
う、生産振興による集荷量を増やす取り組みが
不可欠。

・事業実績の確認
　　集荷戸数、量、販売額の変化
　　園芸品目の導入実績（面積、集荷量）等

・有望品目の作付状況確認
　みどり市：ツクネイモなどの作付が増加

・新たな集荷拠点の開設（津野町：３月）

・26年度の補助金交付要綱の改正

・事業実績の確認
　　集荷戸数、量、販売額の変化
　　園芸品目の導入実績（面積、集荷量）等

・四万十町で予定していた集荷拠点の整備は、
土地の権利調整ができず断念した。

・補助金交付要綱の改正
　補助事業終了後も集荷体制を継続するため
の取り組み計画と実績の提出を義務化。

・作付拡大に向けた生産者の募集（四万十
町）

要）
　夏場の鮮度保持対策に予冷車が必要

　津野町：10月申請予定
　四万十町：11月設置予定

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 五百蔵 （ 3071 ）

種別 経済  当初予算額 3,522千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

・商談会に向けた東京丸高花き協議会（以下
協議会）との検討
・高知フラワーアドバイザー（以下アドバイ
ザー）の活動の検討
・普及指導員等との取組の共有
・アドバイザーの委嘱

・商談会出展に向けた産地への説明会

・商談会開催に向けた協議会への委託契約

・商談会に向けた協議会との検討　（随時）

・協議会臨時総会（5/8）
　「高知の花」展示商談会実行委員会の立ち
上げ
・実行委員会の開催による検討（1回）
・商談会出展に関する説明会（5月～6月）
・普及員担当者会での情報共有（4/25）
・アドバイザーの委嘱（4月12日）及び活動内
容の検討
・園芸連販売検討会でアドバイザーによる講
演（6/21）
・アドバイザーとの産地交流会開催（6/22）

・商談会実施に向け、協議会臨時総会で承認を
得て、実行委員会を設置し取り組むこととなっ
た。アドバイザーも委員として参加し、検討した
結果、特に産地での取組の強化に努めることと
なった。

・アドバイザーの委嘱を行い、年間計画を策
定。まずは１産地でモデル的に実施することと
し、取組を開始した。（JA土佐あき芸西支所）

・商談会の出展者募集
・「高知の花出前授業」（以下出前授業）の実
施（大阪）
・アドバイザーを活用した産地交流

・スーパーよさこいでの展示ＰＲ

・協議会との委託契約締結（8/1）
・協議会通常総会による事業化（9/9）
・実行委員会による検討（3回）
・普及員担当者会での情報共有（8/5）
・商談会出展者募集（7/25～8/23）
　実行委員会によるフォロー
　個人出荷者への説明
・スーパーよさこいでの展示ＰＲの実施
（8/24,25）
・アドバイザーとのＰＲ、産地交流に関する検
討
・大阪での出前授業開催に関する検討

・商談会に向けた契約を締結し、開催日、開催
場所を決定。

・出展者数について、実行委員会のフォローも
あり、21件の事業主からの出展の申込みが
あった。

・スーパーよさこいではグロリオサをPRし、昨年
以上に好評であった。

・大阪の出前授業は10/30に開催することとなっ
た。

事業概要・目的

　高知県フェア等と連携した高知県産花きの販促PRや、実需者（花屋等）に対して出前授業を実施し、高知県のファンになってもらい消費拡大を図る。ま
た、関東地区に高知花きアドバイザーを試行的に設置し、イベントや商談会等で高知県産花きの有効なＰＲ活動や、丸高花き協議会と連携し「高知の花」
展示商談会を開催し販売の強化に繋げる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

高知の花き総合ＰＲ事業 産地・流通支援課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・アドバイザーを活用した効果的なPRによる
「高知の花」の発信
・商談会実施による販売の強化（新規成約10
件）

・アドバイザーとの産地交流会では、生産者
が見落としがちなＰＲポイントの発見、改善が
図られるなど充実した活動となった。
・商談会による成約件数は22件で、目標を上
回り、産地の自信にも繋がる効果的なＰＲ・販
売となった。

・商談会は他地区での開催の要望もあり、今後
の実現に向けた検討が必要。
・関東地区での出前授業は大阪地区の事例か
ら、実需者の集まる会とのマッチングの検討が
必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・アドバイザーを活用したＰＲ方法の調査、検
討
・「高知のこだわり青果市in東京」での展示ＰＲ

・出展者事前説明会

・アンテナショップ等を活用した展示ＰＲ

・実行委員会による検討（4回）
・大阪での出前授業開催(10/30)

・アドバイザーとＰＲ、産地交流に関する検討
・アドバイザーとの産地交流会開催（11/7）
・商談会出展者事前説明会、
　アドバイザーによる研修会（11/8）

・商談会へのバイヤー等参加者の募集開始
（12月～）
・まるごと高知での展示ＰＲの実施（12/23,24）

・大阪での出前授業は市場・実需者との情報交
換も深まり充実したものとなった。

・アドバイザーとの産地交流会は、今後のＰＲや
商談会の充実に向け意見交換を行い、具体的
な取り組み方法を絞り込んだ。

・出展者事前説明会では、効果的な商談につい
てアドバイザーが研修を行い、商談ツール・マ
ナー等のレベルアップに努めた。

・まるごと高知でのＰＲ（ブルースター）はアドバ
イザーの支援により、まるごと高知としては初と
なる花のＰＲ販売を行い、好評で効果的であっ
た。

・「高知の花」展示商談会
・「高知のこだわり青果市in大阪」での展示ＰＲ

・アドバイザーを活用した産地交流
・「横浜赤レンガ倉庫」イベントでの展示ＰＲ
・出前授業（東京）の実施

・商談会成約状況調査

・「高知の花」展示商談会の実施(1/27）
・実行委員会による取り組みの反省（1回）
・商談会出展者反省会(2月～）
・商談会成約状況調査(3月）
・「横浜赤レンガ倉庫」(2/7～9)、「神戸ハー
バーランド」(2/14～16)イベントでの展示ＰＲ
・大田市場での展示ＰＲの実施（1/31）
・アドバイザーとＰＲ、産地交流に関する検討
・アドバイザーとの産地交流会（3/13,14）

・商談会は約200名のバイヤー等を迎え盛況に
実施する事ができた。
・出展者反省会は個別に巡回する形で実施。商
談成約状況は3月上旬現在で22件、今後成約
がありそうなものが18件となっている。
・アドバイザーとの産地交流会は、年間活動の
反省(芸西）と次年度の取り組み(土佐市)につい
て意見交換を行い活動の充実を図った。
・大田市場でのＰＲ（ブルースター）はアドバイ
ザーの助言により実施し、産地が見落としがち
なポイントを改善し、さらなる消費の拡大が期待
できる活動となった。

・大阪での出前授業開催に関する検討 た。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 井上 （ 4537 ）

種別 経済 当初予算額 12,800千円 補正後予算額 17,020千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

６次産業化推進事業 地域農業推進課

事業概要・目的

　本県農業の活性化を図るためには、農産物の付加価値を高め、より所得を確保できる取組にシフトしていく必要がある。このため、従来の生産活動中
心の支援に加え、農業者が、農産加工等により地域資源の付加価値を高め、所得向上や雇用創出につながるよう取組を支援・強化する。
　そのため、６次産業化をリードする人材の育成、地域資源の活用による付加価値化の取組、農業者等の生産から加工、販売までの取組を行い、地域資
源の付加価値向上による雇用創出、農家の所得向上、農村地域の活性化に取り組む。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

□６次産業化推進事業
　・６次産業化推進研修会の開催（4月～5月）
　　➥県内５地域（６次産業化による地域の
      活性化、国・県の支援策等）
■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー
　　➥公募型プロポーザルの実施（４月）
　　➥契約（5月）
　　➥研修生の募集・決定（6月）
　　➥スタートアップセミナーの開催（6/6）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会（4月、6月）
　・農産物加工相談会の開催
　　➥四万十市会場（5/20）
       高知市会場（5/28）
◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置（6月）

□６次産業化推進事業
・６次産業化推進研修会の開催
　4/22　四万十市
　4/23　安芸市
　4/26　四万十町
　4/30　南国市
　5/1    佐川町
■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー（5/17　委託契約）
　・スタートアップセミナーの開催（6/6　130名）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会の開催（4/15）
　・農産物加工相談会の開催
　　（5/28　出展：１３事業者）
◆伝統作物活用実証事業
　・実証ほ設置：ひがしやま用ｻﾂﾏｲﾓ（四万十市）

□６次産業化推進事業
〔成果〕
・６次産業化推進研修会を５地域で開催し、201名が
参加
〔課題等〕
・研修会参加者をはじめ地域で６次産業化に取り組
む人材の継続的な発掘、育成

■農業創造人材育成事業
〔成果〕
・入門コース９グループ、応用・実践コース７グループ
により農業創造セミナーがスタート
〔課題等〕
・参加グループの課題解決と成果発表会に向けた、
農業振興センター、地域支援企画員等のフォローアッ
プ

◇マッチング支援事業
〔成果〕
・相談会の出展事業者のうち９事業者で加工事業者
等との商談等があり、６事業者で青果、加工品の出
荷等に繋がる
〔課題等〕
・出展事業者へのアンケート調査等により、活動状況
を把握し、支援チーム会を中心とした、支援を継続

◆伝統作物活用実証事業
〔成果〕
・４地区で実証ほを設置（７品目）
〔課題等〕
・品種の選定、栽培技術の確立、加工技術の確立等

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナーの開催
　　〔入門コース〕
　　　講座（7月）、現地研修（9月）
　　〔応用・実践コース〕
　　　講座（7月、8月、9月）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会（8月）
◆伝統作物活用実証事業
　　・展示ほ設置（9月）

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナーの開催
　〔入門コース〕
　　・参加グループ：９グループ（31名）
　　・セミナーの開催（7/23、9/25～26）
　〔応用・実践コース〕
　　・参加グループ：７グループ（21名）
　　・セミナーの開催（7/4、7/30、8/30）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会の開催（7/8、9/3）
◆伝統作物活用実証事業
　・実証ほ設置運営：４地区７品目
　　ｿﾊﾞ（本山町）、

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・農業創造セミナー受講：２０グループ
　　　　　　　　　　　　　　〔入門コース〕１０
　　　　　　　　　　　　　　〔応用・実践コース〕１０
・伝統作物の実証：４地区７品目

・農業創造セミナー修了：１５グループ
　　　　　　　　　　　　　　〔入門コース〕８
　　　　　　　　　　　　　　〔応用・実践コース〕７
・伝統作物の実証：４地区７品目

・農業創造セミナー：成果をあげていくためには一定レベルの
グループの掘り起こしと効果的な研修のための参加人数の
制約もあるため、受講グループ数については検討が必要
・伝統作物の実証：伝統作物の掘り起こしに関心が高まって
おり、実証地区は増やす方向で検討

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　ｿﾊﾞ（本山町）、
　　大平ｶﾌﾞ・田村ｶﾌﾞ（越知町・仁淀川町）、
　　高菜・大根・ｶﾌﾞ（四万十町）、
    ひがしやま用カンショ（四万十市）

□６次産業化推進事業
　・情報共有会議の開催（12月）
■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー
　　〔入門コース〕
　　　活性化計画作成（11月）
　　〔応用・実践コース〕
　　　現地研修（10月）、講座（11月）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会（10月、12月）
◆伝統作物活用実証事業
　・研修会（10月）
○総合的支援
　・６次産業化サポートセンターの設置
                                     （12月～3月）

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナーの開催
　〔入門コース〕
　　・個別指導：３グループ（11/12、11/14)
　　・セミナーの開催（11/13）
　〔応用・実践コース〕
　　・セミナーの開催（11/29、12/27）
　　・サブアドバイザーによる個別指導
　　　：２グループ（12/4、12/18）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会の開催（11/19）
◆伝統作物活用実証事業
　・実証ほ運営・調査：４地区７品目
○総合的支援
　・６次産業化サポートセンター設置（運営
　　委託　12/1～3/31）

□６次産業化推進事業
〔成果〕
・６次産業化サポートセンターの設置、ネットワーク会議の開
催など６次化に関する情報提供の強化により、相談案件は増
加傾向にあるなど関心の高まりが見られる。
〔課題等〕
・地域で６次産業化に取り組む人材の継続的な発掘、育成及
び地域本部等関係機関との連携強化

■農業創造人材育成事業
〔成果〕
・入門コース８グループ、応用・実践コース７グループがセミ
ナーを修了
・応用・実践コースでは商品化（１件）、首都圏小売店でのテ
スト販売（１件）、直販所での改良商品販売開始予定（２件）な
ど一定の成果も見られる。
〔課題等〕
・参加グループが作成した事業計画書の実現に向けたフォ
ローアップ
・次年度セミナー受講生の掘り起こし

◇マッチング支援事業
〔成果〕
・相談会の１３出展事業者のうち２事業者が県内加工業者に
原材料供給を開始（トマトジュース、キムチの材料）
〔課題等〕
・支援チーム会を中心とした出展事業者や相談案件に関する
情報共有と支援を継続

◆伝統作物活用実証事業
〔成果〕
・４地区で実証ほを設置（７品目）、研修会の開催やレストラン
での賞味会の開催などにより注目が高まり、特に仁淀川地
区のカブについては次年度に向け、増産と集荷体制の検討
が始まる。
〔課題等〕
・安定生産のための栽培技術の実証、商品性のある品目の
掘り起こし等

■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナー成果発表会（1月）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会（2月）
◆伝統作物活用実証事業
　　・採種ほ検討会（2月）

□６次産業化事業
　・情報ネットワーク会議の開催（2/21、66名）
■農業創造人材育成事業
　・農業創造セミナーの開催
　・成果発表会の開催（1/30、129名参加）
　・サブアドバイザーによる現地指導
　　：２グループ（2/13、2/26）
◇マッチング支援事業
　・支援チーム会の開催（3/20）
◆伝統作物活用実証事業
　・伝統作物活用研修会（1/10、94名参加）
　・試食会開催支援（1/10、1/11、2/24、
　  計150名参加）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 入野 （ 4810 ）

種別 経済  当初予算額 23,535千円 補正後予算額 16,328千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

レンタル畜産施設等整備事業 畜産振興課

事業概要・目的

○事業目的
　　第2期産業振興計画の中で、地産地商、外商による販路拡大、拠点作りを継続するとともに、畜産物の生産基盤を維持・拡大・強化するため、新規
　就農や規模拡大に要する畜産施設等の整備を図る。
○事業内容
　　畜産物生産基盤の維持・拡大・強化を図るため、市町村又は農業協同組合が行うレンタル畜産施設等の整備を支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○補助金交付要綱・事業実施要領の策定

○事業説明会の開催

○地域事業推進協議会による審査

○事業実施状況の確認（第１回）

○補助金交付要綱・事業実施要領の制定

○事業説明会の開始（6/10～）

○交付申請書、事業実施計画書の提出

○事業採択委員会の開催
○事業採択

○計画の承認及び補助金交付決定（随時）

○事業の課題及び要望の聞き取り（各農協）

○事業実施状況の確認（当初計画と申請状

○H26年度予算要望調査

○事業要望及び課題調査（各家保）

○地域事業推進協議会開催（梼原）

○事業主体であるJAとの調整に不測の日数を
要した。各JAとも事業実施自体の同意はいた
だき、今後は個別事業の審査に移っていく。

○本年度は地域事業推進協議会の審査が完
了した地区から、順次事業採択委員会を開催
し、速やかに事業実施が図れるようにする。

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○事業実施状況の確認（当初計画と申請状
況を確認し各市町村と調整）

　新規農家２か所、規模拡大５か所で、土佐
はちきん地鶏5,000羽、乳用牛５頭、肉用牛
（繁殖）３１頭、肉用牛（肥育）１７頭の増羽、
増頭を図る。

　新規農家1か所、規模拡大3か所で乳用牛
11頭、肉用牛（繁殖）34頭の増頭。

　新規農家の就農支援。特に畜産経験のない
者が就農しようとした場合の研修体制などの確
立が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○事業内容及び予算要求額等の検討

○事業完了検査の実施（実績報告のあったも
のから随時対応）

○事業実施状況の確認（事務手続き・現場の
進捗状況の確認）

○第1回事業採択委員会（10/10）

○地域事業推進協議会開催（梼原町・土佐
町）
○第2回事業採択委員会（11/18）
○梼原町交付決定通知（11/27）

○地域事業推進協議会開催（安田町）
○第3回事業採択委員会（12/16）
○梼原町変更交付決定通知（12/26）
○室戸市及び関係機関と事業着手に向けた
打合せ

○事業主体における意思決定の機会が、月１
回しかないため、調整に時間をかけないよう連
携を図る必要がある。　本年度は、特にこの部
分での調整に不測に時間を要したため、次年
度以降の課題である。

○事業実施状況を基に、次年度以降の対策
を検討して事業内容の変更を協議（市町村・
農協）

○H25事業の確定

○梼原町現地確認（1/7）
○土佐町交付決定通知（1/21）
○安田町交付決定通知（1/24）

○梼原町実績報告提出（2/22）

○梼原町確認検査（3/5）
○安田町、土佐町実績報告提出
○安田町、土佐町確認検査（3/31）

○本年度着手予定の室戸市（はちきん地鶏）の
着手が、関係機関の協議により次年度以降に
先送りとなった。営農予定者が、他業種からの
新規農家であったため、飼育可能かどうかも含
めた検証ができないというのが主な理由であ
る。
　今後、新規農家に対する支援体制を検討する
必要がある。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 豊永 （ 4566 ）

種別 当初予算額 215,000千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

地震対策 　

担当部局： 農業振興部
平成26年3月31日

震災対策農業水利施設整備事業 農業基盤課

事業概要・目的

　万が一決壊すれば下流の人家や公共施設等に被害を及ぼす恐れがある「防災上特に重要なため池」（123箇所）のうち、堤高15m以上のため池（17箇
所）については、ダムの設計基準を準用し、大規模地震に対する耐震性の検証を推進している。
　このうち、改修の予定がないため池（10箇所）について本事業により耐震性の検証を実施する。（残る7池は改修に併せて、順次耐震性の検証を実施。）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　本業務の予算（国100％）は、H24補正予算で
あり繰越不可能であるため、入札不調の7箇所
については、想定される最大級の地震動の設
定までの業務とする。

　情報収集の結果、測量・地質調査業務を解析
業務と一体に実施したほうが業務内容に沿った
調査ができることが判明したため、一体的な発
注とした。

農業振興センターとの検討会開催

業務仕様書の作成

見積り依頼

入札

契約

測量・地質調査業務

の

設計積算

国及び他県からの情報収集

解析業務の

設計積算

契約

入札

想定される

最大級の

現況測量

地質調査

既存資料

農業振興センターとの検討会開催

(4/18)

国及び他県からの情報収集

業務仕様書の作成

見積り依頼(6/5～6/20)

見積書による設計積算歩掛り作成

設計積算

入札

契約

（3箇所）

不調

（7箇所）９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
　ため池の大規模地震に対する耐震性の検
証結果を取りまとめ、改修の必要性の基礎資
料を得る。

　10箇所のうち３箇所については必要な成果
が得られたが、７箇所については26年度にシ
ミュレーションを実施する。

　全国的な公共事業の多発により、不調が相次
ぎ当初予定どおり契約できなかったため、26年
度は早期発注する必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　入札不調の７箇所については、測量・地質調
査業務と地震動の設定を分割発注することによ
り、全て契約できた。

　９月に契約済みの３箇所については、必要な
成果が得られた。
　入札不調の７箇所については、地震動の設定
までは実施できたため、26年度にシミュレーショ
ンを実施するための予算（国100%)を25補正予
算により確保した。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

地震動の

設定

シミュレーション

報告書の作成

既存資料

収集整理

等

（3箇所） （7箇所）

現況測量

地質調査

既存資料

収集整理

想定される最大

級の地震動の設

定

シミュレーション

報告書の作成

設計積算

入札

契約

現況測量

地質調査

既存資料

収集整理

想定される最大

級の地震動の設

定



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます林業振興・環境部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 森づくり推進課 森林整備公社助成事業費 ー 784,388

2 森づくり推進課 林業労働力確保支援センター事業費 経済 95,073

3 林業改革課 自伐林家等支援事業費 経済 43,640

4 林業改革課
緊急間伐総合支援事業費
（公益林保全整備事業）

経済 100,000

5 林業改革課 森林資源再生支援事業費 経済 30,330

6 林業改革課 森の工場活性化対策事業費 経済 321,905

7 木材産業課 県産材加工力強化事業費 経済 75,000

8 木材産業課 県産材外商推進対策事業費 経済 42,329

9 木材産業課 こうちの木の住まいづくり助成事業 経済 212,710

10 木材産業課
木質資源利用促進事業費
　(債務負担行為含む）

経済 356,638

3,480,309

11 新エネルギー推進課 こうち型地域還流再エネ事業主体出資金 経済 170,000

12 環境共生課 生物多様性地域戦略策定事業費 ー 8,348

13 環境対策課 災害廃棄物処理対策事業費 地震対策 15,047



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 種田光伸 （ 4814 ）

種別 　  当初予算額 784,388 補正後予算額 777,824 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・公社第10期経営計画に基づく年度計画の達成
・既往借入金の支払利息を除いた事業活動収支の黒字化の
　達成

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆定期的に公社と経営改革の
進捗管理を実施
　・定期協議等　7回実施
　　（4月、7月、9月（2回）、11月、
　　　12月、1月）

事業概要・目的

　　「高知県森林整備公社経営改革プラン」に基づき、策定した公社の第10期経営計画（Ｈ24年度～Ｈ28年度）の着実な実行に公社と連携して取り組む。
　また、公社が「第10期経営計画」で掲げた既往債務の元利償還を除く事業活動収支の黒字化維持を支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

森林整備公社助成事業費 森づくり推進課

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 

◇第10期経営計画の着実な実行  

（達成状況） 

･契約 

･変更協

議に応じ

るかの意

向調査後

に個別訪

問の実施 

･分収割

合の変更 

･非経済

林の契約

解除 

･県補助単価

公表後、入

札実施 

･件数が多い

ため2回に分

けて入札 

･契約 

･契約 

第1回入札 

利用間伐 主伐 

設計 

事業完了 

･入札案内 

事業完了 

調査完了 

H26年度主伐

地調査 

第1回入札 

事業発注 

第2回入札 

事業発注 

協定締結 

施業実施 

契約変

更・解除 
分収林の一部

を施業管理委

託 

個別訪問 

意向調査 

調査完了 

H26年度施業地

調査 

森林経営計画

作成 

◇第10期経営計画の着実な実行  

主伐 

第2回入札 

(8月29日) 

第3回入札 

(9月12日) 

利用間伐 

第1回入札 

(5月23日) 

第2回入札 

(6月26日) 

第6回入札 

(8月22日) 

協定締結 

調査完了 

H26年度施業地

調査 

施業実施 

森林経営計画

作成 

契約変

更・解

除 

意向調査 

個別訪問 

分収林の

一部を施

業管理委

託 

･入札案

･入札案

･入札案

･入札案

調査完了 

H26年度主伐

地調査 

設計 

･契約 

･契約 

第3回入札 

(7月5日) 

･契約 第4回入札 

(7月30日) 

第1回入札 

(７月31日) 

･契約 

･契約 

第5回入札 

(8月8日) 

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 

・事業体の入札辞退等により、

利用間伐が年度計画の半分

にとどまったため、次年度に

向けて、早期発注等により確

実な事業執行と収益確保を指

導する。 

◇第10期経営計画の着実な実行  

･契約 

･変更協

議に応じ

るかの意

向調査後

に個別訪

問の実施 

･分収割

合の変更 

･非経済

林の契約

解除 

･県補助単価

公表後、入

札実施 

･件数が多い

ため2回に分

けて入札 

･契約 

･契約 

第1回入札 

利用間伐 主伐 

設計 

事業完了 

･入札案内 

事業完了 

調査完了 

H26年度主伐

地調査 

第1回入札 

事業発注 

第2回入札 

事業発注 

協定締結 

施業実施 

契約変

更・解除 
分収林の一部

を施業管理委

託 

個別訪問 

意向調査 

調査完了 

H26年度施業地

調査 

森林経営計画

作成 

◇第10期経営計画の着実な実行  

主伐 

第2回入札 

(8月29日) 

第3回入札 

(9月12日) 

利用間伐 

事業完了 

第4回入札 

(11月28日) 

第1回入札 

(5月23日) 

第2回入札 

(6月26日) 

第6回入札 

(8月22日) 

協定締結 

事業完了 

調査完了 

H26年度施業地

調査 

施業実施 

森林経営計画

作成 

契約変

更・解

除 

意向調査 

個別訪問 

分収林の

一部を施

業管理委

託 

･入札案

･入札案

･入札案

･入札案

調査完了 

H26年度主伐地調

査(1月～3月） 

設計 

･契約 

･契約 

第3回入札 

(7月5日) 

･契約 第4回入札 

(7月30日) 

第1回入札 

(７月31日) 

･契約 

･契約 

（達成状況） 
・年度計画の達成状況 

 主伐：7団地、142ha 

     うちクヌギ林2団地、12ha 

 利用間伐：198ha契約 

 施業管理委託：2団地、123ha 

 契約変更：58件同意 

      うち38件契約変更 

・既往借入金の支払利息を除いた事業活動収支の黒字 

 化の達成 

第5回入札 

(8月8日) 

第5回入札 

(3月4日) 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下・深田 （ 4571 ）

種別 経済  当初予算額 95,073 補正後予算額 57,476 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・林業技術者研修の開催　　　１６講座
・林業技術者研修参加者　　　 ８４５名
・認定事業体の雇用改善指導　 ４７事業体

・林業技術者研修の開催　　　１４講座
・林業技術者研修参加者　　　 １，０１５名
・認定事業体の雇用改善指導　 ４５事業体

・車両系木材伐出機械等による労働災害の防止を図
るため、労働安全衛生規則の一部が改正（Ｈ25.11.29
公布）され、これを受け、車両系木材伐出機械等の特
別教育を準備したが、実技の開催を調整するには期
間が短く、学科のみの実施となった。
・学科研修は、実技経験を有し実技研修を免除され
る者を対象として、県内２か所（香美市と四万十市）
で開催した結果、計画よりも研修参加者が増えた。
・今後とも、センターにおける技術研修を充実させる
とともに、Ｕ・Ｉターン説明会や林業職場体験教室など
を通じて、若い新規就業者を増やすよう取り組んでい
く。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（東京都：10月上旬）

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会
　（愛知県、大阪府：11月上旬）
(1)②就業相談会パンフレットの作成
及びパンフの配布、広報等（11月中旬）

(1)補助金概算払（第3回）

(1)②U・Ｉターン説明会（東京都：10/12）

(1)補助金概算払（第4回）11/5
(1)②U・Ｉターン説明会（愛知県：11/9）
(1)②U・Ｉターン説明会（大阪府：11/10）
(1)③先進事業体現場技術者派遣研修（～3
月）→（2月～3月）
(1)②就業相談会パンフレットの作成及びパン
フの配布、広報等（さんSUN11/5提出、1月号
掲載／コンビニ配布11/21応募、1月中配置
／高新12/17提出（幡多開催分）、2/1朝刊）
(3)委託料概算払（第4回）12/27

(3)委託料概算払（第3回）

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会

　（東京都、大阪府：１月中旬以降）

(1)②林業職場体験教室・就業相談会

　（2月上旬）

(1)(2)(3)完了検査

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（東京：1/18）
(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（大阪：1/25)

(1)②林業職場体験教室の開催（2/13、14）
(1)②林業就業相談会(香美市：2/15)
(1)③先進事業体現場技術者派遣研修（香美
市：2/17～21）

(1)②林業就業相談会(四万十市：3/8）
(1)③先進事業体現場技術者派遣研修（三原
村：3/10～14）
(1)(2)(3)完了検査（3/31）

(3)委託契約締結（～3月）
(2)改善計画事前審査業務の委託契約締結：
事前審査の開始（～3月）
(1)要綱改正、補助金交付決定
(3)林業事業体の指導・相談（～2月）
(1)①林業技術者養成研修（～1月）

(1)補助金概算払（第1回）

(3)委託料概算払（第1回）
(1)②高校訪問（～6月下旬）
(1)③要望調査

(3)委託契約締結（4/1～3/31）
(2)改善計画事前審査業務の委託契約締結：
事前審査の開始（4/10～3/26）
(1)要綱改正、補助金交付決定（4/17、4/24）
(3)林業事業体の指導・相談（4/1～3月）
(1)①林業技術者養成研修（4/24～1月）
(3)委託料概算払（第1回）4/25

(1)補助金概算払（第1回）6/3

(3)委託料概算払（第2回）6/28

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（兵庫県：7月上旬）
(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（神奈川県：7月中旬）
(1)②林業労働力育成協議会（7月中旬）
(1)②高校生林業技術研修（～8月中旬）
(1)補助金概算払（第2回）

(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（高知市：8月中旬）
(1)③先進事業体現場技術者派遣研修（～3
月）
(1)③高校生林業職場体験

(3)委託料概算払（第2回）

(1)高校訪問（7/2～7/12）
(1)②Ｕ･Ｉターン説明会（兵庫県：7/6）
(1)補助金概算払（第2回）7/18
(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（神奈川県：7/20）
(1)②林業労働力育成協議会（7/30）
(1)②高校生林業技術研修（7/29～8/2、8/12
～8/16）
(1)③高校生林業職場体験（8/10）
(1)②Ｕ・Ｉターン説明会（高知市：8/15）
(1)③要望調査

(3)委託料概算払（第2回）9/24

・先進事業体現場技術者派遣等研修の掘り起
こし（ブロックごとの事業説明会を開催　9/18～
9/27）

事業概要・目的

　「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき設置された林業労働力確保支援センターの事業に対して助成し、林業労働力の確保のための支援
体制を整備する。
　(１)林業労働力確保支援センター事業費補助金
　　　①林業技術者養成研修
　　　②雇用情報ネットワーク推進事業
　　　　　高校訪問、Ｕ・Ｉターン説明会、林業労働力育成協議会、高校生林業技術研修、就業相談会パンフレットの作成、林業職場体験教室・就業相談会
　　　③先進事業体現場技術者派遣等研修
　(２)労働環境改善計画事前審査業務委託
　(３)新規就業者職業紹介アドバイザー業務委託

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

林業労働力確保支援センター事業費 森づくり推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （達成状況） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉門 （ ３１４６ ）

種別 当初予算額 43,640千円 補正後予算額  

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・小口素材搬入支援事業　取扱量　４，０００㎥
（内、チップ材　１，０００㎥）
・森林整備支援事業
　搬出間伐　　　８０ｈａ
　保育間伐　　１００ｈａ
　作業道　　５，０００ｍ

（達成状況）
・小口素材搬入支援事業　取扱量　４，６００㎥
（内、チップ材　７６０㎥）
・森林整備支援事業
　搬出間伐　　　４０ｈａ
　保育間伐　　１８４ｈａ
　作業道　　６，１７６ｍ

（要因分析、課題等）
　 搬出間伐については、雪の影響等により事業
の進捗が遅れ、年度内の申請が困難となり、計
画量を下回る結果となったが、その他のものに
ついては概ね計画どおり事業の実施がなされ
た。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①２－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
②２－四半期実績取りまとめ
③平成２５予算調整
④平成２６年度要望調査
⑤平成２６年度予算編成

⑥ 第3回要望調査

・２－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・２－四半期実績取りまとめ
・平成２５予算調整

・平成２６年度予算編成

・第3回要望調査（12.4）

・市町村広報誌掲載（11月掲載）３市町村

①３－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
②３－四半期実績取りまとめ

③ 第4回要望調査

④ ４－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
⑤ ４－四半期実績取りまとめ
⑥ 平成２５年度要綱、要領等の改正準備

・３－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・３－四半期実績取りまとめ

・第4回要望調査（1.30)

・４－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・４－四半期実績取りまとめ

・市町村広報誌掲載（3月掲載）２町村

① 担当者会
② 事業ＰＲ及び要望
③ 市町村広報誌掲載依頼

④ 各事務所の要望取りまとめ、事務所配分と
予算令達

・事業ＰＲ…県庁ＨＰ掲載（4.16）
・市町村広報誌掲載依頼（4.16）
・各林業事務所に対して要望量調査及び取り
まとめ（4.18）
・林業振興・環境部（間伐）担当者会（4.26）

・間伐推進計画等説明会（6.7・10・12）におい
て、自伐林家等支援事業に関する情報共有及
び協力を要請（34市町村・23森林組合等）

・事業実施計画書の承認（6.25)

・市町村広報誌掲載（5月掲載）１町

・市町村広報誌掲載（6月掲載）６市町村

① １－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）

② １－四半期実績取りまとめ

③ 第2回要望調査
④ 林業関係機関誌へのＰＲ掲載

・１－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・１－四半期実績取りまとめ
・出先林業事務所担当者会（7.30）において、
自伐林家等支援事業に関しての情報共有

・再要望調査（8.6）
・林業関係機関誌（ネットワークとさ公社の森第
11号）へＰＲ掲載

・事業実施計画書の承認（9.4)
・林業関係機関誌（樹海９月号）へＰＲ掲載
・平成２６年度要望調査（9.20）
・市町村広報誌掲載再依頼（9.24）

・市町村広報誌掲載（7月掲載）２町
・林業機関誌へ掲載（公社の森：７月発行）

・市町村広報誌掲載（8月掲載）４市町

・市町村広報誌掲載（9月掲載）２市町
・林業機関誌へ掲載（樹海：９月発行）

事業概要・目的

【目 的】
　中山間地域に生活する自伐林家等が日々の山仕事で集めた間伐材を小口でも売ることのできるシステムを確立し、森林所有者の所得向上を図るとともに、
意欲をもって生産活動を続けることを目的とする。
【内 容】
　(1)小口素材搬入支援事業（補助率：2～6千円/m3）、(2)森林整備支援事業　①搬出間伐実施事業（補助率：定額 183,000円/ha、採択要件：7～12齢級）、②
保育間伐実施事業（補助率：定額 80,000円/ha、採択要件：3齢級～）、③作業道整備事業（補助率：（開設）500～1,500円/m、作業ポイント55,000円/箇所　等）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

自伐林家等支援事業費 林業改革課



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉門 （ ３１４６ ）

種別 当初予算額 128,960千円 補正後予算額  

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・公益林保全整備事業
　　保育間伐　１，２５０ｈａ

（達成状況）
・公益林保全整備事業
　　保育間伐　１，２５０ｈａ

（要因分析、課題等）
　森林環境税のＰＲ活動により、当初の目標どお
り、保育間伐が実施され、荒廃森林の発生を防
止し、森林の持つ公益的機能の効果的な発揮が
図れた。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①２－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
②２－四半期実績取りまとめ
③平成２４予算調整
④平成２５年度要望調査
⑤平成２５年度予算編成

⑥ 第3回要望調査

・２－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・２－四半期実績取りまとめ
・平成２５予算調整

・平成２６年度予算編成

・第3回要望調査（12.4）

・市町村広報誌掲載（11月掲載）３市町村

①３－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
②３－四半期実績取りまとめ

③ 第4回要望調査

④ ４－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
⑤ ４－四半期実績取りまとめ
⑥ 平成２５年度要綱、要領等の改正準備

・３－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・３－四半期実績取りまとめ

・第4回要望調査（1.30)

・４－四半期申請における補助金交付業務（林
業事務所）
・４－四半期実績取りまとめ
・平成２５年度要綱、要領等の改正準備

・市町村広報誌掲載（3月掲載）２町村

・平成26年度要綱等の改正を行った。

① 担当者会
② 事業ＰＲ及び要望
③ 市町村広報誌掲載依頼

④ 各事務所の要望取りまとめ、事務所配分と
予算令達

・事業ＰＲ…県庁ＨＰ掲載（4.16）
・市町村広報誌掲載依頼（4.16）
・各林業事務所に対して要望量調査及び取り
まとめ（4.18）
・林業振興・環境部（間伐）担当者会（4.26）

・間伐推進計画等説明会（6.7・10・12）におい
て、緊急間伐総合支援事業に関する情報共有
及び協力を要請（34市町村・23森林組合等）

・市町村広報誌掲載（5月掲載）１町

・市町村広報誌掲載（6月掲載）６市町村

① １－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）

② １－四半期実績取りまとめ

③ 第2回要望調査
④ 林業関係機関誌へのＰＲ掲載

・１－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・１－四半期実績取りまとめ
・出先林業事務所担当者会（7.30）において、
緊急間伐総合支援事業に関しての情報共有

・再要望調査（8.6）
・林業関係機関誌（ネットワークとさ公社の森第
11号）へＰＲ掲載

・林業関係機関誌（樹海９月号）へＰＲ掲載
・平成２６年度要望調査（9.20）
・市町村広報誌掲載再依頼（9.24）

・市町村広報誌掲載（7月掲載）２町
・林業機関誌へ掲載（公社の森：７月発行）

・市町村広報誌掲載（8月掲載）４市町

・市町村広報誌掲載（9月掲載）２市町
・林業機関誌へ掲載（樹海：９月発行）

事業概要・目的

【目 的】
　森林の公益的機能を高めるとともに、森林資源の質的充実を計画的に推進するため、未整備のまま高齢林へと移行している人工林の間伐を緊急に行う。
【内 容】
　水源かん養機能等の公益的機能が髙い人工林の保育間伐を推進することで、荒廃森林を防止し、森林の持つ公益的機能が効果的に発揮される森林の整
備に要する経費に対し補助する。（補助率：定額 80,000円/ha、対象林齢：３～９齢級）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

緊急間伐総合支援事業費（公益林保全整備事業） 林業改革課



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉門 （ ３１４６ ）

種別 当初予算額 30,330千円 補正後予算額 11,330千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・再造林面積　１５０ｈａ
・シカ被害防護ネット　１５，０００ｍ

（達成状況）
・再造林面積　５７ｈａ
・シカ被害防護ネット　７，６１０ｍ

（要因分析、課題等）
　当初目標から大きく事業量が減少した大きな
原因として、木材価格の低迷等の影響による森
林所有者の経営意欲の減退が考えられる。
　今後も引き続き、森林所有者の負担軽減が図
れるよう市町村に対し、当事業への嵩上げにつ
いて協力を図るとともに、植栽後の保育作業（下
刈り）についても支援を検討していく必要があ
る。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

① ２－四半期の実績取りまとめ
② ２－四半期申請における交付金交付・支払
業務
③ 平成２５年度要望調査
④ 平成２５年度予算編成
 

⑤ ３－四半期の実績取りまとめ
⑥ ３－四半期申請における交付金交付・支払
業務

・２－四半期の実績取りまとめ
・２－四半期申請における交付金交付・支払業
務

・平成２６年度予算編成
 

・３－四半期の実績取りまとめ
・３－四半期申請における交付金交付・支払業
務

・市町村広報誌掲載（11月掲載）３市町村

① ４－四半期の実績取りまとめ
② ４－四半期申請における交付金交付・支払
業務
③ 平成２５年度要綱、要領等の改正準備

・担当者会（3.6）において、H26予算及び事業
内容について周知
・４－四半期の実績取りまとめ
・４－四半期申請における交付金交付・支払業
務
・平成２５年度要綱、要領等の改正準備

・市町村広報誌掲載（3月掲載）２町村

・平成26年度要綱等の改正を行った。
・市町村から嵩上げ支援協力要請が得られた。
（３市１村）

① 担当者会
② 市町村広報誌掲載依頼
③ 各林業事務所に対して要望量調査及び取
りまとめ

・事業ＰＲ…県庁ＨＰ掲載（4.16）
・市町村広報誌掲載依頼（4.16）
・各林業事務所に対して要望量調査及び取り
まとめ（4.18）
・林業振興・環境部（間伐）担当者会（4.26）

・間伐推進計画等説明会（6.7・10・12）におい
て、森林資源再生支援事業に関する情報共有
及び支援を要請（34市町村）
・1-四半期の実績取りまとめ
・1-四半期申請における補助金交付決定
(6/28)

・市町村広報誌掲載（5月掲載）１町

・市町村広報誌掲載（6月掲載）６市町村

① 事業内容及び嵩上げ補助に対する協力等
について、各市町村に対して説明等を実施
② １－四半期の実績の取りまとめ
③ １－四半期申請における補助金交付・支払
業務

④ 林業関係機関誌等へのＰＲ掲載

・出先林業事務所担当者会（7.30）において、
森林資源再生支援事業に関しての情報共有

・林業関係機関誌（ネットワークとさ公社の森
第11号）へＰＲ掲載

・林業関係機関誌（樹海９月号）へＰＲ掲載

・平成２６年度要望調査（9.20）
・市町村広報誌掲載再依頼（9.24）

・市町村広報誌掲載（7月掲載）２町
・林業機関誌へ掲載（公社の森：７月発行）

・市町村広報誌掲載（8月掲載）４市町

・市町村広報誌掲載（9月掲載）２市町
・林業機関誌へ掲載（樹海：９月発行）

事業概要・目的

【目 的】
　森林資源を再生させることにより、森林の公益的機能を高めるとともに、質的充実を図っていくため、伐採跡地の再造林を推進する。
【内 容】
　補助先：県が補助する造林事業の申請者、実施主体：市町村･森林組合･森林整備法人等、補助率：県が定める標準経費の9/10から造林事業の補助金額
を差し引いた額以内、採択要件：同年度内に造林事業による助成を受けること。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

森林資源再生支援事業費 林業改革課



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中屋・坂田 （ 4876 ）

種別 経済 　 当初予算額 321,905千円 補正後予算額 298,091千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）
・「森の工場」５，０００ｈａの新規認定を含む
団地内の森林施業の集約化

（達成状況）
・「森の工場」の認定面積の拡大は、約４，００
０ｈａとなった

（要因分析、課題等）
　制度の見直しに時間を要し、認定面積拡大に
向けた取組が進まなかった。
　来年度は、認定面積拡大に向けて事業体へ
の指導に重点的に取り組む必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

① ３－四半期補助申請事務（①の事業、～
２月）

・3-四半期補助申請事務（①の事業、2/28支
出完了）
・Ｈ２６予算案の確定

・2月末現在の森の工場拡大面積3,908ha
　（内訳）
　　既存工場の拡大･･･982ha
　　新規工場の認定･･･2,927ha、13工場
　　　※うち新規認定事業体･･･4事業体

・3月末までの承認要望面積･･･約300ha

② ４－四半期補助申請事務（①の事業、～
３月）

③ 要綱、要領等の改正
④ 補助金精算事務（②～④の事業）
⑤ 取りまとめ

・4-四半期補助申請事務（①の事業）
・要綱、要領等の改正
・補助金精算事務（②～④の事業）
・取りまとめ

《２月末現在進捗状況：下半期分》
・H26以降の 森の工場づくり対応策の検討・関
係者協議の実施（28回ほか多数）
・事業体への指導・現地調査（17回、15事業
体）

① Ｈ２６予算要望調査
② 予算案編成作業

・Ｈ２６予算要望調査の実施
・Ｈ２６予算見積書の作成・提出

③ ２－四半期補助申請事務（①の事業、～
１２月）
④ 事業体への個別ヒアリング（～１２月）

・2-四半期補助申請事務（①の事業、12/15支
出完了）
・事業体への個別ヒアリングの実施(11/2-
12/5、52事業体)

① 森の工場づくり対応策の検討・関係者協
議の実施（～９月）

・国への補助申請（機械関係）
　森づくりタイプ(7/4)、プロジェクトタイプ(7/17)

・9月末現在の森の工場拡大面積2,800ha
　（内訳）
　　既存工場の拡大･･･762ha
　　新規工場の認定･･･2,038ha、8工場
　　　※うち新規認定事業体･･･3事業体

② 事業体への現地調査・指導（～３月）

・国への補助申請（機械関係）
　森づくりタイプ2次内示分(9/25)

《９月末現在進捗状況：上半期分》
・木材増産に向けた事業体との個別ヒアリン
グ（5事業体)
・H26以降の 森の工場づくり対応策の検討・関
係者協議の実施（12回）
・事業体への指導・現地調査（13回、7事業体）

⑦ 森林組合等の林業事業体及び市町村へ
の事業説明会
⑧ 国への補助申請（機械関係）
⑨ 事業体への個別ヒアリング（～７月）
⑩ 事業掘り起こし（～３月）

・森林組合等の林業事業体及び市町村への
事業説明会(5/9-17,6回)
・要綱、要領の改正完了(5/29)
・事業体への個別ヒアリングの実施(5/30-
7/2、43事業体)
・県HPにおける支援策の制度改正と事業実績
の広報(5月)

⑪ 林業機関誌による広報ＰＲ
⑫ １－四半期補助申請事務（①の事業、～
７月）

・1-四半期補助申請事務（①の事業、8/15支
出完了）

【目 的】
　成熟化しつつある人工林資源を利活用するため森林を集約化した「森の工場」において、森林所有者や事業体の収益性の向上、森林所有者への
利益の還元、林業就業者の雇用と所得を安定的に確保していくため、事業体の森林整備や生産活動への取り組み、計画的で効率的な木材生産シス
テムによる低コスト林業や木材の安定供給体制の構築を推進する。
【内 容】
　①林業就業者技術向上支援事業（間伐材搬出支援事業、作業道整備事業）、②架線集材システム支援事業、③高性能林業機械等整備事業、④林
内路網アップグレード事業（グレードアップ事業（改修･補強）、リカバリー事業（復旧･補修））、⑤指導活動

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

① 森の工場の認定（通年）
② 木材増産に向けた事業体への経営・技術
指導（通年）
③ 事業量要望調査（進捗管理及び予算調
整、通年）
④ 要綱、要領等の制定
⑤ 市町村、事業体等への内示、交付決定
（②～④の事業、随時）
⑥ Ｈ２６以降の森の工場整備方針及び支援
策の検討（～６月）

・森の工場の認定（通年）
・事業量要望調査、進捗管理及び予算調整
(随時)
・ 市町村、事業体等への内示、交付決定（②
～④の事業、随時）

事業概要・目的

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

森の工場活性化対策事業費 林業改革課



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西岡 （ ４５９１ ）

種別 経済  当初予算額 75,000 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○県内製材事業者の加工力強化 ○事業計画の認定済み
　 交付決定済み
○先行事業の入札残により追加事業を実施
　　予算の有効利用

○経営基盤の脆弱な事業体の補助残資金の
　 融資に期間を要し、事業期間が延長され、
   繰越事業が必要となった。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○事業計画の精査のため時間を要し、
　 計画承認が遅れたため

○自力付帯工事や、事業繁忙期を避けるため
　 一部事業で発注の遅れがみられる。

事業概要・目的

○既存製材の加工力の維持、増進を図るために必要な製材関連施設の導入、更新に支援

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

県産材加工力強化事業 木材産業課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

事業要望調

計画集約、審査 

事業計画作成

交付決定 

事業着手 

竣工 

計画集約、審査 

交付決定 

一部事業着手 

竣工 繰越 

先行事業の 

入札残金により 

追加交付決定 

（要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高宮・竹﨑 （ ３１５４ ）

種別 経済  当初予算額 42,329千円 補正後予算額 41,166千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・流通拠点を活用した「土佐材」販売量の増大
・土佐材パートナー企業の増加

・埼玉県に流通拠点を新設（計13）、取引開始
　　※拠点の販売量はH24年度並み
・土佐材パートナー企業数（累計）が増加
　　※45（H24）　⇒　62（H25）

・後追い営業等を流通拠点と土佐材パートナー
企業の増加に繋げた。
・今後は、取引の継続に向けて、品質の確保さ
れた製品を納期を守り供給していくことが必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的

　県産材の外商を推進するため、土佐材流通促進協議会が開催する商談会・展示会や県外流通拠点を活用した営業活動、土佐材パートナー企業として
登録した県外事業者が県産材を使用した住宅を建築するとともに「土佐材」をＰＲする活動等を支援する。
　①土佐の木の住まい普及推進事業（予算額：10,959千円、補助率：定額、補助先：土佐材パートナー企業）
　②土佐の木販売促進事業（予算額：10,878千円、補助率：5/10以内、補助先：土佐材流通促進協議会）
　③県産材需要拡大サポート事業（予算額：10,369千円、委託先：(一社)高知県木材協会）
　④販売拡大拠点設置事業（予算額：10,123千円、補助率：定額、補助先：土佐材流通促進協議会）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

県産材外商推進対策事業費 木材産業課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

事業要望調

計画集約、審

事業計画作成

交付決定 

事業着手 

竣工 

月 計画      県産材外商対策等の推進 実績 

4月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

・土佐材展示会（神戸）4/13 

・土佐材パートナー会議（大阪）4/23 

・流通拠点 12箇所と協定締結 4月末 

・後追い営業は通年実施 

5月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

 

・土佐材展示会（名古屋）5/25,26 

・土佐材商談会（東京）5/27 

6月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

7月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

 

 

・土佐材展示会（福岡）7/26 

8月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

・備え付け木製家具のデザイン委託 8/14 

9月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

・土佐材商談会（大阪）9/3 

 

 

・優良土佐材見本市（高知）9/22 

10月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

・ジャパンホームショー（東京）10/23～25 

・備え付け木製家具の試作品展示（東京） 

  ※アグリビジネス創出フェア 10/23～25 

・土佐材展示会（名古屋）10/26,27 

11月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

・備え付け木製家具の試作品展示（高知） 

  ※もくもく住宅フェア 11/2,3 

・関東高知県人会で「土佐材住宅」PR資料配布 

・土佐材展示会（茨城）11/22 

12月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

1月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

 

・流通拠点（新規）と協定締結 1/17 

2月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

 

3月 (上旬) 

(中旬) 

(下旬） 

・土佐材商談会（神戸）2/17 

・土佐材商談会（横浜）3/11 

・備え付け木製家具のデザイン（17品目）完了 

 

 【通年】 

・商談会・展示会・産地ツアーの 

参加企業への後追い営業 

・既存流通拠点 12 箇所の活用 

 (関東 3,東海 2,関西 6,九州 1) 

・新規流通拠点の設置 

土佐材パートナー会議 
・大阪(4月)  

・香川(5月) 

商談会①：東京 

商談会②：大阪 

商談会③：東京 

TOSAZAI展 

商談会④：東京 

建築建材展 

消費者ｾﾐﾅｰ① 

まるごと高知 

消費者ｾﾐﾅｰ② 

まるごと高知 

消費者ｾﾐﾅｰ③ 

まるごと高知 

展示会①：神戸 

展示会②：名古屋 

展示会③：福岡 

展示会④：名古屋 

展示会⑤：茨城 

展示会⑥：高知 

優良土佐材 

見本(合同)市 

土佐材 PR① 

関西県人会 

土佐材 PR② 

関東県人会 

土佐材 PR③ 

中京県人会 

備え付け 
木製家具 
の開発 

デザイン 

委 託 

デザイン 

完 成 

試作品 

の作成 

・ 

性能試験 

デザイン 

改 良 

完 成 

製品発表 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 平岡 （ 3153 ）

種別 当初予算額 212,700千円 補正後予算額  　

＜条件＞

＜補助額＞

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末 事業の着実な執行と木材需要の拡大

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

こうちの木の住まいづくり助成事業 木材産業課

経済 　

事業概要・目的

高知県内に木造住宅を建築・取得される個人（賃貸を目的とするものを除く。）又は、高知県内に木造住宅を所有しﾘﾌｫｰﾑ工事をする個人（賃貸を目的とするも
のを除く。）に県内産乾燥木材の購入に要する経費等に対し予算の範囲内で補助金を交付する。補助期間：H23～H26

(1)新築、増築の場合は、基本部位の７０％以上に高知県内産乾燥木材を使用すること。
(2)ﾘﾌｫｰﾑの場合は、ﾘﾌｫｰﾑ工事部分に高知県内産乾燥木材を使用すること。
(3「瑕疵担保責任保険加入住宅」であること。
(4)住宅の引渡前、またはﾘﾌｫｰﾑ工事完了前に申込を行うこと。
(1)基本部位、その他の部位：高知県内産乾燥木材の使用量１m3当たり１３，５００円※
(2)内装化粧仕上材（押入及び収納部分を除く）：高知県内産乾燥木材の使用面積１m2当たり２，０００円（(1)と(2)の合計の上限は１００万円）
(3)安心の木の住まい団地に建設する場合は、１棟当たり２０万円を加算
(4)長期優良認定住宅の場合は、１棟あたり３０万円を加算
(5)児童手当を受ける子供が３人以上いる世帯は(2)の金額を加算

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

   さんさん高知等による 
 事業の広報 
 
 事業パンフレット等配
布 
 

 建築士会報等による 
 事業の広報 

 
 ・補助金交付申請受理 
 ・審査→交付決定 
 ・検査 
 ・補助金交付  

  

 ・事業実施申込書受理 
 ・審査→結果通知 

（求める具体的な成果） （達成状況） 

 事業パンフレット等配布 
 

 建築士会報等による 
 事業の広報 
 
 説明会の開催 

 
 ・補助金交付申請受理 
 ・審査→交付決定 
 ・検査 
 ・補助金交付  

  

 ・事業実施申込書受理 
 ・審査→結果通知 

リフォームでの利用増に向けて、関係団体等
への啓発を強化していく。 

新築・増築：申込件数４２９戸 
リフォーム：申込件数：９戸 
申込合計戸数 ４３８戸 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小野田・谷脇 （ ４５９２ ）

種別 当初予算額
　　356,638千円
(債務負担行為)

　　3,480,309千円
補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的

森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用の創出に向け、木質バイオマスエネルギーの地域循環利用の取り組みを進めるため、バイオマス利用施設等の整
備、燃料の配送や燃焼灰収集等への支援を行う。
　■補助内容：木質バイオマスエネルギー利用施設整備、燃料配送車の導入及び木質バイオマス利用により発生する燃焼灰を取扱うために必要な経費に
　　対して助成する。
　■補助先：市町村、農業協同組合等
　■補助率：〔利用施設整備〕10/10以内、3/4以内(一部上限30,000千円)　〔燃料配送車、燃焼灰取扱い経費〕3/4以内
　■補助対象経費：木質バイオマスエネルギー利用施設整備、燃焼灰を取扱うために必要な経費　等
木質バイオマス発電により未利用森林資源を余すことなく利用することで、林業等の雇用の場の確保と木材価格の安定化に繋げる。
　■補助先：発電事業者
　■補助率：5/10以内(*木質バイオマス発電施設に付随する施設で加算要件に合致したもの7/10以内)

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済
 　　332,638千円

(債務負担行為)

　　3,480,309千円
　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

木質資源利用促進事業費 木材産業課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

事業計画のヒアリング 

 ・計画承認 

補助金交付要綱等の改正 

・計画承認（令達） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

事業計画内容ヒアリング 

・事業要望募集（随時） 

 事業効果説明書の提出 

 ※予算執行状況に応じて 

・事業実施 

（木質バイオマス利用施設整備等） 

・検査 

 

・確定 

 

・支払 

 

・事業実施 

（初期設定・試運転等） 

※市町村補正予算議決 

 

・計画承認（令達） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

木質バイオマス 

ボイラー導入 

木質バイオマス発電 

事業着手 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

木質バイオマス資源の有効活用 

〔目標〕 ボイラー導入 ３７台 

事業計画内容ヒアリング（随時） 

・事業計画提出（随時） 

平成２６年度事業要望調査 

事業計画のヒアリング 

 ・計画承認 

補助金交付要綱等の改正 

木質バイオマス 

ボイラー導入 

木質バイオマス発電 

・事業計画承認（令達）作業 

  内容の審査及び市町村との調整 

事業着手 

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

事業計画のヒアリング 

 ・計画承認 

補助金交付要綱等の改正 

・計画承認（令達） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

事業計画内容ヒアリング 

・事業要望募集（随時） 

 事業効果説明書の提出 

 ※予算執行状況に応じて 

・事業実施 

（木質バイオマス利用施設整備等） 

・検査 

 

・確定 

 

・支払 

 

・事業実施 

（初期設定・試運転等） 

※市町村補正予算議決 

 

・計画承認（令達） 

 

 

・交付申請 

 

・交付決定 

 

・事業着手 

 

木質バイオマス 

ボイラー導入 

木質バイオマス発電 

事業着手 

進捗管理 

進捗管理 

進捗管理 

木質バイオマス資源の有効活用 

〔目標〕 ボイラー導入 ３７台 

事業計画内容ヒアリング（随時） 

平成２６年度事業要望調査 

事業計画のヒアリング 

 ・計画承認 

補助金交付要綱等の改正 

木質バイオマス 

ボイラー導入 

木質バイオマス発電 

・事業計画承認（令達）作業 

  内容の審査及び市町村との調整 

事業着手 

進捗管理 

（事務所） 

・交付申請 ・交付決定 ・事業着手 

ボイラー設置完了 ３２台 

      繰越 ３台 

木質バイオマス発電  

     ２施設に交付決定、現場着工 

     ※H27年4月営業運転開始予定 

・木質ペレットの安定供給体制の強化 

・燃焼灰有効利用の仕組みづくり 

・発電向け原木の安定供給体制の強化 

進捗管理 

現場着工 
実施設計審査 

第1回令達7/3(芸西村11台) 

第2回令達7/11(いの町2台､佐川町2台) 

第3回令達7/31(安芸市8台､山崎園芸2台) 

第4回令達8/20(足摺岬2台) 

第5回令達9/24(JA長岡3台､JA土佐れいほく1台) 

第6回令達11/7(JA土佐あき 燃焼灰) 

第7回令達11/11(ｽｶｲﾍﾞｲGC 1台) 

第8回令達12/11(JA南国市 1台､JA十市 1台) 

第9回令達12/20(JA土佐あき､明徳､ｵｰｼｬﾝﾘｿﾞｰﾄ 燃焼灰) 

第10回令達1/7(ﾌﾗﾜｰｽﾞ､JA四万十 燃焼灰) 

第11回令達2/25(浜田海産 1台､幡多共販 2台) 

第12回令達2/27(ﾊﾞｲｵﾏｽﾌｧｰﾑ 燃焼灰) 

H26要望事業ヒアリング(随時) 

・繰越承認(丸和林業､幡多楽、浜田海産) 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 讃岐 （ ４５３８ ）

種別 経済  当初予算額 170,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・発電事業会社の設立
・発電施設建設に着手

・第１弾（安芸）の発電事業会社設立及び発
電施設建設の着手
・第２弾以降の事業会社設立発起人会の開
催

・関係機関との調整に日時を要し、会社設立の
時期が遅れた

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・安芸事業会社設立（出資金払い込み）
・発電施設建設工事着手

・黒潮町パートナー事業者選定（10/21）
・土佐清水市と基本協定締結（10/22）
・佐川町メガソーラー３者協定締結（10/25）
・土佐清水市プロポーザル公募開始（10/29）

・日高村パートナー事業者選定（11/11）

・黒潮町太陽光３者協定締結（12/2）
・安芸事業会社設立発起人会（12/3）
・日高村メガソーラー３者協定締結（12/5）
・土佐清水市パートナー事業者選定（12/19）
・安芸事業会社設立（12/24）

・第2弾事業会社設立発起人会
・第2弾事業会社設立（出資金払い込み）
・発電施設建設工事に着手

・安芸メガソーラー発電施設建設に着手
（1/9）
・土佐清水市メガソーラー３者協定（1/28）

・土佐町事業会社設立発起人会（2/24）
・佐川町事業会社設立発起人会（2/25）

・黒潮町事業会社設立発起人会
・日高村事業会社設立発起人会
・土佐清水市事業会社設立発起人会

・事業予定市町村との協議

・第1弾安芸メガソーラー事業３者協定締結
（5/2）
・安芸メガソーラー事業会社設立準備、システ
ム設計等に着手

・第2弾市町村との基本協定締結
（想定：土佐町、佐川町）
※以降、調整のついた市町村から順次協定
締結
・第2弾事業プロポーザル公募開始

・安芸メガソーラー３者協定締結（5/2）
・安芸メガソーラー事業会社設立準備、システ
ム設計等に着手

・土佐町と基本協定締結（6/12）
・土佐町プロポーザル公募開始（6/13）

・第2弾パートナー事業者選定

・第2弾事業3者協定締結
・第2弾事業会社設立準備、システム設計等
に着手

・安芸メガソーラー事業会社設立発起人会

・佐川町と基本協定締結（7/29）
・佐川町プロポーザル公募開始（7/30）

・土佐町パートナー事業者選定（8/6）
・黒潮町と基本協定締結（8/27）
・黒潮町プロポーザル公募開始（8/28）

・日高村と基本協定締結（9/2）
・土佐町メガソーラー３者協定締結（9/17)
・日高村プロポーザル公募開始（9/18）
・佐川町パートナー事業者選定（9/19）

事業概要・目的

【目的・事業内容】　再生可能エネルギーによる発電事業で得られる収益等の経済効果を地域内で最大限還流させるため、県、市町村、民間企業の官民
　　　　　　　　　　　　協働型での発電事業会社を設立する。
【出　　　資　　先】　株式会社（発電事業会社）
【発　電 　種　別】　太陽光発電
【設　備 　規　模】　県内6カ所　計9.5メガワット程度（うちH24債務負担 安芸メガソーラー事業分4メガワットを含む）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

こうち型地域還流再エネ事業主体出資金 新エネルギー推進課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ 4868 ）

種別 　  当初予算額 8,348千円 補正後予算額 7,275千円 　

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）
（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

（上旬）

（中旬）

（下旬）

年度末

　具体的施策（行動計画）が、実態に即しか
つ、実現可能なものになるよう、タウンミーティ
ングやパブリックコメントなどを実施すること
で、県民の意見を反映する。

業務スケジュールの変更はあったが、計画
どおりタウンミーティングでの意見聴取や
検討委員会での審議等を行い、年度内に地
域戦略の策定を終えた。

策定した戦略を効果的に推進していくため
には、生物多様性の意義の普及啓発を図る
必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

2月 　
　　◆戦略書　印刷

　
　　○自然環境部会　答申（案）
　　○環境審議会 答申（2/18）

3月 　
　【国費　報告、精算】

　　◆地域戦略　策定
【国費　報告、精算】

12月 　　○策定検討委員会・NPO合同会議
　　☆フォトコンテスト
　　　「（仮）　探そう、高知県の生物多様性」

　
　　　パブリックコメント意見反映
　　○策定検討委員会
　　                    ☆フォトコンテスト審査会

1月 　　○自然環境部会　答申（案）
　　○環境審議会 答申
　　◆地域戦略　策定

　

　　○合同会議
　　                                   ☆写真展

10月 　　パブリックコメント 　☆フォトコンテスト作品募集
　「探そう、身近な生物多様性」フォトコンテスト

11月 　
　　パブリックコメント意見反映
　　○策定検討委員会

　　パブリックコメント
　　　　　（11/1～12/1）

8月 ◆推進体制・進行管理の仕組み検討
 　／戦略とりまとめ
　　○策定検討委員会

◆推進体制・進行管理の仕組み検討
 　／戦略とりまとめ
　　○策定検討委員会
　　◎コンサル委託契約締結

9月 　　○策定検討委員会 　
○策定検討委員会
○関係者　意見照会

6月 　 【国費手続（委託契約締結）】

　  ○策定検討委員会・NPO合同会議

     ◎コンサル委託契約締結

　  ○タウンミーティング（６回）

　 【国費手続（委託契約締結）】

　  ○策定検討委員会・NPO合同会議

 

　  ○タウンミーティング（６回）

7月  

　○事業所研修会
　○庁内担当者会

4月 ◆行動計画　立案

　　◎タウンミーティング委託契約締結

◆行動計画　立案

5月 　 【国費手続（実施計画書提出）】
　　○策定検討委員会
     ○庁内担当者会

　 【国費手続（実施計画書提出）】
　　○策定検討委員会
     　　　◎ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ委託契約締結

事業概要・目的

　生物多様性基本法（第13条）基づき、高知県の生物多様性地域戦略を策定する。
　平成24年度に行った、生物多様性に関する現状と課題整理を踏まえて、具体的な施策（行動計画）を立案、推進体制を検討し、地域戦略としてまとめる。

月 計画 実績

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

生物多様性地域戦略策定事業費 環境共生課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田村 （ ３２３４ ）
種別 　  当初予算額 15,047 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

「高知県災害廃棄物処理計画（実施計画）」及
び「市町村災害廃棄物処理計画のひながた」
の策定

計画策定に係る市町村の意識の向上

・「高知県災害廃棄物処理計画（基本計画）」策定
・「高知県災害廃棄物処理計画（実施計画）（案）」及
び「市町村災害廃棄物処理計画のひながた（案）」の
作成完了（予定）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

実施計画素案中間とりまとめ・委託先との協
議

市町村への説明・意見交換

・ヘリ上空視察（10/16）
・委託先協議（第２回検討委員会）：東京（10/29）

・高知県災害廃棄物処理計画（基本計画）策定
・委託先協議（第４回作業部会）：京都（11/14）
・セメント会社との協議（11/22）
・委託先との打ち合わせ：高知（11/26）

・委託先協議（第５回作業部会）：東京（12/18）

　

実施計画策定　→　国への政策提言検討

・委託先との打ち合わせ：高知（1/8）
・委託先との協議（第３回検討委員会及び第６回作業
部会）：東京（1/30～31）

・委託先との打ち合わせ：京都（2/14）
・委託先との打ち合わせ：高知（2/21～22）

・成果品内容についての協議・打ち合わせ（随時）
・成果品完成検査
・実施計画（案）について庁内（知事）説明（知事意見
反映）
・実施計画（案）の庁内関係課（合議）及び高知市へ
の概要説明
・実施計画（案）議会報告準備
・国への提言（案）検討→作成

実施計画委託内容等検討協議

市町村に対する仮置き場等調査内容検討

県（南海地震対策課）被害想定公表

実施計画委託契約

市町村に対する仮置き場等調査依頼

被災地視察協議

・実施計画委託内容等検討協議

・県（南海地震対策課）被害想定公表（5/15）
・ヘリ上空視察（5/16）

・実施計画委託契約（6/24）

委託先との協議、ブロック別説明会及び現地
確認

仮置き場等調査とりまとめ

・委託先協議（作業部会）：牧野植物園（7/2）

・災害発生時の土地利用計画調査打合せ（8/20）
・委託先協議（第１回検討委員会）：東京（8/20）
・被災地視察（岩手県、石巻市、仙台市）（8/20～23）
・県（南海地震対策課）災害発生時の土地利用計画
策定についての状況調査開始（8/28）

・知事レク（基本計画最終案）（9/6）
・ヘリ上空視察（9/6）

事業概要・目的

　近い将来、発生するといわれている南海地震に備え、災害廃棄物の処理を円滑に実施し、県民の生活基盤を早期に回復するため、災害廃棄物処理計画（県実
施計画、市町村計画のひながた）を策定するとともに、県基本計画及び県下市町村の災害廃棄物の発生量予測についての説明会を開催し、市町村の災害廃棄物
処理計画の策定に向けた取り組みを支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 林業振興・環境部
平成26年3月31日

災害廃棄物処理対策事業費 環境対策課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） （求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　事業別執行計画一覧
※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 水産振興部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 漁業振興課 漁業就業者確保対策事業費 経済 43,971

2 漁業振興課 産地認知度向上事業委託料 経済 5,650

3 合併・流通支援課 県１漁協流通販売強化事業費補助金 経済 4,508

4 合併・流通支援課 水産物食育推進事業委託料 経済 2,234

5 合併・流通支援課
水産物地産外商支援事業費（水産物ブランド化推
進事業委託料、水産物プロモーション実施委託
料）

経済 22,550



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 清水 （ 4829 ）

種別 経済  当初予算額 43,971 補正後予算額 32,927 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・H24年度の研修修了生1名の漁業就業
・新規就業者32名の確保
・研修の受入地区や漁業種類の拡大

・H24年度の研修修了生１名は順調に漁業就業中
・新規就業者37名を確保
・新たな地区や漁業種類での受入が進んだ
　（受入H24年2名→H25年7名）

・研修希望者の増加により、さらなる指導者の確
保が課題となっており、指導者の組織化に取り組
む必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・制度改正点等の説明と事業協力依頼を実施
　（十市漁協、奈半利町）
・漁業指導所による高校出前事業の実施
（10/22清水、10/29室戸、11/5宿毛、11/12須
崎、11/18海洋）
・高知県U･Iターン就職相談会で就業希望者を
勧誘（10/12東京、11/9名古屋、11/10大阪
面談者数2名）
・短期研修の受入調整（研修実施者4名）
・黒潮町で1名が底延縄の長期研修を開始
・県主催の第3回漁業就業セミナーを開催
（11/2）、受講者7名

・第3回漁業就業セミナーの受講者のうち、２名
が短期研修を希望。うち、１名については、遅滞
なく短期研修を実施しており、引き続き、長期研
修の実施につなげる。残る１名については、でき
るだけ早期に短期研修を実施する。

・国主催の漁業就業支援フェアで就業希望者
を勧誘（2/5東京、2/15大阪　面談者数26名）
・短期研修の受入調整（研修実施者6名）
・3名が長期研修を開始（1月東洋町ﾏｸﾞﾛ延縄
1名、1月安芸市機船曳網1名、2月土佐市ｳﾙﾒ
多鈎釣1名）
・県主催の第4回漁業就業セミナーを開催
（2/2）、受講者6名
・新規漁業就業者参入状況調査及び追跡調査
を実施

・第4回漁業就業セミナーの受講者6名のうち、
２名が短期研修を希望。うち1名について、遅
滞なく、短期研修を実施しており、引き続き、
長期につなげる。残る1名については、できる
だけ早期に短期研修を実施する。

・アドバイザー2名の業務委託契約を高知県漁
協と締結（4/1）
・制度改正点等の説明と事業協力依頼を実施
（県漁協、すくも湾漁協等12回延べ22機関）
・就業相談対応、支援制度紹介（問合せ13件）
・国主催の漁業就業支援フェアで就業希望者
を勧誘（6/22東京、面談者数15名）
・県主催の第1回漁業就業セミナーを開催
（6/16）、受講者22名
・短期研修の受入調整（研修実施者3名）
・海洋高校生徒の漁業体験研修を実施（6/27
～28）

・今年度の新たな取組として県主催のセミナーを
開催したことで、漁業就業の相談者数が昨年に
比較して大幅に増加した（H24：17名⇒H25：50
名）。
・就業希望者について、体験型の短期研修や長
期研修、雇用型漁業への就業につなげる。
・一方、研修希望者を受け入れる指導者の確保
が課題となっており、漁協等を通じて制度への協
力を呼びかけるほか、漁業指導所等が指導者候
補となる漁業者に直接依頼を行い、確保に努め
る。

・制度改正点等の説明と事業協力依頼を実施
（県漁協、安芸市、黒潮町等8回延べ9機関）
・就業相談対応、支援制度紹介（問合せ8件）
・国主催の漁業就業支援フェアで就業希望者
を勧誘（7/6福岡、7/20大阪、8/2仙台　面談者
数18名）
・高知県U･Iターン就職相談会で就業希望者を
勧誘（8/15高知　面談者数2名）
・県主催の第2回漁業就業セミナーを開催
（8/24）、受講者11名
・短期研修の受入調整（研修実施者5名）
・安芸市で3名が機船船曳き網漁業の長期研
修を開始（年度内の開始予定者3名）
・市町村に対し、来年度の長期研修、漁船リー
ス事業の需要調査を実施

・第２四半期の相談者数：40名（H24：14名）
・制度改正とその周知、セミナーなどによる就業
希望者の積極的な掘り起こしにより、短期・長期
研修の実績はすでに近年の平均を上回った。
　H25：短期8名、長期6名（予定含む）
　H21～H24平均：短期2名、長期5名
・さらなる研修生の受け入れには指導者の確保
が重要であり、引き続き指導者候補となる漁業
者への協力依頼を行う。

事業概要・目的

　高齢化が進み、今後急激な減少が予想される漁業後継者を確保し、本県の沿岸漁業を活性化するとともに、基幹産業としての維持・存続を図る。
　また、市町村及び各地域と将来の担い手不足に対する危機感を共有し、事業を円滑に進める。
    ○新規漁業就業者確保対策事業委託料（委託先：高知県漁協）
        ・新規漁業就業者を獲得するため、県内の漁村等を巡回し勧誘活動を実施するとともに、就業希望者に対し漁業や漁村の体験研修を実施する。
    ○重点分野雇用創造新規漁業就業者確保確保対策事業委託料（委託先：高知県漁協）
        ・漁業求人情報を収集、データベース化し、就業希望者に随時提供することで漁業への就業促進を図る。
　　○新規漁業就業者支援事業
       ・地元後継者、UIターン者等が沿岸漁業者として自立するために行う漁業技術研修に対する支援を行う（長期研修事業）。
       ・長期研修修了者や雇用型漁業経験があり新たに独立を目指す者へのリースを目的に中古船を取得する漁協に対する支援を行う（漁船リース事業）。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 水産振興部
平成26年3月31日

漁業就業者確保対策事業費 漁業振興課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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研修生現況調査 

H25新規参入状況調査 

H23参入者追跡調査 

H25実績報告 

（県漁協、市町村→県） 

委託契約 

研修生現況調査 

研修生現況調査 

研修生現況調査 
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大阪 
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漁業就業セミナー 

高校 

出前 

授業 

漁業就業セミナー 

海洋 

高校 

体験 

研修 

漁業就業セミナー 
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平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大山 （ 4613 ）

種別 経済  当初予算額 5,650 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 水産振興部
平成26年3月31日

産地認知度向上事業費 漁業振興課

　

事業概要・目的

　県産養殖魚の認知度向上のため、大手グルメサイトと提携し、関西地区業務筋の産地見学会と参加店舗における高知フェアの開催、ポータルサイトによる
全国的なPR活動を実施し、県産養殖魚の地産外商の推進を図る。
　　○産地見学・商談会の開催（須崎地区、宿毛・大月地区で各10店舗が参加。養殖生産者は県内全域から募集）
　　○参加店舗における県産養殖魚を食材に使用した高知フェアの開催（11月）
　　○ポータルサイトによる高知フェアの全国的なPR活動の実施（ホームページ上での特集ページ掲載、会員への電子メール配信等）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・事業設計、入札・委託契約手続を実施
・県内養殖生産者に対し、産地見学・商談会開
催の広報、周知を実施（主要産地の須崎市と
宿毛市・大月町は漁協等、香南市、土佐市、
中土佐町は生産者を対象）
・参加生産者を抽出し、出展する生産物や商
談会でのプレゼンテーション等について協議
・一般競争入札の県ホームページへの公告
（6/3）
・委託契約締結は7月に変更

・事業設計等に期間を要し、委託契約締結が7月
へと変更になった。
・ツアーコース案について、参加の意向を示した
生産者と協議を重ね、生産者のこだわりや技術
の高さをアピールできるような検討を進めた。

・一般競争入札を行い、落札者が決定（7/5）
・落札者と委託契約を締結（7/29）
・委託先によるツアー参加店舗の募集（7/29～
8/23）
・委託先によるツアーコースの事前調査（8/20
～21）、コース決定（8/23）
・両地区の参加生産者を確定し、商談会での
展示商品等を決定（8/23）
・参加する店舗と生産者が事前に生産物や店
舗の情報等を交換し、商談会に向けた調整を
実施（8月～ツアー実施日まで）
・宿毛大月地区シェフツアー実施（9/23～24）、
10店舗14名、生産者は12名が参加
・須崎地区シェフツアー実施（9/29）、11店舗14
名、生産者は17名が参加

･参加したシェフからは、養殖魚に対する生産者
のこだわりや技術について高い評価が得られ
た。また、生産者は、シェフのニーズを直接把握
することができ、生産方法や商談方法へのフィー
ドバックが図られた。
・11月開催予定のフェアに向けて、店舗と生産者
とで充実した内容の商談会を行うことができた。
・多くのシェフから、養殖魚だけでなく野菜なども
合わせた高知の食材を展示してもらえば、高知
を売り出すメニューの考案に大いに参考になる
との意見があり、10月にシェフがメニューを考案
する際、養殖魚と合わせて野菜なども提供して
いく。また、来年度は農産物と合わせた養殖魚
の調理例なども商談会で提案し、持続的な取引
により結びつくような事業内容としたい。

・産地見学・商談会とフェアへの20店舗の参加
を確保

・産地見学・商談会とフェアへ20店舗の参加が
確保
・フェアをきっかけとした取引の拡大

・20店舗中11店舗からフェア終了後も取引したい
との希望が寄せられた。そのため、取引の継続
に向けた営業活動が必要。
・フェア後のアンケートより、養殖魚だけでなく天
然魚も含めた魚介類での取引希望が聞かれた。
フェア後の取引拡大に向けて、販売品目の拡充
が必要である。
・平成26年度は、合併・流通支援課に事業を移
管し「水産物地産外商推進事業」として、県外飲
食店と産地とのネットワークを構築し、さらなる取
引の拡大を目指す。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・シェフツアー参加店舗に対し、アンケート調査
を実施（10月）
・委託先のホームぺージに掲載するフェア開催
のＰＲコンテンツ及び各店舗に配布する開催
資料の作成（10月）
・フェア開催店舗にフェアのＰＲグッズを送付
（10/31）

・各店舗にて「高知家の海の食卓フェア！」を
開催（11/1～30）
・委託先の登録会員15000名にフェア開催の
メールを配信（11月の毎金曜）
・フェア開催4店舗を訪問し、実施状況を確認
（11/22～23）

・フェア終了に伴い、生産者及び仲買業者が
今後の取引継続・拡大に向けた商品メニュー
を検討（12月）
・各店舗に対し、フェア内容や今後の取引に関
するアンケート調査を実施（12月）

・シェフツアーへ参加した店舗からのアンケート
調査では、生産者との交流や養殖産地が見学で
き非常に貴重な体験ができたとの感想が聞か
れ、再度高知県に来て見学したいかとの問い
に、「来たい」との回答が7割を占めていた。

・フェアの開催状況を確認した結果、フェアに力
を入れている店舗と入れていない店舗が確認さ
れた。委託先に店舗に指導するよう要請。
・フェア開催中全店舗合計で約500ｋｇの高知県
産魚介類を使用

・産地の生産者や仲買業者が取引店舗の1月か
らのメニューに加えてもらえるよう商品メニューを
開発する。
・フェアを行った20店舗中11店舗からは、顧客か
らの反応は良好であり、今後も継続して取引した
いとの希望が寄せられた。

・生産者及び仲買業者がフェア終了後の取引
継続・拡大に向けた営業活動を実施(1月～3
月）
・フェアを行った20店舗中11店舗が今後の取
引を希望
・フェアを行った20店舗中11店舗で顧客から良
好との反応

・委託先からの実績報告の提出

・フェア終了後、取引が停止した店舗もあるた
め、フェア開催店舗に販売した地元仲買人は商
品の品目の拡充やメニューの開発を行い、再取
引につながる営業を行っていく。
・取引の継続を希望した店舗を中心に営業活動
を継続していく。
・フェア後のアンケートより、参加した店舗からは
特色のある珍しい魚介類がほしかったとの意見
が多く聞かれた。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

・事業設計、入札、

委託契約手続き 

・生産者への産地見

学・商談会開催の広

報、周知 

事業の円滑な実施のため、参加店舗の条

件、ツアーコースについて委託先と協議 

委託契約締結 

ツアーコース確認 

委託者、業務筋 生産者、県 

店舗募集広告作成

のための、養殖生

産物や生産者に関

する情報収集 

募集広告作成 

参加店舗募集開始 

参加店舗決定 

・店舗への決定通知 

・参加承諾確認 

 

商談会の出品物

について、価格

設定や出荷方法

等に関する生産

者との協議 

 

シェフツアー実施 

参加店舗と生産者による商談会 

各店舗での 

メニュー考案 

販促物作成 

Webページ

作成 

高知産養殖魚 

フェア開催準備 

メニュー開発用 

養殖生産物発送 

e-DM配信 

店舗での 

実施確認 

高知産 

養殖魚 

フェア 

養殖 

生産物 

出荷 

 

 

 

 

 

フェア 

 

終了後の 

 

取引継続 

 

に向けた 

 

支援 

 

実績報告 完了検査 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田 （ 3191 ）
種別 経済  当初予算額 4,508 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆アドバイザーによる販売戦略や個別営業に係る助言・指導
（随時：電話、メール等）
◆アドバイザーの紹介により大阪の仲卸業者が来高し、養殖
ブリや沖ウルメの取引について商談（1/15～16）
◆理事会で今後の販売戦略等について協議し、方向性を決
定（1/27、2/27）
◆土佐の宴（大阪）に出展し、キンメ、カツオ、清水サバ等をＰ
Ｒ（1/30）
◆アドバイザーの助言等により大阪、三重、愛知の卸業者や
飲食店等を訪問し、養殖ブリやキンメ、清水サバ等について
商談（1/30～31）
◆アドバイザーを交え、今後の販売戦略について協議（2/12）
◆三越等店舗（3店舗）での清水サバフェアを企画したももの、
豪雪の影響で中止（2/15～16）
◆築地の卸売業者及び水産物小売業者とアカムツの取引に
ついて商談（2/15）
◆大阪シーフードショーに出展し、清水サバ、カツオ等をＰＲ
（2/20～21）
◆大阪の量販店とキンメダイについて商談（2/24）
◆阪急うめだ本店で高知フェアを開催。キンメダイ等を出荷
（3/1～2）
◆「観光特使　ちくと一杯」（高知）でキンメダイ等をPR
◆フーデックス幕張に出展し、MELカツオ、サバ、キンメダイ等
をＰＲ（3/4～7）
◆築地の水産卸会社の来高に対応し、産地を視察（3月）

・取扱高の伸長による浜値向上への貢献
・事業の採算性の確保

・アドバイザーの助言による営業活動等を通じ、飲食店や
卸業者等を中心とした販路が拡大した。（25年度新規で10
件と取引継続中、５件と商談中）
・事業の採算性確保等に向けた今後の事業戦略（飲食店
等との直接取引の拡大による粗利率の確保、人員体制の
見直しによるコスト削減）が定まった。

・今年度定めた事業戦略に基づき、販路の拡
大やコスト削減等を図り、事業の採算性を確保
することが必要

◆アドバイザーによる販売戦略や個別営業等に係る助言・指
導（随時：電話、メール等）
◆ならコープで高知県フェアを開催（7/13～14：ＭＥＬキンメダ
イ、清水サバ等を販売）
◆アドバイザーの同行により大阪中央市場の仲卸業者や飲
食店と商談（7/17～18）
◆アドバイザーと協議及び京都中央市場の水産卸会社と商
談（7/18～19）
◆販売担当者会を開催し今後の販売戦略について協議
（7/19）
◆アドバイザーとともに和歌山中央市場の卸売業者等と商談
（8/1）
◆築地の水産卸会社との商談（8/21）
◆東京シーフードショーへの出展（8/21～23：カツオ、キンメダ
イ、ゴマサバを中心に販促ＰＲ）
◆販路開拓の方針等に係る協議（9/3、10）
◆東京の料理組合が主催する試食会に清水サバを出品
（9/12）

◆アドバイザーによる販売戦略や個別営業等に係る助言・指
導（随時：電話・メール等）
◆販路確保等に係る協議（底びき網漁獲物等）（10/29）
◆築地の水産卸会社との商談（10/31）
◆販路確保等に係る協議（アカムツ等）（11/5）
◆今後の販売戦略に係る協議（11/22、12/26）

担当部局： 水産振興部
平成26年3月31日

県１漁協流通販売強化事業費補助金 合併・流通支援課
　

高知県漁協が買取販売事業中期計画に基づき行う、外商加速化品目を中心とした県外販売等を支援する。

計画 実績

◆三越銀座店及び日本橋店でのフェア開催（3/27～4/9：ＭＥ
Ｌのカツオ、キンメ、清水サバを販売）
◆販売アドバイザー候補者との事前協議（4/9～10）
◆三越等、首都圏の24店舗でフェア開催（4/20、21：活〆清
水サバ、ＭＥＬのカツオ、キンメダイ等を販売）
◆補助金の交付決定（5/15）
◆今後の販売戦略に係る県との協議（5/21）
◆販売担当理事会及び理事会における販売戦略に係る協議
（5/28）
◆三越日本橋店でのフェア開催（5/29～6/2：ＭＥＬのカツオ、
キンメダイ等を販売）
◆販売アドバイザーを委嘱（6/3）
◆県が開催した産地交流会にアドバイザーと共に参加
（6/29）
◆大阪中央市場の仲卸業者、アドバイザーとで産地視察及び
商談（6/30）

事業概要・目的

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

 

百貨店でのフェア（三

越他） 

        

 

 

アドバイザーを交

えた協議（営業・

販売活動の状況を

踏まえた今後の活

動に係る協議） 

 

 

アドバイザーを交

えた協議（今年度

の販促活動の方針

等の確認） 

 

 

アドバイザーを交え 

た協議（今年度の総 

括と来年度の方針） 

 

 高級志向業務筋等 

との取引拡大 

販売アドバイザーの 

活用 

アドバイザーの委嘱 

 

補助金の交付決定 

既存取引先と

の取引拡大及

び新たな販路

の開拓に向け

た営業活動の

展開 

 

百貨店でのフェア（三

越他） 

 
 

 

 
 

 

三越通販部門における 

企画販売 

 
 
百貨店におけるフェア 

(関西) 

 
 

 

シーフードショー(東京) 

への出展 
 

 
 

 

シーフードショー(大阪) 

への出展 
 

        アドバイザー候補

者との事前協議 

アドバ

イザー

による

販路確

保の支

援(随時) 

 

 

 

アドバイザーを交

えた協議（営業・

販売活動の状況を

踏まえた今後の活

動に係る協議） 

 

 

アドバイザーを交

えた協議（営業・

販売活動の状況を

踏まえた今後の活

動に係る協議） 

 

※新たな販売

先の掘起しに

向けた商談、

サンプル提供

等を随時実施 

 

レストラン(大阪)でのフェア 

※ダイニングレストラン燦 

 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森田 （ 4611 ）

種別 経済  当初予算額 2,234 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○食育・魚食普及アンケートの実施
　・魚が好きになった（参加者の8割以上）
　・魚をこれからもっと食べる（参加者の8割以上）

○第4回土佐のおさかなまつりの開催
　・参加者　7,000人以上

○食育・魚食普及のアンケートの実施
　・水産物（魚料理）への関心が高まった→9割以上
　・食育授業は魚の消費拡大につながる→9割以上
　・30回実施（22か所）児童937名の参加

○第4回土佐のおさかなまつりの開催
　・来場者　7,000人　→　13,500人

○食育等の事業に関しては、子供や保護者の
　魚食への関心度が高まっている。
○おさかなまつりの来場者が昨年の2倍に
　増加しているが、来年以降の実施に向け、
　さらにクオリティを上げ魚への興味をひいて
　いくことが必要。
※アンケート内容は、今後の事業効果を検証
　していくために設問を変更し実施。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

■親子料理教室の開催
　・カツオ、ウルメイワシ、サバを使った料理実習
　・28組、69名の参加

■食育授業の実施（10/15～12/16）2学期
　・延べ参加児童　508名（17回実施）

■食育授業の実施
　・延べ参加児童　63名（3回実施）

■親子料理教室の開催
　・ヨコを使った料理実習
　・10組、26名参加

■食育授業（4/25～7/23）1学期
　　・魚に関する座学
　　・魚の捌き方、調理実習
　　・延べ参加児童　366名（10回実施）

■親子料理教室の開催
　　・アジを使った料理実習
　　・10組、21名の参加

事業概要・目的

県内の小学生やその保護者を対象にした、本県の漁業や水産物に関する学習機会を提供し、魚食普及を図るとともに将来の水産物の消費拡大につなげ
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 水産振興部
平成26年3月31日

水産物食育推進事業委託料 合併・流通支援課

■親子料理教室の開催 

  時期：H25.7～H26.3 

  回数：5回以上 

              （各回10組・合計100人） 

  会場：高知市中央卸売市場 

（求める具体的な成果） 

■県内小学校での食育授業の実施 

時 期：H25.5～H26.3 

回 数：25回以上 

委託先：公益財団法人高知県学校給食会 

（達成状況） （要因分析、課題等） 

授業実施毎に 

アンケートの実施 

■第4回土佐のおさかなまつり 

の開催 

開催日：H26.1下旬(日) 

会 場：高知新港 

来場想定：7,000人以上 

 
■食育授業の実施 

4/25 白木谷小（南国市） 

5/7   大川小中（大川村） 

5/28 十市小（南国市） 

6/3       〃 

6/14 土佐山小（高知市） 

6/15 博愛園（香美市） 

6/25 香我美小（香南市） 

6/27 三里小（高知市） 

7/9   大田口小（大豊町） 

7/23 奈路（南国市） 

■親子料理教室の開催 

  時期：8/3 

  ・市場見学 

  ・魚の捌き方、保存方法の学習 

  ・魚についての学習 

  ・調理実習及び実食 

  会場：高知市中央卸売市場 

■親子料理教室の開催 

  時期：10/5（土）、11/2（土）、12/7（土） 

  ・市場見学 

  ・魚の捌き方、保存方法の学習 

  ・魚についての学習 

  ・調理実習及び実食 

  会場：高知市中央卸売市場 

■親子料理教室の開催 

  時期：2/1（土） 

  ・市場見学 

  ・魚の捌き方、保存方法の学習 

  ・魚についての学習 

  ・調理実習及び実食 

  会場：高知市中央卸売市場 

■第4回土佐のおさかなまつりの開催 

 ・開催日：1/19（日） 会場 ：高知市中央公園 

■食育授業の実施 

10/15 大宮小（香美市） 

10/24介良潮見台小（高知市）※2教室 

11/8 三原小（三原村） 

11/26、28 初月小（高知市）※4教室 

11/28、29 鴨田小（高知市）※4教室 

11/29 大島小（宿毛市） 

12/3 土佐町小（土佐町） 

12/5 大崎小（仁淀川町） 

12/12 長者小（仁淀川町） 

12/16 三和小（南国市） 

■食育授業の実施 

 ・1/10 稲生小学校（南国市） 

 ・1/17 別府小（仁淀川町） 

 ・2/6 池川小（仁淀川町） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田、森田 （ 4825、4611 ）

種別 経済  当初予算額 22,550 補正後予算額 20,811 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【水産物ブランド化推進事業】重要品目を中心に土佐の魚の魅力を洗い出し、ストーリー性を構築することで、商品力のレベルアップを図り、販路の拡大と
魚価の向上につなげる。
【水産物プロモーション事業】県内飲食店と連携したたたき文化の情報発信や、首都圏アンテナショップの活用等による高知県水産物を、県内外の消費者
及び観光客にPRし消費拡大を図る。

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
水産振興部

水産物地産外商推進事業費 合併・流通支援課

　

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

県の移住促進施策

との連携等に係る

委託先との摺り合

わせ 

●委託契約 

（ＪＦこうち・海

の漁心市） 

土佐の魚統一ブラン

ド検討委員会（仮

称）の開催 

・魚種の選定、調査

方法の協議・決定 

生
産
現
場
、
流
通
・
加
工
段
階
、
消
費
段
階
に

お
け
る
魅
力
の
洗
い
出
し
（
聞
取
調
査
等
） 

検討委員

会の開催

(素案の提

示と修正) 

 

検討委員会

の開催（最

終取りまと

め） 

リーフレット作成

○たたきガイドブック 

の作成・配布（8月～） 

・タタキ料理を掲載 

・配布先：宿泊施設、 

  道の駅、観光施設 

  等 

※他部局のイベント 

       等を活用し配布 

○たたきフェアの 

  実施 

フェア期間：8月上旬 

                ～12月上旬 

募集目標：1,000件 

○たたきガイドブック 

     掲載店舗の募集 

募集期間：5月～7月 

対象店舗：県内飲食店 

広報：新聞広告、ＨＰ等 

○まるごと高知での 

     水産物ＰＲ 

・戻りカツオフェアの実施 

 期間：10月中旬頃～ 

      （10日間） 

○たたきガイドブック 

掲載店舗180店舗 
 （H24年度：145店舗） 

○たたきフェアへの 

応募数 1,000件 

水産物プロモーション 水産物ブランド化 

土佐の魚の魅力、

こだわりの食文化

の情報発信 

県民や観光客への 

ＰＲ 

（試食即売会、 

リーフレット配布） 

観光客の誘

客と移住の

促進等への

活用 

地産外商

の推進 ○まるごと高知での 

   水産物ＰＲ 

 ・土佐の清水サバ 

     フェアの実施 

 期間：1月中旬頃～ 

       （10日間） 

○本県産水産物の商品

力向上に資する魅力の

整理 

○即売会の開催(2回)

やイベント等を活用し

た県民・観光客への周

知 

水産物プロモーション 

○たたきガイドブック 

 掲載店舗の募集 

募集期間：6/1～6/30 

対象店舗：県内飲食店 

広報：新聞広告、ＨＰ等 

※162店舗応募 

○たたきガイドブック 

の作成・配布（8/7～） 

・タタキ料理を掲載 

・配布先：宿泊施設、 

  道の駅、観光施設 

  等 

※他部局のイベント 

       等を活用し配布 

○たたきフェアの 

  実施 

フェア期間：8/7～ 

                    12/31 

水産物プロモーション 

・地域づくり支援課と

の摺り合わせ（4/17） 

・具体的実施方法等

に係る委託先との打

ち合わせ（4/30） 

・地産地消・外商課と

の摺り合わせ（6/10） 

○たたきガイドブック 

  作成 

  ・162店舗掲載  

  ・53,000部  

 配布（9月末現在） 

  ・47,000部 

※観光施設等への 

 配布の他、県外イ

ベントにおいて配布 

 （大阪、岡山） 

水産物ブランド化 

●委託契約（8/19） 

業務内容に係る委託先

との打ち合わせ（8/7） 

土佐の魚統一ブランド

検討委員会開催（9/18） 

・調査魚種及び調査項

目の決定 

キャッチコピーロゴ製作

の委託契約（再委託） 

魅力の洗い出し作業に

本格着手 

水産物ブランド化 

・対象魚種（８魚種※）

が決定し、魅力の洗い

出し作業に本格着手 

※カツオ、キンメダイ、

ゴマサバ、メジカ、ハガ

ツオ、イワシシラス、ウ

ツボ、マグロ類 

○まるごと高知での 

 水産物ＰＲの変更 

→たたき文化の情報 

  発信を強化する 

  方向に変更 

  ○たたきフェアin東京 

 の開催 

フェア期間 

10/10～12/31 

・参加東京都内13店舗         

○たたきガイドブック 

掲載店舗162店舗 

 （H24年度：145店舗） 

○たたきフェアへの 

応募数 1,875件 

○たたきフェアin東京 

応募数 427件 

○たたきガイドブックの配布や

フェアの開催により、たたき文

化の認知度向上につながった。 

○当初、180店舗以上の掲載予

定で取組んでいたが、フェア参

加により営業に支障が出るなど、

断りがあった店舗を除いたこと

で162店舗にとどまった。 

○今後、様々な場面でのたたき

文化の情報発信を継続していく

ことで、県内への誘客を図る。 

魅力の洗い出し

とリーフレット

への落とし込み

土佐の魚統一ブランド

検討委員会開催

（12/12） 
・リーフレット素案に対する

意見取得 

・キャッチコピーロゴの選定 

・キャッチコピーロゴ完

成（12/14） 

土佐の魚統一ブランド

検討委員会開催（1/8） 
・リーフレット最終案に対す

る意見取得 

・リーフレット完成（1/17） 

県民、観光客、事業者

等へのＰＲ 
※市場合同会議（1/18）、土

佐のおさかなつり（1/19）、海

の漁心市イベント（3月）、中

芸定置協議会即売イベント

（2/21、2/25、3/1）、水産加

工業交流促進協議会（3/24） 

○本県産水産物の商品力

向上に資する魅力の整理 

※成果品：リーフレット

及びキャッチコピーロゴ 

○即売会の開催(2回)やイ

ベント等を活用した県

民・観光客等への周知（6

回） 

○強み・特性の洗い出し作業を経

て、本県の魅力ある水産物をＰＲ

するリーフレット等が完成し、県民

や観光客等には一定周知できた。 

今後も引き続き、事業者等の営業

現場での活用による本県水産物

の商品力向上や、移住促進に向

けた本県の情報発信などに活用

していくことが必要。 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 土木部

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 河川課 河川堤防の耐震化等委託事業費 地震対策 130,000

2 公園下水道課 下水道地震・津波対策検討事業費 地震対策 2,811

3 住宅課 住宅耐震対策事業費 地震対策 84,268

4 港湾振興課 友好提携港会議運営等委託料 インフラ 12,248

5 港湾・海岸課 高知新港整備実施計画策定事業費 インフラ 33,000

6 港湾・海岸課 港湾ＢＣＰ策定事業費 地震対策 6,000



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本、山下 （ 9838 ）

種別 当初予算額 130,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・背後地評価の再検証を行い、堤防の液状化
対策や嵩上げ等のハード整備の優先度を決
定する。
・3河川(松田川、夜須川、加持川)の基本設計
を終える。

背後地評価の再検証を行い、ハード整備の
優先度を決定。
夜須川は事前調査を終え、基本設計を実施
中。
加持川、松田川は地質調査を終え、津波遡
上計算を実施中。

設計に先立って必要な地質調査で、工学的基
盤面が当初想定より深いなどの理由により、遅
れが発生。基本設計に際しては、背後地の道
路、橋梁、鉄道の付替え等、関係機関との調整
が必要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　今年度公表予定の新想定第２弾（被害想定）などを踏まえ、平成２３年度補正予算で実施した浦戸湾外河川の背後地評価の再検証を行う。
また、優先的に対策を講じる必要のある３河川（松田川、夜須川、加持川）について、既存堤防の液状化対策等のための基本設計に着手する。

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成26年 3月31日
土木部

河川堤防の耐震化等委託事業費 河川課

　地震対策

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

新想定第２弾 

（被害想定）公表 

設計津波の水位（L１津波高さ）の設定 

契約 

完了 

背後地評価 

の再検証 

契約 

完了 

3河川の 

基本設計 

新想定第２弾 

（被害想定）公表 

設計津波の水位（L１

津波高さ）の設定 

契約 

完了 

背後地評価 

の再検証 

契約 

3河川の 

事前解析（地質、

津波遡上）・ 

基本設計 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 秋元 （ ２９１０ ）

種別 地震対策  当初予算額 2,811千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○年度内
・高知県下水道地震・津波対策ガイドラインの策定
・各種災害時支援協定の締結
○取り組みの目的
　『高知県下水道地震・津波対策ガイドライン』の考え方に
沿って、市町村が地震・津波対策事業へ着手すること。

（達成状況）
○7/23災害時支援協定の締結（自治体間相互、関係団体）
○11/27高知県下水道地震・津波対策ガイドラインの策定・
公表
※取り組みの効果
・県と市町村が一体的に取り組み、地震・津波対策の底上げ
が図られた。
・東日本大震災の新たな知見や新技術を取り入れたため、
職員の下水道技術の向上や南海トラフ地震の認識が深めら
れた。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

10/中　高知県下水道地震・津波対策ガイドラインの公表

11/下　第5回市町村担当者会
　　　　（地震・津波対策事業の推進）

11/27　第5回高知県下水道地震・津波対策検討委員会
　　　■委員会
　　　　　①下水道BCPの事例発表（県、高知市、四万十市）
　　　　　②津波シミュレーションによる津波対策計画
　　　　　　（須崎市、四万十市、東洋町、芸西村）
　　　　　③ガイドライン案の修正確認
　　　■ガイドラインの策定・公表
　　　　　①各専門委員からの提言（４委員）
　　　　　②下水道管理者の抱負（県、３市町村）
　　　　　③委員長の挨拶

３/初　第6回市町村担当者会
　　　　（地震・津波対策事業の推進、災害時支援協定の
         継続）

1/24　総合地震対策計画・下水道BCP策定の予算要求
　　　　※国土交通省の本要望へ要求
2/24　総合地震対策計画・下水道ＢＣＰ策定の勉強会
　　　　※勉強会の設置について、市町村、国交省、事業団
　　　　　と調整
3/13　災害時支援協定に係るH26年度への更新
　　　　※自治体間の相互支援協定、関係２団体の支援協定

4/18　第1回市町村担当者会
　　　　（H25津波シミュレーションの勉強会）

4/26　第2回市町村担当者会
　　　　（包括的な災害支援協定）

5/初　ガイドライン共同研究の協定締結
　　　　（県と下水道新技術推進機構）

5/下　H25津波シミュレーションの協定締結
　　　　（須崎市・四万十市・東洋町・芸西村と下水道機構）

6/中　第3回市町村担当者会
　　　　（包括的な災害時支援協定）

4/18　第1回市町村担当者会
　　　　（H25津波シミュレーションの勉強会）
4/26　第2回市町村担当者会
　　　　①３協定の説明（相互支援、処理場・ﾎﾟﾝﾌﾟ場、管路）
　　　　②災害時連絡訓練の実施について

5/8　ガイドライン共同研究の協定締結
　　　　（県と下水道新技術推進機構）
5/8　H25津波シミュレーションの協定締結
　　　　（須崎市・東洋町・芸西村と下水道機構）
　　　※7/3　四万十市が協定に参加（市長選のため）

5/28　第3回市町村担当者会
　　　　①各協定の具体的な適用例について
　　　　②協定締結に向けたスケジュール

7/中　第4回高知県下水道地震・津波対策検討委員会
　　　　　　①頻度の高い津波の被害想定と対策
　　　　　　　※最大ｸﾗｽの地震･津波はH24に実施
　　　　　　②津波ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる被害想定と対策
　　　　　　　　（県、高知市、南国市、香美市）
　　　　　　③高知県下水道地震・津波対策ガイドライン案

8/中　第4回市町村担当者会
　　　　（包括的な災害時支援協定）

9/中　第5回高知県下水道地震・津波対策検討委員会
　　　　　①津波ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる被害想定と対策
　　　　　　　（須崎市、四万十市、東洋町、芸西村）
　　　　　②災害時支援協定
　　　　　　・県と16市町村の災害時相互支援協定
　　　　　　・処理場、ﾎﾟﾝﾌﾟ場の災害時支援協定
　　　　　　　（県・16市町村、下水道事業団）
　　　　　　・管路の災害時支援協定
　　　　　　　（県・16市町村、下水道管路管理業協会）
　　　　　③高知県下水道地震・津波対策ガイドライン

7/11,12　第4回市町村担当者会
　　　　　　（災害時連絡訓練の実施結果）

7/23　災害時支援協定の締結式
　　　　　①県内自治体間の相互支援協定（県、16市町村）
　　　　　②処理場・ﾎﾟﾝﾌﾟ場の災害時支援協定
　　　　　　　（下水道事業団、県、15市町村）
　　　　　③管路の災害時支援協定
　　　　　　　（管路管理業協会、県、15市町村）

7/23　第4回高知県下水道地震・津波対策検討委員会
　　　　　　①頻度の高い津波の被害想定と対策
　　　　　　　※最大ｸﾗｽの地震･津波はH24に実施
　　　　　　②津波ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる被害想定と対策
　　　　　　　　（県、高知市、南国市、香美市）
　　　　　　③高知県下水道地震・津波対策ガイドライン案

事業概要・目的

　南海トラフの巨大地震発生時においても、県民の命と生活を守るため、下水道の最低限の機能である「①人命の確保②トイレ使用の確保③公衆衛生の保全④
浸水の防除⑤応急対策活動の確保」を目標とした『高知県下水道地震・津波対策ガイドライン』を策定する。
　ガイドラインは、東日本大震災の新たな知見や下水道の新技術を反映させるため、学識者や下水道専門家、国、県、市町村で構成する「高知県下水道地震・津
波対策検討委員会」において策定することとし、以下の方針を基本とする。
１．取り組みの継続性を確保するため、地震・津波による施設の被害想定は、下水道管理者である県・市町村の職員が自ら行う。
２．地域の地理的条件により被害想定が大きく異なることや、市町村の個別の財政事情を反映するため、防災対策（ハード）と減災対策（ソフト）の両面から、目標
が達成できることとする。
３．防災力が経年的に高まったり、低下したりすることから、必要に応じてモニタリングを実施し、ガイドラインが見直せるよう発展性のあるものとする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 土木部
平成26年 3月31日

下水道地震・津波対策検討事業費 公園下水道課

（求める具体的な成果） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田中 （ ９８５６ ）
種別 当初予算額 84,268千円 補正後予算額 256,917千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）

高知県内の昭和56年以前に建築された住宅
のうち、耐震性の低い住宅について1,200棟
（H24補正1,000戸＋H25当初200戸）の耐震化

（達成状況）

約800棟が完了予定

（要因分析、課題等）
平成23年度660棟、平成24年度611棟であった
耐震改修工事の実績に対し、約800棟を実施予
定。
増加の要因として、住宅所有者に対する住宅
の耐震対策の必要性の啓発、事業者への合理
的な工法の普及促進及び上乗せ補助の継続
によるものと考えられる。
夏頃から受付件数が伸び悩んだ原因として、
消費税増税による新築住宅の駆込み需要の増
加に伴う、県内の技術者不足が考えられるた
め、今後も事業者の育成等を通して、耐震化の
促進を図る。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要・目的

　次期南海地震に備え、既存住宅の耐震診断の促進を図るとともに、きめ細かい相談体制の構築、実践的な耐震改修技術者の育成等を行うため、以下の事業を実施する。
　・住宅耐震診断補助事業　（診断予定戸数：2,000戸＜H24補正1,600戸＋H25当初400戸＞）
　・住宅耐震設計費補助事業（設計予定戸数：1,200戸＜H24補正1,000戸＋H25当初200戸＞）
　・住宅耐震改修助成事業　（改修予定戸数：1,200戸＜H24補正1,000戸＋H25当初200戸＞）
　・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀耐震対策事業（改修予定箇所：500箇所＜H24補正400箇所＋H25当初100箇所＞）
　・老朽住宅除却事業（改修予定箇所：50戸）
　・事業者、住宅所有者等を対象とした講習会等の開催

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成26年3月31日

住宅耐震対策事業 住宅課
安全・安心 　

耐震対策事業啓発チラシの配布 

（250,000枚） 

市町村住宅耐震事務担当者研修

会で事業内容の説明を実施(4月) 

通年 

 

○出前講座の開催 

 

○建築関係団体と連携して

講習会を開催 

 

○耐震診断士を市町村に

派遣（9/17～） 

住宅耐震診断事業の実施    

耐震改修設計助成事業の実施 

・耐震改修助成事業 

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀耐震対策事業 

・老朽住宅助成事業 

の実施 

登録事業者申請受付 

木造住宅耐震診断士更新及び養成講習会

実施 （6/25・27・28、8/2） 

市町村現場検査立会（土佐市5/23、須崎市

5/22、いの町4/11、5/29、7/23、仁淀川町

5/28) 

市町村住宅耐震事務担当者研修会で事業

内容の説明を実施(4/12,19,26) 

出前講座(安全・安心リフォームのすすめ梼

原町7/11、馬路村7/24、田野町8/1、土佐町

8/6、宿毛市8/8) 

相談窓口（梼原町7/17、馬路村7/29） 

講師派遣（土佐町7月定例部落町会7/23） 

出前講座（安芸市赤野地区防災会7/28） 

相談窓口（種崎防災夕涼み会8/4） 

出前講座(北川村九府付地区自主防災会

9/1) 

講師派遣（梼原町救急の日9/10） 

講師派遣（銀行協会次席者会9/24） 

講師派遣（精密診断ソフト使用技術講習会

9/26） 

講師派遣（香北町福祉ボランティア協議会定

例総会5/23） 

相談窓口（高知県総合防災訓練6/2） 

相談窓口（高知安全・安心フェア6/22、23） 

講師派遣（仁淀川町木造住宅助成事業説明

会6/24） 

9月30日現在 受付戸数 

・耐震診断 897戸 

・耐震設計 573戸 

・耐震改修 548戸 

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀 45件 

・老朽住宅除却 13件 

 

木造住宅耐震改修講習会開催等委託契約

締結（9/17） 

安全・安心 住宅のリフォーム勉強会（高知

市 10/13） 

木造住宅耐震改修講習会（南国市 10/16） 

木造住宅耐震改修講習会（須崎市 10/24） 

木造住宅耐震改修講習会（四万十市 1/29） 

耐震診断士派遣（高知市10/20・2/23、土佐

市11/3、いの町11/10、香美市11/10・12/1、

四万十市11/17、土佐町11/23、安田町11/24、

馬路村2/26） 

出前講座・相談窓口(もくもくランド11/2、3) 

相談窓口（黒潮町11/10） 

講師派遣（四万十市土砂災害勉強会12/1） 

講師派遣（四国銀行防災対策セミナー2/19） 

市町村現場検査立会（土佐市9/30、10/10、

11/5、須崎市11/11、3/4、3/14、大豊町

11/19、いの町11/28) 

3月31日現在 実績件数（見込） 

・耐震診断 1,500件 

・耐震設計 800棟 

・耐震改修 800棟 

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀 80件 

・老朽住宅除却 30件 

 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤岡 （　9888 ）

種別 当初予算額 12,248 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・提携各港との交流促進及び経済・文化的つ
ながりの強化
・県民の港湾行政への理解及び各国の文化
等への理解向上
・県内企業の海外販路開拓

・提携各港との交流促進及び経済・文化的つなが
りの強化（6カ国6港、18人参加（高知港含む））
・県民の港湾行政への理解及び各国の文化等へ
の理解向上（来場者数は上記のとおり）
・県内企業の海外販路開拓の支援（延べ83件の商
談会の実施）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

【来場者】
・第2回ものづくり総合技術展&INAP2013アジア
フェア（11月21日～23日開催）：14,431人
・INAP2013高知会議シンポジウム（11月21日開
催）：212人

事業概要・目的

平成２５年度は、「高知新港振興プラン」の実質的なスタートの年になるとともに、高知新港開港１５周年を迎える年でもある。第１５回友好提携港会議が平成２５
年度に高知で開催されるため（本県では３回目）、この機会を捉え、各地域との経済交流の促進、国際観光の振興を図るとともに、県民が参加し、港湾や会員港
の文化・物産に親しむ取り組みを行うことにより、港湾や県内産業の活性化に資する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局： 土木部
平成26年 3月31日

友好提携港会議運営等委託料 港湾振興課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

6月1日 委託契約締結 

9月中旬 第4回準備会 

11月上旬 第5回準備会 

1月末 委託業務完了 

4月1日 プロポーザル公募開始 

4月8日 第2回準備会 

4月10日 プロポーザル説明会 

5月16日 プロポーザル審査会 

6月下旬 出展者募集開始 

7月下旬 第3回準備会 

11月21日～23日 第2回ものづくり総合技

術展及び友好提携港会議開催 

9月上旬 広報開始 

12月上旬 第6回準備会（反省会） 

4月1日 プロポーザル公募開始 

4月8日 第2回準備会 

4月10日 プロポーザル説明会 

5月16日 プロポーザル審査会 

6月25日 委託契約締結 

7月1日 出展者募集開始 

7月23日 第3回準備会 

9月17日 広報開始 

広報実施内容 

（実績） 

・チラシ、ポスター作成 

→関係団体（274者）、県内コン

ビニ（38店舗）、県内銀行等へ

配布 

・ホームページ掲載 

・県広報誌掲載 

・高知新聞掲載 

・テレビ（県広報番組、CM） 

・ラジオ読み上げ 

・日刊工業新聞掲載 

・県庁へ横断幕掲出 

1月31日 委託業務完了 

11月21日～23日 第2回ものづくり総合技

術展及び友好提携港会議開催 

11月27日 第5回準備会（反省会） 

11月7日 第4回準備会 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 金森晃彦 （ ９８８４ ）

種別 インフラ  当初予算額 33,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・土地利用計画
・埠頭用地及び高台企業用地の施設設計

・土地利用計画
・埠頭用地及び高台企業用地の施設設計

・平成26年度以降の整備については、高台企
業用地に進出を希望する企業との調整が必
要。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的

平成24年度に策定した高知新港振興プランにおける港湾施設の整備方針に基づき、土地利用計画の策定及び施設設計を実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 土木部
平成26年3月31日

高知新港整備実施計画策定事業費 港湾・海岸課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

4月上旬～ 

設計・積算 

5月中旬～ 

・現地測量 

・土地利用計画策定 

・埠頭用地設計 

・高台企業用地設計 

5月中旬 

委託業務契約 

3月中旬 

委託業務完了 

4月上旬～ 

設計・積算 

5月11日～ 

・現地測量 

・土地利用計画策定 

・埠頭用地設計 

・高台企業用地設計 

5月10日 

委託業務契約 

3月20日 

委託業務完了 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 金森晃彦 （ ９８８４ ）
種別 地震対策  当初予算額 6,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末
・高知港ＢＣＰの継続的な運用
・須崎港ＢＣＰの策定
・宿毛湾港協議会発足

・高知港ＢＣＰの継続的な運用（連絡協議会１回、机上訓練１回）
・須崎港ＢＣＰの策定（関係者会議３回）
・宿毛湾港ＢＣＰ策定に向けた取り組み（関係者会議２回）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

事業概要・目的

　発災後の緊急支援物資受け入れ、港湾物流機能の早期回復を目的とした高知港ＢＣＰの実効性確保に向け、訓練の実施及びその結果を踏まえ、継続的に運用するとともに新想定津波にも対応
した応用編を策定する。併せて須崎港で港湾ＢＣＰを策定し、宿毛湾港で港湾ＢＣＰ策定に向けた協議会を発足する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 土木部
平成26年3月31日

港湾ＢＣＰ策定事業費 港湾・海岸課

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 

5月上旬～ 事前調整 

（対象：須崎市、企業等） 

7月下旬  

須崎港第1回関係者会議 

8月下旬 

高知港第1回連絡協議

2月下旬 

高知港第２回連絡協議

9月下旬  

訓練実施（高知港） 

10月下旬  

須崎港第２回関係者会議 

12月下旬  

宿毛湾港第１回関係者会議 

11月上旬～ 

事前調整 

（対象：宿毛市、

企業等） 

 
12月上旬 

訓練実施（須崎港） 

1月下旬 

須崎港第３回関係者会議 

→協議会発足 

3月中旬 

宿毛湾港第２回

関係者会議 

3月下旬 

須崎港BCP取りまとめ 

高知港 宿毛湾港 須崎港 

高知港BCP 

過年度策定済 

翌年度 

宿毛湾港BCP作

5月上旬～ 事前調整 

（対象：須崎市、企業等） 

9月5日  

須崎港第1回関係者会議 

10月23日 

高知港第1回連絡協議

12月20日  

机上訓練実施 

12月5日  

須崎港第２回関係者会議 

12月2日  

宿毛湾港第１回関係者会議 

10月中旬～ 事前調整 

（対象：宿毛市、企業

2月20日 

須崎港第３回関係者会議 

→協議会発足 

2月12日 

宿毛湾港第２回関係者会議 

3月下旬 

須崎港BCP策定 

高知港 宿毛湾港 須崎港 

高知港BCP 

過年度策定済 

翌年度 

宿毛湾港BCP作成 

8月上旬～ 事前調整 

（対象：学識経験者、

国） 

翌年度 

継続的に連絡協

議会を開催 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 教育委員会

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額
（千円）

1 学校安全対策課 防災教育推進事業 地震対策 31,016

2 幼保支援課

保育所・幼稚園耐震診断事業費補助金(8,651)
幼稚園耐震化促進事業費補助金(37,007)
保育所等緊急整備事業費補助金（耐震化分）
(405,711)

地震対策 451,369

3 幼保支援課 保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金 地震対策 16,830

4 幼保支援課 南海地震対策研修等事業費 地震対策 3,799

5 小中学校課 ことばの力育成プロジェクト推進事業 教育・子育て 84,911

6 小中学校課 道徳教育充実プラン 教育・子育て 9,703

7 小中学校課 小中学校キャリア教育推進事業 教育・子育て 4,977

8 小中学校課 学校改善プラン実践支援事業 教育・子育て 11,401

9 小中学校課 中学校学力向上支援事業 教育・子育て 27,233

10 小中学校課 高知県学力定着状況調査実施事業 教育・子育て 38,237

11 高等学校課 高等学校生徒パワーアップ事業費 教育・子育て 34,488

12 高等学校課 高等学校学校パワーアップ事業費 教育・子育て 36,335

13 特別支援教育課
「発達障害等のある幼児児童生徒の指導及び支援
の充実に関する指針」推進事業

教育・子育て 739

14 生涯学習課 子どもの読書活動総合推進事業 教育・子育て 2,648

15 生涯学習課 放課後子どもプラン推進事業 教育・子育て 380,363

16 新図書館整備課 新図書館等整備事業費 教育・子育て 827,527

17 スポーツ健康教育課
地域を活用した学校丸ごと子どもの体力向上推進事
業
（子どもの体力向上支援事業）

－ 2,117

18 人権教育課 志育成型学校活性化事業 教育・子育て 4,984

19 人権教育課 生徒指導推進事業 教育・子育て 14,159



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 戸田 （ 3260 ）

種別 地震対策  当初予算額 31,016千円 補正後予算額 27,159千円  

月

４月

５月

６月

７月

８月

実施状況・変更計画　

②安全教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる防災教育の実施
 　を周知：市町村指導事務担当者会
　　　　　　 市町村教育長会、校長会等
②防災教育副読本作成委託事業
　　　施行伺（プロポーザル方式）（4/12）

④学校防災アドバイザー派遣計画作成
②安全教育プログラム全教職員配付（5/20）
②各市町村教委等に出向き校長会等で
 　プログラムによる防災教育の実施を
 　指導　（～7月）
③実践的防災教育推進事業開始（5/21）
　　　拠点校12校で実施
②防災教育副読本作成委託事業
　 　 業者選定審査会・委託業者決定（5/28）
　　　契約締結・事業着手（6/11）
③実践的防災教育推進事業（5/28）
　　　拠点校への訪問指導開始
④学校防災アドバイザー派遣開始（6/2）
⑤防災キャンプ推進事業実施
　　　6月28～30日：防災ｷｬﾝﾌﾟin黒岩

<課題>
・安全教育プログラム（震災編）に基づく防災学
習を徹底し、防災教育の質の向上を図ること。
・実践的防災教育推進事業を実施する各校の
取組内容を充実したものとし、県内全域に普及
させること。

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
教育委員会事務局

防災教育推進事業 学校安全対策課

　

　南海地震に備え、学校の危機管理力・防災力の向上及び児童生徒の防災対応力の向上を図るため、安全教育プログラム（震災編）の普及徹底を行う
とともに各種事業を実施する。
　　①防災教育研修会の開催　　　　　②防災教育推進事業（防災教育副読本作成委託事業、安全教育プログラム印刷配付等）
　　③実践的防災教育推進事業　　　 ④学校防災アドバイザー派遣事業　　　　⑤防災キャンプ推進事業

②学校安全対策チェックリスト作成・実施依頼
　　（8/2）　　＊防災学習等の取組状況把握

⑤防災キャンプ推進事業実施
　　　8月6～7日：第1回後川防災ｷｬﾝﾌﾟ

①防災教育研修会の開催（学校悉皆）
　　5日・13日中部（高知市）
　　6日東部（安田町）　12日西部（黒潮町）
　　　　590名参加

<課題>
・各市町村等の校長会や防災教育研修会にお
いて説明した安全教育プログラム（震災編）に
基づく防災教育の実施方法等が校内研修等で
情報共有され、各教員に徹底させること。
・内容の精査に時間を要し、防災教育副読本の
完成が11月になること。
<成果>
・学校安全対策チェックリストにより各学校の室
内安全対策の状況、備蓄物資等の状況、避難

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）

②安全教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる防災教育の実施
 　を周知：市町村指導事務担当者会
　　　　　　 市町村教育長会、校長会等
②安全教育プログラム印刷発注
②防災教育副読本作成委託事業
　　　施行伺（プロポーザル方式）
④学校防災アドバイザー派遣計画作成

②安全教育プログラム全教職員配付
②各市町村教委等に出向き校長会等でプロ
グラムによる防災教育の実施を指導
③実践的防災教育推進事業開始
②防災教育副読本作成委託事業
　 業者選定審査会､委託業者決定､事業着手

③実践的防災教育推進事業
　　　拠点校への訪問指導開始
⑤防災キャンプ推進事業
　　　6月28～30日：防災ｷｬﾝﾌﾟin黒岩

②学校安全対策チェックリスト作成・実施依頼
　　１学期の避難訓練・防災学習等の取組
　　把握

⑤防災キャンプ推進事業
　　　8月6～7日：第1回後川防災ｷｬﾝﾌﾟ
①防災教育研修会の開催（学校悉皆）
　　5日・13日中部（高知市）
　　6日東部（安田町）　12日西部（黒潮町）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

⑤防災キャンプ推進事業
　　　10月3～4日：山の子防災ｷｬﾝﾌﾟin物部
　　　　　　　　　　　第2回後川防災ｷｬﾝﾌﾟ

⑤防災キャンプ推進事業
　　　11月22～23日
　　　　：みんなで体験しよう、晩秋の防災ｷｬ
　　　　　ﾝﾌﾟinぬのしだ
③実践的防災教育推進事業拠点校における
研究発表会実施（～１月）

②２学期の防災訓練・学習実施状況把握

全ての学校において、安全教育プログラムに
よる防災教育が実施されていること。

全教職員に配付した安全教育プログラムや
防災教育副読本により防災教育の内容の充
実を図るための体制が整備できた。

来年度は、防災教育副読本等を活用した安全
教育プログラムに基づく防災教育を全ての学校
に徹底していく必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　　　590名参加

②学校安全対策チェックリスト提出（9/9）

内安全対策の状況、備蓄物資等の状況、避難
訓練や防災学習の状況等が把握できたことか
ら、今後の対策が検討しやすくなったこと。

⑤防災キャンプ推進事業
　　　10月3～4日：山の子防災ｷｬﾝﾌﾟin物部
　　　　　　　　　　　第2回後川防災ｷｬﾝﾌﾟ

⑤防災キャンプ推進事業
　　　11月22～23日
　　　　：みんなで体験しよう、晩秋の防災ｷｬ
　　　　　ﾝﾌﾟinぬのしだ
③実践的防災教育推進事業拠点校における
研究発表会実施（11/20～1/31）

②学校安全対策チェックリスト作成・実施依頼
（12/24）＊２学期の防災学習等の取組状況把握

<課題>
・内容の精査や県民向け啓発冊子「南海トラフ
地震に備えちょき」との整合性を図るため等に
時間を要し、防災教育副読本の完成が2月にな
ること。
<成果>
・地域住民や関係機関が一体となり、各地域の
特性に応じた防災キャンプが実施できたこと。

⑤防災キャンプ推進事業
　　　１月10～11日：体験しよう、厳冬の防
　　　　　　　　　　　　災ｷｬﾝﾌﾟinぬのしだ
③⑤防災教育推進フォーラム開催

②学校の安全教育に関する取組状況のアン
ケート実施：３学期の防災訓練・学習実施状
況把握

③⑤各モデル校の取組内容をＨＰに掲載

②学校安全対策チェックリスト提出（1/10）
⑤防災キャンプ推進事業
　　　１月10～11日：体験しよう、厳冬の防
　　　　　　　　　　　　災ｷｬﾝﾌﾟinぬのしだ

③⑤防災教育推進フォーラム開催（2/2）
　　　約200人参加
④学校防災アドバイザー派遣終了（2/8）
　　  77校に派遣
②防災教育副読本完成・各学校配付（2/24）
②学校の安全教育に関する取組状況のアン
ケート実施：３学期の防災訓練・学習実施状
況把握（2/24依頼文書送付・3/17〆）
③⑤各モデル校の取組内容をＨＰに掲載

<課題>
・防災教育推進フォーラムの内容を充実し参加
者を増加させること。
・安全教育プログラムに基づく防災教育を実施
できていない学校があること。
・学校防災マニュアル作成の手引きの完成が３
月末となったことから、各学校の学校防災マ
ニュアルの見直し・点検作業が26年度になった
こと。
<成果>
・実践的防災教育推進事業の各拠点校への指
導を重点的に実施したことにより各拠点校の防
災学習の内容が充実したものとなったこと。

②防災教育副読本完成・各学校配付

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 幼保支援課 担当者（内線） 尾﨑 （ 3280 ）

種別 地震対策  当初予算額 451,369千円 補正後予算額 222,080千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

交付決定

市町村訪問時に耐震診断・耐震化の早期
実施に向けた要請

耐震診断、耐震化への施設整備ともに、市町
村、民間の設置者の財務状況の厳しさや子ど
も・子育て支援新制度への移行を控え、計画に
変更が生じ、今年度の実施予定棟数・施設数が
減少した。

　　　　　（耐震診断）随時実績報告
　　　　　　　　　　　　補助金精算払い

交付決定

　南海地震に備え、保育所・幼稚園に通う子どもたちの安全を確保するため、保育所・幼稚園施設の耐震診断のための費用及び幼稚園施設の
耐震化整備のための費用を補助し、補強改修等必要な措置を促す。
　補助先及び補助率
　　保育所・幼稚園耐震診断事業費補助金：　私立保育所・幼稚園設置者（補助率2/3以内）　市町村（補助率1/3以内[国庫補助1/3への継足し]）
　　幼稚園耐震化促進事業費補助金：　市町村・私立幼稚園設置者（補助率1/6以内［国庫補助1/3への継足し］）
　　保育所等緊急整備事業費補助金：　市町村（1/2以内）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

実施予定者(予算時把握)への実施計画の現
状把握

交付申請受付 実施予定者(予算時把握)への実施計画の現
状把握

交付決定

随時交付申請受付、交付決定

　　市町村訪問時に耐震診断・耐震化の早期
　　実施に向けた要請

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

保育所・幼稚園耐震診断事業費補助金（8,651→1,593）
幼稚園耐震化促進事業費補助金（37,007→6,920）
保育所等緊急整備事業費補助金（耐震化分）（405,711→
213,567）

　

事業概要・目的

耐震診断実施予定 10施設(13棟)

耐震化整備 14施設

耐震診断 保育所１施設 (１棟)

耐震化整備 保育所５施設

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・耐震診断実施　　10施設（13棟）実施（全棟）
　　※H25末耐震診断率（非木造のみ）：81%

・耐震化　　14施設実施（全棟）
　　※H25末耐震化率（非木造のみ）：78%

・耐震診断実施　２施設（２棟）実施（全棟）
　　※H25末耐震診断率（非木造のみ）
　　　　　：82%（見込）

・耐震化　　７施設実施（ほか４施設繰越）
　　※H25末耐震化率（非木造のみ）
　　　　　：79%（見込）

耐震診断については、当初10施設の実施計画であっ
たが、市町村等の計画変更や延期により２施設にとど
まった。耐震化整備についても、Ｈ26へ繰越しとなった
施設等もあり7施設の実施にとどまった。（非木造施設
の耐震診断実施率・耐震化率は、補助対象外施設の
市町村単独実施等により、目標数値は達成できた。）
今後も市町村等の検討状況を踏まえ、耐震診断・耐震
化整備の早期実施について働きかけを行っていく。

　　　　　　　　（耐震化）随時実績報告・
　　　　　　　　　　　　　　補助金精算払い

 　　　　　　　　市町村等へ翌年度の事業説明
                                 (県内3カ所で開催)

事業説明会で、耐震化の早期の実施について
要請を行った。

市町村等へ翌年度の事業説明
 (県内3カ所で開催)

 
実績報告

事業中止

繰越

　　　　交付決定

　　　　　　　調査結果まとめ 調査結果まとめ

減少した。
早期の耐震診断の実施、施設の耐震化を推進
するため、引き続き市町村、各設置者に計画的
な実施への働きかけを行っていく必要がある。

　　　　　　　　　　　　補助金精算払い

　　　　　　　翌年度以降の耐震診断・耐震化
　　　　　　　計画調査

翌年度以降の耐震診断・耐震化計画調査

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況）

耐震化整備 保育所５施設

幼稚園２施設

耐震診断 保育所１施設（１棟）

耐震化整備 保育所３施設

幼稚園２施設

耐震診断 保育所２施設（２棟）

耐震化整備 保育所３施設

幼稚園４施設

耐震化整備 保育所１施設

耐震化整備 保育所４施設

　　　　　：79%（見込） 化整備の早期実施について働きかけを行っていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 尾﨑 （ 3280 ）

種別 地震対策  当初予算額 16,830千円 補正後予算額 12,945千円 　

高台移転 高台移転

４月

５月

移転先が決定している市
町村の情報収集
(電話及び個別訪問)

移転先が決定している
市町村の情報収集
(電話及び個別訪問)

６月 　 　

７月

市町村訪問時に対策の早期実施を
要請

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　3園
･避難車購入　　3園（5台）
（実績報告）

･窓ガラス飛散防止対策
　　　　　　実施予定箇所24園
･避難車購入予定箇所
　　　　　　　　　　23園（33台）

交付申請受付
市町村等事業実施計画提出
者への申請書提出案内

交付申請受付
市町村等事業実施計画提出
者への申請書提出案内

交付決定

　随時交付申請受付

　交付決定

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　3園
･避難車購入　　4園（4台）

　　随時実績報告
　　補助金精算払い
　
　　　市町村訪問開始

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　4園
･避難車購入　　3園（5台）

事業概要・目的

　南海地震に備えるため、保育所、幼稚園及び認定こども園において、乳幼児の安全確保に必要となる窓ガラス飛散防止フィルムの施工や乳幼児の避難
にかかる避難車購入に要する経費及び高台移転の検討に要する経費について助成を行う。
　補助先：市町村（窓ガラス飛散防止対策事業及び避難車購入事業は、保育所にかかる経費は高知市を除く。）、私立幼稚園設置者、認定こども園設置者
　補助率：1/3以内（窓ガラス飛散防止フィルムの施工に係る経費、但し１保育所・幼稚園・認定こども園の補助対象経費の合計が30万円未満のものを除く）
　　　　　　1/2以内（避難車等購入に係る経費、但し1保育所・幼稚園・認定こども園の補助対象経費の合計が20万円未満のものを除く）
　　　　　　1/2以内（施設の高台移転の検討に要する経費、但し1移転あたり20万円未満のものを除く）

月
執行計画・目標 実施状況・変更計画　

備考（課題及び成果等）
飛散防止フィルム・避難車 飛散防止フィルム・避難車

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

保育所・幼稚園等安全確保対策事業費補助金 幼保支援課

　

現年及び翌年度

での事業活用要請

８月

９月

１０月

１１月
　　土佐清水市検討補助
　　金交付申請交付決定

１２月

１月

２月

３月

　　土佐清水市
　　実績報告提出
　　精算払い

（実績報告）
高台検討補助　２ヵ所

年度末

（交付決定）
高台移転への施設整備
　　　　土佐清水市1ヵ所

・窓ガラス飛散防止対策実施率80％（H25　24園実施） ・窓ガラス飛散防止対策実施率91％（H25　25園実施）（見込
み）

目標は達成しているが、引き続
き窓ガラス飛散防止フィルム施
工については26年度末までに全
園施工を目標に取り組んでいく。

（変更交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　4園追加
･避難車購入　　1園（2台）追加
（実績報告）
･窓ガラス飛散防止対策　2園

（交付決定）
高台検討補助
　　安芸市1ヵ所

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　5園
･避難車購入　　3園（3台）
（実績報告）
･窓ガラス飛散防止対策　21園
･避難車購入　　17園（22台）

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　4園
･避難車購入　　7園（9台）

土佐清水市の検討については、下
記の施設整備が終了してから行う方
針となったため。

【12月補正】
保育所・幼稚園等高台移転施設整
備費補助金　創設
　　土佐清水市１ヵ所

（交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策　1園
（実績報告）
･窓ガラス飛散防止対策　1園
･避難車購入　　1園（2台）

土佐清水市の検討補助は
見送り

（交付決定）
高台検討補助
　　高知市1ヵ所

・避難車購入　　2園（2台）

　 　

（変更交付決定）
･窓ガラス飛散防止対策
　　　　　　　　　　　1園追加
（実績報告）
･窓ガラス飛散防止対策　3園
・避難車購入　　1園（2台）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

翌年度以降の事業活用予定の調査

市町村等へ翌年度の事業説明

(県内3カ所で開催)

翌年度以降の事業活用予定の調査

市町村等へ翌年度の事業説明

(県内3カ所で開催)

年度末
・避難車購入33台（H25　23園実施） ・避難車購入28台（H25　21園実施）（見込み）

・高台移転検討（Ｈ25　2園実施）

園施工を目標に取り組んでいく。
高台移転の検討や施設整備に
ついても加速化してきており、国
の動向を注視しながら市町村に
働きかけていく。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北添 （ 3283 ）

種別 地震対策  当初予算額 3,799千円 補正後予算額 3,901千円 　

防災紙芝居
地震津波対策

事例集
防災ﾏﾆｭｱﾙの充実
避難訓練の定着

防災紙芝居
地震津波対策

事例集

防災ﾏﾆｭｱﾙの充
実・避難訓練の定

着

４月

実施業者選定
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施要領･募
集要領･審査委員会設
置要領及び審査要領策
定

　資料集計
防災ﾏﾆｭｱﾙの見直し
状況等確認、助言及
び指導

　資料集計

防災ﾏﾆｭｱﾙ
の見直し状
況等確認、
助言及び指
導

５月

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ公募
　　　　 (ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等)

　事例選択

　事例編集

　事例選択

６月

　　説明会実施

　　参加申込み提出

　　市町村訪問開始
　　(防災ﾏﾆｭｱﾙの充
　　実等を要請)

７月

企画書提出

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ審査委員会
開催

契約
事例集印刷

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
実施要領等
策定
説明会実施

原稿執筆依
頼

市町村
訪問開
始(防災ﾏ
ﾆｭｱﾙの
充実等を
要請)

８月

編集会議

　事例集送付
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
審査委員会 編集

南海トラフ
地震対策
研修会開

・防災紙芝居については、スケジュールに遅
れあり。1月末の完成を目指す。
・地震津波対策事例集については、提出の
あった原稿内容が施設により差があり大幅な
校正を必要とするものがあるため、個別に対
応しながら編集を行う。2月完成を目指す。

事業概要・目的

　南海地震に備え、保育所・幼稚園等での防災教育を推進するため、園児に地震や津波の恐ろしさと避難の大切さ、避難訓練を繰り返し行うことの大切さ等を親し
みやすい紙芝居を活用して、理解を促すとともに、園児が自分の命を守るための行動の体得につなげることを目的とする。
　防災マニュアル事例集を作成し、保育所・幼稚園等が防災マニュアルや避難場所、避難方法等の継続した検証、改善に活用することを目的とする。
　各保育所・幼稚園等の実態に応じた防災マニュアルの充実・避難訓練の定着を図ることにより、園児の生命や身体の安全を守る。

月

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

南海地震対策研修等事業費 幼保支援課

　

８月 　事例集送付 審査委員会
開催

編集
研修会開
催（東部）

９月

契約
編集会議

南海トラフ
地震対策
研修会開
催（東部・
中部）

１０月

１１月

 紙芝居印刷 　　防災ﾏﾆｭｱﾙ見直し
　　状況等調査

１２月 紙芝居送付
　　調査集計、
　　改善事項整理

１月 　　改善要請

２月
南海地震対策
に関する調査
実施

３月 紙芝居印
刷・送付

事例集印
刷・送付

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

・防災紙芝居については、ストーリーの作成
に時間がかかったこと、またイラストの修正を
要したことにより3月の完成となった。
・地震津波対策事例集については、校正に時
間を要し、3月の完成となった。

・地震・津波対策事例集の作成・配布・活用依頼
・防災紙芝居の作成・配布・活用依頼
・防災マニュアル見直し及び事例集活用等の研修会実施
　（アンケート結果：研修内容についての満足が90％以上）

・「保育所・幼稚園等南海トラフ地震対策事
例集」（県内事例21例、県外事例６例掲載）
を作成・配布・活用依頼
・防災紙芝居を作成・配布・活用依頼、読み
聞かせ活動を実施
・南海トラフ地震対策研修会の実施（県内
3ヵ所）

・南海トラフ対策事例集及び防災紙芝居の活用に
ついて、来年度も引き続き依頼
・南海トラフ地震対策研修会の研修内容について、
アンケート回答者の98％が満足

（求める具体的な成果） （達成状 （要因分析、課題等）

防災ﾏﾆｭｱﾙ見直し及び事例集

活用等の研修会実施

市町村等へ事例集・紙芝居の活用について説明・依頼、

及び翌年度の事業説明(県内3カ所で開催)

（達成状（達成状（達成状況）

市町村等へ事例集・紙芝居の活用

について説明・依頼、及び翌年度

の事業説明(県内3カ所で開催)



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 益永　美佳 （ 4638 ）

種別 　教育・子育て  当初予算額 84,911千円 補正後予算額 70,394千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

ことばの力育成プロジェクト推進事業 小中学校課

◇第１回「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連
絡協議会(地区別）
○ショートコメントコンテスト募集要項配付
○学校図書館パワーアップ講座　＊支援員対象
○推薦図書リスト配付（新1年生）
◇ことばの力育成プロジェクト推進事業委託契約の
締結

○９月現在で、２５市町村（学校組合）教育員会
が、学校図書館読書環境整備費補助金を活用
・学校図書館支援員の配置…１８市町村
・空調設備の整備…８市町村
◎「学校新聞づくりコンクール」一次案内の発送（４
/４）

◇第１回「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連絡協
議会
　東部（5/17）　中部（5/2）　西部（5/20）高知市（5/9）
○ショートコメントコンテスト募集要項配布（5/24）
○学校図書館パワーアップ講座（5/14）
：参加者102名（講和・演習・グループ協議）
◇ことばの力育成プロジェクト推進事業委託契約の締結
（5/20)

○推薦図書リスト配付（6/7)
◎「学校新聞づくりコンクール」一次案内の発送
（6/17）

事業概要・目的 　

　授業や家庭学習における国語学習シートの活用促進や、学校図書館活動の充実、ＮＩＥ活動の推進を行い、全国学力・学習状況調査のＢ問題で求められている児童生
徒の思考力や表現力を向上させるとともに、豊かな心を育成する。
　また、ことばの力を高めるためのモデル実践を行う学校（重点校３校・推進校１８校）を指定し、その取組を他校へ普及する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

◇第２回「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連
絡協議会（8/5）
○学校図書館パワーアップ講座（8/14 ・8/20）
  ＊小・中学校担当者対象

◇第２回「ことばの力育成プロジェクト推進事業」
連絡協議会（8/5）：講話及びグループ協議
○学校図書館パワーアップ講座
・小学校学校図書館担当対象（8/14）：参加者203
名（講話・演習・グループ協議）
・中学校学校図書館担当対象（8/20）：参加者105
名（講話・演習・グループ協議）

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」連絡協議
会や学校図書館パワーアップ講座等をとおして、「学
校図書館を活用した授業」についての理解、啓発を
行った。
◇全国学力・学習状況調査において、「学校図書館
を活用した授業」の実施率が伸びた。
「学校図書館を活用した授業を計画的に行いました
か（月に数回以上）」
小学校：Ｈ２４（39.7％）→Ｈ２５（45.2％）
中学校：Ｈ２４（9.1％）→Ｈ２５（9.7％）

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」の指定校
においては、学校図書館を活用した授業について
は、組織的に進められているもの、本年度からの取
組である新聞活用については、十分な実践ができて
いない学校がある。

◇第１回「ことばの力育成プロジェクト推進事業」実
施計画書の提出
○学校図書館支援員の活用状況把握（前年度分）
○読書環境整備 （支援員・エアコン）～３月
◎「学校新聞づくりコンクール」募集案内発送

○「ショートコメントコンテスト」審査

○「ショートコメントコンテスト」に参加する学校が年々
増えており、今年度も過去最高の応募数となった。本
コンテストの継続を望む声もあることから、本コンテス
トが学校に定着しつつある。

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」研究報
告会を、「ことばの力育成推進フォーラム」として開
催（1/26）

◇「ことばの力育成推進フォーラム」に、約４００人の
教育関係者や県民の参加があった。参加者からは、
「フォーラムの内容に満足」との声を多数いただい
た。
◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」の指定校
（２１校）を中心に、学校図書館や国語シート、新聞を
活用した授業が広がりつつある。
◇教科の学習目標を達成するためのツールとしてで
はなく、学校図書館や国語学習シート、新聞を活用す
ること自体が目的となっている授業も見られる。

◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」実施報告
書の提出及び次年度の実施計画書の作成

【指定校における取組の充実】
○重点校における中間発表会において、モデル校
として肯定的な評価を得る。（90％以上）
　①学校図書館や国語学習シート、新聞を効果的
に取り入れた授業が行われていた。
　②思考力や表現力などの言語能力を高める取り
組みをしていた。
　③研究発表会は参考になった。

【学校図書館支援員配置校における取組の充実】
○学校図書館の利活用が、昨年度よりも向上す
る。
・利用者数
・貸出冊数
・長期休業中の開館日数
・授業時における学校図書館や図書資料の活用

【指定校における取組の充実】
○重点校（３校）における中間発表会において、モ
デル校として肯定的な評価を得る。（90％以上）
　①について　８１％
　②について　９６％
　③について　９６％

【学校図書館支援員配置校における取組の充実】
＊学校図書館環境整備費補助金による学校図書
館支援員配置校：８３校
（上半期の状況）
・利用者数が増えた学校：５９％
・貸出冊数が増えた学校：６１％
・長期休業中の開館日数を増やした学校：６５％
　＊全日開館した学校も含む
・授業時における学校図書館や図書資料の活用
機会が増えた学校：４５％

【指定校における取組の充実】
　成果の要因としては、「書くこと」を授業の中に位置
付けて思考力や表現力などの言語能力の育成に取
り組んだからだと考える。
　課題としては、重点校においても学校図書館や国
語学習シート、新聞の活用が目的となっている授業
がみられる。指定校を集めた連絡協議会等で好事例
等を紹介しながら、授業の質の向上を図っていく必要
がある。

【学校図書館支援員配置校における取組の充実】
・学校図書館環境整備費補助金を活用して、学校図
書館支援員を配置する市町村は年々増えており、そ
の意義や重要性が認識されつつある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○「ショートコメントコンテスト」表彰式（11/9）

トが学校に定着しつつある。
（応募作品数：小 5,336点・中 929点　計6,265点）
◎「学校新聞づくりコンクール」では、6,359点の作品
の応募があった。
◎「学校新聞づくりコンクール」は初年度ということも
あり、参加校が全体の13％に留まった、参加した学
校からは、「教育的意義がある」と好評であるため、
来年度はもっと参加校が増えるよう、学校が取り組み
易い要項を作成し、アピールしていきたい。
◎○両コンクールとも、教育課程の中に位置付け、計
画的な取組にしていくことが課題である。

◎「学校新聞づくりコンクール」応募期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11/1～14）
○「ショートコメントコンテスト」表彰式（11/9）
◎「学校新聞づくりコンクール」第一次審査

◎「学校新聞づくりコンクール大会」第二次審査
（1/12）
◇「ことばの力育成プロジェクト推進事業」研究報告
会（1/26）

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤村　真理 （ 3294 ）

種別 　教育・子育て  当初予算額 9,703千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

道徳教育充実プラン 小中学校課

○先進校視察の計画書提出
　　香南市・・・11／8（広島県：坂中・横浜小）
　　津野町・・・7／30（広島県1000人フォーラム）
　　　　　　　　　11／12（広島県：東城小）
　　　　　　　　　11／7（京都）
　　三原村・・・10／2～3（広島県：大門中・大津野小）
　　高知市・・・7／30（広島県1000人フォーラム）

●市町村指導事務所担当者道徳推進協議会（第1回）（県内
3会場）…38名参加

事業概要・目的 　

　拠点地域において、学校間連携、家庭・地域との連携及び道徳的実践の指導を強化した市町村ぐるみの道徳教育を推進するとともに、拠点地域における取組を県全体に普
及して、県全体で家庭・地域と連携した道徳教育を推進して児童生徒の道徳性の向上を図る。

　

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

□◆道徳研修講座や道徳教育研究協議会に対する
肯定的評価は98%以上であり、学校の推進役である
先生方がさらに各校における道徳教育を推進していく
ことのできる内容を提供することができた。

○拠点地域の中学校において、特に自己肯定感が低
いことが分かった。今後は、学校・家庭・地域がベクト
ルを合わせた取組を行っていくことができるよう訪問
等による支援を継続していくとともに、家庭版道徳教
育ハンドブックの積極的な活用を働きかけていく必要
がある。

○道徳参観日の参加者が教科の参観日よりも少な
い。特に、平日の参観率が低い。今後は学校便りや
広報紙等での案内の仕方や、取組の成果普及の仕
方について支援をしていく必要がある。

○先進校視察の報告書…７月～２月の間に９つの報告書の
提出完了

□道徳研修講座・・・参加希望者102名
　　本講座に対する肯定的評価・・・98%（アンケート）

○中間検証・中間評価

◆小・中学校道徳教育研究協議会（県内４会場）・・・
参加者248名
　　本協議会の肯定的評価…99.2％（アンケート）

○先進校視察の報告書提出
□道徳研修講座

○中間検証・中間評価
◆小・中学校道徳教育研究協議会（県内４会
場）

○道徳教育地域連携事業（３年間、４地域）：
実施計画書の提出
●市町村指導事務担当者道徳推進協議会（第
１回）（県内３会場）
　

○県教育委員会による拠点地域の学校訪問
開始
○道徳教育地域連携会議（年間10回程度）
◎道徳調査（年度当初）
○拠点地域による道徳性に関する調査（年度
当初）
◇（家庭版）道徳教育ハンドブック作成開始〔国
の委託事業〕
○道徳教育地域連携事業委託契約の締結
○先進校視察の計画書提出

○拠点地域の学校訪問…12校にのべ33回訪問
○道徳教育地域連携会議…４地域で14回
◎道徳調査（年度当初）実施
○拠点地域による道徳性に関する調査（年度当初）実施
◇（家庭版）道徳教育ハンドブック作成開始

◇道徳教育ハンドブック「家庭で取り組む 高知の道徳」を11
月末に配付
１ 公立小・中学校、特別支援学校の児童生徒の家庭
（28,421冊）
2 公立小・中学校の学校用（11,470冊）

◎小・中学校において道徳の授業を公開するなど、家
庭・地域社会と連携した道徳教育の取組の一端が、
児童生徒の道徳性の向上に寄与したことがうかがえ
る。

◇（家庭版）道徳教育ハンドブック配付（小・中

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○実施報告書の提出
○次年度の実施計画書作成依頼

2 公立小・中学校の学校用（11,470冊）
3 公立小・中学校の学級用（3,594冊）
4 公立小・中学校、特別支援学校の教職員（6,000冊）
5 高知大学教育学部附属小・中学校（1,490冊）
6 ３４市町村教育委員会（170冊）
7 地域の公民館公共図書館、放課後子ども教室等（398冊）

◎道徳調査（年度末）…小学校201校、中学校107校
　　　　　　　　集計結果・分析は小中学校課ＨＰに掲載
　
○拠点地域（４地域）による道徳性に関する調査（年度末）
実施
・自尊感情…当初（小：83.8%、中：73.2%）
　　　　　→年度末（小：83.8%、中：75.6%）
・あいさつ…当初（小：92.6%、中：91.2%）
　　　　　→年度末（小：92.6%、中：91.0%）
・規範意識…当初（小：92.3%、中：93.0%）
　　　　　→年度末（小：92.9%、中：94.9%）

●市町村指導事務担当者道徳推進協議会（第２回）（県内３
会場）で１月～２月に実施

【拠点地域による児童生徒の道徳性を年度当
初より向上させる】
　・自分にはよいところがある。
　・近所の人に会ったときは挨拶している
　・学校のきまり（規則）を守っている

【県内学校における公開授業率の向上】
　H23：小97.2％⇒100％
　H23：中87.7％⇒100％

【拠点地域による児童生徒の道徳性】
　・自分にはよいところがある。（小・中学校ともに向上した）
　・近所の人に会ったときは挨拶している（中学校で－0.2%）
　・学校のきまり（規則）を守っている（小学校で＋2.4%）

【県内学校における公開授業率】
　H23：小97.2％⇒100％（目標達成）
　H23：中87.7％⇒100％（目標達成）

　【拠点地域による児童生徒の道徳性】
　組織的な取組により自尊感情や規範意識の高まり
がみられた。
　一方で、近所の人への挨拶など人との関わりには課
題がある。今後は、道徳教育ハンドブックを効果的に
活用するなどして、さらに学校・家庭・地域が一体と
なった道徳教育の推進を図る。

【県内学校における公開授業率】
　年度当初から、様々な場で授業公開についての働
きかけを行ってきたことにより、目標を達成することが
できた。
　今後は、100％を維持するとともに、公開授業の内容
の充実を図るよう、市町村教育委員会を通じて各学校
への働きかけを行う。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○拠点地域ごとに道徳性に関する調査を分析すると、
肯定的回答が９０％以上あるものの、減少していると
ころもある。今後は、道徳教育ハンドブックなどの活用
を図りながら、家庭・地域と一体となった道徳教育を
推進していく必要がある。

◇（家庭版）道徳教育ハンドブック配付（小・中
学生の各家庭）〔国の委託事業〕

◎道徳調査（年度末）
○拠点地域による道徳性に関する調査（年度
末）

●市町村指導事務担当者道徳推進協議会（第
２回）（県内３会場）

●各市町村における道徳推進協議会を活性化させる
手立てについて報告・協議したことを、平成２６年度の
各市町村の実施計画に反映させていく。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 須内 （ 3294 ）

種別 当初予算額 4,977千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

◆推進地域の事業計画の作成
◆キャリア教育推進地域担当者会の開催
　　（年間8回程度）
◆第1回キャリア教育推進地域連絡協議会
　の開催（4/30）
　・総括研究官による講話及び取組状況の
　　情報交換

◆キャリア教育推進校訪問開始
　　（指導助言）

◆キャリア教育研究事業委託契約の締結

◆第1回キャリア教育推進地域担当者会
（4/3）
◆推進地域事業計画書提出（4/19）
◆第2回キャリア教育推進地域担当者会
（4/23）
◆第1回キャリア教育推進地域連絡協議会
（4/30）
・参加者81名（総括研究官による講話及び各推進
地域取組状況の報告）
◆第3回キャリア教育推進地域担当者会
（5/27）
◆キャリア教育研究事業委託契約の締結
（5/30）
◆キャリア教育推進校訪問
（6月：宿毛・東中・宿毛・片島中）
◆第4回キャリア教育推進地域担当者会
（6/28）

○キャリア教育リーフレット配付
　　（対象：公立小・中学校）

○キャリア教育連絡協議会（8/2）の開催
　対象：公立小・中学校キャリア教育担当者
　内容・県外先進校管理職による講演
　　　　・年間指導計画の作成の指導助言
　　　　・情報交換及び演習

◆キャリア教育推進地域の取組の中間検証

◆第5回キャリア教育推進地域担当者会（7/22）
○キャリア教育リーフレット配布（7月）
（対象：公立小・中学校教員　5294部）

○キャリア教育連絡協議会（8/2）
・「キャリア教育推進地域」の取組報告
・演習（年間指導計画作成及びキャリア教育副読
本の活用）
◆キャリア教育推進校訪問
（須崎・朝ケ丘中：8/21、須崎・須崎中：8/22）
◆第6回キャリア教育推進地域担当者会
中間検証（9/13）

○キャリア教育リーフレットを配布し、キャリア教
育連絡協議会を開催することで、キャリア教育年
間計画の作成の手順や基本的な考え方を啓発
することができた。また、３市のキャリア教育推
進地域の取組の概要を周知することもできた。

◆推進地域の各推進校では、総合的な学習の
時間や特別活動における体験活動は意欲的に
実施されているが、全体計画や年間指導計画に
基づく、年間を通じた付けたい力を意識した意図
的なキャリア教育の取組には至っていない。

事業概要・目的

　子どもたちの社会的・職業的自立に向けた力を育てるために、高知のキャリア教育指針に基づき、各地域の特色を生かしたキャリア教育の実践を支援するととも
に、県民ぐるみのキャリア教育を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

小中学校キャリア教育推進事業 小中学校課

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

【推進地域における取組を充実させる】
　・児童生徒の意識調査の年度末結果を
　 年度当初より向上させる
【全ての公立小・中学校における全体計画
及び年間指導計画の作成、実施を充実さ
せる】
・作成率　100％

【推進地域における取組を充実させる】
推進地域の児童生徒のキャリア教育に関する意
識調査の結果、「キャリアプランニング力」が向上
した。
・「学校の授業は、将来仕事や生活で役に立つと
思う」
　4点満点中　3.53ポイント　（+0.04ポイント）
・「生き方に関わって、先人や身近な人間から学
ぼうとしている」
　4点満点中　3.01ポイント　（+0.13ポイント）

【全体計画や年間指導計画の作成】
　　　推進地域の作成率　１００％
　　※県全体のデータについては集計中

・推進校の研究成果を普及するため、ＨＰでの情
報発信を強化し、各推進地域の研究発表会を充
実させる必要がある。

◆キャリア教育推進地域及び推進校への訪問
　（指導助言）

◆副読本『みらいスイッチ』を活用した授業の公開
　　（須崎市・須崎中：11/8）
・総合的な学習の時間（職場体験学習）
◆副読本『みらいスイッチ』を活用した授業の公開
　　（香美市・香北中：11/21）
・特別活動（進路適正の吟味と進路情報の活用）
◆副読本『みらいスイッチ』を活用した授業の公開
　　（香美市・大栃中：12/3）
・総合的な学習の時間（地域学習）

◆キャリア教育推進地域３市（香美、須崎、宿
毛）において、体験活動や地域人材の活用、中
学生用キャリア教育副読本を活用したキャリア
教育の視点でとらえた授業実践が進められてい
る。

　○小・中学校におけるキャリア教育に関する
　　　実態調査の実施
　　　調査内容
　　　・市町村及び小・中学校の取組
　　　・全体計画及び年間指導計画の作成
　　　　状況
　　　・中学校の職業体験実施状況
　○第２回キャリア教育推進地域連絡協議会
　　の開催（2/18）
　　・取組状況の情報交換

◆実施報告書の提出
◆次年度事業実施計画書の作成依頼

◆新荘小学校キャリア教育自主発表会の開催
　　（須崎市：1/16）

　
○小・中学校におけるキャリア教育に関する実態
調査の実施
・全体計画及び年間指導計画の作成状況
・中学校の職業体験実施状況
○第2回キャリア教育推進地域連絡協議会の開
催（2/18）
・3推進地域を中心とした本年度の取組の振り返
りと次年度の取組内容について共通理解

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 森田 （ 4908 ）

種別  補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

◇中学校学力向上プロジェクト校研究協議会
7/23

◇中学校学力向上プロジェクト校研究協議会
7/23

◎中間検証（進捗状況の検証・改善）
・学校改善プランに基づく実践
○中学校学力向上プロジェクト校の訪問回数
(8月末現在)
東部（3校）計15回、中部（3校）計14回
西部（3校）計17回、高知市（8校）計39回
◇学力調査等の活用に関する研修会（校長
対象）9/6

◇中学校学力向上プロジェクト校における学校
改善プランに基づく取組は計画的に実施されて
いるものの、目標を達成するための改善・手立
てが十分とはいえない。

◎中間検証（進捗状況の検証・改善）
・学校改善プランに基づく実践

◇学力調査等の活用に関する研修会（校長
対象） 9/6

○学校改善プラン（中間検証）の提出 9/30

　全国学力・学習状況調査で明らかとなった中学校の学力問題の課題を解決するため、各学校の学校改善プランに基づく学力向上に向けた取組を支援し、学校
の組織力向上と授業改善を図ることで、児童生徒の心と体，確かな学力の育成を目指す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・各小・中学校における平成25年度学校改善
プランの作成
◎全教員による学校改善プランの共通確認
・学校改善プランに基づく実践
・中学校学力向上プロジェクト校17校への指
導主事による訪問及び指導・助言（月１回以
上）

○学校改善プランの提出 5/21

・各小・中学校における平成25年度学校改善
プランの作成
◎全教員による学校改善プランの共通確認
・学校改善プランに基づく実践
・中学校学力向上プロジェクト校17校への指
導主事による訪問及び指導・助言（月1回以
上）

○学校改善プランの提出5/21

※次年度プランの検討

※次年度プランの検討

事業概要・目的

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

学校改善プラン実践支援事業 所管課 小中学校課

　教育・子育て 当初予算額 11,401千円  　

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

プロジェクト校における「授業が分かる」と回
答した生徒の割合を向上させる→各プロジェ
クト校の目標値が達成される

プロジェクト校において、「授業が分かる」と回
答した生徒の割合は向上しており、目標値は
ほぼ達成されている。

成果の要因としては、各校が現状に応じた目標
設定に基づき取組を進めたからであると考え
る。課題としては、経年での達成状況のばらつ
きを改善させる必要があり、中期的な視点を
もった検証改善サイクルの確立への支援が必
要である。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

※次年度プランの確定・説明

◎取組の検証（検証・改善）
○中学校学力向上プロジェクト校アンケート
提出 1/28

※次年度プラン（学校経営計画）の送付・説明
1/16
◎取組の検証（検証・改善）

※各小・中学校における次年度プランの作成 ○中学校学力向上プロジェクト校アンケート
提出 2/5
※各小・中学校における次年度プラン（学校
経営計画）の作成

○学校改善プラン（検証）の提出 3/19

・全国学力・学習状況調査結果の報告書送付

○学校改善プラン（検証）の提出 3/19

○学校改善プラン（中間検証）の提出9/30
○学校改善プラン（中間検証）の提出 9/30

・全国学力・学習状況調査結果の報告書作成
・課題を踏まえた改善の方策の確認

※次年度プラン（学校経営計画）の確定・説明
11/1
・全国学力・学習状況調査結果の報告書作成
・課題を踏まえた改善の方策の確認

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 林　　 （ 3293 ）

種別 当初予算額 27,233千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

◆高知市への交付決定（４月１日）
◆高知市からの月例報告及び訪問等により、状
況把握（随時）

◆高知市における事業開始
　 ◇各学校の実施体制を確立するための学
　　力向上スーパーバイザーの配置
　   （高知市教育委員会に３名）
　 ◇学習習慣を確立するための教材(パワー
　　アップシート等）を生徒に 配付及び実施
　○高知県高知市教育長連絡会（第１回）
◆学校訪問

◆学習習慣を確立するための教材整備
　◇パワーアップシート等の作成・配付及び実施：
４月

◆各学校の実施体制を確立するための非常勤職
員の配置
　◇　学力向上スーパーバイザーの配置：４月
　　（高知市教育委員会に３名）
　　※７月末に、スーパーバイザー１名退職
　　  ○高知県高知市教育長連絡会（第１回）4/19
◆学校訪問

平成２５年度全国学力・学習状況調査の結果か
ら、「普段全く勉強しない」と回答した高知市の
中学生の割合は減少している。学力の状況も改
善傾向にあるが、依然として全国平均を大きく
下回っている。

　◇中学校学力向上補助員の配置
　（16名を16中学校に配置）

　　◆生徒の学習意欲向上のための支援を行う常
　　勤職員の配置
　　◇中学校学力向上補助員１６名を配置：５月

　○高知県高知市教育長連絡会（第２回） 　　　○高知県高知市教育長連絡会（第２回）6/5

　○高知県高知市教育長連絡会（第３回）
　○次年度以降の取組について協議

  ○高知県高知市教育長連絡会（第３回）8/12
　○次年度以降の取組について協議

　　○中間検証 　　　○中間検証

事業概要・目的

　全国学力・学習状況調査で明らかになった中学校の学力問題を解決するため、学校改善プランに基づいた学力向上のためのPDCAサイクルを機能させること
により、教員の授業力の向上を図り、生徒の学力の向上に資する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

教育・子育て 　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

中学校学力向上支援事業 小中学校課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・高知市の中学生の学力を全国平均に近づける
ために、学習習慣の確立を図る。授業以外で学
習を「全くしない」中学生の割合を減少させる。

【平成25年2月高知市調査における授業以外で
学習を「全くしない」中学生の割合】

　　中１：4.0％
　　中２：6.1％
　　中３：4.0％

・「学校の授業以外に普段全く勉強をしない」高知
市の中学生の割合は、中３段階では着実に減少し
ている。しかしながら中1から中２にかけて増加す
る傾向が見られる。

【平成26年2月高知市調査における授業以外で学
習を「全くしない」中学生の割合】
  中１：4.2％
  中２：7.2％
  中３：3.7％

・教材や人材の活用が効果として表れていると
考えられる。
・学習の目的をもち意欲的に取り組めるような手
立てを講じることで、中２の段階での状況を改善
していく必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　○高知県高知市教育長連絡会（第５回）
　

    ○高知県高知市教育長連絡会（第５回）2/17

　　　◆実績報告
　○総括 　    ◆実績報告

　○総括

　　○高知県高知市教育長連絡会（第４回）
　

    ○高知県高知市教育長連絡会（第４回）10/23
     ◇ 学力向上スーパーバイザーの追加配置
        （10月）

 

　　○中間検証 　　　○中間検証

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大野 （ 4908 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 38,237千円 補正後予算額 31,453千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

○調査問題作成（解答、採点基準、解説等）

○調査問題、解答用紙等の印刷業者決定

●平成26年度高知県学力定着状況調査事項
採点システムの設計
□学力調査等の活用に関する研修会（教科）
の開催　　　　　　　　　　　　　　　（8/1・27）

○平成25年度高知県学力定着状況調査集計等
委託業者決定
□学力調査等の活用に関する研修会（教科）の
開催（8/1・27）
　
○調査問題作成（解答、採点基準、解説等）

○8月の活用に関する研修会（第１回・第２回）
において、学力調査等の分析・活用の仕方、授
業改善の視点、学校改善プランを基にした組織
的な取組について周知

○平成26年度高知県学力定着状況調査事業
集計のための手順の簡素化が課題

○平成25年度高知県学力定着状況調査問題
作成委員会の実施・調査問題の作成開始

○平成25年度高知県学力定着状況調査問題作
成委員会の実施（8月末まで各教科計6回）
・調査問題の作成（9月末）

○平成25年度高知県学力定着状況調査集計
等委託業者決定・契約

事業概要・目的

　本県の学力課題である小学校中学年の二極化、中１ギャップによる学力の低下に対応するために、小学校第４・５学年及び中学校第１・２学年の児童生徒
の学力の定着状況を把握し、学習指導の充実や指導方法の改善に生かすとともに、各学校及び各教育委員会の学力向上検証改善サイクルを確立すること
を目的とする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

高知県学力定着状況調査実施事業 小中学校課

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○平成25年度高知県学力定着状況調査実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1/9）
○平成25年度高知県学力定着状況調査結果
返却

○平成25年度高知県学力定着状況調査結果
の報告書作成と配付

○平成25年度高知県学力定着状況調査実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1/9)
○各学校において、自校採点の実施

○自校採点に向けて、正答の条件をより明確に
し、多くの解答例を提示すること

○調査結果の返却(2/13)
○平成25年度高知県学力定着状況調査結果速
報版の小中学校課ホームページ掲載

○平成25年度高知県学力定着状況調査結果の
報告書作成及び配付

（求める具体的な成果）
　各学校が調査結果を分析し、自校の授業改
善や学校経営の改善に活用する。 　調査実施後に自校採点を行い、児童生徒の学

力定着状況を把握し、課題に対して迅速に対応
する学校が多く見られるようになった。

研修会等において、調査結果の活用について
周知してきたことによると考えられる。
来年度は、採点基準をより分かりやすくするな
ど、自校採点が円滑に行われるよう手立てを講
じていく必要がある。

○調査問題等の校正
○調査問題等のデータ版完成
○調査問題印刷完了

○平成25年度高知県学力定着状況調査印刷業
者決定
○調査の手引き及び回収用資材等の発送

（達成状況） （要因分析、課題等）（達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 正木 （ 3313 ）

種別 当初予算額 34,488千円 補正後予算額 33,369千円 　

月

４月

５月

６月

○学力向上ｻﾎﾟｰﾄ員
　8月時点で、14校30講座の申請があった。

○本物に触れる事業
　7月時点で、7校から9回分の実施計画の申請が
あった。

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　実施予定校27校中、6月末までに3校で実施した。
（安芸桜ケ丘高校など）（生徒106名参加）

○企業を知ろう事業
・保護者対象進路講演会
　実施予定校15校中、6月末までに4校で実施した。
（佐川高校など）（保護者114名参加、参加率41.6%）
・生徒の企業見学
　実施予定校21校中、6月末までに3校実施
　（宿毛工業高校など）（生徒187名参加）
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
　<6月末までの訪問件数>
　教職員　県内148社、県外454社、合計602社
　就職アドバイザー　県内243社、県外159社、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　合計402社
○仕事を知ろう事業
　・インターンシップ（就業体験）事業
　　7月から実施
　・農林業インターンシップ事業
　　2学期以降実施

○学力向上サポート員
　サポート員（講師）は時間講師をしている先生にお
願いすることが多い。加力補習的な意味合いで実施
している学校が多く、いわゆる進学補習を目的として
いる学校は事業を利用しない傾向がある。
　実施をしたくても適当な講師が見つからない、複数
教科で実施したいが講師が見つからず１教科のみ
の実施としているなど、サポート員（講師）の確保が
課題である。

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　生徒の能力育成とともに教員の指導技術の向上
にもつながっている。今後、他の実施校においても、
生徒に継続した指導ができるよう、教員が一緒に参
加し、指導技術の向上を図る。

○企業を知ろう事業
・保護者対象進路講演会
   年々、実施校が増えてきている一方、保護者の参
加率がよくないのが現状である。生徒の進路実現に
は保護者の進路に対する正しい理解が必要となる
ので、各校において参加率を向上させる取組（土日
開催など）の工夫が必要である。今後、進路指導主
事会等で、計画的・継続的な取組を紹介し、保護者
の参加率を高め、進路意識の啓発を図る。
・生徒の企業見学
   実施した３校とも、事前指導を充実させたことで、
将来の進路選択につながる大変意義深い取組と
なっている。今後、他の実施校にも事前事後指導を
充実させ、効果的な取組になるよう指導する。
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
　 訪問件数も順調に増えている。今後は生徒が希
望する事業所に、１社でも多く訪問できるよう指導す
る。

事業概要・目的

　キャリア教育の視点を踏まえた1、2年生を対象とした系統的な取組を通して、生徒が様々な体験をすることで、自分の将来について考えることができるよう進路決定を支
援し、学習意欲を向上させ、生徒の進路実現を図る。
・　学力向上サポート員事業：教科の担当教員が少人数の学校を対象に、成績不振の生徒への補力補習を支援
・　社会人基礎力の育成事業：ビジネスマナーや就職基礎学力の向上を図るスキルアップ講習会を実施
・　大学へ行こうプロジェクト事業：県内外の大学のオープンキャンパスに参加
・　企業を知ろう事業：企業見学会や保護者対象進路講演会を実施
・　仕事を知ろう事業：インターンシップの実施を支援
・　本物に触れる事業：外部講師による生徒対象の講演を支援
・　高大連携：県内大学と高校との連携事業を支援し、生徒の学習意欲を高める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

高等学校　生徒パワーアップ事業 高等学校課

教育・子育て 　

年度を通して

○学力向上ｻﾎﾟｰﾄ員による放課後等の補力

補習の実施

○本物に触れる事業によるキャリア教育に

関する生徒対象の講演会等

○社会人基礎力の育成事業

スキルアップ講習会の実施

○企業を知ろう企業

・生徒の企業見学事業

・保護者対象進路講演会事業

・教職員と就職アドバイザー事業所訪問

○仕事を知ろう事業

・インターンシップ（就業体験）事業

・農林業インターンシップ事業

ｱｸﾞﾘﾘｻｰﾁ→先進農家等で実践的技術指導

７月

８月

９月

○大学へ行こうプロジェクト（高知工科大学7/21）
○企業を知ろう事業
　・教員の企業見学(7/31)

○大学へ行こうプロジェクト事業 (総参加者：535名）
  高知工科大学(7/21） 115名
　高知大学(8/3, 4） 116名
　高知県立大学(8/4） 77名
  広島大学(8/8） 96名
  岡山大学(8/9） 99名
　大阪大学、京都大学、神戸大学(8/7-8） 32名
　東京大学コースは、参加希望者が極めて少なかっ
たために中止した。

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　21校実施（生徒1,162名参加）

○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学
　５校実施（生徒347名参加）
・保護者対象進路講演会
　７校実施（保護者206名参加）
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
 <8月末までの訪問件数>
　教員　　　　 県内214社　県外519社　計733社
　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ　県内317社　県外216社　計533社
・教員の企業見学　7/31実施、教員等48名参加
　県内企業8社（2コースで実施1コース4社訪問）
　Aコース：（株）山崎技研、フタガミなど
　Bコース：（株）技研製作所、城西館など

○仕事を知ろう事業
・インターンシップ事業（就業体験）
　７校実施（生徒288名参加）
・農林業インターンシップ
　ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ（地域の農家等で実践的な体験）：幡多
農業高校が四万十清流農場で体験実習（生徒37名
参加）

○大学へ行こうプロジェクト事業
　東京大学コースが参加希望者が少なかったため
中止となった。

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　外部講師を活用することで生徒の進路に関する意
識が高まった。（特に就職試験に関する意識）
　また、講師の指導方法が教員の手本にもなり、教
員の指導力向上にもつながった。

○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学
　社員の働く姿勢を学び、職業観や勤労観の育成に
つながった。また、企業が求める人材や社会人とし
ての心構えを知ることにより、将来の進路設計に役
立った。
・保護者対象進路講演会事業
　昨年同期より実施校並びに保護者参加者数が減
少している。今後は１・２年生の保護者を対象とした
進路講演会の実施について呼びかけていく。
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
　教員・就職アドバイザーともに積極的に事業所訪
問を行い、高知労働局調べの７月末の求人受理件
数は、前年度を上回っている。特に県内求人数が増
加しており、県内求人701件（昨年度より88件アップ）
であった。今後内定状況を確認し、求人が不足する
場合は更に事業所訪問を進めていきたい。
・教員の企業見学
　教職員が県内企業に対する理解を深めるための
取組として定着してきた。今後はひとりでも多くの教
職員の参加が見込めるよう、体験型企業訪問や企
業選定など実施内容について工夫したい。

○仕事を知ろう事業
・インターンシップ（就業体験）
　働くことのイメージを体感することにより、職業観や
勤労観の育成につながった。また、就業体験の刺激
により、進路目標の設定や学校生活にも目標をもた
せることができた。
・農林業インターンシップ
　梼原高校では、体験を通した学習により栽培技術
や農業経営の知識・技術を深めることができた。ま
た、地域の農業について、直接話を聞くことで、地域
の理解が進んだ。

○大学へ行こうプロジェクト（岡山大学8/9）
○大学へ行こうプロジェクト（高知大学8/3-4）
○大学へ行こうプロジェクト（高知県立大学8/4）
○大学へ行こうプロジェクト（東京大学8/7-9）
○大学へ行こうプロジェクト（広島大学8/7）
○大学へ行こうプロジェクト（京都大学、大阪大学
8/6-8）



月 執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

１０月

１１月

１２月

１月

２月

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　25校実施（生徒1,187名参加）

○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学
　8校実施（生徒644名参加）
・保護者対象進路講演会
　8校実施（保護者246名参加）
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
 <12月末までの訪問件数>
　教員　　　　 県内334社　県外649社　計983社
　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ　県内518社　県外338社　計856社

○仕事を知ろう事業
・インターンシップ事業（就業体験）
　13校実施（生徒557名参加）
・農林業インターンシップ
　ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ（地域の農家等で実践的な体験）：生徒
108名参加
　ｱｸﾞﾘﾘｻｰﾁ（農業コース等で学ぶ生徒が先進農家
等で実践的技術指導をうける）：生徒43名参加
　ｱｸﾞﾘｳｫｯﾁﾝｸﾞ（普通科等で学ぶ生徒が先進農家や
企業・大学で農林業の体験を行う）：生徒39名参加

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　就職希望者や就職未内定者の支援につながる取
組となった。
○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学事業
　各校計画通り実施しており、特に第３四半期は、
１，２年生の実施が多く、将来の進路選択につな
がった。
・保護者対象進路講演会事業
　県外就職アドバイザー等による講話が、保護者や
生徒への進路意識の向上につながった。
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
　就職未内定者の支援につながる企業訪問を積極
的に行った。
○仕事を知ろう事業
・農林業インターンシップ事業
　ｱｸﾞﾘｳｵｯﾁﾝｸﾞの１回目は、定員30名に対し36名が
参加し、高知大学農学部と香美市の農業法人を訪
問し、農業に関わる先進的な取組を体験し、生徒の
農業に対する関心が高まった。（見学や基礎的な体
験が中心）。

・本年度事業の検証と次年度に向けての実施計
画案の策定

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　25校実施（生徒1,187名参加）

○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学
　17校実施（生徒1,361名参加）
・保護者対象進路講演会
　12校実施（保護者328名参加）
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
 <1月末までの訪問件数>
　教員　　　　 県内345社　県外649社　計994社
　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ　県内555社　県外350社　計905社

○仕事を知ろう事業
・インターンシップ事業（就業体験）
　18校実施（生徒817名参加）
・農林業インターンシップ
　ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ（地域の農家等で実践的な体験）：生徒
220名参加
　ｱｸﾞﾘﾘｻｰﾁ（農業コース等で学ぶ生徒が先進農家
等で実践的技術指導をうける）：生徒86名参加
　ｱｸﾞﾘｳｫｯﾁﾝｸﾞ（普通科等で学ぶ生徒が先進農家や
企業・大学で農林業の体験を行う）：生徒64名参加

○社会人基礎力の育成事業
・スキルアップ講習会
　3年生を中心に支援することにより、就職内定率は
昨年度を上回る結果となった。しかし、現状の高い
離職率を考えると、1年次から計画的に生徒の社会
性の育成や学力向上に努める必要がある。各学校
においては、3年間を見通した系統的な事業計画の
見直しを進める必要がある。

○企業を知ろう事業
・生徒の企業見学事業
　企業の仕事内容や役割、企業が求める人材などを
知り、進路を考える上でのきっかけとなっている。
・保護者対象進路講演会事業
　 昨年と比較して保護者の参加者数が減少してい
る。各校においては実施時期や実施内容を検討す
る工夫が必要である。今後は、保護者の参加が多く
成果のあった実践例を紹介するなど、保護者の参加
を増やし、保護者への進路啓発を進めていく。
・教職員と就職アドバイザー事業所訪問
　就職未内定者の支援及び、来年度以降の求人要
請に効果があった。

○仕事を知ろう事業
・インターンシップ（就業体験）事業
　自己の適性の理解や、就業のイメージを具体的に
もたせるなど、多様な気付きや発見の機会となって

３月

年度末

・　生徒の進路実現を支援し、生徒の学習意欲が
向上することで充実した学校生活が送れるので、
高校への満足度が高くなる。
・　生徒の進路目標を明確にし、学習意欲を向上
させ、進路実現を可能にする学力をつけることに
より、国公立大学合格者数が増加するとともに、
就職内定率も向上する。

○大学へ行こうプロジェクト事業
　県内大学に308名、県外大学に227名が参加した。
　　高知工科大学(7/21） 115名
　　高知大学(8/3, 4） 116名
　　高知県立大学(8/4） 77名
  　広島大学(8/8） 96名
  　岡山大学(8/9） 99名
　　大阪大学、京都大学、神戸大学(8/7-8） 32名

○本物に触れる事業
　１０校より１５件の申請があり、承認・実施した。

○学力向上サポート員活用事業
　１４校より８１６時間の申請があり、承認・実施し
た。

○社会人基礎力の育成事業、企業を知ろう事業、仕
事を知ろう事業
　・就職内定率は、93.2％（2月末就対協調べ）で、前
年度（93.4%）とほぼ同様な結果となり、各取組が生
徒の進路実現につながっている。

○大学へ行こうプロジェクト事業
　東京大学コースへの参加希望者が極めて少ない
ので、訪問する大学や内容について再検討する必
要がある。
　
○本物に触れる事業
　１０校より１５件の申請があり、承認・実施。多くの
生徒が進路意識が刺激されたなどの成果が報告さ
れている。

○学力向上サポート員活用事業
　１４校より８１６時間の申請があり、承認・実施。高
知県進学協議会の大学進学講座実施校は対象外
のため、本事業の対象校は分校も含め２７校。対象
校のうち約６割の学校が本事業を実施しているが、
サポート員として適切な人材が見つからないので未
実施の学校もある。

○社会人基礎力の育成事業、企業を知ろう事業、仕
事を知ろう事業
　各事業の実施校や参加生徒数が増え、職業観・勤
労観、コミュニケーション能力の育成につながる取組
となった。また、地元企業への理解が深まったことで
生徒の進路実現につながったと考える。来年度も内
容の改善や参加者の増えた事例等を各学校に情報
提供するなど、さらに参加校・参加者数を増やしてい
く。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

もたせるなど、多様な気付きや発見の機会となって
いる。

・農林業インターンシップ事業
　2回のｱｸﾞﾘｳｫｯﾁﾝｸﾞ実施で延べ６４名（昨年度比＋
17名）の参加があり、大学２校の研究や先進農家の
経営を体験し、高校生の興味関心を高めることがで
きた。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山田 （ 4850 ）

種別 当初予算額 36,335千円 補正後予算額 34,456千円 　

月

４月

５月

６月

○学力向上対策の研究事業
　学力定着把握検査（１回目）
○教員ゼミ事業合同研修会（１回目）（5/29）

○学力向上対策の研究事業
　学力定着把握検査（１回目）の実施（4月）
　　高１：　4,265名
　　高２：　4,034名

○教員ゼミ事業合同研修会（5/29）
　事業説明及び講演会（講師：鳥取県立倉吉東高
校牧尚志校長）を実施し、31名が参加。

○キャリア教育研究事業（6/5）
　各校がより有意義な実践研究を行うことを目的
に、キャリア教育研究事業連絡協議会（研究指定
校５校）を実施し、昨年度の報告と今年度の事業計
画の説明を行った。

○教育課程研究協議会（外国語）(7/4)
　事業説明、講演・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（講師：明治大学尾関
直子教授）、事例発表、情報交換等を実施し、50名
が参加。

○学校経営診断に関する研究事業
・研究指定校（３校）の校長を対象に事業説明会を
実施（5/28）
・研究指定校において「学校経営診断カード」による
アンケートを実施（６月）
・専門家（学校経営診断研究会）による分析・助言
（６～７月）

○学力向上対策の研究事業
　・学力定着把握検査（１回目）の結果
　　高１：　D3層 24.6% （H24: 23.7%）
             D層  48.4% (H24: 46.0%)
　　高２：　D3層 21.3%
             D層  54.8%
   高１については、平成２４年度と同様、高校入学
時に義務教育段階の学習事項が十分身に付いて
いないＤ３層が１０００人を超えている状況であり、
高校入学後の早期対応を一層充実させる必要があ
る。また、高２については、多くの生徒が高１の学習
事項を十分に身に付いておらず、家庭学習時間も
急激に減少している。家庭と授業の学習サイクルの
修正を促すような指導が必要である。

○キャリア教育研究事業における各研究指定校の
昨年度の取組成果や課題を共有することができ
た。各研究指定校の取組成果等を12月の協議会で
県内すべての高等学校に普及し、各校がそれぞれ
の課題解決につながるように活用していく必要があ
る。

○学校経営診断に関する研究事業
　各校が、客観的分析データに基づいて学校組織
の現状や課題を把握し、教職員間で情報を共有で
きた。
　 検証が途中段階ということもあり、各校が診断結
果を踏まえ、今後どのような改善を行うのかが十分
に把握できていない。

○学力向上対策の研究事業第１回研究協議
会（7/3）

○学力向上対策の研究事業
・第１回研究協議会の実施（7/3）
　　第１回学力定着把握検査の結果について各県
立高校担当者が参加し、研究協議を行った。（参加
教員数45名）

○教育課程研究協議会
　新学習指導要領の目標である問題の解決や探究
活動に主体的、創造的、協同的に取り組む態度を
育てるための授業展開の手法を講義及び演習を通
して学び、今後の取組の参考とすることができた。

事業概要・目的

　キャリア教育の視点を踏まえ、県立高校について学びの環境としての機能を高め、力ある学校づくりを推進することで、生徒の学力向上や学校生活の充実を図
り、生徒の自己実現を支援する。
・　学力向上対策の研究（学力定着状況調査に基づく学習指導の研究）
・　教員ゼミ事業（難関大学受験指導に関する研究会）
・　キャリア教育研究事業（キャリア教育に関する教育課程の編成や具体的な指導方法について研究）
・　教育課程研究協議会（学習指導要領改訂の柱である「各教科における言語活動の充実」、「キャリア教育の推進」などについて、各校の現状や課題を共有し、改
善策を協議）
・　学校経営診断に関する研究事業（組織的な学校経営を進める方策を見出す学校経営診断の研究を行う）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

高等学校　学校パワーアップ事業 高等学校課

教育･子育て 　

年度を通して

○キャリア教育研究事業での指定校にお

けるキャリア教育実践の研究（山田、高知

南、伊野商業、中芸、高岡の５校の予定）

○学校図書館を活用した授業の在り方に

関する研究指定事業（高知工業、高知東、

高知追手前の３校の予定）

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

○教育課程研究協議会（キャリア教育）

○学力向上対策の研究事業
　学力定着把握検査（2回目）の実施（9月）
　　高１：　4,186名
　　高２：　3,662名
○平成25年度司書教諭及び司書の指導力向上事
業にかかる研修会Ⅱ(11/18)
　図書館管理システムについての説明、研究協議
を実施し、31名が参加。

○教育課程研究協議会（キャリア教育）（12/26）
　平成２５年度キャリア教育研究事業の指定校５校
の事例発表の後、筑波大学藤田晃之教授による
キャリア教育の一層推進するための方策等につい
て講演を実施した。（参加者数63名）

○教員ゼミ事業
　・中村高校（数学） 11/27 参加者25名
　・高知追手前高校（英語） 12/9 参加者28名
　・安芸高校（数学） 12/10 参加者29名

○学力向上対策の研究事業
　・学力定着把握検査（2回目）の結果
　　高１：　D3層 15.3% （H24: 17.9%）
             D層  38.4% (H24: 42.0%)
　　高２：　D3層 14.7%
             D層  49.2%
　高１については、高１・１回目検査（高校入学時）
では「自宅では、ほとんど学習しない」と回答した生
徒は約２割であったが、高１・２回目検査（９月）では
約４割に増加した。自宅学習を行う習慣（又は能
力）が身に付いておらず、高校入学後、自宅学習を
しない生徒の割合は増加する傾向にある。
　高２については、高１・１回検査（高校入学）以来、
「自宅でほとんど学習しない」生徒の増加傾向が見
られ、高２・２回目ではその割合が半数以上となっ
ている。
○平成25年度司書教諭及び司書の指導力向上事
業
　意識の高まりは見られたが、学校図書館を有効
活用した授業づくりへと結び付けることが、まだ十
分にはできていない。
○教育課程研究協議会（キャリア教育）
　振り返りアンケートでは、参加者から新しい情報を
得ることができた（76.2％）、学校での教育実践に生
かせる内容であった（73％）と肯定的な回答を得
た。しかしながら、県全体としては、キャリア教育の
取組の評価や、各教科・科目の中でのキャリア教育
の実践など課題も残されており、今後も研究指定校
での実践をより深めていくとともに、各学校への普
及・啓発を続けていく必要がある。

○教育課程研究協議会
○高等学校図書館担当者会（8/22）

○学力向上対策の研究事業
　　学力定着把握検査（２回目）

教員数45名）

○教育課程研究協議会(8/8)
　講義、演習（講師：高知大学石筒覚准教授）、総合
的な学習の時間の学習内容の充実を図ることを目
的に実施し、59名が参加。

○平成25年度司書教諭及び司書の指導力向上事
業にかかる研修会Ⅰ(8/22)
　図書館管理システムについての説明、実践発表、
研究協議を実施し、36名が参加。

して学び、今後の取組の参考とすることができた。
持ち帰ったその内容を各学校の現状に合わせ、総
合的な学習の時間における学習内容の充実につな
げられるかが課題である。

○平成25年度司書教諭及び司書の指導力向上事
業にかかる研修会Ⅰ
　研修会Ⅰでは、研究指定校等の実践発表を通し
て、学校図書館の授業での活用や担当教職員の指
導力について、意識の高まりがみられた。各学校
で、具体的な実践につなげることが課題である。１１
月実施予定の研修会Ⅱでは、各学校での実践を報
告してもらうなど、質的充実に向けた取り組みが必
要である。
研究指定校の研究内容の充実と普及を目指し、学
校図書館活用の質的側面に対する目標設定や適
切な評価方法に取り組む必要がある。



１月

２月

３月

年度末

・　教員の指導力が向上することで、生徒一人
ひとりに応じた学力をつけることができるよう
になり、地元大学を含め、大学・短大への進
学率が上昇し、就職内定率も向上する。
・　基礎学力が定着することで学ぶ楽しさを実
感することにより中途退学者も減少する。

①「中学校段階の基礎学力が定着していない」割合
             4月         9月
・１年生： 24.6％ → 15.3％ [9.3％減]目標達成
・２年生： 21.3％ → 14.7％ [6.6％減]目標達成

②「全国を視野に入れた進路が考えられる学力が
身に付いている」割合
             4月        9月
・１年生： 27.8％ → 33.4％ [5.6％増]目標達成
・２年生： 22.2％ → 23.6％ [1.4％増]目標達成

・基礎力診断テスト実施校（３０校）では、「自宅学習
をしない」生徒の割合が増加、自宅学習時間が減
少傾向。
　※「自宅学習をしない生徒」の割合
　　　　　　　　高1・1回  高1・2回  高2・1回  高2・2回
 H25入学生　  22%　→　 39%
 H24入学生　  13%  →   25%   →  53%   →  53%

・　教員の意識は高まっているが、学校全体として
取り組むことに課題があるので、一層の支援が必
要である。

○まなび２１フォーラム（2/12）
○教員ゼミ事業合同研修会（２回目）
○学力向上対策の研究事業第２回研究協議
会（2/17）

○学校経営診断に関する研究事業
　・研究指定校において「学校経営診断カード」によ
るアンケートを実施（１２月）
・専門家（学校経営診断研究会）による分析・助言
（１２～２月）

○まなび２１フォーラム（2/12）
国や県の事業の研究指定校が研究内容を発表、そ
の後、質疑応答、協議を行う。（参加者数43名）

○学力向上対策の研究事業
・第2回研究協議会の実施（2/17）
　　第2回学力定着把握検査の結果について各県
立高校担当者が参加し、研究協議を行った。（参加
教員数45名）

○教員ゼミ事業
　・高知小津高校（国語） 2/22 参加者33名
　・高知西高校（数学） 2/27 参加者20名
　
○教員ゼミ事業合同研修会(3/13)
　各指定校の取組報告に基づいて協議を行うととも
に、来年度の事業計画について周知した。10名が
参加。

○学校経営診断に関する研究事業
　診断結果に基づいた学校経営の改善策を実施す
ることにより、再度実施した診断結果に変化が見ら
れた。
　客観的データに基づいた学校組織の現状や課題
を踏まえた上で、学校評価において設定した項目、
目標、達成基準を見直すところまでには、各校とも
至っていない。

○まなび２１フォーラム
　振り返りアンケートでは、参加者から新しい情報を
得ることができた（74.4％）、学校での教育実践に生
かせる内容であった（62.7％）と概ね肯定的な回答
を得た。しかしながら、取り上げるテーマ等により参
加者のニーズを必ずしも満たしていないという課題
もあり、会のねらいや構成を今一度見直す必要が
あると考えられる。

○教員ゼミ事業合同研修会
　各指定校の管理職及び担当教員が参加して、今
年度の取組をまとめ報告する機会を設けることで、
他校の取組の優れた部分を学ぶことができた。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）（求める具体的な成果）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大原 （ 3303 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 739千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

【分かる】
（上旬）
◆ユニバーサル
デザインの授業
づくりガイドブック
トの周知・活用方
法の確認

　【つなぐ】
（上旬）
◆小中、中高引き
継ぎシートの周
知、活用方法の確
認

　【自立す
る】
（上旬）
◆キャリアＱ
＆Ａの周知・
活用方法の
確認

６月

（中旬）
改定版の作成

（初旬）
高等学校重点支援
校10校で引き継ぎ
シートを用いた聞
き取りの実施

（中旬）
実践編の作
成

７月

（上旬)
 「指針」25年度ワーキンググループ（WG）の取組周
知
　指導事務関係チーフ会
(下旬)
第１回「指針」WGの開催
　・3WG【分かる】、【つなぐ】、【自立する】
　・平成25年度の各課の取組の確認及びWGにおけ
る取組について

『すべての子どもが「分かる」「できる」授業
づくりガイドブック』を、保育所・幼稚園、小、
中、高等学校等の各学校に１冊配付。

5/15 WG【つなぐ】の開催
・引き継ぎシート（小⇒中、中⇒高）作成及
び周知に向けてのスケジュールの確認

5/31 6/4 6/6 高等学校特別支援教育学校
コーディネーター連絡協議会の実施
・3地区での引き継ぎシートの観点を用いた
取組の実施における課題等の情報収集

6/7 WG【わかる】の開催
・今年度の取組の確認

（課題）
・ガイドブックの配付数を、各学校１冊とした
が、より活用できるように増刷してほしいと
いう声があった。

（成果）
・小中学校の通常の学級数分を増刷し、配
付を行うことにより、ユニバーサルデザイン
に基づく授業づくりを広く周知することようが
できた。

・幼保支援課、小中学校課、高等学校課の
ホームページにもガイドブックを掲載した。

・引き継ぎシートに関して、高等学校重点支
援校での聞き取りを行い、課題を整理し、
引き継ぎシート作成の際に活かした。

『すべての子どもが「分かる」「できる」授業
づくりガイドブック』の活用を促すために、公
立小中学校の通常の学級数分を各学校に
１冊配付。

7/10 WG【自立する】の開催
　・昨年度及び今年度の取組の確認

（成果）
・各学校にガイドブックを配付することによ
り、ユニバーサルデザインに基づく授業づく
りについて、広く普及を図ることができた。
・教育事務所、教育センター等と連携して、
学校訪問、各研修会等の場で広くガイド
ブックの周知を行うことができた。

(上旬)
第2回「指針」WGの開催

事業概要・目的

　発達障害等のある幼児児童生徒の指導及び支援の充実に関する指針の取組を具体化し、各課の施策・事業を推進するワーキング・グループを運営す
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年2月28日

「発達障害等のある幼児児童生徒の指導及び支援
の充実に関する指針」推進事業

特別支援教育課

　

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月
・改定版の完
成、HP公開

・実践編の
完成、HP
公開

年度末

・ユニバーサルデザインの授業づくりのテキストを
活用した授業研究会を実施し、取組を広める。
・生徒支援コーディネーター研修重点支援校（高等
学校）において、引き継ぎシートの課題整理及び活
用を行い、引き継ぎシートの周知を図る。

・特別支援教育を柱に据えた学校づくり事
業の中での授業研究会の参加者65名。

・小中高等学校でのガイドブックの周知及び
活用にかかる校内研修会、巡回相談員派
遣事業、学校支援訪問等を223回実施。

・ユニバーサルデザインに基づいた授業作
りの考え方は広がっているが、実際の授業
づくりに関してはまだ十分でない。
・授業づくり、引き継ぎシートを用いた引き
継ぎ会等の具体の取組を、指定地域の実
践を踏まえ、広く発信をしていくことが必
要。

（中旬）
第4回「指針」WGの開催

・各課での検討　平成26年度事業、施策の予算化

10/19 ＷＧ【分かる】の開催
・改定版の内容の確認
　　追加項目の決定（事例、学習指導案、支
援例）
11/11 WG【自立する】の開催
・内容の打ち合わせ
9月　各教育事務所長に引き継ぎシートの
説明を行い、各市町村教育委員会への周
知及び活用促進の協力を依頼。
10月　高知県市町村教育委員会連合会、市
町村指導事務担当者会で引き継ぎシートの
周知

（成果）
各関係機関に引き継ぎシートの説明を行っ
たことで、引き継ぎシートの目的等について
の理解の促進につながった。

（中旬）
第5回「指針」WGの開催

・平成26年度事業、施策の実施に向けた整備

（中旬）
第6回「指針」WGの開催

・平成26年度事業、施策の実施に向けた整備

1/24 ＷＧ【分かる】の開催
・ガイドブック活用の方法の協議
 　次年度の教育センターの研修、特別支援
教育を柱に据えた学校作り事業の実践報
告内容の盛り込み
3月　引き継ぎシートに関して、保護者向け
のリーフレットを作成及び各市町村教育委
員会等への配付
1/23 ＷＧ【自立する】の開催
・改定版、実践編に関しては、事例を充実さ
せるため、来年度末の完成を予定。

（課題）
・引き継ぎシートに関して、教育機関のみで
はなく、福祉関係とも連携を図り、保護者へ
の普及を一層図ることが課題である。

・引き継ぎシートの活用及びユニバーサル
デザインに基づく授業作りの実施率等は、
現在アンケートにより集計中である。3月に
は集計及び分析を行い、次年度の取組に
反映させていく。

　・昨年度及び今年度の取組の確認
7/19 ＷＧ【分かる】の開催
・ガイドブック活用の方法の協議
・事例活用編作成に向けての内容の協議
9月　・引き継ぎシート活用に向けて教育事
務所等、県立学校長役員会等への周知
9/9 ＷＧ【自立する】の開催
・発達障害等のある幼児児童生徒のキャリ
ア教育Ｑ＆Ａの実践編作成に向けての検討

ブックの周知を行うことができた。
・発達障害等のある幼児児童生徒の支援を
つなぐ「就学時引き継ぎシート（例）」及び
「支援引き継ぎシート（例）」の作成及び各
関係機関への送付。

（課題）
・ガイドブックの活用に関しては、次年度の
研修会の中で具体例等を提示し、更なる活
用を図ることが課題である。

第2回「指針」WGの開催
・平成25年度「指針」関連事業の進捗状況確認

(下旬)
第3回「指針」WGの開催

・平成26年度「指針」各課施策・事業の検討

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉岡　栄作 （ ４６２９ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 2,648千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

（４月下旬）
●第3回高知県子ども読書活動
   推進協議会ＷＧ会

（６月中旬）
○ブックスタート応援事業
（６月下旬）
○読書楽力検定の問題と認定
    証のホームページ掲載
■子どもの読書活動協働推進
   のための熟議
    [東部ブロック第１回]
    [西部ブロック第１回]

本年度取り組
み内容の確認

「絵本おはな
し・宝箱」の作
成・配布

 講演、現状と
課題の把握

●第3回高知県子ども読書活動推進協議会ＷＧ会
　・実施　（5/1）
○ブックスタート応援事業
　・推薦図書リスト「絵本おはなし・宝箱」と啓発用
    チラシを作成（6000部）．市町村配布(7/30）
　・ブックスタート事業等の実施率94.1％（32市町村）
○読書楽力検定の問題と認定証のホームページ掲
　 載
　・ ホームページに問題を掲載（7/16）
　・25小中高等学校、教育委員会から解答依頼・問
　　い合わせ（実施人数2,662名：2月末現在）
■子どもの読書活動協働推進のための熟議
  ・ [東部ブロック第１回]（6/17　参加者30名）
  ・ [西部ブロック第１回]（6/24　参加者28名）

○ブックスタート応援事業
　・未実施の2町において、乳幼児健診時や乳児訪
　　問時に絵本やリストの配布等が検討されている。
　・乳幼児健診に来られない方への対応、図書館等
　　の利用及び家庭での読書活動につなげる手だて
　　の検討が必要である。

○読書楽力検定
　・市町村や学校、図書館等へ利活用の事例紹介等
　　周知の強化が必要である。

(７月上旬)
■子どもの読書活動協働推進
   のための熟議
    [中部ブロック第１回]
○読書コミュニティ形成事業の
   実施
   【委託先：市町村教育委員会】
   実施期間：7月～3月
(８月上旬)
●第4回高知県子ども読書活動
   推進協議会ＷＧ会
■子どもの読書活動協働推進
   のための熟議
   [東部ブロック第２回]
(８月下旬)
   [西部ブロック第２回]
(９月上旬)

講演、取り組み
方策の協議

上半期の進捗
状況等の確認
講演、取り組み
方策の協議

■子どもの読書活動協働推進のための熟議
  ・ [中部ブロック第１回]（7/1 　参加者51名）

○読書コミュニティ形成事業の実施
  ・2市町（南国市・本山町）が計画書提出  （5/10）
  ・選考審査会実施。本山町を選考 （ 5/29）
  ・10月～3月実施

●第4回高知県子ども読書活動推進協議会ＷＧ会
  ・実施  （9/3）
■子どもの読書活動協働推進のための熟議
  ・ [東部ブロック第２回]（8/5　参加者26名）
  ・ [西部ブロック第２回]（8/26　参加者35名）
○読書ボランティア養成講座
  ・委託先：NPO法人高知こどもの図書館
  ・東部ブロック（9/19 参加者 7名，
　　10/3 参加者10名，12/5 参加者11名）
  ・中部ブロック（9/12 参加者 13 名，

○読書コミュニティ形成事業
　・町内での各種事業等で図書出張サービスができ
　　るようになった。
　・もとやま「本に親しむフェア」の開催により、読書活
　　動への気運が高まり、読書活動関係者の協働した
　　取組体制が整った。
　・市町村域での読書コミュニティ形成による多様な読
　　書活動のモデル開発が必要である。
　

○読書ボランティア養成講座
　・情報交換の場を設けることで、今後の活動への意
　　欲の向上につなげることができた。
　・講座の周知方法や読み聞かせ対象の年齢を広げ
　  た内容での実施等工夫する必要がある。

■子どもの読書活動協働推進のための熟議

事業概要・目的
「第二次高知県子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもに読書習慣を定着させ、豊かな心と感性を醸成し、考える力や表現力を身に付けるとともに、人との絆を
育むことができるよう、子どもの読書環境の地域間格差の解消及び子どもの読書時間の増加と質の向上に取り組む。
１．読書ボランティア養成講座：県内３箇所で読書ボランティア養成講座を開催し、組織化と活用を図る。
２．ブックスタート応援事業：乳幼児健診時に推薦図書リスト「絵本おはなし・宝箱」及び読書啓発用チラシを配布し、読み聞かせと図書の貸し出しの促進を図る。
３．第二次高知県子ども読書活動推進計画啓発事業：各市町村に第二次計画の周知・啓発及び高知県子ども読書活動推進協議会による進捗管理を行う。
４．子どもの読書活動協働推進のための熟議：地域の読書活動の現状と課題を共有し、解決に向けて協働した取組の基盤を醸成する。
５．読書コミュニティ形成事業：公民館図書室等を核とした地域住民が参画できる地域の実情に応じた読書活動モデルを構築する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

子どもの読書活動総合推進事業費 生涯学習課

　

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

 

・読書ボランティアを養成し、ボランティアの組織化
  と活用を図る
・ブックスタート事業等の実施率80%(28市町村）
・市町村の子どもの読書活動推進計画策定率：
85%(29市町村）
・市町村における読書関係者が協働した取組みの
  基盤を醸成し、地域資源を効率的に活用する読
  書活動の推進
・各地域の実態に即した読書環境の充実と活性化
  を図る取組モデルの開発

・読書ボランティア講座への参加者：地区別講
　座（61人）と全県講座（50人）の実人数101人
・ブックスタート事業等の実施率94.1％（32市町
　村）
・市町村の子どもの読書活動推進計画策定率：
　82.4％（28市町村）予定
・市町村における読書関係者のネットワークがで
　き、協働した取組が始まった。
・公民館図書室において、イベントを中心とした
　読書コミュニティ形成のモデルができた。

・読書ボランティアの組織化が図れていない市町村も
　あり、実態調査を行う必要がある。
・乳幼児健診等担当課と図書館等の連携した取組事
　例の紹介等により、ブックスタート事業等が、読書活
　動推進及び図書館の利用につながる取組となるよう
　推進していく必要がある。
・子どもの読書活動推進計画策定に向けて検討中の
　市町村には、継続的支援が必要である。また、計画
　年限が終了する市町村には、取組が途切れること
　のないよう次期計画の作成を促す必要がある。
・各市町村において、読書関係者のネットワークの強
　化が必要である。
・図書館等を中心に地域や学校と連携した新たな取
　組モデルを開発する必要がある。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

(１月上旬)
●第5回高知県子ども読書活動
推進協議会ＷＧ会の開催

(２月上旬)
◆第4回高知県子ども読書活動
推進協議会の開催

年間の進捗状
況等情報整
理、課題の検
証、評価

推進計画の検
証と改訂

●第5回高知県子ども読書活動推進協議会ＷＧ会
  ・実施  （2/5）

◆第4回高知県子ども読書活動推進協議会の開催
  ・実施 （2/19）

◆第4回高知県子ども読書活動推進協議会の開催
　・第二次高知県子ども読書活動推進計画に基づく、
　　具体的な取組の検証と、推進計画の改訂がなさ
　　れた。

(９月上旬)
○読書ボランティア養成講座
   実施期間：9月～2月
■子どもの読書活動協働推進
    のための熟議
    [中部ブロック第２回]
(９月中旬)
◆第3回高知県子ども読書活動
    推進協議会の開催

３地区３回と全
県研修１回
講演、取り組み
方策の協議

進捗状況等報
告と協議

  ・中部ブロック（9/12 参加者 13 名，
　　10/17 参加者10名，12/12 参加者6名）
　・西部ブロック（9/21 参加者 21名，
　　10/19 参加者14名，11/9 参加者13名）
　・全県講座（12/1 参加者50名）

■子どもの読書活動協働推進のための熟議
  ・ [中部ブロック第２回]（9/9　参加者66名）

◆第3回高知県子ども読書活動推進協議会の開催
  ・実施 （9/24）

■子どもの読書活動協働推進のための熟議
　・地域の課題を明確化し、今後の取組を話し合うこと
　　で、市町村域で読書活動関係者のネッツワークが
　　構築され、協働した取組が始まった。
　・多様な参加者が集まらず、市町村単独で協議グル
　　ープを構成できなかった市町村が多い。（23市町
　　村）
　・市町村域において読書関係者による協働した取組
　　の広がりが少ない。

◆第3回高知県子ども読書活動推進協議会の開催
　・第二次高知県子ども読書活動推進計画に基づく、
　　具体的な取組の進捗状況への評価、助言をいた
　　だいた。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡崎・上原 （ ３２７０ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 380,363千円 補正後予算額 　　　347,692千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

放課後の居場所・学びの場の実施状況の継続的フォローアッ
プ（通年）
＜子ども教室・児童クラブ＞
＊Ｈ２５県単事業補助金交付決定（4/2)
＊Ｈ２４補助金確定・支払（4～5月）
＊第１回推進委員会（5月）
＊指導員等研修会【安全】（5月、3箇所）
＊発達障害児等支援のための地域ｻﾎﾟｰﾀｰ養成研修(年5回)
＊Ｈ２５国庫補助金交付申請（県→国）（6月）
＊市町村担当者・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修会(現地研修/6月)

＜児童クラブ施設整備＞（南国市）
＊国内示受理及び県内示通知（6月下旬）
＊交付申請（市→県）
＊指令前着工承認申請受理

＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊委託契約（4/1）　＊第１回委託料概算払（4月）
＜学び場人材バンク＞
＊委託契約（4/1）　＊第１回委託料概算払（4月）
＊人材募集と市町村への情報提供（通年）

放課後の居場所・学びの場の実施状況の継続的フォロー
アップ（通年）
＜子ども教室・児童クラブ＞
＊Ｈ２５県単事業補助金交付決定（4/2)
＊Ｈ２４補助金確定・支払（4～5月）
＊第１回推進委員会（5/22）
＊指導員等研修会【安全】（5/21，27，30  206名）
＊発達障害児等支援のための地域ｻﾎﾟｰﾀｰ養成研修
　　１回目(6/14)
＊Ｈ２５国庫補助金交付申請（県→国：6/27）
＜児童クラブ施設整備＞（南国市）
＊国内示受理及び県内示通知（受理6/17付、通知6/24）
＊交付申請（市→県：7/26）
＊指令前着工承認申請受理（受理7/26付、通知7/30）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊委託契約（4/1）　＊第１回委託料概算払（4/24）
＜学び場人材バンク＞
＊委託契約（4/1）　＊第１回委託料概算払（4/19）
＊人材募集と市町村への情報提供（通年）

＊指導員等研修会【安全】3ヵ所で実施
　　　参加者 206名、満足度 80％
＊発達障害児等支援のための地域ｻﾎﾟｰﾀｰ養
成研修　参加者　H24:8名→H25：17名

（市町村担当者・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-の現地研修は1～2
月に延期）

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊学校・地域連携市町村啓発用リーフレット改訂(7月)
＊Ｈ２５国庫補助金交付決定通知（国→県）（8月）
＊子ども教室・児童クラブ補助金交付決定（8月）（県→市町村）
＊市町村訪問・事業説明（8～9月）
＊指導員等研修会【家庭教育支援】（9月、3箇所）

＜児童クラブ施設整備＞
＊国庫補助金交付申請（県→国）（8月）

＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊第２回委託料概算払（7月）
＜学び場人材バンク＞

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊学校・地域連携市町村啓発用リーフレット改訂(8/23)
＊発達障害児等支援のための地域ｻﾎﾟｰﾀｰ養成研修
　　　2回目(7/12)、3回目(9/13)
＊Ｈ２５国庫補助金交付決定通知（国→県）（8/26）
＊子ども教室・児童クラブ補助金交付決定（県→市町村：9
月）
＊市町村訪問・事業説明（8～9月）
＊指導員等研修会【家庭教育支援】（9/10，18，19）
＜児童クラブ施設整備＞
＊国庫補助金交付申請（県→国：7/31）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊第２回委託料概算払（7/12）
＜学び場人材バンク＞

＊指導員等研修会【家庭教育支援】（H25新規
テーマ）　3ヵ所で実施
　　参加者 134名、満足度 82％

全市町村を訪問して、実施主体である市町村
の教育長や担当者等に事業の趣旨等を直接説
明することにより、取組の方向性や事業内容を
共有することができた。（啓発用リーフレットを活
用）

事業概要・目的

◆放課後等に子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の多くの方々の参画を得て、様々な体験・交流・学習活動の機会を提供する。
◆上記の居場所を活用し、子どもたちの学習習慣の定着や学ぶ意欲の向上につながる「放課後学びの場」の定着及び充実を図るための支援を行う。
(1)放課後子どもプラン推進事業費補助金　　　　 補助先：市町村
　　・放課後子どもプランの運営補助　　補助率：２／３（県１／３　国１／３）　　　子ども教室100ヵ所、児童クラブ65ヵ所、学習室(中学校)35ヵ所
　　・学習活動への支援 （学習支援者の謝金、教材等の購入、発達障害児等の支援者の謝金）　　補助率：１／２
　　・就学援助児童等を対象にした保護者利用料を減免した場合の助成　　補助率：１／２
(2)特別支援学校放課後生活支援事業委託料　　委託先：山田養護学校学童クラブ保護者会
(3)放課後児童クラブ施設整備助成事業費補助金　 補助先：市町村（南国市）１ヵ所　　補助率：２／３（県１／３　国１／３）
(4)放課後学び場人材バンク設置委託料　　委託先：NPO等団体
(5)活動内容の充実と指導員の人材育成　　推進委員会及び指導員等研修会の開催

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

放課後子どもプラン推進事業 生涯学習課

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

（求める具体的な成果）

・「放課後学びの場」における活動内容の充実
　　　学習活動の実施　85%
　　　学校との定期的な連絡　75%
　　　避難訓練の実施　80%
　　　防災マニュアルの作成　50%
・指導員等の資質向上（研修の充実）

（達成状況）

・「放課後学びの場」における活動内容の充実
　　　学習活動の実施　94%
　　　学校との定期的な連絡　78%
　　　避難訓練の実施　65% (※春休み等実施含まず)
　　　防災マニュアルの作成　65%
・指導員等の資質向上（研修の充実）
　研修内容と活動が繋がり、支援のしくみが出来つつある。

・市町村や実施場所によって異なる取組格差を
是正していく必要がある。

・学校支援地域本部事業や家庭教育を支援す
る活動等と協働し、地域ぐるみで子どもの育ち
を支援する体制づくりを促進する。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊Ｈ２６市町村事業計画ヒアリング（9～10月）
＊地域による教育支援活動研修会（合同/10月）

＊指導員等研修会【障害児理解】（11月、3箇所）
＊指導員等研修会【学習及び体験活動】（12月、3箇所）
＊Ｈ２５市町村執行見込調査（12月）
＜児童クラブ施設整備＞
＊国庫補助金交付決定（11月）

＜学び場人材バンク＞
＊第３回委託料概算払（10月）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊第３回委託料概算払（10月）

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊Ｈ２６市町村事業計画ヒアリング（9～10月）
＊Ｈ２５国庫補助金受入（児童クラブ分 10/10）
＊地域による教育支援活動研修会（10/17）
＊発達障害児等支援のための地域ｻﾎﾟｰﾀｰ養成研修
　　　4回目(10/1)、5回目(12/13)
＊指導員等研修会【発達障害児等理解】（11/19，20）
＊指導員等研修会【学習及び体験活動】（12/5，6，10）
＊Ｈ２５市町村執行見込調査（12月）
＜児童クラブ施設整備＞
＊国庫補助金交付決定（11/13）　（12/4着工）
＊Ｈ２５国庫補助金受入（12/12）
＜学び場人材バンク＞
＊第３回委託料概算払（10/15）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊第３回委託料概算払（10/8）

＊地域による教育支援活動研修会
　　　参加者 103名、満足度 81％

＊指導員等研修会【障害児理解】2ヵ所で実施
　　　参加者 144名、満足度 83％
＊指導員等研修会【学習・体験】3ヵ所で実施
　　　参加者 143名、満足度 87％

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊最終変更手続（1月）
＊事業概要書作成(2月)
＊第２回推進委員会（2月）
＊学校・家庭・地域連携合同成果発表会（2月）
＊Ｈ２５国庫補助金受入
＊Ｈ２６子ども教室国庫補助金仮申請(3月)
＊Ｈ２６要綱改正（3月）
＊Ｈ２６県単事業補助金交付決定手続（3月）
＊Ｈ２６子ども教室及び児童クラブ
　　　　　　実施計画提出（市町村→県）（3月）
　
＜児童クラブ施設整備＞
＊工事進捗状況報告書受理（1月）
＊国庫補助金受入（3月）
＊実績報告書受理（市町村→県→国）

＜学び場人材バンク＞
＊委託業務完了報告書受理　＊第４回委託料概算払（1月）
＊Ｈ２６委託契約手続（3月）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊委託業務完了報告書受理　＊第４回委託料概算払（1月）
＊Ｈ２６委託契約手続(3月)

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊最終変更手続（1～2月）
＊事業概要書作成(3月)
＊学校・家庭・地域連携合同成果発表会（1/30）
＊市町村担当者・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修会in吉良川（2/4)
＊第２回推進委員会（2/20）
＊Ｈ２５国庫補助金受入（子ども教室分 2/19）
＊Ｈ２６子ども教室国庫補助金仮申請(3/7)
＊Ｈ２６要綱改正（3月）
＊Ｈ２６県単事業補助金交付決定手続（3月）
＊Ｈ２６子ども教室及び児童クラブ
　　　　　　実施計画提出（市町村→県）（3月）
＜児童クラブ施設整備＞
＊工事進捗状況報告書受理（1/9）
＊国庫補助金受入（3月）
＊実績報告書受理（市町村→県→国）
＜学び場人材バンク＞
＊出前式勉強会の開催（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、防災）
＊業務完了報告書受理　＊第４回委託料概算払（1/17）
＊Ｈ２６委託契約手続（3月）
＜特別支援学校（山田養護学校）委託＞
＊業務完了報告書受理　＊第４回委託料概算払（1/14）
＊Ｈ２６委託契約手続(3月)

＊学校・家庭・地域連携合同成果発表会
　　　参加者 79名、満足度 77％
＊市町村担当者・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-研修会
　in吉良川　参加者 45名、満足度 76％

＜学び場人材バンク＞
＊第２回委託料概算払（7月）

＜学び場人材バンク＞
＊第２回委託料概算払（7/16）
＊夏休み出前講座の開催

＊人材バンクによる夏休み出前講座
　　　　84講座、参加者 1,999名

（要因分析、課題等）

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 林 （ 3349 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 827,527千円 補正後予算額 208,317千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

事業概要・目的

　狭隘化や老朽化が課題であった県立図書館と高知市民図書館本館を合築により新たに整備し、図書館機能の充実と効率的な運営を図る。
　また、点字図書館とこども科学館（仮称）を併設した複合施設として整備することで、様々な人々の交流を深め、県内の生涯学習や文化の発展に寄与する
知的・文化的な基盤としていく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

新図書館等整備事業費 新図書館整備課

（

年
５
月
か
ら
）

実
施
設
計
委
託
業
務

埋
蔵
文
化

公
告
・
入
札

公
告
・
入
札

図
書
館
資
料
Ｉ
Ｃ

設計完了

契約締結

契約締結

ＩＣタグ

貼付

情報

システム

調
査
事
前
準
備

Ｈ

24

公
告
・
入
札

図
書
館
資
料
ラ
ベ
ル

契約締結

ラベル貼付

新
図
書
館
の
運
営
方
針
・
運
営
体

（

年
５
月
か
ら
）

実
施
設
計
委
託
業
務

公
告
・
入
札

ＩＣタグ

貼付

調
査
事
前
準
備

Ｈ

24

公
告
・
入
札

ラベル貼付

図
書
館
資
料
Ｉ

図
書
館
資

埋蔵文化財

発掘調査

契約締結

6月17日

契約締結

6月3日

建
築
工
事

公
告
・
入

札
準
備

埋
蔵
文
化
財
発
掘

設計完了

8月31日

契約締結

8月1日

契約締結

5月1日

契約締結

9月26日

情報

システム

公
告
・
入
札

○委託業務契約締結

・埋蔵文化財発掘調査（事前準備業務）（5月1日）

・図書館資料ラベル貼付業務（6月3日）

・図書館資料ＩＣタグ貼付業務（6月17日）

○埋蔵文化財発掘調査委託業務契約締結

（8月1日）

○新図書館等複合施設等実施設計委託業務の完了

○新図書館情報システム構築等委託業務契約締結

（9月26日）

新
図
書
館
の
運
営
方
針
・
運
営

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）
・開館（平成27年度中）までのスケジュール

に沿った着実な事業の実施
＜平成26年度以降の主なｽｹｼﾞｭｰﾙ（予定）＞

平成26年度･･･建築工事、

情報システム構築・暫定稼働

平成27年度･･･建築工事、展示工事、移転作業、

開館（情報システムの本稼働）

建
築
工
事
公
告
・
入
札

建
築
工
事
（

年
８
月
ま
で
）

財
発
掘
調
査
委
託
業
務
（
出
土
品
整
理
等
を
含
む
）

新
図
書
館
情
報
シ
ス
テ
ム
等
構
築
等
委
託
業
務
（
構
築
は

年
２
月
ま
で
）

Ｃ
タ
グ
貼
付
委
託
業
務
（

年
３
月
ま
で
）

Ｈ

27

Ｈ

28

Ｈ

27

（

年
３
月
ま
で
）

Ｈ

27

ル
貼
付
委
託
業
務
（

年
３
月
ま
で
）

Ｈ

26

体
制
の
検
討
、
策
定

12月議会議決

請負契約締結

Ｃ
タ
グ
貼
付
委
託
業
務

（

年
３
月
ま
で
）

資
料
ラ
ベ
ル
貼
付
委
託
業
務

掘
調
査
委
託
業
務
（
出
土
品
整
理
等
を
含
む
）

（

年
３
月
ま
で
）

新
図
書
館
情
報
シ
ス
テ
ム
等
構
築
等
委
託
業
務
（
構
築
期
間
は
調
整
中
）

公
告
期
間

（
建
築
主
体
、
電
気
、
空
調
）

入札不調

(建築主体)

設
計
金
額
の
算
出
方
法
、
入
札
参
加
資

格
要
件
、
工
期
等
の
見
直
し
・
検
討

公
告
・

入
札
準
備

公告

Ｈ

27

業務完了

3月20日

Ｈ

27

・新図書館等複合施設等実施設計の完了

・図書館資料ラベル貼付業務の完了

○図書館資料ラベル貼付委託業務の完了

建築工事の着手予定時期の延期に伴い、開館

予定時期を平成27年度中から平成28年度中に

延期とするため、関連業務を含めてスケジュール

を調整し、着実に事業を実施

＜平成26年度以降の主なｽｹｼﾞｭｰﾙ（予定）＞

平成26年度･･･建築工事の着手、情報システム構築

平成27年度･･･建築工事、情報システム構築・暫定稼働

平成28年度・・・建築工事、展示工事、移転作業、開館

公
告
期
間
（
衛
生
） ※11月に実施した建築主体工事の入札（開札）が

不調となり、他の設備工事（空調、電気、衛生）

の開札を中止

※入札不調の要因

全国的に公共事業や建築工事の需要が増加する中、

技能労働者の確保が難しくなっていること、資材や建設

機械の調達などに係る実勢単価と設計単価による積算

価格に大きな差が生じていることにあると分析

(建築主体)

※入札不調後の対応

積算価格への実勢価格の反映、工期や入札参加資格

要件の見直しを行った上で、平成26年3月下旬に再度入

札公告（建築主体工事）

営
体
制
の
検
討



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大塚 （ 4929 ）

種別 　  当初予算額 2,117千円 補正後予算額  3362 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　
○モデル校（実践協力校）3校決定。（久礼田小、高
岡第二小、松田川小）（6月）

○モデル校（実践協力校）へ趣旨説明。（久礼田
小、高岡第二小）（７月上旬）
○支援委員会委員委嘱（7月中旬）

○本事業執行の決定が6月であったことや、実践協
力校である3校が9月に運動会を開催するために、事
業進捗は遅れ気味である。

○第1回高知県子どもの体力向上支援委員会実施
（8/23  かるぽーと会議室）

○実践協力校において、10月以降の実施計画作成

事業概要・目的

　子どもたちの体力の低下傾向に対して、学校、家庭、地域が一体となって体力向上に向けた取組を支援するために、教育委員会を中心とし様々な機関
等でコンソーシアムを設置し、各機関の人的資源等を活用しながら、総合的な体力向上の取組を実施する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

地域を活用した学校丸ごと子どもの体力向上推進事業 スポーツ健康教育課

文科省：委託要項配布

事業計画作成・申請

高知県子どもの体力向上支援委員会①

モデル校の決定

○実施計画書の作成

○外部人材を活用した取組

・体育授業

・体育的な活動

○生活習慣等の取組計画

○教員を対象とした研修会

他校での検証モデル校での取組

○外部人材を活用した取組

・体育授業

高知県子どもの体力向上支援委員会②
・ 本年度の取組方針について

・ 実践校の計画の方向性について

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

設置したコンソーシアムが機能し、学校、家庭、地
域が連携した取組の効果が上がり、運動好きの子
どもたちが増える。併せて、望ましい運動習慣の定
着が図られることで、結果として体力・運動能力が
向上する。

コンソーシアムの設立までには至らなかったので未
達成である。

・本年度は、実践協力校が地域や外部人材とのつな
がりを広げていく事が本事業での取組の中心となり、
コンソーシアム設立に向けた支援委員会等での協議
が不十分であった。本年度実践協力校への外部人材
派遣に協力していただいた総合型スポーツクラブ等と
さらに連携を図りながら、コンソーシアム設立に向け
て取り組んで行く。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

○実践協力校での外部人材を活用した取組の開
始

○第2回高知県子どもの体力向上支援委員会実施
（1/20  高知会館）

○３校の実践協力校において、地域の総合型スポー
ツクラブと連携しながら、新たな外部人材の活用によ
る子どもの体力向上を図ることができた。それによ
り、３学期に実施した２回目の新体力テストの結果の
上昇や、質問紙調査において「体育の授業が楽しい
か」の回答が全学年で90％を超える学校が出るな
ど、本事業による効果は表れている。

○実践協力校での外部人材を活用した取組の終了
○第3回高知県子どもの体力向上支援委員会実施
（2/24  共済会館）

　
○報告書の作成

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）

・体育授業

・体育的な活動

○生活習慣等の取組

○保護者を対象とした講演

◆モデル校での活動を、他

校で実施し、効果について

検証する。

モデル校まとめ

○取組の検証

○課題・成果

○次年度の方向性

○報告書の作成

高知県子どもの体力向上支援委員会③

高知県子どもの体力向上支援委員会④

●著名なスポーツ選手の活用

水島宏一氏（東京学芸大学 准教授）
ソウルオリンピック体操競技男子団体銅メダリスト

●体育授業サポーター

・地域のスポーツ指導者

・大学教授の指導

●放課後運動遊びチューター

・地域の専門学校生

●親子運動遊び教室 等

・平成25年度全国体力・運動能力、運動習慣

等調査結果について

・実践協力校中間報告について

・山口県視察について

・実践協力校における本年度のまとめ

・これからの子どもの体力向上への取組方策



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田泰明 （ 3381 ）

種別 　教育・子育て  当初予算額 4,984千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

◆志育成型学校活性化事業連絡協議会
(10/29)
 ・各校の現状・課題
 ・実践発表
 ・講義

◆10/3～10/29、11/12.15
　個別課題支援員による第４回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
◆10/17～10/25、11/18～11/22、12/2
　統括アドバイザーによる第１回準推進校訪問
・管理職と推進リーダーに来年度の実施に向けて

○県内全中学校の校長を対象に連絡協議会を開催
したことで、全生徒を対象にした開発的生徒指導を組
織的に実践しようとする中学校が増加した。
○公開授業研修会を実施したことにより、開発的・組
織的な生徒指導の具体的取組についての理解が深
まり、他の推進校において具体的な取組への理解を

◆志育成型学校活性化事業第１回学校支援
会議(5/27)
　・各学校の計画説明
　・講義

◆4/19～25　指導主事訪問
・各推進校の進捗状況の確認と助言を行った。
◆4/25～5/16
個別課題支援員による第１回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
◆5/13～30
統括アドバイザーによる第１回学校訪問
・授業中の生徒の状況や学校からの状況報告をも
とに教職員に指導、助言を行った。
◆5/28　第１回学校支援会議
・学校からの状況報告をもとに推進リーダーに指
導、助言を行った。

○計画通りにはスタートできていない推進校もあった
が、組織としての生徒指導体制は整えて取組を始め
ることができた。
○個別課題支援員の見立てを中心とした「支援会」を
行うことにより、教職員の支援児童生徒への接し方に
好影響を与えている。
●統括アドバイザーの学校訪問の際に、アドバイスを
受けたい内容を整理しておく必要がある。
●統括アドバイザーの学校訪問内容を学校長と確認
したうえで計画をたてる。
●本事業推進リーダーの役割を再確認を行う必要が
ある。

◆志育成型学校活性化事業次年度指定校確
定
・準推進校6校の決定（9月）

◆6/6～6/25、7/5～7/16
　個別課題支援員による第２回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
◆７月中旬　アンケート調査の実施（６校）
・生徒と教職員に対してアンケートを実施し
た。
◆7/20～9/5
個別課題支援員による第３回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
◆9/24～9/30、10/7・16
統括アドバイザーによる第２回学校訪問
・7月のアンケート調査の結果をもとに、学校
に指導、助言を行った。

○事業がスムーズに進みはじめた学校には、統括ア
ドバイザーからのポジティブフォーカス（肯定的な価値
付け）が入り、さらに事業が進んでいくという相乗効果
が見られる。今後も学校長と統括アドバイザーの連
携強化に取り組んでいく。
○各推進校が「人の話を聞くこと」の指導を、組織的
に取り組みはじめている。「人の話を聞くこと」で自分
も他人も大切にできる子どもが育ち、自尊感情を高め
ることにつながっていくと考えられる。今後は、学級レ
ベル、各授業レベルでの取組を各校の実情に合わせ
て推進し、学ぶ意欲を高め、さらに子どもの自尊感情
を高めていく必要があると考える。

事業概要・目的

　高知県における中学校の生徒指導上の諸問題については、依然として厳しい状況にある。その背景には、生徒の自尊感情や自己有用感が十分育まれ
ていないこと等があり、それらが生徒の学習意欲の低下や将来の夢をもてない状況につながっていると考えられる。このような課題を解決するためには、
学校経営の中に生徒指導の視点を位置付け、ＲＰＤＣＡサイクルに基づく改善を進めることで、学校力を総合的に底上げすることが必要となる。そこで、こ
の取組を積極的に推進する中学校を指定し、人権が尊重され、すべての生徒が安心して過ごせ、夢や志、自信をもてる学校づくりを行うことで、生徒指導
上の諸問題の改善を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

志育成型学校活性化事業 人権教育課

１１月

１２月

１月

２月

３月

通年

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆志育成型学校活性化事業に関わる学校訪
問（月１回）
・統括アドバイザー、課題別支援員が学校に
入り、ＲＰＤＣＡサイクルに基づく学校経営の
中に生徒指導の視点を位置づけ、組織的な
取組を展開する。（県内６中学校）

◆上記実施状況のとおり ●上記備考のとおり

各指定校の学校改善プラン到達目標の達
成。
各指定校の不登校、暴力行為の減少。

◆アンケート調査（生徒アンケートの強い肯定群）
「自己肯定感」の割合が上昇した学校が6校中4校
「学校満足度」の割合が上昇した学校が6校中6校

○学校が組織で生徒指導に取り組んでいる。
○生徒指導が計画的に実施できている。
●管理職はプロジェクトの理解が進んできたが、今後
はミドルリーダーの理解を進め、さらに組織として実
践的な生徒指導を行う必要がある。

 ・講義
◆志育成型学校活性化事業推進校公開授業
研修会(11月)
・公開授業
・研究協議
◆志育成型学校活性化事業準推進校への学
校訪問（各校２回）
・管理職、推進リーダーへの事業説明
・全教職員への事業説明

・管理職と推進リーダーに来年度の実施に向けて
学校の取組の方向性の指導、助言を行った。
◆10/29 連絡協議会（対象：全中学校長）
・統括アドバイザーによる学校経営に関する講演、
推進校の実践発表を行った。
◆11/1公開授業研修会（旭中）
・授業公開、実践発表を行った。
◆11月中旬　アンケート調査の実施（11校）
・生徒と教職員(保護者）に対して実施した。
◆12/2～11/20
　統括アドバイザーによる第２回準推進校訪問
・全教職員に来年度の実施に向けて学校の取組の
方向性の指導、助言を行った。
◆12/10～17
　個別課題支援員による第５回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
　

まり、他の推進校において具体的な取組への理解を
深めることができた。
　推進校において、さらに組織的に取組を進めるため
の校内の組織体制の改善が必要な学校も数校あり、
次年度に向けて、各学校の実情に合わせた組織改
革に取り組んでいく。
○推進校において、校区内の小学校と連携して、開
発的・組織的な生徒指導を具体的に取り組む学校が
増えてきた。
　小学校と連携することで、より早い発達段階から子
どもたちの自己有用感・自己肯定感を向上させる取
組を行うことができるようになるため、今後もそういっ
た小中連携の取組を推進（強化）しながら、指定校で
の取組の成果を発信していく。

◆志育成型学校活性化事業第２回学校支援
会議(1/29)
 ・各校の進捗状況確認
 ・講義
◆志育成型学校活性化事業準推進校への学
校訪問（各校１回）
　・次年度のプロジェクトの作成

◆1/20,21,27,28,29
　統括アドバイザーによる第３回推進校訪問
・11月アンケート結果をもとに指定2年目の事業推
進に向けての助言を行った。
◆1/14.16、2/13.25.27、3/4
　個別課題支援員による第５回、第６回学校訪問
・生徒の状況をもとに教職員に助言を行った。
◆1/30「第2回学校支援会議」を実施
・各推進校の実践発表と統括アドバイザーの指導、
助言を行った。
◆1/23,24、2/10,19,20,24,27,28、3/3,6
・県教委指導主事が準推進校6校を訪問し、「来年
度のプロジェクト案」作成の助言を行った。

○「第２回学校支援会議」を実施したことにより、各推
進校の効果的な取組例について、推進校、また準推
進校に発信することができた。
○●「プロジェクト案」づくり等の指導・助言を行ったこ
とにより、準推進校の事業理解がより深まった。統括
アドバイザーの訪問回数が限られたいるため、指導
主事の訪問指導の力量を上げていく。
○１年目の成果と課題を明らかにし、２年目の「プロ
ジェクト案」づくりに取り組む必要がある。希望のあっ
た学校には、指導主事が適宜訪問し指導・助言を行
い、より効果的なプロジェクト案を作成することができ
た。

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等）



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田泰明 （ 3381 ）

種別 　教育・子育て  当初予算額 14,159千円 補正後予算額 9,468千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

◆進捗状況の確認（10市町村、高知市） ◆市町の現状に応じて、小学校・中学校のどち ●課題に応じて臨機応変に動きづらい市町も

◆生徒指導推進協力員・学校相談員の選考・
決定

◆生徒指導推進事業による生徒指導推進協力
員・学校相談員（10市町村に10名）、生徒指導
スーパーバイザー（高知市に6名）を学校へ派
遣。
　・外部人材活用により教育相談が充実
　・関係機関との連携の強化
　・非行、問題行動の早期対応と予防の推進

◆進捗状況の確認（10市町村、高知市）
　・勤務状況報告書、日誌報告書での状況確認

◆生徒指導推進協力員・学校相談員（10市町
に10名）、生徒指導スーパーバイザー（高知市
6名）を、特別な支援が必要とされる児童生徒
の在籍する学校へ派遣した。

◆勤務状況報告書及び日誌報告書により、管
内の学校の実態把握に努め、特に支援の必要
な学校を選定した。

◆生徒指導スーパーバイザー定例会(6/12)開
催
・高知市以外の10市町の活動内容と、高知市
の活動内容を情報交換した。

●事業実施初年度であるため、生徒指導推進
協力員、生徒指導スパーバイザーの役割や具
体的活動について明確にし、周知する必要が
ある。

○生徒指導スーパーバイザー定例会の開催に
より、高知市内の中学校の状況とスーパーバイ
ザー間での支援の方向性について確認が行え
た。

●派遣校によって、支援に時間がかかる場合
がある。定例会には全員が出席できるよう、日
程調整を行うようにする。

◆進捗状況の確認（10市町村、高知市）
　・勤務状況報告書、日誌報告書での状況確認

◆生徒指導推進協力員・学校相談員、生徒指
導スーパーバイザー連絡協議会の開催

◆勤務状況報告書及び日誌報告書により、管
内の学校の実態把握に努め、特に支援の必要
な学校に対して助言した。

◆生徒指導推進協力員・学校相談員連絡協議
会を(7/19)開催
・情報交換、協議・事業のねらいを再確認する
とともに、少年サポートセンターや中央児童相
談所の業務紹介等を行い、連携の道筋をつけ
ることを意識して活動を行っていくこととした。

◆生徒指導スーパーバイザー定例会(8/5)開
催
・中学校の状況確認、支援事例、関係機関と
の連携について協議

○生徒指導推進協力員・学校相談員連絡協議
会を開催することにより、効果的な教育相談や
問題行動を繰り返す児童生徒への関わりにつ
いて、理解を深めた。

●連絡協議会を通して、各生徒指導推進協力
員・学校相談員の対応スキルをさらに上げる必
要がある。

●１学期の活動を振り返り、２学期以降に向け
た具体的な活動の仕方について明確にする必
要がある。

事業概要・目的

　生徒指導推進協力員・学校相談員を教育委員会・学校等に配置し、児童生徒の非行・問題行動等に対する警察等との連携や
児童生徒の教育相談を実施し、これらの未然防止や早期発見・早期対応に努める。また、研修会や連絡協議会を開催し、生徒
指導推進協力員・学校相談員の資質の向上を図り、事業を効果的かつ円滑に実施するための情報交換や関係機関との連絡調
整等を行うことができるようにする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成26年3月31日

生徒指導推進事業（生徒指導推進協力員・学校相談員） 人権教育課

　

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

通年

年度末

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

◆生徒指導スーパーバイザー（高知市）月例会
　・月に1回情報交換を行う。

◆上記実施状況のとおり ●上記備考のとおり

（求める具体的な成果）
◆生徒指導推進協力員・学校相談員が、非行
や問題行動などの未然防止、早期発見・対応
の中心的存在となり、市町村として組織的に課
題を解決しようとする体制の充実。

◆協力員配置市町村における、非行や問題行
動、不登校の減少。

◆市町村によって計画的な活用に差がある。
連絡協議会の開催が１回であったため、効果
的な活用についての協議や市町村間の情報
交換が十分にできなかった。

（要因分析・課題等）
●市町村が学校の課題に応じて生徒指導推進
協力員・学校相談員を適切に配置する等の対
応が十分にできていない。
市町村、学校が連携し、組織の一員として生徒
指導推進協力員・学校相談員の効果的な活用
を行っていく必要がある。

◆進捗状況の確認（10市町村、高知市）
　・勤務状況報告書、日誌報告書での状況確認
　

◆市町の現状に応じて、小学校・中学校のどち
らに重点を置いて活動するか判断し、活動す
ることができた。

◆生徒指導推進協力員の役割について確認
し、関係機関との連携を促すことができた。

◆生徒指導スーパーバイザー定例会(12/24)
開催
・重点的に支援に入る学校について状況等の
確認を行った。
・生徒指導に関する、学校への助言の内容に
ついて共有し、互いの活動に生かした。
・来年度の活動の方向性を確認し、それを踏ま
えて第４四半期の活動を行っていくことを確認
した。

●課題に応じて臨機応変に動きづらい市町も
あり、地教委担当者と生徒指導推進協力員の
連携を促す必要がある。

●生徒指導推進協力員一人では、関係機関と
の連携がなかなか難しい市町もある。学校には
十分入れているが、個人での取組には限界が
あるため、連携は必要不可欠である。他機関と
の連携についても、さらに促していくようにす
る。

○生徒指導スーパーバイザーが課題の多い学
校に入り、生徒指導の未然防止、対処の観点
から学校長に対して助言をしている。

◆進捗状況の確認（10市町村、高知市）
　・勤務状況報告書、日誌報告書での状況確認

◆実績報告書の提出
　・各市町村における本事業の成果
　（児童生徒・教職員等の実態、連携の実態等）

◆来年度への確認
　事業を実施する上での課題や、改善すべき内
容等について確認する。

◆実績報告書をもとに、本事業の成果と課題
を検証した。

◆生徒指導推進協力員・学校相談員の効果的
な関わり方について検証し、市町村教育委員
会担当者と次年度における活動の方向性や活
動体制を確認した。

◆生徒指導スーパーバイザー定例会（3/20)開
催
・本年度の成果と課題を共有し、次年度の活
動の方向性を確認した。
・生徒指導スーパーバイザーの効果的な関わ
り方について協議した。

●発達に課題がある児童生徒が問題行動を起
こしたときの対応など、生徒指導推進協力員・
学校相談員へのニーズが高くなってきた。勤務
日数・勤務時間数が限られているので、より効
果的に支援につなげるよう工夫する必要があ
る。

●学校が、生徒指導推進協力員・学校相談員、
生徒指導スーパーバイザーに児童生徒の対応
を任せてしまうのではなく、あくまで学校が主体
となって取り組んでいくための支援を行うという
ことを確認していくようにする。学校対応力や実
践力を高めるための支援やアドバイスを行うよ
うに促す。

（達成状況）



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公安委員会

番号 課名 事業名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 会計課 安全・安心まちづくり対策事業 － 17,962



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福永 （ 2978 ）
種別 -  当初予算額 17,962千円 補正後予算額 17,962千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

担当部局： 警察本部
平成25年3月31日

安全安心なまちづくり対策事業 生活安全企画課
　

事業概要・目的
○公共空間における犯罪の予防や安全で安心な生活環境の確保を目的とした街頭防犯カメラの設置
○安全安心に子どもを通学、遊ばせることのできる環境を整備するとともに、防犯活動の活性化と防犯力の向上を目的とした子ども見守りカメラの設置
○防犯カメラの設置を要望する者からの申請に基づく、設置に要する費用の補助

防犯カメラは犯罪発生抑止に効果があり、引き続き設置を促進する必要がある。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○新しい補助金交付制度審査・制定

○補助金交付制度運用開始（募集・受付）
○ガイドライン・広報チラシの作成・配布
○子ども見守りカメラ設置場所選定と地元説
明会の開催（～８月）

○街頭防犯カメラ入札（４箇所８台） ○新しい補助金交付制度制定
○ガイドライン作成

街頭防犯カメラ入札の早期実施

８月１日～補助金交付制度運用開始（募集・
受付）
広報チラシ作成・配布

補助金による設置の早期執行

○街頭防犯カメラ（４箇所８台）設置完了・運用
開始

相談は、事業者や市町村教育委員会等から
数件あっているが、９月末時点においても申
請受付には至っていない。

相談は、事業者や市町村教育委員会等から数
件あっているが、９月末時点でも申請受付には
至っていない。事業者に対する広報、各署担当
者等による市町村等に対する設置推進の働き
かけを実施しているが、さらなる周知・広報の徹
底を図る。

○子ども見守りカメラ（10基）入札
■来年度、設置場所及び台数の再確認

街頭防犯カメラ入札

○子ども見守りカメラ（10基）設置完了・運用開
始

街頭防犯カメラ設置完了

補助金について、15件19基分、約483万円の
申請を受理し、全てにおいて交付を決定した。

○街頭犯罪の発生抑止、防犯意識の高揚等
○防犯活動の活性化と防犯力の向上

●街頭防犯カメラ・子ども見守りカメラについ
ては、設置が完了し、運用を開始した。

●補助金交付制度に関しては、予算額525万
円のうち約92％に当たる額の交付を決定し、
昨年度の執行率約12％から大幅に増加した。

補助金交付制度については、申請者に事業者
を追加するとともに子ども見守りカメラを新設し
たところ、申請者が大幅に増加した。
（課題）
・街頭防犯カメラ・子ども見守りカメラの設置につ
いては、設置場所の町内会等との協議に時間を
要するため、新年度は早期に協議を開始する。
・補助金制度について更なる周知を図り、申請
者の増加につなげる。

○補助金申請締切（２／28）

街頭防犯カメラ運用開始

子ども見守りカメラ（10基）設置完了・運用開始

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公営企業局

番号 課名 事　　　業　　  名 事業区分
当初予算額

（千円）

1 県立病院課 あき総合病院整備事業 － 3,879,188

2 電気工水課
地蔵寺川発電所（仮称）建設計画実施設
計委託料

－ 47,105



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本 （ 4920 ）

種別 当初予算額 3,879,188千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

・本体Ⅱ期工事完成
・本体Ⅱ期工事完成

・開院式(3/22)
・患者移送(3/30)

・入札不調（入札参加者がいない）により、一部
工事で着手が遅れたが、4月の開院には間に
合わすことができた。

備考（課題及び成果等）

 H24～引続き
・本体Ⅱ期工事(～26年2月末)
・医療情報システムの整備(～26年3月末)
・運営システム等の構築(～26年3月末)

・高額医療機器の整備着手(～26年3月末)

・医師公舎Ⅳ建設工事発注(年度内完成)

・条例提出
　　病床数変更348床→270床：12月議会
　　（一般病床数258床→180床）

実施状況・変更計画　

 H24～引続き
・本体Ⅱ期工事(～26年2月末)
・医療情報システムの整備(～26年3月末)
・運営システム等の構築(～26年3月末)

・高額医療機器の整備着手(～26年3月末)

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
公営企業局

あき総合病院整備事業 県立病院課

　－

・病院全体の供用開始に向けて、「新病院へ
の円滑な移行準備」を整える。
　ハード面→Ⅱ期工事である一般病棟部分
                等の工事完成
　ソフト面→電子カルテ等の運用開始準備を
　　　　　　 　整える

・病院全体の供用開始に向けて、「新病院へ
の円滑な移行準備」を整えることができた。
　ハード面→Ⅱ期工事である一般病棟部分
                等の工事完成
　　　　　　　・計画どおり2月末完成
　ソフト面→リハーサルを３回実施し、開院に
　　　　　　　向けて準備を整えることができ
　　　　　　　た。

・ハード面では、工事の施工に当たり全業者が
毎週集まり打合せを行いながら円滑に実施で
きた。
・ソフト面では、全体的な運用面についてコンサ
ルに施行管理を委託しており、進捗管理が行え
た。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　安芸保健医療圏の中核的医療機関として、県立安芸病院と県立芸陽病院を統合した新たな「あき総合病院」を整備する。
　○H24.4　　　あき総合病院開院（安芸、芸陽病院統合）
　○H24.8　　　精神科病棟部門供用開始(Ⅰ期工事完成後）
　○H26.4　　　病院全体供用開始(Ⅱ期工事完成後）
　○H26.12　　Ⅲ期工事完成（旧安芸病院・旧芸陽病院管理棟解体工事、外構工事等）

・医師公舎Ⅳ建設工事発注(年度内完成)

・本体Ⅱ期工事H24繰越分完成

・７月末に本体工事のH24からの繰越分が完成
　→Ⅱ期工事の完成予定（H26.2末）に向けて
　　工事は順調に進捗している。
　　（繰越はH23の津波対策の変更に伴うもので
　　あり、現計画に沿ったものである）

・WTO案件の医療機器を順次発注

・条例提出
　　病床数変更348床→270床：12月議会
　　（一般病床数258床→180床）
・売店・食堂等の運営業者選定プロポーザル
実施

・計画どおり、条例の提出、売店等のプロポー
ザルの実施が行うことができた。

執行計画・目標

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 



平成２５年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 三本 （ ４６２４ ）

種別 当初予算額 47,105千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

年度末

○基本設計業務の成果をもとに、技術的、
社会的、経済的な面等から詳細な評価、
検討を加え、建設コストやライフサイクルコ
スト低減、工期短縮を目指す必要がある。

・1/18　実施設計委託業務着手

実施設計完了

建設工事着手準備

・建設工事予算要求

・基本設計
　（24年11月より継続）

・許認可関係機関・地元関係者との協議
　(以降随時)

・基本設計完了

・許認可関係機関への申請・届出
　(以降随時)

事業化を決定
・許認可関係機関等への事前協議
（11/18より随時）

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　

基本設計業務は現地調査、検討項目の
追加等により、９月末完了に変更。
（その他の項目も繰り延べる）

地元と適時情報交換

　
基本設計業務中間報告

〇良好な関係を維持

〇委託業者からの中間報告で採算性に課
題があるという報告を受け、更なる経済性
検討を進めるように指示

担当部局：

事業概要・目的

平成26年3月31日
公営企業局

地蔵寺川発電所（仮称）建設計画実施設計委託料 電気工水課

　―

地域資源を活用する発電事業によって得られ
る利益を、地域に還元する新たなモデル作り
を目指す

・事業化に対して、地元等関係者の理解を得
た
・基本設計を完了し、実施設計に移った。但
し、実施設計は次年度にかけて実施すること
となった。

・基本設計で調査項目の追加が必要となったこ
と等から、全体の進捗が遅れた。実施設計では
品質を落とさずに、スケジュール管理をしっかり
行っていく必要がある。
・地域への貢献方策を考えながら事業化を進め
る。

　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

土佐町において、高知分水の瀬戸川導水路北郷谷注水口下流から地蔵寺川取水堰上流までの未利用落差を利用した、地蔵寺川発電所（仮称）建設工
事の発注にあたり、基本設計事項の確認・検討を行い、詳細設計を実施し、図面・数量計算表をとりまとめる。

執行計画・目標

　
〇事業採算性の精査、今後の進捗管理に
ついての整理基本設計委託業務完了(9月末)

地元と適時情報交換
・7/11　許認可関係機関と事前相談
・7/26利水者団体に対して概要説明

〇計画に理解を示してもらった

・実施設計着手

（求める具体的な成果） （達成状況） （要因分析、課題等） 
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